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� ͍ͯͭʹखଓ͖ࠐ໿ͷ͓ਃܖ͝

� ͍ͯͭʹ஌ࠂঢ়ଶͳͲͷ߁݈

˔อݥձࣾのձࣾ૊৫ܗଶにはʮ૬ޓձࣾʯとʮࣜגձࣾʯが͋り、౰ࣾはʮࣜגձࣾʯです。
契約ऀのݥձࣾのอޓ契約ऀは、૬ݥձࣾのอࣜג、にΑりӡӦされΔ΋ので͋りࢿ主のग़ג、ձࣾはࣜג˔
Α͏に、ʮࣾһʯ（ߏ੒һ）としてձࣾのӡӦにࢀՃすΔことはできません。

�஌ࠂ���
˔͝契約をおҾきड͚すΔかͲ͏かをܾめΔためのॏཁなことがらにͭいておたͣͶします。݈ ࠂ、ঢ়ଶなͲ߁
஌ॻなͲでおたͣͶすΔことにͭいて、࣮ࣄを͋りのままਖ਼確に΋れな͘ࠂ஌してͩ͘さい。
஌ॻࠂ਎でࣗ͝ऀݥ診断౳の݁Ռを͝ར༻いたͩ͘ํ๏΋͋ります。この場合に΋、ඃอ߁຿ઌの定期݈ۈ˔
なͲの࣭໰߲ࣄにͭいて͋りのままをお౴͑ͩ͘さい。

�஌ٛ຿ࠂ���
˔生໋อݥは、ଟ਺のਓʑがอݥྉをग़し͋ͬて、૬ޓにอোし͋͏੍౓です。
ྉෛ୲ݥされていΔํなͲが無৚݅で契約されますと、อࣄにैۀい৬ߴ౓のݥةঢ়ଶのΑ͘ないํ΍߁݈˔
のެฏੑをอͭことができません。
˔したがͬて、͝ 契約のおਃࠐΈにࡍして、過ڈのইප （ྺইප໊ɾ࣏ྍ期ؒなͲ）、ࡏݱの݈߁ঢ়ଶ、৬ۀなͲ
にͭいての࣭໰߲ࣄにରして、࣮ࣄを͋りのままਖ਼確に΋れな͘ࠂ஌していたͩٛ͘຿（ࠂ஌ٛ຿）が͋りま
す。

�ݖ஌डྖࠂ���
ਓ（౰ࣾの৬һɾืू୅ཧళをूืݥが༗しています。生໋อࢣ定したҩࢦは౰ࣾおΑͼ౰ࣾがݖ஌डྖࠂ˔
含Έます。）にޱ಄でお࿩しいたͩいて΋、ࠂ஌をいたͩいたことにはなりませんので、͝ ஫ҙͩ͘さい。

���ইපྺͳͲ͕͋Δ৔߹�
˔౰ࣾでは、อݥ契約ऀؒのެฏੑをอͭため、ඃอऀݥの݈߁ঢ়ଶなͲにԠ͡て͝契約のおҾड͚の൑断を
。ていますͬߦ
˔ইපྺなͲをࠂ஌された場合には、௥Ճのৄしいࠂ஌なͲがඞཁとなΔ場合が͋ります。
˔ইපྺなͲが͋Δ場合には、͝ 契約をお断りさせていたͩ こ͘と΋͋りますが、৚݅を付͚ておҾきड͚すΔ
こと΍、৚݅を付͚ͣにおҾきड͚すΔこと΋͋ります。

�߹ͱ૬ҧ͢Δ৔࣮ࣄ஌಺༰͕ࠂ���
とҧ͏こと࣮ࣄ஌されなかͬたりࠂを࣮ࣄҙまたはॏେな過ࣦにΑͬてނ、にͭいて߲ࣄ஌ॻなͲの࣭໰ࠂ˔
をࠂ஌された場合、責任開始日から̎ ೥以಺で͋れ͹、ʮࠂ஌ٛ຿ҧ൓ʯとして͝契約または特約をղআすΔこ
とが͋ります。
˔責任開始日から̎ ೥を経過していて΋、給付金の支払ࣄ༝΍อݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝が̎ ೥以಺にൃ生してい
た場合には、͝ 契約または特約をղআすΔことが͋ります。
ࠂにͭいて࣮ࣄҼとなΔݪਓ（౰ࣾの৬һɾืू୅ཧళを含Έます。）がղআのूืݥ஌に͋たり、生໋อࠂ˔
஌をすΔことを๦͛た場合、またはࠂ஌をしないこと΍࣮ࣄでないことをࠂ஌すΔことをקめた場合には、౰
ࣾは͝契約または特約をղআすΔことはできません。たͩし、生໋อूืݥਓのこ͏したߦҝがなかͬたとし
て΋、อݥ契約ऀまたはඃอऀݥが、౰ࣾがࠂ஌をٻめた߲ࣄにͭいて、࣮ࣄを͛ࠂなかͬたかまたは࣮ࣄ
でないことを͛ࠂたとೝめられΔ場合には、౰ࣾは͝契約または特約をղআすΔことができます。
˔͝契約がղআされΔ場合で、すでに給付金をお支払いしていΔ場合には、その金ֹを౰ࣾにおฦしいたͩきます。
ɹまた、すでにอݥྉのお払ࠐΈを໔আしていΔ場合には、その໔আはなかͬた΋のしておऔりѻいします。
にΑΔऔফをཧ༝として、給付金をお支払ٗ࠮、஌ٛ຿ҧ൓が͋ͬた場合で、その಺༰が特にॏେな場合ࠂ˔
いできないことが͋ります。この場合、ࠂ஌ٛ຿ҧ൓にΑΔղআのର৅֎となΔ̎ ೥経過後で΋औফとなΔこ
とが͋ります。また、すでにお払いࠐΈいたͩいたอݥྉはおฦししません。

˔生໋อूืݥਓがอݥ契約క݁のʮഔհʯを͏ߦ場合は、อݥ契約のおਃࠐΈにରしてอݥձࣾがঝ୚した
ときにอݥ契約は༗効に੒ཱします。
˔生໋อूืݥਓがอݥ契約క݁のʮ୅ཧʯを͏ߦ場合は、生໋อूืݥਓがอݥ契約のおਃࠐΈにରしてঝ
୚をすれ͹อݥ契約は༗効に੒ཱします。

˔౰ࣾの生໋อूืݥਓは、お٬さまと౰ࣾのอݥ契約క݁のഔհをऀ͏ߦで、อݥ契約క݁の୅ཧݖ΍ࠂ
஌のडྖݖは͋りません。

˔อݥ契約は、お٬さまからのおਃࠐΈにରして౰ࣾがঝ୚したときに༗効に੒ཱします。
˔͝契約の੒ཱ後に、͝ 契約の಺༰のมߋ౳をされΔ場合΋、ݪଇとして͝契約಺༰のมߋ౳にରすΔ౰ࣾの
ঝ୚がඞཁになります。

˔͝契約の前に、ʮ契約֓ཁʯʮ஫ҙىש৘ใʯを͝確ೝͩ͘さい。ʮ契約֓ཁʯʮ஫ҙىש৘ใʯにはそれͧれ、อ
の͏ͪ、特に͝஫ҙいた߲ͩࣄ঎඼の಺༰を͝ཧղいたͩ͘ための৘ใ΍͝契約の಺༰౳にؔすΔॏཁなݥ
きたい߲ࣄをࡌهしています。ඞͣ಺༰を͝ཧղɾ͝ ྃঝの͏͑おਃしࠐΈͩ͘さい。
˔おਃࠐ಺༰をे෼お確かめの͏͑、อݥ契約 ɾऀඃอࣗ͝ऀݥ਎でおखଓきͩ͘さい。また、อݥ契約ऀが๏
ਓの場合はਃࠐॻに๏ਓొ࿥ҹをԡҹしてͩ͘さい。

˔ୈ̍ ճอݥྉをお払いࠐΈいたͩ͘ࡍに、ྖ ऩূはൃߦしません。ৼ߇ࠐなͲは͝契約੒ཱ後に౰ࣾからૹ
付すΔอ݊ূݥが౸ணすΔまでେ੾にอ؅してͩ͘さい。

˔͝契約は、お٬さまからのおਃࠐΈにରして౰ࣾがঝ୚したときに༗効に੒ཱします。
˔͝契約が੒ཱした場合には、ʮอ݊ূݥʯなͲをおૹりしますので、おਃࠐ಺༰なͲにؒҧいがないかඞͣ͝
確ೝͩ͘さい。ສҰ、૬ҧすΔ఺なͲが͟͝いましたら、౰ࣾίϯλΫτηϯλʔに͝࿈བྷͩ͘さい。

˔͝契約のおਃࠐΈ後、または給付金の͝੥ٻが͋ͬた場合に、౰ࣾの୲౰ऀまたは౰ࣾでҕୗした୲౰ऀ
が、͝ 契約のおਃࠐ಺༰または͝੥ٻ಺༰なͲにͭいて確ೝさせていたͩ͘場合が͋ります。

。にԊͬた΋のか、ॻ໘で確ೝさせていたͩきます޲Έいたͩ͘಺༰が、お٬さまの͝ҙࠐճおਃしࠓ˔
ɹ�おਃࠐ಺༰がお٬さまの͝ҙ޲にԊΘない場合には、͝ 契約をおҾきड͚すΔことができません。

� ҙ֬޲ೝʹ͍ͭͯ
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� ౰ࣾͷ૊৫ܗଶʢࣜגձࣾʣʹ ͍ͭͯ

� อܖݥ໿క݁ͷʮഔհʯͱʮ୅ཧʯʹ ͍ͭͯ
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˔อݥձࣾのձࣾ૊৫ܗଶにはʮ૬ޓձࣾʯとʮࣜגձࣾʯが͋り、౰ࣾはʮࣜגձࣾʯです。
契約ऀのݥձࣾのอޓ契約ऀは、૬ݥձࣾのอࣜג、にΑりӡӦされΔ΋ので͋りࢿ主のग़ג、ձࣾはࣜג˔
Α͏に、ʮࣾһʯ（ߏ੒һ）としてձࣾのӡӦにࢀՃすΔことはできません。

�஌ࠂ���
˔͝契約をおҾきड͚すΔかͲ͏かをܾめΔためのॏཁなことがらにͭいておたͣͶします。݈ ࠂ、ঢ়ଶなͲ߁
஌ॻなͲでおたͣͶすΔことにͭいて、࣮ࣄを͋りのままਖ਼確に΋れな͘ࠂ஌してͩ͘さい。

஌ॻࠂ਎でࣗ͝ऀݥ診断౳の݁Ռを͝ར༻いたͩ͘ํ๏΋͋ります。この場合に΋、ඃอ߁຿ઌの定期݈ۈ˔
なͲの࣭໰߲ࣄにͭいて͋りのままをお౴͑ͩ͘さい。

�஌ٛ຿ࠂ���
˔生໋อݥは、ଟ਺のਓʑがอݥྉをग़し͋ͬて、૬ޓにอোし͋͏੍౓です。
ྉෛ୲ݥされていΔํなͲが無৚݅で契約されますと、อࣄにैۀい৬ߴ౓のݥةঢ়ଶのΑ͘ないํ΍߁݈˔
のެฏੑをอͭことができません。
˔したがͬて、͝ 契約のおਃࠐΈにࡍして、過ڈのইප （ྺইප໊ɾ࣏ྍ期ؒなͲ）、ࡏݱの݈߁ঢ়ଶ、৬ۀなͲ
にͭいての࣭໰߲ࣄにରして、࣮ࣄを͋りのままਖ਼確に΋れな͘ࠂ஌していたͩٛ͘຿（ࠂ஌ٛ຿）が͋りま
す。

�ݖ஌डྖࠂ���
ਓ（౰ࣾの৬һɾืू୅ཧళをूืݥが༗しています。生໋อࢣ定したҩࢦは౰ࣾおΑͼ౰ࣾがݖ஌डྖࠂ˔
含Έます。）にޱ಄でお࿩しいたͩいて΋、ࠂ஌をいたͩいたことにはなりませんので、͝ ஫ҙͩ͘さい。

���ইපྺͳͲ͕͋Δ৔߹�
˔౰ࣾでは、อݥ契約ऀؒのެฏੑをอͭため、ඃอऀݥの݈߁ঢ়ଶなͲにԠ͡て͝契約のおҾड͚の൑断を
。ていますͬߦ

˔ইපྺなͲをࠂ஌された場合には、௥Ճのৄしいࠂ஌なͲがඞཁとなΔ場合が͋ります。
˔ইපྺなͲが͋Δ場合には、͝ 契約をお断りさせていたͩ こ͘と΋͋りますが、৚݅を付͚ておҾきड͚すΔ
こと΍、৚݅を付͚ͣにおҾきड͚すΔこと΋͋ります。

�߹ͱ૬ҧ͢Δ৔࣮ࣄ஌಺༰͕ࠂ���
とҧ͏こと࣮ࣄ஌されなかͬたりࠂを࣮ࣄҙまたはॏେな過ࣦにΑͬてނ、にͭいて߲ࣄ஌ॻなͲの࣭໰ࠂ˔
をࠂ஌された場合、責任開始日から̎ ೥以಺で͋れ͹、ʮࠂ஌ٛ຿ҧ൓ʯとして͝契約または特約をղআすΔこ
とが͋ります。
˔責任開始日から̎ ೥を経過していて΋、給付金の支払ࣄ༝΍อݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝が̎ ೥以಺にൃ生してい
た場合には、͝ 契約または特約をղআすΔことが͋ります。
ࠂにͭいて࣮ࣄҼとなΔݪਓ（౰ࣾの৬һɾืू୅ཧళを含Έます。）がղআのूืݥ஌に͋たり、生໋อࠂ˔
஌をすΔことを๦͛た場合、またはࠂ஌をしないこと΍࣮ࣄでないことをࠂ஌すΔことをקめた場合には、౰
ࣾは͝契約または特約をղআすΔことはできません。たͩし、生໋อूืݥਓのこ͏したߦҝがなかͬたとし
て΋、อݥ契約ऀまたはඃอऀݥが、౰ࣾがࠂ஌をٻめた߲ࣄにͭいて、࣮ࣄを͛ࠂなかͬたかまたは࣮ࣄ
でないことを͛ࠂたとೝめられΔ場合には、౰ࣾは͝契約または特約をղআすΔことができます。
˔͝契約がղআされΔ場合で、すでに給付金をお支払いしていΔ場合には、その金ֹを౰ࣾにおฦしいたͩきます。
ɹまた、すでにอݥྉのお払ࠐΈを໔আしていΔ場合には、その໔আはなかͬた΋のしておऔりѻいします。
にΑΔऔফをཧ༝として、給付金をお支払ٗ࠮、஌ٛ຿ҧ൓が͋ͬた場合で、その಺༰が特にॏେな場合ࠂ˔
いできないことが͋ります。この場合、ࠂ஌ٛ຿ҧ൓にΑΔղআのର৅֎となΔ̎ ೥経過後で΋औফとなΔこ
とが͋ります。また、すでにお払いࠐΈいたͩいたอݥྉはおฦししません。

˔生໋อूืݥਓがอݥ契約క݁のʮഔհʯを͏ߦ場合は、อݥ契約のおਃࠐΈにରしてอݥձࣾがঝ୚した
ときにอݥ契約は༗効に੒ཱします。
˔生໋อूืݥਓがอݥ契約క݁のʮ୅ཧʯを͏ߦ場合は、生໋อूืݥਓがอݥ契約のおਃࠐΈにରしてঝ
୚をすれ͹อݥ契約は༗効に੒ཱします。

˔౰ࣾの生໋อूืݥਓは、お٬さまと౰ࣾのอݥ契約క݁のഔհをऀ͏ߦで、อݥ契約క݁の୅ཧݖ΍ࠂ
஌のडྖݖは͋りません。
˔อݥ契約は、お٬さまからのおਃࠐΈにରして౰ࣾがঝ୚したときに༗効に੒ཱします。
˔͝契約の੒ཱ後に、͝ 契約の಺༰のมߋ౳をされΔ場合΋、ݪଇとして͝契約಺༰のมߋ౳にରすΔ౰ࣾの
ঝ୚がඞཁになります。

˔͝契約の前に、ʮ契約֓ཁʯʮ஫ҙىש৘ใʯを͝確ೝͩ͘さい。ʮ契約֓ཁʯʮ஫ҙىש৘ใʯにはそれͧれ、อ
の͏ͪ、特に͝஫ҙいた߲ͩࣄ঎඼の಺༰を͝ཧղいたͩ͘ための৘ใ΍͝契約の಺༰౳にؔすΔॏཁなݥ
きたい߲ࣄをࡌهしています。ඞͣ಺༰を͝ཧղɾ͝ ྃঝの͏͑おਃしࠐΈͩ͘さい。
˔おਃࠐ಺༰をे෼お確かめの͏͑、อݥ契約 ɾऀඃอࣗ͝ऀݥ਎でおखଓきͩ͘さい。また、อݥ契約ऀが๏
ਓの場合はਃࠐॻに๏ਓొ࿥ҹをԡҹしてͩ͘さい。
˔ୈ̍ ճอݥྉをお払いࠐΈいたͩ͘ࡍに、ྖ ऩূはൃߦしません。ৼ߇ࠐなͲは͝契約੒ཱ後に౰ࣾからૹ
付すΔอ݊ূݥが౸ணすΔまでେ੾にอ؅してͩ͘さい。
˔͝契約は、お٬さまからのおਃࠐΈにରして౰ࣾがঝ୚したときに༗効に੒ཱします。
˔͝契約が੒ཱした場合には、ʮอ݊ূݥʯなͲをおૹりしますので、おਃࠐ಺༰なͲにؒҧいがないかඞͣ͝
確ೝͩ͘さい。ສҰ、૬ҧすΔ఺なͲが͟͝いましたら、౰ࣾίϯλΫτηϯλʔに͝࿈བྷͩ͘さい。
˔͝契約のおਃࠐΈ後、または給付金の͝੥ٻが͋ͬた場合に、౰ࣾの୲౰ऀまたは౰ࣾでҕୗした୲౰ऀ
が、͝ 契約のおਃࠐ಺༰または͝੥ٻ಺༰なͲにͭいて確ೝさせていたͩ͘場合が͋ります。

。にԊͬた΋のか、ॻ໘で確ೝさせていたͩきます޲Έいたͩ͘಺༰が、お٬さまの͝ҙࠐճおਃしࠓ˔
ɹ�おਃࠐ಺༰がお٬さまの͝ҙ޲にԊΘない場合には、͝ 契約をおҾきड͚すΔことができません。

� ҙ֬޲ೝʹ͍ͭͯ
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ご契約のベースとなる部分で、約款のうち普通保険約款に記載されている
契約内容のことをいいます。

ご契約の保障が開始される時期を責任開始期といい、その責任開始期の
属する日を責任開始日といいます。

主契約および特約の契約内容のある特定の事項について、追加・変更を定
めた約定（約束事）のことをいいます。

主契約の保障内容をさらに充実させたり、主契約とは異なる特別な約定を
する目的で、主契約に付加する契約内容のことをいいます。

保険料をお払い込みいただく月のことで、契約応当日の属する月の初日か
ら末日までのことをいいます。

保険の保障の対象となる人のことをいいます。

当社と保険契約を結び、そのご契約におけるさまざまな権利（契約内容変
更の請求権など）と義務（保険料を払い込む義務など）を持つ人のことを
いいます。

給付金額・保険期間など、契約内容を具体的に記載した書類のことを
いいます。

保険契約者から保険会社にお払い込みいただくお金のことをいいます。

支払事由に該当された場合でも、給付金をお支払いできない特定の事由
のことをいいます。

ご契約に関わるさまざまな取り決めを記載したもののことをいいます。

主  契  約
【しゅけいやく】

責任開始期と責任開始日
【せきにんかいしきとせきにんかいしび】

特 　 則
【とくそく】

特   約
【とくやく】

払 込 期 月
【はらいこみきげつ】

被 保 険 者
【ひほけんしゃ】

保険契約者
【ほけんけいやくしゃ】

保 険 証 券
【ほけんしょうけん】

保  険  料
【ほけんりょう】

免 責 事 由
【めんせきじゆう】

約   款
【やっかん】

か

さ

解約返戻金
【かいやくへんれいきん】

給 付 金
【きゅうふきん】

契約応当日
【けいやくおうとうび】

契約年齢
【けいやくねんれい】

契 約 日
【けいやくび】

更　新
【こうしん】

告知義務
【こくちぎむ】

告知義務違反　
【こくちぎむいはん】

失  効　
【しっこう】

指定代理請求人
【していだいりせいきゅうにん】

支払事由　
【しはらいじゆう】

死亡時支払金受取人
【しぼうじしはらいきんうけとりにん】

ご契約を解約された場合などに、保険契約者に払い戻されるお金のことを
いいます。

被保険者が入院や手術などをされた場合にお支払いするお金のことをい
います。

ご契約後の保険期間中にむかえる、毎年または毎月の契約日に対応する日
のことをいいます。

契約日における被保険者の満年齢のことをいいます。
（例）34歳7か月の被保険者の契約年齢は34歳となります。

ご契約年齢などの計算の基準日のことをいいます。

保険期間が満了（※）したときに、健康状態にかかわらず、原則としてそれま
でと同一の保障内容・給付金額での保障を継続できる制度のことをいいま
す。更新の際は、更新日現在の保険年齢・保険料率によって保険料が再計
算されるため、保険料は通常高くなります。保険契約者からお申し出がな
ければご契約（特約）は自動的に更新されます。

（※） 満了とは、一定の期間が終わることをいいます。

ご契約のお申込みをされるときに、過去の傷病歴（傷病名・治療期間など）、
現在の健康状態や職業など、書面等により当社がおたずねする重要なこと
がらについて、事実をありのまま正確にもれなくお知らせ（告知）いただく義
務のことをいいます。

告知の際に、おたずねしたことがらについて事実が告げられなかったり、事
実と異なる告知がされた場合のことをいいます。告知義務違反があったと
きは、当社はご契約や特約を解除することがあります。

保険料払込の猶予期間が過ぎても保険料のお払込みがなく、ご契約の効
力が失われることをいいます。

給付金の受取人が給付金を請求できない特別な事情があるとき、給付金の受
取人に代わって請求を行うために、被保険者の戸籍上の配偶者等、当社所定
の範囲内で、あらかじめ保険契約者が指定した人のことをいいます。

約款に定める給付金をお支払いする事由のことをいいます。

被保険者が死亡された際に支払われる支払金がある場合に、それを受け
取る人のことをいいます。お申込みの際に保険契約者が指定します。

さ

主な保険用語のご説明
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ご契約のベースとなる部分で、約款のうち普通保険約款に記載されている
契約内容のことをいいます。

ご契約の保障が開始される時期を責任開始期といい、その責任開始期の
属する日を責任開始日といいます。

主契約および特約の契約内容のある特定の事項について、追加・変更を定
めた約定（約束事）のことをいいます。

主契約の保障内容をさらに充実させたり、主契約とは異なる特別な約定を
する目的で、主契約に付加する契約内容のことをいいます。

保険料をお払い込みいただく月のことで、契約応当日の属する月の初日か
ら末日までのことをいいます。

保険の保障の対象となる人のことをいいます。

当社と保険契約を結び、そのご契約におけるさまざまな権利（契約内容変
更の請求権など）と義務（保険料を払い込む義務など）を持つ人のことを
いいます。

給付金額・保険期間など、契約内容を具体的に記載した書類のことを
いいます。

保険契約者から保険会社にお払い込みいただくお金のことをいいます。

支払事由に該当された場合でも、給付金をお支払いできない特定の事由
のことをいいます。

ご契約に関わるさまざまな取り決めを記載したもののことをいいます。

主  契  約
【しゅけいやく】

責任開始期と責任開始日
【せきにんかいしきとせきにんかいしび】

特 　 則
【とくそく】

特   約
【とくやく】

払 込 期 月
【はらいこみきげつ】

被 保 険 者
【ひほけんしゃ】

保険契約者
【ほけんけいやくしゃ】

保 険 証 券
【ほけんしょうけん】

保  険  料
【ほけんりょう】

免 責 事 由
【めんせきじゆう】

約   款
【やっかん】

か

さ

解約返戻金
【かいやくへんれいきん】

給 付 金
【きゅうふきん】

契約応当日
【けいやくおうとうび】

契約年齢
【けいやくねんれい】

契 約 日
【けいやくび】

更　新
【こうしん】

告知義務
【こくちぎむ】

告知義務違反　
【こくちぎむいはん】

失  効　
【しっこう】

指定代理請求人
【していだいりせいきゅうにん】

支払事由　
【しはらいじゆう】

死亡時支払金受取人
【しぼうじしはらいきんうけとりにん】

ご契約を解約された場合などに、保険契約者に払い戻されるお金のことを
いいます。

被保険者が入院や手術などをされた場合にお支払いするお金のことをい
います。

ご契約後の保険期間中にむかえる、毎年または毎月の契約日に対応する日
のことをいいます。

契約日における被保険者の満年齢のことをいいます。
（例）34歳7か月の被保険者の契約年齢は34歳となります。

ご契約年齢などの計算の基準日のことをいいます。

保険期間が満了（※）したときに、健康状態にかかわらず、原則としてそれま
でと同一の保障内容・給付金額での保障を継続できる制度のことをいいま
す。更新の際は、更新日現在の保険年齢・保険料率によって保険料が再計
算されるため、保険料は通常高くなります。保険契約者からお申し出がな
ければご契約（特約）は自動的に更新されます。

（※） 満了とは、一定の期間が終わることをいいます。

ご契約のお申込みをされるときに、過去の傷病歴（傷病名・治療期間など）、
現在の健康状態や職業など、書面等により当社がおたずねする重要なこと
がらについて、事実をありのまま正確にもれなくお知らせ（告知）いただく義
務のことをいいます。

告知の際に、おたずねしたことがらについて事実が告げられなかったり、事
実と異なる告知がされた場合のことをいいます。告知義務違反があったと
きは、当社はご契約や特約を解除することがあります。

保険料払込の猶予期間が過ぎても保険料のお払込みがなく、ご契約の効
力が失われることをいいます。

給付金の受取人が給付金を請求できない特別な事情があるとき、給付金の受
取人に代わって請求を行うために、被保険者の戸籍上の配偶者等、当社所定
の範囲内で、あらかじめ保険契約者が指定した人のことをいいます。

約款に定める給付金をお支払いする事由のことをいいます。

被保険者が死亡された際に支払われる支払金がある場合に、それを受け
取る人のことをいいます。お申込みの際に保険契約者が指定します。

さ

主な保険用語のご説明
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ご契約に際して

1

当社の組織形態（株式会社）について1
保険契約締結の「媒介」と「代理」について2
生命保険募集人の権限と保険契約の締結について3
ご契約のお申込手続きについて4
健康状態などの告知について5
意向確認について6
責任開始期（保障の開始時期）について7
契約日について8
クーリング・オフ制度（ご契約のお申込みの撤回またはご契約の解除）
について9

個人情報のお取扱いについて10
「契約内容登録制度」「契約内容照会制度」「支払査定時照会制度」に
もとづく、他の生命保険会社等との共同利用について11

現在のご契約の解約・減額を前提として、新たなご契約のお申込みを
ご検討の場合について12

生命保険会社の業務または財産の状況の変化による生命保険契約
への影響の可能性について13

「生命保険契約者保護機構」について14



��

� ౰ࣾͷ૊৫ܗଶʢࣜגձࣾʣʹ ͍ͭͯ

� อܖݥ໿క݁ͷʮഔհʯͱʮ୅ཧʯʹ ͍ͭͯ

� ੜ໋อूืݥਓͷݶݖͱอܖݥ໿ͷక݁ʹ͍ͭͯ

� ͍ͯͭʹखଓ͖ࠐ໿ͷ͓ਃܖ͝

˔อݥձࣾのձࣾ૊৫ܗଶにはʮ૬ޓձࣾʯとʮࣜגձࣾʯが͋り、౰ࣾはʮࣜגձࣾʯです。
契約ऀのݥձࣾのอޓ契約ऀは、૬ݥձࣾのอࣜג、にΑりӡӦされΔ΋ので͋りࢿ主のग़ג、ձࣾはࣜג˔
Α͏に、ʮࣾһʯ（ߏ੒һ）としてձࣾのӡӦにࢀՃすΔことはできません。

˔生໋อूืݥਓがอݥ契約క݁のʮഔհʯを͏ߦ場合は、อݥ契約のおਃࠐΈにରしてอݥձࣾがঝ୚した
ときにอݥ契約は༗効に੒ཱします。
˔生໋อूืݥਓがอݥ契約క݁のʮ୅ཧʯを͏ߦ場合は、生໋อूืݥਓがอݥ契約のおਃࠐΈにରしてঝ
୚をすれ͹อݥ契約は༗効に੒ཱします。

˔౰ࣾの生໋อूืݥਓは、お٬さまと౰ࣾのอݥ契約క݁のഔհをऀ͏ߦで、อݥ契約క݁の୅ཧݖ΍ࠂ
஌のडྖݖは͋りません。
˔อݥ契約は、お٬さまからのおਃࠐΈにରして౰ࣾがঝ୚したときに༗効に੒ཱします。
˔͝契約の੒ཱ後に、͝ 契約の಺༰のมߋ౳をされΔ場合΋、ݪଇとして͝契約಺༰のมߋ౳にରすΔ౰ࣾの
ঝ୚がඞཁになります。

˔͝契約の前に、ʮ契約֓ཁʯʮ஫ҙىש৘ใʯを͝確ೝͩ͘さい。ʮ契約֓ཁʯʮ஫ҙىש৘ใʯにはそれͧれ、อ
の͏ͪ、特に͝஫ҙいた߲ͩࣄ঎඼の಺༰を͝ཧղいたͩ͘ための৘ใ΍͝契約の಺༰౳にؔすΔॏཁなݥ
きたい߲ࣄをࡌهしています。ඞͣ಺༰を͝ཧղɾ͝ ྃঝの͏͑おਃしࠐΈͩ͘さい。
˔おਃࠐ಺༰をे෼お確かめの͏͑、อݥ契約 ɾऀඃอࣗ͝ऀݥ਎でおखଓきͩ͘さい。また、อݥ契約ऀが๏
ਓの場合はਃࠐॻに๏ਓొ࿥ҹをԡҹしてͩ͘さい。
˔ୈ̍ ճอݥྉをお払いࠐΈいたͩ͘ࡍに、ྖ ऩূはൃߦしません。ৼ߇ࠐなͲは͝契約੒ཱ後に౰ࣾからૹ
付すΔอ݊ূݥが౸ணすΔまでେ੾にอ؅してͩ͘さい。
˔͝契約は、お٬さまからのおਃࠐΈにରして౰ࣾがঝ୚したときに༗効に੒ཱします。
˔͝契約が੒ཱした場合には、ʮอ݊ূݥʯなͲをおૹりしますので、おਃࠐ಺༰なͲにؒҧいがないかඞͣ͝
確ೝͩ͘さい。ສҰ、૬ҧすΔ఺なͲが͟͝いましたら、౰ࣾίϯλΫτηϯλʔに͝࿈བྷͩ͘さい。
˔͝契約のおਃࠐΈ後、または給付金の͝੥ٻが͋ͬた場合に、౰ࣾの୲౰ऀまたは౰ࣾでҕୗした୲౰ऀ
が、͝ 契約のおਃࠐ಺༰または͝੥ٻ಺༰なͲにͭいて確ೝさせていたͩ͘場合が͋ります。
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� ͍ͯͭʹ஌ࠂঢ়ଶͳͲͷ߁݈

�஌ࠂ���
˔͝契約をおҾきड͚すΔかͲ͏かをܾめΔためのॏཁなことがらにͭいておたͣͶします。݈ ࠂ、ঢ়ଶなͲ߁
஌ॻなͲでおたͣͶすΔことにͭいて、࣮ࣄを͋りのままਖ਼確に΋れな͘ࠂ஌してͩ͘さい。
஌ॻࠂ਎でࣗ͝ऀݥ診断౳の݁Ռを͝ར༻いたͩ͘ํ๏΋͋ります。この場合に΋、ඃอ߁຿ઌの定期݈ۈ˔
なͲの࣭໰߲ࣄにͭいて͋りのままをお౴͑ͩ͘さい。

�஌ٛ຿ࠂ���
˔生໋อݥは、ଟ਺のਓʑがอݥྉをग़し͋ͬて、૬ޓにอোし͋͏੍౓です。
ྉෛ୲ݥされていΔํなͲが無৚݅で契約されますと、อࣄにैۀい৬ߴ౓のݥةঢ়ଶのΑ͘ないํ΍߁݈˔
のެฏੑをอͭことができません。
˔したがͬて、͝ 契約のおਃࠐΈにࡍして、過ڈのইප （ྺইප໊ɾ࣏ྍ期ؒなͲ）、ࡏݱの݈߁ঢ়ଶ、৬ۀなͲ
にͭいての࣭໰߲ࣄにରして、࣮ࣄを͋りのままਖ਼確に΋れな͘ࠂ஌していたͩٛ͘຿（ࠂ஌ٛ຿）が͋りま
す。

�ݖ஌डྖࠂ���
ਓ（౰ࣾのࣾһɾืू୅ཧళをूืݥが༗しています。生໋อࢣ定したҩࢦは౰ࣾおΑͼ౰ࣾがݖ஌डྖࠂ˔
含Έます。）にޱ಄でお࿩しいたͩいて΋、ࠂ஌をいたͩいたことにはなりませんので、͝ ஫ҙͩ͘さい。

���ইපྺͳͲ͕͋Δ৔߹�
˔౰ࣾでは、อݥ契約ऀؒのެฏੑをอͭため、ඃอऀݥの݈߁ঢ়ଶなͲにԠ͡て͝契約のおҾड͚の൑断を
。ていますͬߦ
˔ইපྺなͲをࠂ஌された場合には、௥Ճのৄしいࠂ஌なͲがඞཁとなΔ場合が͋ります。
˔ইපྺなͲが͋Δ場合には、͝ 契約をお断りさせていたͩ こ͘と΋͋りますが、৚݅を付͚ておҾきड͚すΔ
こと΍、৚݅を付͚ͣにおҾきड͚すΔこと΋͋ります。

�߹ͱ૬ҧ͢Δ৔࣮ࣄ஌಺༰͕ࠂ���
とҧ͏こと࣮ࣄ஌されなかͬたりࠂを࣮ࣄҙまたはॏେな過ࣦにΑͬてނ、にͭいて߲ࣄ஌ॻなͲの࣭໰ࠂ˔
をࠂ஌された場合、責任開始日から̎ ೥以಺で͋れ͹、ʮࠂ஌ٛ຿ҧ൓ʯとして͝契約または特約をղআすΔこ
とが͋ります。
˔責任開始日から̎ ೥を経過していて΋、給付金の支払ࣄ༝΍อݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝が̎ ೥以಺にൃ生してい
た場合には、͝ 契約または特約をղআすΔことが͋ります。
ࠂにͭいて࣮ࣄҼとなΔݪਓ（౰ࣾのࣾһɾืू୅ཧళを含Έます。）がղআのूืݥ஌に͋たり、生໋อࠂ˔
஌をすΔことを๦͛た場合、またはࠂ஌をしないこと΍࣮ࣄでないことをࠂ஌すΔことをקめた場合には、౰
ࣾは͝契約または特約をղআすΔことはできません。たͩし、生໋อूืݥਓのこ͏したߦҝがなかͬたとし
て΋、อݥ契約ऀまたはඃอऀݥが、౰ࣾがࠂ஌をٻめた߲ࣄにͭいて、࣮ࣄを͛ࠂなかͬたかまたは࣮ࣄ
でないことを͛ࠂたとೝめられΔ場合には、౰ࣾは͝契約または特約をղআすΔことができます。
˔͝契約がղআされΔ場合で、すでに給付金をお支払いしていΔ場合には、その金ֹを౰ࣾにおฦしいたͩきます。
ɹまた、すでにอݥྉのお払ࠐΈを໔আしていΔ場合には、その໔আはなかͬた΋のとしておऔりѻいします。
にΑΔऔফをཧ༝として、給付金のお支払ٗ࠮、஌ٛ຿ҧ൓が͋ͬた場合で、その಺༰が特にॏେな場合ࠂ˔
い΍อݥྉ払ࠐの໔আができないことが͋ります。この場合、ࠂ஌ٛ຿ҧ൓にΑΔղআのର৅֎となΔ̎ ೥
経過後で΋औফとなΔことが͋ります。また、すでにお払いࠐΈいたͩいたอݥྉはおฦししません。

。にԊͬた΋のか、ॻ໘で確ೝさせていたͩきます޲Έいたͩ͘಺༰が、お٬さまの͝ҙࠐճおਃしࠓ˔
ɹ�おਃࠐ಺༰がお٬さまの͝ҙ޲にԊΘない場合には、͝ 契約をおҾきड͚すΔことができません。

� ҙ֬޲ೝʹ͍ͭͯ



��

͝ ஫ ҙ

˔ͭ͗の日が契約日となります。
ɹᶃʮ契約日にؔすΔ特ଇʯがద༻されていない݄払の͝契約ɾɾɾɾɾɾɾɾɾɾɾɾɾɾɾ責任開始日の翌݄̍ 日
ɹᶄʮ契約日にؔすΔ特ଇʯがద༻されていΔ݄払の͝契約、または೥払の͝契約ɾɾɾɾ責任開始日
˔͝契約೥ྸ、อݥ期 ɾؒอݥྉ払ࠐ期ؒは契約日をج४にࢉܭします。

˔おਃऀࠐまたはอݥ契約 （ऀ以Լʮਃऀࠐ౳ʯといいます。）は、͝ 契約のਃࠐ日またはୈ̍ ճอݥྉをお払い
͝、Έいたͩいた日のいͣれか஗い日（ʮ責任開始期にؔすΔ特ଇʯがద༻されていΔ͝契約の場合はࠐ 契約
のਃࠐ日）から、その日を含めて��日以಺で͋れ͹、ॻ໘にΑΔおਃしग़にΑり、͝ 契約のおਃࠐΈのఫճま
たは͝契約のղআ（以ԼʮおਃࠐΈのఫճ౳ʯといいます。）をすΔことができます。
˔おਃࠐΈのఫճ౳は、ॻ໘のൃ৴ （࣌༣ศのফҹ日付）に効ྗを生͡ますので、༣ศにΑり্ه期ؒ಺に౰ࣾ
͋てൃ৴してͩ͘さい。

ॻ໘に͍ͩͨ͘ࡌه಺༰ʢॻࣜ౳͸ࣗ༝Ͱすɻʣ

ɾਃऀࠐ౳のࢯ （໊ࣗॺ）、ॅ ॴ。๏ਓの場合は、ਃࠐॻにԡҹした΋のとಉҰのҹでԡҹしてͩ͘さい。
ɾ�อ݊ূݥまたは生໋อݥ契約ਃࠐॻ（อݥ契約ऀ߇）にࡌهのূ݊൪߸（��ܻ）。おखݩにない場合は
อݥ঎඼ （໊ʮ無ղ約ฦ໭金ܕऴ਎ҩྍอݥʯと͝هೖͩ͘さい。）
ɾʮおਃࠐΈのఫճ౳ʯをすΔه͝）ࢫೖ ɿྫʮ্هの契約のਃࠐΈをఫճします。ʯ）

˔おਃࠐΈのఫճ౳が͋ͬた場合には、お払いࠐΈいたͩいた金ֹはਃऀࠐ౳にશֹおฦしします。

˔͝契約のおҾड͚を౰ࣾがঝ୚した場合には、ͭ ͗の࣌からอোが開始されます。
ᶃ��ʮ責任開始期にؔすΔ特ଇʯがద༻されていない͝契約（ୈ�ճอݥྉをΫϨδοτΧʔυまたはৼࠐにΑり
お払いࠐΈいたͩ͘͝契約）

ɹɹɾɾɾୈ�ճอݥྉを౰ࣾがड͚औͬた （࣌ΫϨδοτΧʔυにΑりお払いࠐΈいたͩ͘͝契約は、Χʔυܾ
ɹɹɹɹࡁ�がྃ׬した࣌）またはࠂ஌がߦΘれた࣌のいͣれか஗い࣌
ᶄ�ʮ責任開始期にؔすΔ特ଇʯがద༻されていΔ͝契約（ୈ�ճอݥྉを࠲ޱৼସにΑりお払いࠐΈいたͩ͘
͝契約）

ɹɹɾɾɾ͝契約のおਃࠐΈを౰ࣾがड͚た࣌またはࠂ஌がߦΘれた࣌のいͣれか஗い࣌

� ͍ͯͭʹ໿೔ܖ

� ΫʔϦϯάɾΦϑ੍౓ʢ͝ܖ໿ͷ͓ਃࠐΈͷ
ఫճ·ͨ͸͝ܖ໿ͷղআʣʹ ͍ͭͯ

� ੹೚։࢝ظʢอোͷ։࢝࣌ظʣʹ ͍ͭͯ

ʮ̇責任開始期にؔすΔ特ଇʯがద༻されていΔ͝契約にͭいては、ͭ ͗のとおりऔりѻいます。
（�）ୈ�ճอݥྉは、責任開始日のଐすΔ݄の翌݄຤日までにお払いࠐΈͩ͘さい。
（�）�（�）のお払ࠐΈに͋たͬては、（�）の払ࠐ期ؒのຬྃ日の翌݄初日から翌ʑ݄຤日までの༛༧
ɹɹ期ؒが͋りますが、その༛༧期ؒ಺に΋お払ࠐΈがない場合は、͝ 契約は無効となります。
�̇ʮがん診断特約ʯおΑͼʮ߅がんྍ࣏ࡎ特約ʯの責任開始期は্هの責任開始期のଐすΔ日か
ɹらその日を含めて90日を経過した日の翌日となります。



��

ご
契
約
に
際
し
て

1

2

3

4

給
付
金
の
お
支
払
い

な
ど
に
つ
い
て

ご
契
約
後
に
つ
い
て

保
険
の
特
徴
と

仕
組
み
に
つ
い
て

�� ͍ͯͭʹਓ৘ใͷ͓औѻ͍ݸ

�ਓ৘ใͷར༻໨తݸ���
。ਓ৘ใは、以Լのར༻໨తのୡ੒にඞཁなൣғにのΈར༻し、それ以֎の໨తにはར༻しませんݸ（�）
ɹᶃ֤छอݥ契約のおҾきड ɾ͚͝ 金ɾ給付金౳のお支払いݥଓɾҡ࣋؅ཧ、อܧ
ɹᶄ౰ࣾのάϧʔϓձ ɾࣾؔ ࿈ձ ɾࣾఏܞձࣾを含Ή֤छ঎඼ɾαʔϏεの͝Ҋ಺ɾఏڙ、͝ 契約のҡ࣋؅ཧ
ɹᶅ౰ࣾۀ຿にؔすΔ৘ใఏڙɾӡӦ؅ཧ、঎඼ɾαʔϏεのॆ࣮
ɹᶆそのଞอݥにؔ࿈ɾ付ਵすΔۀ຿

（�）�（�）にかかΘらͣ、ߦ੓खଓにお͚Δ特定のݸਓをࣝผすΔための൪߸のར༻౳にؔすΔ๏཯（以Լ、ʮ൪߸
๏ʯといいます。）で定めΔݸਓ൪߸（以Լ、ʮݸਓ൪߸ʯといいます。）を含Ή特定ݸਓ৘ใは、以Լのࣄ຿࣮
͝、にඞཁなൣғにのΈར༻しࢪ ຊਓのಉҙが͋ͬて΋、それ以֎の໨తにはར༻しません。

ɹᶃอݥにؔすΔऔҾが͋Δ場合ɿอݥऔҾにؔすΔ๏定ௐॻ࡞੒ࣄ຿
ɹᶄෆಈ࢈にؔすΔऔҾが͋Δ場合ɿෆಈ࢈औҾにؔすΔ支払ௐॻ࡞੒ࣄ຿
ɹᶅ�ใुɾྉ金ɾ契約金ɾ৆金支払にؔすΔऔҾが͋Δ場合ɿใु、ྉ金、契約金おΑͼ৆金の支払ௐॻ࡞
੒ࣄ຿

ɹᶆそのଞᶃʙᶅにؔ࿈すΔࣄ຿
（�）�これらのར༻໨తは、౰ࣾ8FCαΠτおΑͼσΟεΫϩʔδϟʔࢽ౳にࡌܝすΔ΄か、͝ ຊਓから௚઀ॻ໘

౳にて৘ใをऔಘすΔ場合に໌ࣔします。

�ڙਓ৘ใͷఏݸ���
（�）౰ࣾでは、࣍ の場合をআいてݸਓ৘ใを֎෦にఏڙすΔことは͋りません。
ɹᶃ͝ຊਓがಉҙされていΔ場合
ɹᶄ๏ྩにͮ͘ج場合
ɹᶅ�อݥ契約おΑͼ特約の಺༰をҰൠࣾஂ๏ਓ生໋อڠݥձにొ࿥すΔ౳、ݸਓ৘ใอޢ๏にͮجきڞಉ
ར༻すΔ場合

ɹᶆۀ຿のҰ෦にͭいて、ར༻໨తのୡ੒にඞཁなൣғ಺でҕୗを͏ߦ場合
ɹᶇそのଞݸਓ৘ใอޢ๏にͮجきఏڙがೝめられていΔ場合

（�）�（�）にかかΘらͣ、౰ࣾでは൪߸๏でೝめられていΔ場合をআいて特定ݸਓ৘ใを֎෦にఏڙすΔことは
͋りません。ɹ

���͓໰͍߹Θͤઌ�
。までお໰い合Θせͩ͘さいޱ૭هਓ৘ใのऔѻいにؔすΔお໰合せおΑͼおਃग़にͭいては、Լݸ

˔౰ࣾのݸਓ৘ใอํޢ਑にͭいては、౰ࣾ8FCαΠτ（IUUQ���OFPpSTU�DP�KQ）で͝ཡいた͚ͩます。

ぼざやきがとぷੜ໋อࣜגݥձࣾɹぢアのぜぷなアのが
˟̍ ���̌̌ ��ɹ౦ژ౎඼઒۠େ࡚� �����ɹେ࡚げくどのゞが

ड෇࣌ؒɿ�ɿ̌（༺ਓ৘ใઐݸ）0120-066-201 ̌ʙ��ɿ̌ ʢ̌౔༵೔〤��ɿ��〳〜ʣ
ɹɹɹɹɹ೔ɾॕ ೔ぇআ。

8FCつぐぷぎへ゛と http://neofirst.co.jp

ޱਓ৘ใのऔѻいにؔすΔお໰合せ૭ݸ



��

�� ʮܖ໿಺༰ొ࿥੍౓ʯʮܖ໿಺༰রձ੍౓ʯʮࢧ෷ࠪఆ࣌রձ੍౓ʯ
ʹ΋ͱͮ͘ɺଞͷੜ໋อݥձࣾ౳ͱͷڞಉར༻ʹ͍ͭͯ

˔౰ࣾは、生໋อ੍ݥ౓が݈શにӡӦされ、給付金のお支払いがਖ਼し͘確࣮にߦΘれΔΑ͏、ʮ契約಺༰ొ࿥੍
౓ʯ、ʮ契約಺༰রձ੍౓ʯ、おΑͼʮ支払ࠪ定࣌রձ੍౓ʯに΋とͮき、Լهのとおり、౰ࣾのอݥ契約౳にؔ
すΔॴ定の৘ใを特定のऀとڞಉしてར༻しております。

���ʮܖ໿಺༰ొ࿥੍౓ʯʮܖ໿಺༰রձ੍౓ʯʹ ͍ͭͯ�
お٬͞·ͷ͝ܖ໿಺༰͕ొ࿥͞Εる͜と͕͋り·すɻ
౰ࣾは、Ұൠࣾஂ๏ਓ生໋อڠݥձ、Ұൠࣾஂ๏ਓ生໋อڠݥձՃໍのଞの֤生໋อݥձࣾおΑͼશࡁڞࠃ
೶ڠۀಉ૊合࿈合ձ（以Լʮ֤生໋อݥձࣾ౳ʯといいます。）とと΋に、อݥ契約΋し͘はࡁڞ契約または特
約付Ճ（以Լʮอݥ契約౳ʯといいます。）のおҾड͚の൑断͋Δいはอݥ金、給付金΋し͘はࡁڞ金౳（以Լ
ʮอݥ金౳ʯといいます。）のお支払いの൑断のߟࢀとすΔことを໨తとして、ʮ契約಺༰ొ࿥੍౓ʯ（શࡁڞࠃ
೶ڠۀಉ૊合࿈合ձとのؒではʮ契約಺༰রձ੍౓ʯといいます。）に΋とͮき、౰ࣾのอݥ契約౳にؔすΔԼ
。ಉしてར༻しておりますڞを߲ࣄのొ࿥ه

อݥ契約౳のおਃࠐΈが͋ͬた場合、౰ࣾは、Ұൠࣾஂ๏ਓ生໋อڠݥձに、อݥ契約౳にؔすΔԼهのొ
࿥߲ࣄのશ෦またはҰ෦をొ࿥します。たͩし、อݥ契約౳をおҾड͚できなかͬたときは、そのొ࿥߲ࣄ
はফڈされます。

Ұൠࣾஂ๏ਓ生໋อڠݥձにొ࿥された৘ใは、ಉ͡ඃอऀݥにͭいてอݥ契約౳のおਃࠐΈが͋ͬた場
合またはอݥ金౳の͝੥ٻが͋ͬた場合、Ұൠࣾஂ๏ਓ生໋อڠݥձから֤生໋อݥձࣾ౳にఏڙされ、֤
生໋อݥձࣾ౳において、อݥ契約౳のおҾड͚またはこれらのอݥ金౳のお支払いの൑断のߟࢀとさせ
ていたͩ͘ためにར༻されΔことが͋ります。
なお、ొ ࿥の期ؒならͼにおҾड͚おΑͼお支払いの൑断のߟࢀとさせていたͩ͘期ؒは、契約日、෮׆日、
૿ֹ日または特約のத్付Ճ日（以Լʮ契約日౳ʯといいます。）から̑೥ （ؒඃอऀݥがຬࡀ��ະຬのอݥ契
約౳にͭいては、ʮ契約日౳から�೥ؒʯとʮ契約日౳からඃอऀݥがຬࡀ��に౸ୡすΔまでの期ؒʯのいͣれ
か௕い期ؒ）とします。

֤生໋อݥձࣾ౳はこの੍౓にΑり஌りಘた಺༰を、อݥ契約౳のおҾड͚おΑͼこれらのอݥ金౳のお
支払いの൑断のߟࢀとすΔ以֎に༻いΔことは͋りません。また、֤ 生໋อݥձࣾ౳は、この੍౓にΑり஌
りಘた಺༰をଞにެ開いたしません。

౰ࣾのอݥ契約౳にؔすΔొ࿥߲ࣄにͭいては、౰ࣾが؅ཧ責任をෛいます。อݥ契約ऀまたはඃอऀݥ
は、౰ࣾの定めΔखଓきにैい、ొ ࿥߲ࣄの開ࣔをٻめ、その಺༰が࣮ࣄと૬ҧしていΔ場合には、గਖ਼をਃ
しग़Δことができます。また、ݸਓ৘ใのอޢにؔすΔ๏཯にҧ൓してొ࿥߲ࣄがऔりѻΘれていΔ場合、
౰ࣾの定めΔखଓきにैい、ར༻ఀ͋ࢭΔいはୈऀࡾ΁のఏڙのఀࢭをٻめΔことができます。্ खଓ֤ه
きのৄࡉにͭいては、౰ࣾίϯλΫτηϯλʔにお໰い合Θせͩ͘さい。
�ొ࿥߲ࣄ

ʪ�ʫ�อݥ契約ऀおΑͼඃอऀݥの໊ࢯ、生೥݄日、ੑ ผならͼにॅॴ（ࢢɾ۠ ɾ܊�までとします。）
ʪ̎ ʫࢮ๢อݥ金ֹおΑͼࢮ֐ࡂ๢อݥ金ֹ
ʪ̏ ʫೖӃ給付金のछྨおΑͼ日ֹ
ʪ̐ ʫ契約日、෮׆日、૿ ֹ日おΑͼ特約のத్付Ճ日
ʪ̑ ʫऔѻձ໊ࣾ

そのଞ、ਖ਼確な৘ใの೺Ѳのため、契約おΑͼਃࠐΈのঢ়ଶにؔして૬ޓにরձすΔことが͋ります。
ʮ˞契約಺༰ొ࿥੍౓ʯʮ契約಺༰রձ੍౓ʯʹ 、ձ໊ࣾʹつ͖ましてはݥ加していΔ֤ੜ໋อࢀ
�ɹ一ൠࣾஂ๏ਓੜ໋อڠݥձϗʔϜϖʔδ（IUUQ���XXX�TFJIP�PS�KQ�）のʮ加ໍձࣾʯをごࢀরͩ͘ さい。
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���ʮࢧ෷ࠪఆ࣌রձ੍౓ʯʹ ͍ͭͯ�
保ۚݥͳͲͷ͝੥ٻに͠ࡍŊお٬͞·ͷ͝ܖ໿಺༰ͳͲΛরձ͍ͤͯͨͩ͘͜͞ と͕͋り·すŇ

౰ࣾは、Ұൠࣾஂ๏ਓ生໋อڠݥձ、Ұൠࣾஂ๏ਓ生໋อڠݥձՃໍの֤生໋อݥձࣾ、શࡁڞࠃ೶ڠۀಉ
૊合࿈合ձ、શࠃ࿑ಇऀࡁڞ生ڠ׆ಉ૊合࿈合ձおΑͼ日ຊίʔϓࡁڞ生ڠ׆ಉ૊合࿈合ձ（以Լʮ֤生໋อ
契約౳ʯといݥ契約౳（以Լʮอࡁڞ契約΋し͘はݥձࣾ౳ʯといいます。）とと΋に、お支払いの൑断またはอݥ
います。）のղআ、औফ΋し͘は無効の൑断（以Լʮお支払い౳の൑断ʯといいます。）のߟࢀとすΔことを໨తとし
て、ʮ支払ࠪ定࣌রձ੍౓ʯに΋とͮき、౰ࣾを含Ή֤生໋อݥձࣾ౳のอ༗すΔอݥ契約౳にؔすΔԼهの૬
。ಉしてར༻しておりますڞの৘ใをࡌه߲ࣄরձޓ

อݥ金、೥金または給付金（以Լʮอݥ金౳ʯといいます。）の͝੥ٻが͋ͬた場合΍、これらに܎Δอނࣄݥが
ൃ生したと൑断されΔ場合に、ʮ支払ࠪ定࣌রձ੍౓ʯに΋とͮき、૬ޓরձ߲ࣄのશ෦またはҰ෦にͭいて、
Ұൠࣾஂ๏ਓ生໋อڠݥձを௨͡て、ଞの֤生໋อݥձࣾ౳にরձをし、ଞの֤生໋อݥձࣾ౳から৘ใの
ఏڙをड͚、またଞの֤生໋อݥձࣾ౳からのরձにରし、৘ใをఏڙすΔこと（以Լʮ૬ޓরձʯといいます。）
が͋ります。૬ޓরձされΔ৘ใはԼهの΋のにݶ定され、͝ ੥ٻに܎Δইප໊そのଞの৘ใが૬ޓরձされ
Δことは͋りません。また、૬ޓরձに΋とͮき֤生໋อݥձࣾ౳にఏڙされた৘ใは、૬ޓরձをͬߦた֤生
໋อݥձࣾ౳にΑΔお支払౳の൑断のߟࢀとすΔためにར༻されΔことが͋りますが、そのଞの໨తのために
ར༻されΔことは͋りません。রձをड͚た֤生໋อݥձࣾ౳において、૬ޓরձࡌه߲ࣄの৘ใがଘࡏしな
かͬたときは、রձをड͚た࣮ࣄはফڈされます。֤ 生໋อݥձࣾ౳はʮ支払ࠪ定࣌রձ੍౓ʯにΑり஌りಘた
৘ใをଞにެ開いたしません。

౰ࣾがอ༗すΔ૬ޓরձࡌه߲ࣄの৘ใにͭいては、౰ࣾが؅ཧ責任をෛいます。อݥ契約ऀ、ඃอऀݥまた
はอݥ金౳डऔਓは、౰ࣾの定めΔखଓきにैい、૬ޓরձࡌه߲ࣄの৘ใの開ࣔをٻめ、その಺༰が࣮ࣄと
૬ҧしていΔ場合には、గਖ਼をਃしग़Δことができます。また、ݸਓ৘ใのอޢにؔすΔ๏཯にҧ൓して૬ޓর
ձࡌه߲ࣄの৘ใがऔりѻΘれていΔ場合、౰ࣾの定めΔखଓきにैい、౰֘৘ใのར༻ఀ͋ࢭΔいはୈऀࡾ
΁のఏڙのఀࢭをٻめΔことができます。্ にͭいては、౰ࣾίϯλΫτηϯλʔにお໰い合ࡉखଓきのৄ֤ه
Θせͩ͘さい。
�૬ޓরձ߲ࣄ

ͭ͗の߲ࣄが૬ޓরձされます。たͩし、契約ফ໓後̑ ೥を経過した契約に܎Δ΋のはআきます。
ʪ�ʫඃอऀݥの໊ࢯ、生೥݄日、ੑ ผ、ॅ ॴ（ࢢɾ۠ ɾ܊までとします。）
ʪ̎ ʫ�อൃނࣄݥ生日、ࢮ๢日、ೖӃ日ɾୀӃ日、ର৅となΔอهࠨ）ނࣄݥの߲ࣄは、রձをड͚た日から̑

೥以಺の΋のとします。）
ʪ̏ ʫ�อݥछྨ、契約日、෮׆日、ফ໓日、อݥ契約ऀの໊ࢯおΑͼඃอऀݥとのଓฑ、ࢮ๢อݥ金౳डऔ

ਓの໊ࢯおΑͼඃอऀݥとのଓฑ、ࢮ๢อݥ金ֹ、給付金日ֹ、֤ 特約಺༰、อݥྉおΑͼ払ํࠐ๏

ྉとݥ金、給付金日ֹ、อݥ๢อࢮ、契約ऀݥछྨ、อݥอ、ނࣄݥอ、ऀݥにおいて、ඃอ߲ࣄরձޓ૬ه্
͋Δのは、ࡁڞ契約においてはそれͧれ、ඃࡁڞ、ނࣄࡁڞ、ऀࡁڞछྨ、ࡁڞ契約ऀ、ࢮ๢ࡁڞ金、ࡁڞ金ֹ、
。金とಡΈସ͑ますֻࡁڞ
ʮ˞支払ࠪఆ時রձ੍౓ʯʹ 、ձ໊ࣾʹつ͖ましてはݥ加していΔ֤ੜ໋อࢀ
ɹ一ൠࣾஂ๏ਓੜ໋อڠݥձϗʔϜϖʔδ（IUUQ���XXX�TFJIP�PS�KQ�）のʮ加ໍձࣾʯをごࢀরͩ͘ さい。
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˔生໋อݥձࣾのۀ຿または࢈ࡒのঢ়گのมԽにΑり、͝ 契約࣌にお約ଋしたอݥ金ֹ、೥金ֹ、給付金ֹ౳
がݮ࡟されΔことが͋ります。

˔生໋อݥ契約ऀอߏػޢのձһで͋Δ生໋อݥձ （ࣾ౰ࣾはձһとしてՃೖしています。）が経Ӧഁ୼にؕͬ
た場合、生໋อݥ契約ऀอߏػޢにΑり、อݥ契約ऀอޢのાஔがਤられますが、この場合で΋、͝ 契約࣌
にお約ଋしたอݥ金ֹ、೥金ֹ、給付金ֹ౳のݮ࡟なͲ、契約৚݅がมߋされΔことが͋ります。ৄ にͭいࡉ
ては、ʮ生໋อݥ契約ऀอߏػޢʯまでお໰い合Θせͩ͘さい。

ͭ、されますとֹݮՃೖதの͝契約をղ約ɾ͝ࡏݱ˔ ͗のとおり、อݥ契約ऀにとͬ てෆརӹとなΔことが͋り
ます。
ᶃ�ଟ͘の場合、ղ約ฦ໭金は、お払いࠐΈいたͩいたอݥྉの合ֹܭΑりগない金ֹとなり、Ұ定期ؒの契約
。ར౳をࣦ͏場合が͋りますݖଓを৚݅とすΔ഑౰のܧ
ᶄ�อݥྉのࢉܭのૅجとなΔ༧定ར཰なͲは、ࡏݱの͝契約と৽たな͝契約でҟなΔことが͋ります。たと͑
͹、৽たな͝契約の༧定ར཰がࡏݱの͝契約の༧定ར཰Αり௿い場合、อݥྉが͘ߴなΔことが͋ります。
ᶅ�Ұൠの契約とಉ༷にࠂ஌ٛ຿が͋り、݈ ঢ়ଶなͲにΑͬては৽たな͝契約のおҾきड͚ができない場合が߁
͋ります。
ᶆ�৽たな͝契約の責任開始日をࢉى日としてࠂ஌ٛ຿ҧ൓にΑΔղআのن定がద༻され、ٗ࠮にΑΔ͝契約の
औফのن定なͲにͭいて΋、৽たな͝契約のక݁にࡍしてのٗ࠮のߦҝがద༻のର৅となります。したがͬ
て、ইපྺなͲをਖ਼し͘ࠂ஌されなかͬた場合、৽たな͝契約がղআɾऔফとなΔことが͋ります。
ᶇ͝ࡏݱ�Ճೖதの͝契約のままで͋れ͹お支払いができΔ場合で͋ͬて΋、ࠂ஌ٛ຿ҧ൓にΑΔղআ΍ٗ࠮に
ΑΔऔফ、責任開始期前のൃපなͲの場合には、給付金が支払Θれないことが͋ります。

�� Λલఏͱͯ͠ɺֹݮ໿ͷղ໿ɾܖͷ͝ࡏݱ
৽ͨͳ͝ܖ໿ͷ͓ਃࠐΈΛ͝ݕ౼ͷ৔߹ʹ͍ͭͯ

�� ੜ໋อݥձࣾͷۀ຿·ͨ͸࢈ࡒͷঢ়گͷมԽʹΑΔ
ੜ໋อܖݥ໿΁ͷӨڹͷՄೳੑʹ͍ͭͯ
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˔౰ࣾ〤、ʮ生໋อݥ契約ऀอߏػޢʯ（以Լ、ʮอߏػޢʯ〝⿶⿶〳『。）〠Ճೖ「〛⿼〿〳 『。อߏػޢ〣֓ཁ〤、
以Լ〣〝⿼〿〜『。
˔�อߏػޢは、อۀݥ๏に΋とͮきઃཱされた๏ਓで͋り、อߏػޢのձһで͋Δ生໋อݥձࣾがഁ୼に
ؕͬた場合、生໋อݥに܎Δอݥ契約ऀ౳のための૬ޓԉॿ੍౓として、౰֘ഁ୼อݥձࣾに܎Δอݥ契
約のҠస౳にお͚Δࢿ金ԉॿ、ঝܧอݥձࣾの経Ӧ؅ཧ、อݥ契約のҾड͚、ิ ঈର৅อݥ金の支払いに
をਤり、΋ͬて生໋อޢ契約ऀ౳のอݥ౳にΑり、อ͏ߦ౳のങऔりをݖٻ金੥ݥ金ԉॿおΑͼอࢿΔ܎
。にରすΔ৴པੑをҡ࣋すΔことを໨తとしていますۀݥ

˔�อݥ契約্、೥ྸ΍݈߁ঢ়ଶにΑͬては契約していたഁ୼อݥձࣾとಉ༷の৚݅で৽たにՃೖすΔことが
金ԉࢿしてࡍ契約のҠస౳にݥがอߏػޢձࣾがഁ୼した場合には、อݥ೉になΔこと΋͋Δため、อࠔ
ॿ౳の支ԉをߦい、ՃೖしていΔอݥ契約のܧଓをਤΔことにしています。

˔�อݥ契約のҠస౳にお͚Δิঈର৅契約は、ӡ༻࣮੷࿈ಈܕอݥ契約の特定特ผצ定（˞�）に܎Δ෦෼を
আいたࠃ಺にお͚Δݩडอݥ契約で、そのิঈݶ౓はߴ、 ༧定ར཰契約（˞�）をআき、責任४උ金౳（˞�）の
90ˋとすΔことが、อۀݥ๏౳で定められています（อݥ金ɾ೥金౳の90ˋがิঈされΔ΋のでは͋りま
せん。（˞�））。

˔�なお、อݥ契約のҠస౳のࡍには、責任४උ金౳のݮ࡟にՃ͑、อݥ契約をҾきଓきదਖ਼ɾ҆શにҡ࣋す
Δために、契約৚݅のࢉ定ૅجとなΔૅج཰（༧定ར཰、༧定ࢮ๢཰、༧定ۀࣄඅ཰౳）のมߋがߦΘれΔ
Մೳੑが͋り、これに൐い、อݥ金ֹɾ೥金ֹ౳がݮগすΔことが͋ります。͋ Θせて、ૣ 期ղ約߇আ੍౓
（อஂूݥをҡ࣋し、อݥ契約のܧଓをਤΔために、௨ৗのղ約߇আとはผに、Ұ定期ؒ特ผなղ約߇আ
を੍͏ߦ౓）がઃ͚られΔՄೳੑ΋͋ります。
˞1�特ผצఆをઃஔしͳ͚れ͹ͳΒͳいอݥ契約の͏ͪ࠷௿อ Δ܎ʹ契約ݥのͳいอ（อূ౳ࢿݪ௿೥金࠷、金อূݥ๢อࢮ௿࠷ূ）
特ผצఆをࢦします。ߋੜखଓʹおいては、౰֘෦෼ʹついての੹೚४උ金をݮ࡟しͳいߋੜܭըを࡞੒すΔ͜ͱ͕ՄೳͰす（࣮ࡍ
。（。ੜखଓのதͰ֬ఆすΔ͜ͱͱͳΓますߋผのݸ、しͳい͔൱͔はݮ࡟ʹ

˞��ഁ ୼時ʹաڈ�೥ؒͰৗʹ༧ఆར཰͕ج४ར཰（注1）を௒͑ていた契約をࢦします（注�）。౰֘契約ʹついては、੹೚४උ金౳のิ
ঈݶ౓͕ҎԼのͱおΓͱͳΓます。たͩし、ഁ ୼ձࣾʹରしてࢿ金ԉॿ͕ͳ͔ͬた場合のหࡁ཰͕ԼݶͱͳΓます。

༧ఆར཰契約のิঈ཰ߴ˔ �́�ˋɻʨ（աڈ�೥ؒʹお͚Δ֤೥の༧ఆར཰ʵج४ར཰）の૯࿨ �yʩ

（注1）ج�४ར཰は、ੜอ֤ࣾのաڈ�೥ؒのฏۉӡ༻ར回Γをج४ʹ、金༥ி௕׭およびࡒ຿େਉ͕ఆΊΔ͜ͱͱͳͬておΓます。
。のϗʔϜϖʔδͰ֬ೝͰ͖ますߏػޢ४ར཰ʹついては、อجのࡏݱ

（注�）�一つのอݥ契約ʹおいて、ओ契約ɾ特約の༧ఆར཰͕ҟͳΔ場合、ओ契約ɾ特約を༧ఆར཰͕ҟͳΔごͱʹಠཱしたอݥ契約
ͱΈͳしてߴ、 ༧ఆར཰契約ʹ֘౰すΔ͔൱͔を൑அすΔ͜ͱʹͳΓます。また、ۀاอݥ౳ʹおいてඃอ͕ऀݥอݥྉをڌग़
していΔ場合Ͱඃอऀݥຖʹ༧ఆར཰͕ҟͳΔ場合ʹは、ඃอऀݥຖʹಠཱのอݥ契約͕క݁されていΔ΋のͱΈͳしてߴ
༧ఆར཰契約ʹ֘౰すΔ͔൱͔の൑அをすΔ͜ͱʹͳΓます。たͩし、֬ ఆڌग़೥金อݥ契約ʹついては、ඃอ͕ऀݥอݥྉ
をڌग़していΔ͔൱͔ʹ͔͔ΘΒͣ、ඃอऀݥຖʹߴ༧ఆར཰契約ʹ֘౰すΔ͔൱͔を൑அすΔ͜ͱʹͳΓます。

˞��੹೚४උ金౳ͱは、কདྷのอݥ金ɾ೥金ɾ給付金の支払いʹඋ͑、อݥྉ΍ӡ༻ऩӹͳͲをݯࡒͱしてੵΈཱてていΔ४උ金౳をい
います。

。อূֹʹついて΋、その��ˋ͕ิঈされΔ΋のͰは͋ΓまͤΜࢿݪ付されていΔ೥金ʹݥਓมֹ೥金อݸ�˞

�� ʮੜ໋อܖݥ໿ऀอߏػޢʯʹ ͍ͭͯ



��

߹Εͨ৔ݱձ͕ࣾݥอࡁٹ

߹Εͳ͍৔ݱձ͕ࣾݥอࡁٹ

อܖݥ໿ͷશ෦ɾҰ෦ͷ
Ҡసɺ߹ซɺࣜגऔಘ

ഁ୼อݥձࣾ อߏػޢ ձһอݥձࣾ

ຽؒۚ༥ؔػ౳

໿ऀ౳ܖݥձࣾอݥอࡁٹࠃ

ิঈର৅
อݥ金の支払い

（注�）

ิঈର৅
อݥ金の支払い

（注�）

อݥ金੥ݖٻ౳のങऔΓ
（注�）

อݥ金੥ݖٻ౳のങऔΓ
（注�）

อݥ金౳の支払い

อݥ金౳の支払い

金ԉॿࢿ

ิঈର৅อݥ金支払ʹ܎Δ
金ԉॿࢿ

ิঈର৅อݥ金支払ʹ܎Δ
金ԉॿࢿ

ෛ୲金のڌग़

金ିग़ࢿ

੓ાஔ（注1）ࡒ

ഁ୼อݥձࣾ อߏػޢ

ঝܧ保ݥձࣾ

ձһอݥձࣾ

ຽؒۚ༥ؔػ౳

໿ऀ౳ܖݥอࠃ

อܖݥ໿ͷঝܧ

อܖݥ໿ͷ
Ҿड͚

ෛ୲金のڌग़

金ିग़ࢿ

੓ાஔ（注1）ࡒ

૊〴〣ུ֓ਤ࢓˝

˔ �ิ ঈର৅契約のൣғɾิ ঈର৅契約のิঈݶ౓౳を含め、ຊࡌܝ಺༰はશてࡏݱの๏ྩに΋とͮいた΋ので͋り、
ɹࠓ後、๏ྩのվਖ਼にΑりมߋされΔՄೳੑが͋ります。

月༵日ʙ༵ۚ日ʢॕ日ɾ೥຤೥࢝ぇআ。ʣޕલ9࣌ʙਖ਼ޕɺ1࣌ޙޕʙ5࣌ޙޕ

˔生໋อݥձࣾ⿿ഁ୼「〔場合〣อݥ契約〣औѻ⿶〠ؔ『぀⿼໰合【ઌ

生命保険契約者保護機構 TEL�03-3286-2820
りがわらがでぎへ゛とɹhttp:/ /www.seihohogo.jp/

（注1）�্ ࢿग़ʹよΔෛ୲金͚ͩͰڌձࣾのݥձ͕ࣾഁ୼した場合ʹରԠすΔાஔͰ、ձһอݥ੓ાஔʯは、����೥�݄຤まͰʹੜ໋อࡒのʮه
金ԉॿ౳のରԠ͕Ͱ͖ͳい場合ʹ、ࠃձ৹ٞをܦてิॿ金͕ೝΊΒれたߦʹࡍΘれΔ΋のͰす。

（注�）�ഁ ୼ॲཧதのอނࣄݥʹ΋ͱͮ͘ิঈର৅契約のอݥ金౳の支払い、อิ͕ߏػޢঈର৅契約ʹ܎Δอݥ金੥ݖٻ౳をങいऔΔ͜ͱを
͜。しますࢦ の場合ʹお͚Δ支払཰およびങऔ཰ʹついては、੹೚४උ金౳のิঈݶ౓ͱಉ཰ͱͳΓます。（ߴ༧ఆར཰契約ʹついては、
ɹ��ϖʔδ˞�ʹࡌهの཰ͱͳΓます。）��
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付加できる特約4
特約の自動更新5
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� ಛ௃

� ঎඼໊শʢओܖ໿ʣ

� ૊Έ࢓

˔පؾ΍έΨにΑりॴ定のೖӃをされたときに、日ؼりからのೖӃอোをҰ生֔にΘたͬて確อできます。
˔支払ݶ౓のܕ（̍ ճのೖӃにͭいての支払ݶ౓日਺）は、�0日ܕまたは��0日ܕからબͿことができます。
˔֤छ特約の付Ճ΍特ଇのద༻にΑり、อো಺༰をॆ࣮させたりอݥྉのׂҾをड͚Δことができます。
˔อݥྉ払ࠐ期ؒதにඃอऀݥがࢮ๢されたときは、ฦ໭金は͋りません。อݥྉ払ࠐ期ؒが༗期の場合で、
อݥྉ払ࠐ期ؒのຬྃ後のอݥ期ؒதにඃอऀݥがࢮ๢されたときは、ೖӃ給付金日ֹの�0ഒとಉֹのฦ
໭金が͋ります。
˔อݥྉ払ࠐ期ؒதにղ約されたときは、ղ約ฦ໭金は͋りません。อݥྉ払ࠐ期ؒが༗期の場合で、อݥྉ
払ࠐ期ؒのຬྃ後にղ約されたときは、ೖӃ給付金日ֹの�0ഒとಉֹのղ約ฦ໭金が͋ります。

無ղ約ฦ໭金ܕऴ਎ҩྍอݥ

อݥྉ෷͕ؒظࠐऴ਎ͷ৔߹

࣬පೖӃڅ෇ۚ
または

෇ۚڅೖӃ֐ࡂ

主
　契
　約

Ұੜ֔
อো

保ظݥ ・ؒ保ݥྉ෷ؒظࠐ

͝契約

खज़อোಛ໿
ೖӃҰ࣌څ෇ಛ໿
ঁੑ࣬පೖӃಛ໿
௨Ӄಛ໿

ಛ໿ྍ࣏ࡎΜ͕߅
͕Μ਍அಛ໿

ઌਐҩྍಛ໿
࣏ྍอোಛ໿
ಛఆ࣬පอݥྉ෷ࠐ໔আಛ໿

Ұੜ֔
อো

ࣗಈߋ৽ࣗಈߋ৽

特
　約

。๢ʹよΔฦ໭金およびղ約ฦ໭金は͋ΓまͤΜࢮ˞
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� ෇ՃͰ͖Δಛ໿

���खज़อোಛ໿�
˔පؾ΍έΨにΑり、ެ తҩྍอ੍ݥ౓においてखज़ྉ΋し͘は์ࣹઢ࣏ྍྉのࢉ定ର৅となΔॴ定の診ྍߦ
ҝまたは༌݂ྉのࢉ定ର৅となΔ଄݂ࡉװ๔Ҡ২をड͚られたとき、またはࠎ਷ࡉװ๔΋し͘ は຤ধ݂ࡉװ๔
のॴ定の࠾औखज़をड͚られたときに、खज़給付金をお支払いします。

���ೖӃҰ࣌څ෇ಛ໿�
˔පؾ΍έΨにΑり、主契約のೖӃ給付金が支払ΘれΔೖӃをされたときに、ೖӃҰ࣌給付金をお支払いします。
˔ೖӃҰ࣌給付金の支払いは、支払ճ਺を௨ࢉして�0ճがݶ౓となります。

���ঁੑ࣬පೖӃಛ໿�
˔ඃอऀݥがঁੑで、そのඃอऀݥが特定の࣬පにΑりೖӃをされたときに、ঁ ੑ࣬පೖӃ給付金をお支払い
します。
˔ঁੑ࣬පೖӃ給付金の支払ݶ౓のܕ（̍ ճのೖӃにͭいての支払ݶ౓日਺）は、�0日ܕまたは��0日ܕが͋
りますが、主契約の支払ݶ౓のܕとಉҰのܕをおબͼいたͩきます。
˔支払ݶ౓のܕにかかΘらͣ、ঁ ੑ࣬පೖӃ給付金の支払日਺の௨ݶࢉ౓は�
09�日となります。

���ઌਐҩྍಛ໿�
˔පؾ΍έΨにΑり、ઌਐҩྍにΑΔྍཆをड͚られたときに、ٕ ज़ྉとಉֹのઌਐҩྍ給付金をお支払いします。
˔この特約はอݥ期ؒ�0೥のߋ৽ܕで、ࣗ ಈߋ৽されます。たͩし、͝ Ճೖ࣌にඃอऀݥの೥ྸがࡀ��以্
で͋Δ場合またはߋ৽後のอݥ期ؒຬྃ日の翌日にお͚Δඃอऀݥの೥ྸが9ࡀ�以্となΔ場合は、อݥ
期ؒおΑͼอݥྉ払ࠐ期ؒはऴ਎となります。
˔主契約のอݥྉ払ࠐ期ؒが༗期の場合、主契約のอݥྉ払ࠐ期ؒຬྃ後にお͚Δこの特約のอݥྉの払ࠐ
ํ๏（ճ਺）は೥払となります。たͩし、主契約のอݥྉ払ࠐ期ؒຬྃ日の翌日にこの特約が࣏ྍอো特約と
͋Θせて付ՃされていΔ場合には、݄ 払΋औりѻいます。
˔ઌਐҩྍ給付金の支払ֹは、௨ࢉして�
000ສԁがݶ౓となります。

���࣏ྍอোಛ໿�
˔පؾ΍έΨにΑり、ެ తҩྍอ੍ݥ౓においてอݥ給付のର৅となΔೖӃதにྍཆをड͚られたとき、また
はެతҩྍอ੍ݥ౓においてอݥ給付のର৅となΔखज़をೖӃを൐Θͣにड͚られたときに、給付金をお支
払いします。
˔特約のܕ（給付金ֹのࢉܭのࡍに診ྍใु఺਺に৐͡Δֹ）は、ݪଇとしてެతҩྍอ੍ݥ౓にお͚Δࣗݾ
ෛ୲ׂ合にԠ͡てᶗܕ（̍ ԁ）ɾᶘܕ（̎ ԁ）ɾᶙܕ（̏ ԁ）からおબͼいたͩきます。
˔給付金の支払ݶ౓のܕ（̍ か݄のೖӃ࣏ྍ給付金と֎དྷखज़࣏ྍ給付金の合ֹࢉの支払ݶ౓）は、ݪଇとし
てྍֹߴཆඅ੍౓にお͚Δ̍ か݄͋たりのࣗݾෛ୲ݶ౓ֹにԠ͡て�0ສԁܕ（�0ສԁ）ɾ�0ສԁ�0）ܕສ
ԁ）ɾ�0ສԁܕ（�0ສԁ）からおબͼいたͩきます。

ʲ͝ཹҙいたͩきたい߲ࣄʳ
˔�契約ऀ഑౰金は͋りません。
。ঢ়ଶに֘౰した場合のอোは͋りません֐౓োߴ๢΍ࢮ�˔
˔�契約ऀି付੍౓のおऔѻいは͋りません。
˔�౰ࣾがอݥྉをおཱてସ͑し͝契約をܧଓさせΔ੍౓（อݥྉのࣗಈି付）のおऔѻいは͋りません。
˔�͝ 契約がࣦ効した場合、͝ 契約を෮׆すΔおऔѻいは͋りません。
˔�特約おΑͼ特ଇにͭいては、த్付Ճɾத్ద༻のおऔѻいは͋りません。
˔��支払ݶ౓のܕにかかΘらͣ、࣬පೖӃ給付金おΑͼ֐ࡂೖӃ給付金の支払日਺の௨ݶࢉ౓は、それͧれ
�
09�日となります。

˔�支払ݶ౓のܕのมߋのおऔѻいは͋りません。
༝にࣄେ࣬පにΑり࣬පೖӃ給付金の支払ࡾ特ଇをద༻した͝契約で、ॴ定のݶ౓無੍ݶେ࣬ප支払日਺ࡾ��˔
֘౰した場合には、�ճのೖӃにͭいての支払日਺おΑͼ௨ࢉ支払日਺の੍ݶは͋りません。



��

ཆඅ੍౓にお͚る̍ྍֹߴ ͔݄ͷࣗݾෛ担ݶ౓ ʢֹࡀ��ະຬͷํͷྫɺ����೥��݄ࡏݱʣ
ॴಘ۠෼ �か （݄݄の初日から຤日まで）͋ たりのࣗݾෛ୲ݶ౓ֹ˞

೥ऩ約�
��0ສԁʙ ���
�00ԁ （ɹҩྍඅ �ɻ��
000ԁ）̫̍̀
೥ऩ約��0ʙ約�
��0ສԁ ���
�00ԁ （ɹҩྍඅ �ɻ��
000ԁ）̫̍̀
೥ऩ約��0ʙ約��0ສԁ ���0
�00ԁ （ɹҩྍඅ �ɻ��
000ԁ）̫̍̀
೥ऩ約��0ສԁ以Լ ��
�00ԁ
ॅຽ੫ඇ՝੫ऀ ��
�00ԁ

�ɹ（ްੜ࿑ಇলอہݥɿʮྍֹߴཆඅ੍౓をར༻されΔօさま΁ʯを΋ͱʹ࡞੒）
˞�͔݄໨Ҏ߱ʹついてはࣗݾෛ୲ݶ౓ֹ͕さΒʹܰݮされΔ࢓૊Έ΋͋Γます。

˔この特約はอݥ期ؒ�0೥のߋ৽ܕで、ࣗ ಈߋ৽されます。たͩし、͝ Ճೖ࣌にඃอऀݥの೥ྸがࡀ��以্
で͋Δ場合またはߋ৽後のอݥ期ؒຬྃ日の翌日にお͚Δඃอऀݥの೥ྸが9ࡀ�以্となΔ場合は、อݥ
期ؒおΑͼอݥྉ払ࠐ期ؒはऴ਎となります。
˔特約のܕおΑͼ支払ݶ౓のܕは、ߋ৽࣌にのΈมߋすΔことができます。なお、ᶗܕからᶘ�0、ܕສԁܕから
�0ສԁܕなͲ、૿ ֹとなΔܕのมߋにͭいてはおऔりѻいできません。
˔特約のܕおΑͼ支払ݶ౓のܕにかかΘらͣ、給付金の支払ֹはೖӃ࣏ྍ給付金と֎དྷखज़࣏ྍ給付金を合
。౓となりますݶして��0ສԁがࢉして、௨ࢉ

���௨Ӄಛ໿�
˔පؾ΍έΨにΑりॴ定のೖӃをされた場合で、ୀӃ後に௨Ӄをされたときに、௨Ӄ日਺にԠ͡て௨Ӄ給付金
をお支払いします。
˔௨Ӄ給付金の支払いは、̍ ճの௨Ӄର৅期ؒ（஫）தに�0日がݶ౓となります。また、௨Ӄ給付金の支払日
਺の௨ݶࢉ౓は�
09�日となります。たͩし、がん（্ൽ಺がんを含Έます。）の࣏ྍを໨తとすΔ௨Ӄにͭ
いては、�ճの௨Ӄର৅期ؒதの支払日਺のݶ౓おΑͼ௨ݶࢉ౓はと΋に無੍ݶとなります。
ɹ（஫）௨Ӄର৅期ؒとは、ͭ ͗のいͣれかの期ؒのことをいいます。
ɹɹɹᶃೖӃの௚઀のݪҼががん（্ൽ಺がんを含Έます。）以֎の場合
ɹɹɹɹそのೖӃのୀӃ日の翌日以後��0日ؒ
ɹɹɹᶄೖӃの௚઀のݪҼががん（্ൽ಺がんを含Έます。）の場合
ɹɹɹɹそのೖӃのୀӃ日の翌日以後̑ ೥ؒ
˔௨ӃҰ࣌給付金は௨Ӄ給付金が支払ΘれΔ௨Ӄをされたときにお支払いします。（௨ӃҰ࣌給付金のΈをお
支払いすΔおऔѻいは͋りません。）
˔௨ӃҰ࣌給付金の支払いは、̍ճの௨Ӄର৅期ؒにͭいて̍ ճがݶ౓となります。
˔௨ӃҰ࣌給付金のない͝契約とすΔこと΋できます。

���͕Μ਍அಛ໿�
˔初ճはがん（্ൽ಺がんを含Έます。）と診断確定されたときに、がん診断給付金をお支払いします。
˔̎ ճ໨以߱はがん（্ൽ಺がんを含Έます。）の࣏ྍを໨తとすΔೖӃを開始されたときに、�೥に�ճをݶ
౓としてがん診断給付金をお支払いします。

�ಛ໿ྍ࣏ࡎΜ͕߅���
˔がん（্ൽ಺がんを含Έます。）にΑり、ެ తҩྍอ੍ݥ౓のର৅となΔ߅がんࡎにかかΔༀࡎྉまたはॲ
ํせんྉがࢉ定されΔೖӃまたは௨Ӄをされたときに、�か݄に�ճをݶ౓として߅がんྍ࣏ࡎ給付金を
お支払いします。

���ಛఆ࣬පอݥྉ෷ࠐ໔আಛ໿�
˔ॴ定のがん（ѱੑ৽生෺）、ੑٸ৺࠹ߎےまたは೴ଔதにΑりॴ定のࣄ༝に֘౰したときに、以後のอݥྉ（主
契約おΑͼ主契約に付ՃされていΔ特約のอݥྉ）のお払ࠐΈを໔আします。
˔อݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝のൃ生࣌以後、給付金ֹのֹݮなͲॴ定の͝契約಺༰มߋにͭいてはおऔѻい
しません。
˔อݥྉのお払ࠐΈが໔আされた場合で΋、主契約のอݥྉ払ࠐ期ؒのຬྃ後に͝契約がղ約されたときま
たはඃอऀݥがࢮ๢されたときは、ೖӃ給付金日ֹの�0ഒとಉֹのฦ໭金が͋ります。
˔この特約を付Ճした場合の主契約おΑͼ主契約に付ՃされていΔ特約には、ॴ定のอݥྉ཰がద༻され、͝
契約のอݥྉはこの特約を付Ճしない場合Αり΋͘ߴなります。
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� ಛ໿ͷࣗಈߋ৽

˔ઌਐҩྍ特約おΑͼ࣏ྍอো特約にͭいては、֤ 特約のอݥ期ؒຬྃ日の�か݄前までにܧଓしないࢫのお
ਃしग़がないときには、ඃอऀݥの݈߁ঢ়ଶにかかΘらͣ、ࠂ஌΍診ࠪなしで、特約のอݥ期ؒຬྃ日の翌
日にࣗಈߋ৽されます。
（注）อݥྉのお払ࠐΈを໔আしていΔ場合΋ಉ༷ʹࣗಈߋ৽されます。（ߋ৽ޙの特約ʹついて΋、อݥྉのお払ࠐΈは໔আされます。）

期ݥ৽前のอߋ、期ؒはݥ৽後のอߋ˔ （ؒ�0೥）とಉҰとなります。たͩし、ߋ৽後のอݥ期ؒຬྃ日の翌日
にお͚Δඃอऀݥの೥ྸが9ࡀ�以্となΔ場合は、อݥ期ؒおΑͼอݥྉ払ࠐ期ؒをऴ਎としてߋ৽します。
˔อݥྉは、ߋ৽日にお͚Δඃอऀݥの೥ྸおΑͼอݥྉ཰にΑͬて৽たに定めます。௨ৗ、ಉҰͷอো಺༰
Ͱߋ৽͞ΕΔ৔߹Ͱ͋ͬͯ΋ɺߋ৽ޙͷอݥྉ͸ߋ৽લΑΓ͘ߴなります。
˔特約は、ߋ৽日࣌఺のن定をద༻します。
˔給付金の支払ݶ౓なͲにͭいては、ߋ৽前とߋ৽後のอݥ期ؒはܧଓされた΋のとしてऔりѻいます。
৽をऔりѻΘないか、その特約にか͑て、ॴ定ߋ、৽日に౰ࣾがこの特約の付Ճをऔりѻͬていない場合はߋ˔
の特約にΑりߋ৽とΈなしてऔりѻ͏ことが͋ります。

˙�特約のࣗಈߋ৽を͝ر๬にならない場合は、特約のอݥ期ؒຬྃ日の�か݄前までに、
ɹそのࢫをおਃしग़ͩ͘さい。

͝ ஫ ҙ

����ඇ٤ԎऀׂҾಛ໿�
˔ඃอऀݥの٤Ԏঢ়گがॴ定のج४にద合すΔ場合、ඇ٤ԎऀׂҾ特約を付ՃすΔことにΑり、主契約おΑͼ
ॴ定の特約にඇ٤Ԏऀอݥྉ཰がద༻され、͝ 契約のอݥྉはこの特約を付Ճしない場合Αり΋҆ な͘ります。
˔過̍ڈ ೥以಺に٤Ԏしていない場合にݶり、この特約を付ՃすΔことができます。
˔この特約を付ՃすΔࡍ、ඃอऀݥには、௨ৗのࠂ஌΍݈߁診断ॻ౳の͝ఏग़にՃ͑て、過̍ڈ ೥以಺の٤Ԏ
ঢ়گにͭいてࠂ஌していたͩきます。
˔٤Ԏの༗無の൑断は、ࠂ஌にՃ͑て、ॴ定のࠪݕにΑͬてߦいます。ࠪݕの݁ՌにΑͬては、この特約を付Ճ
できない場合が͋ります。
でないこ࣮ࣄ、஌されなかͬたりࠂを࣮ࣄ、ҙまたはॏେな過ࣦにΑͬてނ、஌していたͩ͘಺༰にͭいてࠂ˔
とをࠂ஌されますと、౰ࣾはࠂ஌ٛ຿ҧ൓としてこの特約をղআし、主契約のೖӃ給付金日ֹのݮ࡟なͲを
。ことが͋ります͏ߦ
˔この特約にΑΔอݥྉのׂҾは、ઌਐҩྍ特約おΑͼ࣏ྍอো特約にはద༻されません。
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ご契約後について

3

第2回以降の保険料のお払込みについて1
保険料の払込猶予期間とご契約の失効について2
給付金お支払時等に未払込保険料がある場合について3
保険料のお払込みが困難になられた場合について4
被保険者が死亡された場合について5
死亡時支払金受取人の変更について6
死亡時支払金受取人が死亡された場合について7
被保険者による解除請求について8
保険料のお払込みが不要となった場合のお取扱いについて9
各種変更の手続きについて10
保障内容の見直しについて11
ご契約の解約と解約返戻金について12
生命保険と税金について13
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˔�౰ࣾおΑͼ౰ࣾがҕୗしていΔऩೲ୅ߦձࣾがఏܞしていΔ金༥ؔػ౳で、อݥ契約ऀࢦ定の༬金࠲ޱか
ら��日にৼりସ͑られます。なお、��日が金༥ؔػ౳のۀٳ日に͋たΔ場合はそのͭ͗のӦۀ日がৼସ日と
なります。
˔��日に༬金࠲ޱからৼସ͑ができなかͬた場合は、ͭ ͗のとおりऔりѻいます。
݄払契約�ɿ�翌݄の��日に�か݄෼または�か݄෼のอݥྉの࠲ޱৼସをߦいます。

ɹ���ɹɹɹɹɹɹ（注）���͔݄෼または�͔݄෼のอݥྉの࠲ޱৼସ͕Ͱ͖ͳ͔ͬた場合は、࠲ޱৼସ͕Մೳͳ݄਺෼のอݥྉの࠲ޱৼସ
をߦいます。

೥払契約�ɿ�翌݄の��日に࠶౓อݥྉの࠲ޱৼସをߦいます。
ɹ���ɹɹɹɹɹɹ（注）��ཌ݄の��೔ʹ΋อݥྉの࠲ޱৼସ͕Ͱ͖ͳ͔ͬた場合は、ཌʑ݄の��೔ʹ࠶౓อݥྉの࠲ޱৼସをߦいます。

˔��౰ࣾのࢦ定すΔΫϨδοτΧʔυൃߦձࣾのΫϨδοτΧʔυにΑりͭ͗のとおりΧʔυܾࡁがされます。

ྖऩূのൃߦはলུさせていたͩきます。

˔�Χʔυܾࡁができなかͬた場合には、ผのΫϨδοτΧʔυでお払いࠐΈいたͩ͘かまたは࠲ޱৼସにΑΔ払
。してͩ͘さいߋ๏にมํࠐ
�̝ΫϨδοτΧʔυのձһ൪߸または༗効期ݶがมߋされた場合には、౰ࣾίϯλΫτηϯλʔまで͝࿈བྷͩ͘
さい。おखଓき౳にͭいて͝Ҋ಺いたします。なお、อݥ契約ऀからの͝࿈བྷの前に、Χʔυձࣾから౰ࣾ΁
มߋ಺༰が௨஌された場合は、௨஌された಺༰にて以後のอݥྉをお払いࠐΈいたͩ こ͘ととなりますので、
͋らか͡めྃ͝ঝͩ͘さい。

日ࡁܾ

ຖ݄��日 Χʔυձࣾのձһن約にΑります。

Χʔυձࣾからの͝契約ऀ΁の࠲ޱৼସ੥ٻ

� ୈ�ճҎ߱ͷอݥྉͷ͓෷ࠐΈʹ͍ͭͯ

� ߹Έͷ৔ࠐৼସによるお෷࠲ޱ

� ΫϨδοτΧʔυによるお෷ࠐΈͷ৔߹

� 保ݥྉྖऩূに͍ͭͯ

อݥྉのお払ࠐΈには༛༧期ؒが͋りますが、༛༧期ؒதにお払ࠐΈがない͝契約は効ྗをࣦいます。

� อݥྉͷ෷ࠐ༛༧ؒظͱ͝ܖ໿ͷࣦޮʹ͍ͭͯ

 ༛༧ؒظ͸ͭ͗ͷとおりͰすɻ

払ࠐ期݄（˞）の翌݄初日から翌ʑ݄の຤日まで

˞�払݄ظࠐͱは、契約Ԡ౰೔のଐすΔ݄のॳ೔͔Β຤೔まͰ（契約೔ʹؔすΔ特ଇ͕ద༻されていΔご契約のୈ�回อݥྉʹついては、契
約Ԡ౰೔のଐすΔ݄のॳ೔͔Βཌ݄の຤೔まͰ）の͜ͱをいいます。
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� ͍ͯͭʹ߹ྉ͕͋Δ৔ݥอࠐ෷࣌౳ʹະ෷ࢧ෇͓ۚڅ

˔�給付金の支払ࣄ༝が生͡た場合にະ払ࠐอݥྉが͋Δときは、ະ払ࠐอݥྉをࠩしҾいた金ֹをお支払い
します。
˔�อݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝が生͡た場合にະ払ࠐอݥྉが͋Δときは、ະ払ࠐอݥྉをお払いࠐΈいたͩき
ます。

� ඃอࢮ͕ऀݥ๢͞Εͨ৔߹ʹ͍ͭͯ

保োֹۚ͸গͳ͘ͳり·す͕ɺڅ෇ֹۚΛ౰ࣾͷ定Ίるൣғ಺Ͱֹݮする͜とによりɺ保ݥ
ྉͷ෷ֹࠐΛগͳ͘͠ ͯ͠·ଓする͜と͕Ͱ͖·すɻ۩ମతͳおखଓ͖に͖ͭܧ໿Λܖͯ͝
͸ɺ౰ࣾίϯλΫτηϯλʔに͝૬ஊ͍ͩ͘͞ɻ

� อݥྉͷ͓෷ࠐΈ͕ࠔ೉ʹͳΒΕͨ৔߹ʹ͍ͭͯ

͜ͷ保ݥに͸ࢮ๢保ো͸͋り·ͤΜɻ
˔�อݥྉ払ࠐ期ؒが༗期の͝契約の場合で、อݥྉ払ࠐ期ؒのຬྃ後にඃอऀݥがࢮ๢された場合には、主
契約のೖӃ給付金日ֹの̍ ഒ̌とಉֹのฦ໭金（˞）をࢮ๢࣌支払金डऔਓ（ࢮ๢࣌支払金डऔਓがࢦ定されて
いない場合はอݥ契約ऀ）にお支払いします。
˞�อݥྉ払ؒظࠐのຬྃ೔まͰのอݥྉ͕払いࠐまれていͳい場合はະ払ࠐอݥྉをฦ໭金͔ΒࠩしҾいてお支払いします。ͳお、ฦ
໭金͕ະ払ࠐอݥྉʹෆ଍すΔͱ͖はฦ໭金をお支払いしまͤΜ。

˔อݥ契約ऀがނҙにඃอऀݥをࢮ๢させたときは、ղ約ฦ໭金そのଞのฦ໭金の払໭は͋りません。
ͭ、๢させたときはࢮをऀݥҙにඃอނ๢࣌支払金डऔਓがࢮ˔ ͗のとおりऔりѻいます。
。契約ऀにお支払いしますݥ๢࣌支払金डऔਓにお支払いせͣ、ղ約ฦ໭金とಉֹのฦ໭金をอࢮ�˔
˔�そのࢮ๢࣌支払金डऔਓがҰ෦のडऔਓで͋Δときは、ղ約ฦ໭金とಉֹのฦ໭金の͏ͪ、そのडऔਓに支
払ΘれΔ΂き金ֹをࠩしҾいたֹ࢒をଞのࢮ๢࣌支払金डऔਓにお支払いします。この場合、支払Θれない
ղ約ฦ໭金とಉֹのฦ໭金をอݥ契約ऀにお支払いします。

˔�ॏେނࣄでকདྷࣦ᪨એࠂがೝめられΔことが確࣮な場合なͲには、ࢮ๢された΋のとೝめΔ場合が͋ります。
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� ͍ͯͭʹ߹๢͞Εͨ৔ࢮ෷ۚडऔਓ͕ࢧ๢࣌ࢮ

� ඃอऀݥʹΑΔղআ੥ٻʹ͍ͭͯ

৽͍͠ࢮ๢࣌ࢧ෷ۚडऔਓにมߋするखଓ͖Λ͍͖ͯͨͩ͠·すͷͰɺすΈ΍͔に౰ࣾに͝
࿈བྷ͍ͩ͘͞ɻ
๢࣌ࢮ、खଓきがとられていないؒはߋ๢࣌支払金डऔਓのมࢮ、๢された࣌以後ࢮ๢࣌支払金डऔਓがࢮ
支払金डऔਓのࢮ๢࣌の๏定૬ଓਓがࢮ๢࣌支払金डऔਓとなります。ࢮ๢࣌支払金डऔਓとなΔਓが�ਓ
以্いΔ場合は、ඃอऀݥがࢮ๢されたことにΑり支払ΘれΔ΂き金ֹのडऔׂ合はۉ౳とします。

保ܖݥ໿ऀとඃ保͕ऀݥҟͳる͝ܖ໿ͷ৔߹ɺͭ ͗ͷᶃ͔Βᶆ·Ͱͷࣄ༝に֘౰すると͖
͸ɺඃ保ऀݥ͸保ܖݥ໿ऀにର͠ɺ͝ する͜と͕Ͱ͖·すɻ͜ٻ໿ͷղআΛ੥ܖ ͷ৔߹ɺඃ保
໿ऀ͸ɺ͝ܖݥΛड͚ͨ保ٻΒղআͷ੥͔ऀݥ ඞཁ͕͋り·すɻ͏ߦ໿ͷղ໿Λܖ
ᶃ�อݥ契約ऀまたは給付金なͲのडऔਓが౰ࣾにอݥ給付をߦΘせΔことを໨తとして給付金なͲのお支払
。༝をൃ生させた、またはൃ生させΑ͏とした場合ࣄ
ᶄ給付金なͲのडऔਓが͝契約に΋とͮ͘อݥ給付の੥ٻにͭいてٗ࠮をͬߦた、またはߦお͏とした場合。
ᶅ�্ ͝、契約ऀまたは給付金なͲのडऔਓにରすΔ৴པをଛないݥのอऀݥᶃᶄの΄か、ඃอه 契約のଘଓを
。༝が͋Δ場合ࣄ೉とすΔॏେなࠔ
ᶆ�อݥ契約ऀとඃอऀݥのؒの਌଒ؔ܎のऴྃそのଞのࣄ৘にΑり、ඃอऀݥが͝契約のおਃࠐΈのಉҙを
すΔに͋たͬてૅجとしたࣄ৘がஶし͘มԽした場合。

� ͍ͯͭʹߋ෷ۚडऔਓͷมࢧ๢࣌ࢮ

ͭ͗ͷ৔߹に͸ɺࢮ๢࣌ࢧ෷ۚडऔਓΛมߋする͜と͕Ͱ͖·すɻ
���౰ࣾ΁ͷ௨஌ʹΑΓม͢ߋΔ৔߹�
ᶃ�อݥ契約ऀはඃอऀݥがࢮ๢すΔまでは、ඃอऀݥのಉҙをಘて、ࢮ๢࣌支払金डऔਓをมߋすΔことがで
きます。
ᶄࢮ�๢࣌支払金डऔਓをมߋされΔ場合には、อݥ契約ऀが౰ࣾ΁͝௨஌ͩ͘さい。௨஌が౰ࣾに౸ୡした場
合には、ࢮ๢࣌支払金डऔਓはその௨஌がൃ৴された࣌にさかの΅ͬてมߋされます。

���ҨݴʹΑΓม͢ߋΔ৔߹�
ᶃ�อݥ契約ऀはඃอऀݥがࢮ๢すΔまでは、๏཯্༗効なҨݴにΑり、ࢮ๢࣌支払金डऔਓをมߋすΔことが
できます。
ᶄࢮ�๢࣌支払金डऔਓをมߋされΔ場合には、อݥ契約ऀが๢͘なられた後、อݥ契約ऀの૬ଓਓが౰ࣾ΁͝
௨஌ͩ͘さい。なお、ඃอऀݥのಉҙがな͚れ͹、डऔਓมߋの効ྗは生͡ません。

（注）�౰͕ࣾその௨஌をड͚Δલʹมߋલのࢮ๢時支払金डऔਓʹඃอࢮ͕ऀݥ๢された͜ͱʹよΓ支払ΘれΔ΂͖金ֹをお支払いしたͱ
͖は、そのお支払ޙʹมޙߋのࢮ๢時支払金डऔਓ͔Β੥ٻをड͚て΋、౰ࣾはඃอࢮ͕ऀݥ๢された͜ͱʹよΓ支払ΘれΔ΂͖金
ֹをお支払いしまͤΜ。
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� อݥྉͷ͓෷ࠐΈ͕ෆཁͱͳͬͨ৔߹ͷ͓औѻ͍ʹ͍ͭͯ

保ݥྉͷ෷ํࠐ法͕೥෷ͷ͝ܖ໿ͷ৔߹ɺ保ݥྉΛお෷͍ࠐΈ͍͍ͨͩͨޙにɺ͝ ໿ͷܖ
ফ໓౳ʢ͝ܖ໿·ͨ͸෇Ճ͞Ε͍ͯる特໿ͷফ໓ɺֹݮΛؚΈ·すɻʣ·ͨ͸保ݥྉ෷ࠐͷ
໔আࣄ༝に֘౰ͨ͜͠とによりɺ保ݥྉͷお෷ࠐΈ͕不ཁとͳͬͨと͖͸ɺͭ ͗ͷֹΛおࢧ
෷͍͠·すɻ

ʲ೥払契約 �r࠲ޱৼସのご契約の場合

ʻ͝契約ྫʼɹ契約Ԡ౰日ɿ݄̍̍日ɹ݄͝とのԠ౰日ɿຖ݄̍日

݄̍ ̎̓ ೔〠೥෷อݥྉぇ෷⿶ࠐえ〕ޙɺ̑ ݄̎ ೔̌〠ඃอऀݥ〣ࢮ๢〠〽〿〉ܖ໿⿿ফ໓「〔৔߹
ᶃ�݄�日（௚前の݄͝とのԠ౰日）以後に給付金の支払ࣄ༝が生͡ていΔとき
˰�อݥྉのお払ࠐΈをཁしな͘なͬたのはඃอऀݥがࢮ๢した݄̑�0日で͋り、その翌日以後࠷初
に౸དྷすΔ݄͝とのԠ౰日は݄̒̍日となります。したがͬて、̒ ݄̍日から��݄��日までの̓
か݄෼にରԠすΔอݥྉ૬౰ֹをお支払いします。

ᶄ�݄�日以後に給付金の支払ࣄ༝おΑͼอݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝が生͡ていないとき
˰�อݥྉのお払ࠐΈをཁしな͘なͬたのは�݄�0日ですが、その௚前の݄͝とのԠ౰日は�݄�日となり
ます。したがͬて、�݄�日から��݄��日までの�か݄෼にରԠすΔอݥྉ૬౰ֹをお支払いします。

˞�݄ 払契約の場合Ͱ、อݥྉのお払ࠐΈ͕ෆཁͱͳͬた೔の௚લの݄ごͱのԠ౰೔Ҏޙʹ給付金の支払ࣄ༝およびอݥྉ
払ࠐの໔আࣄ༝͕ੜ͡ていͳいͱ͖は、อݥྉのお払ࠐΈ͕ෆཁͱͳͬた೔の௚લの݄ごͱのԠ౰೔͔Βの1͔݄෼のอ
。ྉを払い໭しますݥ

1/1 2/1 3/1 4/1 5/1 6/1 7/1 8/1 9/1 10/1 11/1 12/1 12/31

７か月分（①）※（②）

▲
死亡
5/20

契約
応当日
1/1
▼

月ごとの
応当日
6/1
▼

契約
応当日
1/1
▼

口座
振替日
1/27
▼

すでに払いࠐまれたอݥྉ（஫�）の͏ͪ、อݥྉのお払ࠐΈがෆཁとな たͬ日の翌日以後࠷初に౸དྷすΔ݄͝とのԠ
౰日からその݄͝とのԠ౰日のଐすΔอݥྉ期ؒ（஫�）の຤日までの݄਺にରԠすΔอݥྉ૬౰ （ֹະ経過อݥྉ）

（注1）入院給付金೔ֹのֹݮͳͲอݥྉの一෦のお払ࠐΈをཁしͳ ͳͬ͘た場合は、そのお払ࠐΈをཁしͳ ͳͬ͘た෦෼ʹݶΓます。
（注�）อݥྉؒظͱは、ຖ೥の契約Ԡ౰೔͔Βཌ೥の契約Ԡ౰೔のલ೔まͰのؒظの͜ͱをいいます。

˞�อݥྉのお払ࠐΈ͕ෆཁͱͳͬた೔の௚લの݄ごͱのԠ౰೔Ҏޙʹ給付金の支払ࣄ༝およびอݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝͕ੜ͡ていͳ
いͱ͖は、อݥྉのお払ࠐΈ͕ෆཁͱͳͬた೔の௚લの݄ごͱのԠ౰೔͔Βその݄ごͱのԠ౰೔のଐすΔอݥྉؒظの຤೔まͰの
݄਺ʹରԠすΔอݥྉ૬౰ֹͱͳΓます。



��

�� ֤छมߋͷखଓ͖ʹ͍ͭͯ

֤छมߋखଓ͖に͍ͭͯ͝Ҋ಺͍ͨ͠·すɻʢ����೥��݄ࡏݱʣ
౰ࣾίϯλΫτηϯλʔ΁保ܖݥ໿ऀ͝ຊਓ͔Βおి࿩͍ͨͩ と͘おखଓ͖͕εϐʔσΟͰすɻ
˞おి࿩をおड͚したࡍʹは、ごຊਓさま֬ೝをさͤていたͩいておΓます。

おखଓきにࡍして ূ݊൪߸⿿ඞཁ〝〟〿〳『〣〜、ʮอ݊ূݥʯ〜ࣄ前〠⿼ௐ〮。〕《⿶。

ձࣾॴ定〣੥ٻॻ⿼ి࿩ⴺ�Ҿӽ͠
͝ཁ๬ ඞཁとなΔおखଓき ड付૭ޱ

ॅॴɾి ࿩൪߸〣มߋぇ「〔⿶ ॅॴมߋ（஫）

อݥྉৼସ࠲ޱぇมߋ「〔⿶ อݥྉऩೲํ๏มߋ

（注）�อݥ契約ऀごຊਓまたは̎ ਌౳಺の਌଒のํ͔Βのおి࿩Ͱおखଓ͖͕ྃ׬します。

ⴼ վ੏ʢ݁ ・ࠗ཭ࠗʣ
͝ཁ๬ ඞཁとなΔおखଓき ड付૭ޱ

సډ〠൐⿶ॅॴɾి ࿩൪߸〣มߋぇ「〔⿶ ॅॴมߋ（஫）

վ੏खଓ　ぇ「〔⿶ ໊ٛมߋ（վ੏）

อݥ契約ऀぇมߋ「〔⿶ ໊ٛมߋ（契約ऀมߋ）

डऔਓぇมߋ「〔⿶ ໊ٛมߋ
（ߋਓมٻ定୅ཧ੥ࢦɾߋ๢࣌支払金डऔਓมࢮ）

อݥྉৼସ࠲ޱぇมߋ「〔⿶ อݥྉऩೲํ๏มߋ

อݥྉ払ࠐぜ゛でひぷじがへぇมߋ「〔⿶ อݥྉऩೲํ๏มߋ

（注）�อݥ契約ऀ〉ຊਓ〳〔〤̎ ਌౳಺〣਌଒〣ํ⿾〾〣⿼ి࿩〜⿼खଓ　⿿ྃ׬「〳『。

ⴾ స৬・ୀ৬
͝ཁ๬ ඞཁとなΔおखଓき ड付૭ޱ

อݥྉৼସ࠲ޱぇมߋ「〔⿶ อݥྉऩೲํ๏มߋ

อݥ契約ऀぇมߋ「〔⿶ ໊ٛมߋ（契約ऀมߋ）

ⵀ ւ֎΁ͷసډ
͝ཁ๬ ඞཁとなΔおखଓき ड付૭ޱ

ւ֎〭సډ『぀खଓ　ぇ「〔⿶ ॅॴมߋ（஫） ɹɹ

（注）�อݥ契約ऀ〉ຊਓ〳〔〤̎ ਌౳಺〣਌଒〣ํ⿾〾〣⿼ి࿩〜⿼खଓ　⿿ྃ׬「〳『。
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ⵂ 保ܖݥ໿ ・ऀडऔਓͷࢮ๢
͝ཁ๬ ඞཁとなΔおखଓき ड付૭ޱ

อݥ契約ऀぇมߋ「〔⿶ ໊ٛมߋ（契約ऀมߋ）

डऔਓぇมߋ「〔⿶ ໊ٛมߋ
（ߋਓมٻ定୅ཧ੥ࢦɾߋ๢࣌支払金डऔਓมࢮ）

ⵄ 保ݥྉͷ෷ํࠐ法Λม͍ͨ͠ߋ
͝ཁ๬ ඞཁとなΔおखଓき ड付૭ޱ

อݥྉৼସ࠲ޱぇมߋ「〔⿶ อݥྉऩೲํ๏มߋ

อݥྉ払ࠐぜ゛でひぷじがへぇมߋ「〔⿶ อݥྉऩೲํ๏มߋ

⿶〕」〠ৼସѻぇぜ゛でひぷじがへѻ࠲ޱ
ぜ゛でひぷじがへѻぇ࠲ޱৼସѻ〠「〔⿶ อݥྉऩೲํ๏มߋ

݄払ぇ೥払〠มߋ「〔⿶
೥払ぇ݄払〠มߋ「〔⿶ อݥྉ払ํࠐ๏มߋ（஫�）（஫�）

（注1）�อݥ契約ऀごຊਓ͔Βのおి࿩Ͱおखଓ͖͕ྃ׬します。
（注�）݄ 払͔Β೥払΁のมߋは೥୯Ґの契約Ԡ౰೔のΈのおऔѻいͰす。

ৄ「。〤ɹɹらがで〣ʮอো಺༰〣ݟ௚「〠〙⿶〛ʯぇ〉ཡ。〕《⿶。

ⵆ ࢮ๢࣌ࢧ෷ۚडऔਓΛม͍ͨ͠ߋ
͝ཁ๬ ඞཁとなΔおखଓき ड付૭ޱ

⿶〕」ߋ๢࣌支払金डऔਓぇมࢮ ໊ٛมߋ
（ߋਓมٻ定୅ཧ੥ࢦɾߋ๢࣌支払金डऔਓมࢮ）

ⵈ 保݊ূݥΛͯ͠ߦൃ࠶΄͍͠
͝ཁ๬ ඞཁとなΔおखଓき ड付૭ޱ

อ݊ূݥぇߦൃ࠶「〛〰「⿶ อߦൃ࠶݊ূݥ（஫）

（注）�อݥ契約ऀごຊਓ͔Βのおి࿩Ͱおखଓ͖͕ྃ׬します。

ⵊ 保障内容を見直したい
͝ཁ๬ ඞཁとなΔおखଓき ड付૭ޱ

主契約〣ೖӃ給付金日ֹぇֹݮ「〔⿶ อো಺༰มߋ

特約ぇղ約「〔⿶
特約〣給付金ֹぇֹݮ「〔⿶ อো಺༰มߋ

��

໿Λ΍Ίͨܖ   ʢ͍ղ໿ʣ
͝ཁ๬ ඞཁとなΔおखଓき ड付૭ޱ

ղ約「〔⿶ ղ約（஫）

（注）�ղ約ฦ໭金͕ͳい場合ʹは、อݥ契約ऀごຊਓ͔Βのおి࿩Ͱおखଓ͖͕ྃ׬します。

��



��

΍ֹݮする͜と͕Ͱ͖·すɻ·ͨ特໿に͍ͭͯ΋ֹݮ෇ۚ೔ֹΛڅ໿ͷೖӃܖにओޙ໿ܖ͝
ղ໿Λする͜と͕Ͱ͖·すɻ
。௿Ҿड金ֹをԼճΔことはできません࠷後の給付金ֹは、౰ࣾの定めΔֹݮ、すΔ場合はֹݮ˔
。෼はղ約した΋のとしてऔりѻいますֹݮ˔
（注）特ఆ࣬පอݥྉ払ࠐ໔আ特約͕付加されていΔご契約ʹついては、อݥྉのお払ࠐΈ͕໔আされたޙのֹݮはおऔΓѻいͰ͖まͤΜ。

�� อো಺༰ͷݟ௚͠ʹ͍ͭͯ

໿Λղ໿͞Εͯ΋ɺղ໿ฦ໭ۚ͸͋り·ͤΜɻܖ͝
このอݥは、ղ約されて΋ղ約ฦ໭金は͋りません。たͩし、อݥྉ払ࠐ期ؒが༗期の͝契約の場合でอݥྉ
払ࠐ期ؒのຬྃ後にղ約された場合には、主契約のೖӃ給付金日ֹの�0ഒとಉֹのղ約ฦ໭金をお支払いし
ます。（อݥྉ払ࠐ期ؒのຬྃ日までのอݥྉが払いࠐまれていΔことがඞཁとなります。）
˞�೥払契約の場合ʹは、いまͩ౸དྷしていͳい契約ؒظ෼のอݥྉ（ະܦաอݥྉ）૬౰ֹͳͲをお支払いͰ͖Δ場合͕͋Γます。また、
݄払契約の場合Ͱ΋、௚લの݄ごͱのԠ౰೔͔Βの1͔݄෼のอݥྉを払い໭しͰ͖Δ場合͕͋Γます。ৄ し͘は �� ϖʔδをごཡͩ͘さ
い。

ʻऀݖ࠴౳にΑり͝契約がղ約されΔ場合のおऔѻいにͭいてʼ
ࠩԡऀݖ࠴、ഁ にΑΔ͝契約のղ約は、ղ約の௨஌が౰ࣾに౸ணし（。౳ʯといいますऀݖ࠴以Լʮ）ਓ౳ࡒ؅࢈
た࣌から�か݄を経過した日に効ྗを生͡ます。たͩし、ͭ ͗の৚݅をいͣれ΋ຬたす給付金のडऔਓが、อݥ
契約ऀのಉҙをಘて、ղ約の効ྗが生͡Δまでのؒに、ղ約の௨஌が౰ࣾに౸ணした日にղ約の効ྗが生͡た
とすれ͹౰ࣾがऀݖ࠴౳に支払͏΂き金ֹをऀݖ࠴౳に支払い、かͭ、౰ࣾにそのࢫを௨஌したときは、ղ約
の効ྗは生͡ません。
ɾ�อݥ契約ऀの਌଒、ඃอऀݥの਌଒またはඃอ͝ऀݥຊਓで͋Δこと
ɾ�อݥ契約ऀでないこと

�� ͍ͯͭʹ໿ͷղ໿ͱղ໿ฦ໭ۚܖ͝
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ʪ߇আのखଓきʫ
生໋อݥྉ߇আをおड͚になΔにはਃࠂがඞཁです。౰ࣾΑりʮ生໋อݥྉ߇আূ໌ॻʯをൃߦしますので、೥
຤ௐ੔または確定ਃࠂのࡍ、ॴ定のਃࠂॻにఴ付して߇আをおड͚ͩ͘さい。

�෇ۚͷ੫๏্ͷऔѻ͍څ���
˔ೖӃ給付金、खज़給付金、ೖӃҰ࣌給付金、ঁ ੑ࣬පೖӃ給付金、ઌਐҩྍ給付金、ೖӃ࣏ྍ給付金、֎
དྷखज़࣏ྍ給付金、௨Ӄ給付金、௨ӃҰ࣌給付金、がん診断給付金、߅がんྍ࣏ࡎ給付金は、डऔਓがඃ
อऀݥ、その഑ऀۮ΋し͘はその௚݂ܥ଒または生ܭをҰにすΔそのଞの਌଒で͋Δ場合、શֹඇ՝੫と
なります。

੫຿ͷऔѻ͍౳に͍ͭͯ͸ɺ����೥��݄ࡏݱͷ੫੍・ؔ܎法ྩ౳に΋と͖ͮͯ͠ࡌهおり
·すɻݸ別ͷ੫຿ͷऔѻ͍౳に͍ͭͯ͸ɺॴ׋ͷ੫຿ॺ౳に֬͝ೝ͍ͩ͘͞ɻ
˞๏ྩのվਖ਼ʹよΓऔѻ಺༰͕มߋされΔ場合͕͋Γます。

���ੜ໋อݥྉ߇আ�
生໋อݥྉ߇আ࿮にはʮҰൠ生໋อݥྉ߇আʯʮհޢҩྍอݥྉ߇আʯおΑͼʮݸਓ೥金อݥྉ߇আʯが͋りま
す。߇আされΔ金ֹは、ॴಘ੫にͭいてそれͧれの߇আ࿮で�0ߴ࠷
000ԁ（合ܭで��0ߴ࠷
000ԁ）、ॅ ຽ੫
にͭいてそれͧれの߇আ࿮でߴ࠷��
000ԁ（合ܭで�0ߴ࠷
000ԁ）となります。
ຊ঎඼にͭいてお払いࠐΈいたͩいたอݥྉはʮհޢҩྍอݥྉ߇আʯのద༻をड͚Δことができます。
ద༻にΑりͭ͗のදの金ֹが、ॴಘ੫ɾॅ ຽ੫の՝੫ର৅ֹから߇আされます。
契約ݥআのର৅となΔ͝契約�ɿ�給付金౳のडऔਓがอ߇˔ （ऀอݥྉෛ୲ऀ）またはその഑ऀۮ΋し͘はその�
� ଞの਌଒となͬていΔ͝契約
ྉ�ɿ��೥ݥআのର৅となΔอ߇˔ （ؒ�݄�日から��݄��日まで）にお払いࠐΈいたͩいたอݥྉ

�ॴಘ੫の生໋อݥྉ߇আ
೥ؒのਖ਼ຯ払ࠐอݥྉ আされΔ金ֹ߇

�0
000ԁ以Լのとき શֹ
�0
000ԁをこ͑�0
000ԁ以Լのとき （ਖ਼ຯ払ࠐอݥྉ �̫ʗ�）ɹ �0
000ԁ
�0
000ԁをこ͑�0
000ԁ以Լのとき （ਖ਼ຯ払ࠐอݥྉ �̫ʗ�）ɹ �0
000ԁ
�0
000ԁをこ͑Δとき Ұ཯�0
000ԁ

�ॅຽ੫の生໋อݥྉ߇আ
೥ؒのਖ਼ຯ払ࠐอݥྉ আされΔ金ֹ߇

��
000ԁ以Լのとき શֹ
��
000ԁをこ͑��
000ԁ以Լのとき （ਖ਼ຯ払ࠐอݥྉ �̫ʗ�）ɹ �
000ԁ
��
000ԁをこ͑��
000ԁ以Լのとき （ਖ਼ຯ払ࠐอݥྉ �̫ʗ�）ɹ ��
000ԁ
��
000ԁをこ͑Δとき Ұ཯��
000ԁ

�� ੜ໋อݥͱ੫ۚʹ͍ͭͯ
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給付金の
お支払いなどについて

4

給付金等をご請求いただける場合について1
給付金等のご請求について2
給付金のお支払いなどができない場合3
生命保険募集人の権限と保険契約の締結について給付金をお支払いできる場合、できない場合（事例１～11）4
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1 給付金等をご請求いただける場合について

ご契約の内容に応じ、以下のような場合に給付金等をご請求いただけます。
なお、お支払いできる場合・お支払いできない場合の詳細や具体例については、54ページの

「給付金をお支払いできる場合、できない場合（事例1〜11）」をご覧ください。
 

入
院
・
治
療
等
の
保
障

女性疾病入院給付金…P40女性疾病入院特約 特定の疾病で入院
された場合

保険料払込の免除…P42特定疾病保険料払込免除特約 保険料払込の免除事由に
該当された場合

先進医療特約 先進医療給付金…P40先進医療を
受けられた場合

治療保障特約

外来手術治療給付金…P40外来で手術を
受けられた場合

入院治療給付金…P40
入院治療を
受けられた場合

抗がん剤治療特約 抗がん剤治療給付金…P41

抗がん剤の薬剤料または
処方せん料が算定される
入院または通院をされた
場合

疾病入院給付金…P39
災害入院給付金…P39

無解約返戻金型終身医療保険 入院された場合

手術給付金…P39手術保障特約 手術を受けられた場合

通院給付金…P41
通院一時給付金…P41

通院特約 退院後に
通院された場合

がん診断給付金…P41がん診断特約 がんと診断確定
された場合等

がん診断給付金…P00がん診断特約 がんと診断された場合等

入院一時給付特約 入院一時給付金…P40入院された場合
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�給付金のお支払いなͲにͭいて� ˞ʹついては、��ϖʔδ͔Β��ϖʔδまͰをごࢀরͩ͘ さい。
঎඼໊ ໊ɹশ 給付金をお支払いすΔ場合 お支払金ֹ डऔਓ

ແղ約ฦ໭金ܕ
ऴ਎ҩྍอݥɹ

࣬ප入院
給付金

ඃอ͕ऀݥ੹೚։࢝ظҎޙʹൃපした࣬
පの࣏ྍを໨తͱして、ප院または਍ྍ
ॴ（˞1）ʹ おいて̍ ೔Ҏ্入院されたͱ͖
（˞�）（˞�）

ʓ入院給付金೔ֹʷ入院೔਺
�ɾ�̍ 回の入院ʹついての支払ݶ౓
は支払ݶ౓のܕʹよΓ̒ ೔̌または
̍̎ ೔̌（˞�）
�ɾ�௨ࢉの支払ݶ౓は̍ 
̌ ̑̕ ೔
�ɾࡾ�େ࣬ප支払೔਺ݶ౓ແ੍ݶ特
ଇをద༻した契約の場合、ࡾେ࣬
පの࣏ྍを໨తͱした入院ʹつい
ては̍ 回の入院ʹついての支払ݶ
౓、௨ݶࢉ౓ͱ΋ʹແ੍ݶ（˞�）

被
保
険
者

入院֐ࡂ
給付金

ඃอ͕ऀݥ੹೚։࢝ظҎޙʹൃੜした
ෆྀのނࣄ（˞�）ʹ よΔই֐の࣏ྍを໨త
ͱして、そのނࣄの೔͔Βその೔をؚΊて
̍̔ ೔̌Ҏ಺ʹ入院を։࢝し、͔ つ、ප院ま
たは਍ྍॴ（˞1）ʹ おいて̍ ೔Ҏ্入院さ
れたͱ （͖˞�）（˞�）

ʓ入院給付金೔ֹʷ入院೔਺
�ɾ�̍ 回の入院ʹついての支払ݶ౓
は支払ݶ౓のܕʹよΓ��೔また
は̍ ̎̌ ೔（˞�）

�ɾ�௨ࢉの支払ݶ౓は̍ 
̌ ̑̕ ೔

खज़อো特約 खज़給付金

ඃอ͕ऀݥප院または਍ྍॴ（˞1）ʹ おい
てつ͗のいͣれ͔ʹ֘౰すΔखज़（˞�）を
ड͚Βれたͱ͖
（1）�੹೚։࢝ظҎޙの࣬පまたはই֐の

࣏ྍを௚઀の໨తͱした、つ͗のいͣ
れ͔ʹ֘౰すΔखज़
（ŗ）�ެ తҩྍอ੍ݥ౓ʹお͚ΔҩՊ਍ྍ
ใु఺਺දʹखज़ྉのࢉఆର৅ͱし
てྻڍされていΔ਍ྍߦҝ（ࣃՊ਍
ྍใु఺਺දʹखज़ྉのࢉఆର৅
ͱしてྻڍされていΔ਍ྍߦҝの͏
ͪ、ҩՊ਍ྍใु఺਺දʹおいて΋
खज़ྉのࢉఆର৅ͱしてྻڍされて
いΔ਍ྍߦҝをؚΈます）。たͩし、つ
͗ʹ֘౰すΔ΋のをআ͖ます。（˞�）
（̰ ）�ইのॲཧ（૑ইॲཧ、σϒϦʔυϚϯ）
（̱ ）੾։ज़（ൽෘ、ޑບ）
（̲ త੔෮݂؍またはؔઅのඇࠎ�（
ज़、ඇ݂؍త੔෮ݻఆज़および
ඇ݂؍తतಈज़

（̳ ）ൈࣃखज़
（̴ ）ྦ ఺ϓϥάૠ入ज़
（̵ ）�ඓߢ೪ບমऊज़、Լߕհ೪ບম
ऊज़およびߴप೾ిݻڽؾ๏ʹ
よΔඓߕհ੾আज़

（̶ ）ҟ෺আڈ（֎ࣖ、ඓߢ಺）
（Ř）�ҩՊ਍ྍใु఺਺දʹ์ࣹઢ࣏ྍ
ྉのࢉఆର৅ͱしてྻڍされてい
Δ਍ྍߦҝ（ࣃՊ਍ྍใु఺਺ද
ʹ์ࣹઢ࣏ྍྉのࢉఆର৅ͱして
、ҝの͏ͪߦされていΔ਍ྍڍྻ
ҩՊ਍ྍใु఺਺දʹおいて΋์
ࣹઢ࣏ྍྉのࢉఆର৅ͱしてྻڍ
されていΔ਍ྍߦҝをؚΈます。）。
（˞�）（˞1�）

（ř）�ҩՊ਍ྍใु఺਺දʹ、༌݂ྉの
されていΔ਍ڍఆର৅ͱしてྻࢉ
๔Ҡ২ࡉװҝの͏ͪ଄݂ߦྍ

（�）�૊৫のػೳʹো֐の͋ΔऀʹҠ২す
Δ͜ͱを໨తͱして੹೚։࢝ظのଐす
Δ೔͔Βその೔をؚΊて̍ ೥をܦաし
た೔ҎߦʹޙΘれたࠎ਷ࡉװ๔また
は຤ধ݂ࡉװ๔の࠾औखज़（˞11）

（1）
ʓ�ओ契約の࣬ප入院給付金または
入院給付金͕支払ΘれΔ入֐ࡂ
院தʹड͚たखज़1回ʹつ͖

̫̎（४給付金ֹج）

ʓ�ओ契約の࣬ප入院給付金または
入院給付金͕支払ΘれΔ֐ࡂ
入院தҎ֎ʹड͚たखज़（˞1�）�
1回ʹつ͖

（४給付金ֹج）

（�）
๔ࡉװ๔または຤ধ݂ࡉװ਷ࠎ�˓
の࠾औखज़を௚઀の໨తͱすΔ
入院தʹड͚たखज़1回ʹつ͖

̫̎（४給付金ֹج）

๔ࡉװ๔または຤ধ݂ࡉװ਷ࠎ�˓
の࠾औखज़を௚઀の໨తͱすΔ
入院தҎ֎ʹड͚たखज़1回ʹ
つ͖

（४給付金ֹج）
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঎඼໊ ໊ɹশ 給付金をお支払いすΔ場合 お支払金ֹ डऔਓ

入院一時給付
特約

入院一時
給付金

ඃอ͕ऀݥओ契約の࣬ප入院給付金ま
たは֐ࡂ入院給付金͕支払ΘれΔ入院を
されたͱ͖

ʓ入院一時給付金ֹ
�ɾ�̍ 回の入院ʹついて̍ 回
�ɾ�௨ࢉの支払ݶ౓は̑ 回̌（˞1�）

ඃ
อ
ݥ
ऀ

ঁੑ࣬ප入院
特約

ঁੑ࣬ප
入院給付金

ඃอ͕ऀݥ੹೚։࢝ظҎޙʹൃපした特
ఆ࣬ප（˞1�）の࣏ྍを໨తͱして、ප院ま
たは਍ྍॴ（˞1）ʹ おいて̍ ೔Ҏ্入院さ
れたͱ （͖˞�）（˞�）

ʓঁੑ࣬ප入院給付金೔ֹ
ɹʷ入院೔਺
�ɾ�̍ 回の入院ʹついての支払ݶ౓
は支払ݶ౓のܕʹよΓ̒ ೔̌または
̍̎ ೔̌（˞�）
�ɾ௨ࢉの支払ݶ౓は̍ 
̌ ̑̕ ೔

ઌਐҩྍ特約 ઌਐҩྍ
給付金

ඃอ͕ऀݥ੹೚։࢝ظҎޙの࣬පまた
はই֐を௚઀のݪҼͱして、ެ తҩྍอ
˞）౓ʹお͚ΔઌਐҩྍʹよΔྍཆ੍ݥ
1�）をड͚Βれたͱ͖

ʓ�ઌਐҩྍʹ͔͔Δٕज़ྉͱಉֹ
�ɾ�௨ࢉの支払ݶ౓は̎ 
̌ ̌̌ ສԁ

࣏ྍอো特約

入院࣏ྍ
給付金

ඃอ͕ऀݥ੹೚։࢝ظҎޙの࣬පまた
はই֐の࣏ྍを௚઀の໨తͱして、ප院
または਍ྍॴ（˞1）ʹ おいてެతҩྍอݥ
੍౓ʹお͚Δอݥ給付のର৅ͱͳΔ入院
を̍ ೔Ҏ্されたͱ （͖˞�）（˞�）

ʓ�特約のܕʹԠ͡てつ͗のͱおΓ
（˞1�）

�ᶗܕ�
ɹ入院தのྍཆ（˞1�）ʹ
ɹ͔͔Δ਍ྍใु఺਺
�ᶘܕ�
ɹ入院தのྍཆʹ
ɹ͔͔Δ਍ྍใु఺਺
�ᶙܕ�
ɹ入院தのྍཆʹ
ɹ͔͔Δ਍ྍใु఺਺
�ɾ�֎དྷखज़࣏ྍ給付金の支払ֹͱ
合ࢉした1͔݄ؒの支払ݶ౓は支
払ݶ౓のܕʹԠ͡てつ͗のͱおΓ
ɹ̍ ສ̌ԁܕɿ̍ ສ̌ԁ
ɹ̎ ສ̌ԁܕɿ̎ ສ̌ԁ
ɹ̏ ສ̌ԁܕɿ̏ ສ̌ԁ
�ɾ�௨ࢉの支払ݶ౓は֎དྷखज़࣏ྍ
給付金ͱ合ࢉして���ສԁ

֎དྷखज़
࣏ྍ給付金

ඃอ͕ऀݥප院または਍ྍॴ（˞1）ʹ おいて
੹೚։࢝ظҎޙの࣬පまたはই֐の࣏ྍを
௚઀の໨తͱしたつ͗のいͣれ͔ʹ֘౰す
Δ、入院を൐Θͳいखज़をड͚Βれたͱ͖
（1）�ެ తҩྍอ੍ݥ౓ʹお͚ΔҩՊ਍ྍ

ใु఺਺දʹखज़ྉのࢉఆର৅ͱし
てྻڍされていΔ਍ྍߦҝ（ࣃՊ਍ྍ
ใु఺਺දʹखज़ྉのࢉఆର৅ͱし
てྻڍされていΔ਍ྍߦҝの͏ͪ、ҩ
Պ਍ྍใु఺਺දʹおいて΋खज़ྉ
のࢉఆର৅ͱしてྻڍされていΔ਍
֘ʹҝをؚΈます）。たͩし、つ͗ߦྍ
౰すΔ΋のをআ͖ます。（˞�）

ɹ（ŗ）�ইのॲཧ（૑ইॲཧ、σϒϦʔυϚϯ）
ɹ（Ř）੾։ज़（ൽෘ、ޑບ）
ɹ（ř）ࠎ�またはؔઅのඇ݂؍త੔෮ज़、

ඇ݂؍త੔෮ݻఆज़およびඇ݂؍
తतಈज़

ɹ（Ś）ൈࣃखज़
ɹ（ś）ྦ ఺ϓϥάૠ入ज़
ɹ（Ŝ）�ඓߢ೪ບমऊज़、Լߕհ೪ບমऊ

ज़およびߴप೾ిݻڽؾ๏ʹよΔ
ඓߕհ੾আज़

ɹ（ŝ）ҟ෺আڈ（֎ࣖ、ඓߢ಺）

ʓ�特約のܕʹԠ͡てつ͗のͱおΓ
（˞1�）

�ᶗܕ�
ɹ֎དྷのྍཆ（˞1�）ʹ
ɹ͔͔Δ਍ྍใु఺਺
�ᶘܕ�
ɹ֎དྷのྍཆʹ͔͔Δ
ɹ਍ྍใु఺਺
�ᶙܕ�
ɹ֎དྷのྍཆʹ͔͔Δ
ɹ਍ྍใु఺਺
�ɾ�入院࣏ྍ給付金の支払ֹͱ合ࢉ
した1͔݄ؒの支払ݶ౓は支払ݶ
౓のܕʹԠ͡てつ͗のͱおΓ
ɹ̍ ສ̌ԁܕɿ̍ ສ̌ԁ
ɹ̎ ສ̌ԁܕɿ̎ ສ̌ԁ
ɹ̏ ສ̌ԁܕɿ̏ ສ̌ԁ
�ɾ�௨ࢉの支払ݶ౓は入院࣏ྍ給付
金ͱ合ࢉして���ສԁ

1̫ԁ

�̫ԁ

�̫ԁ
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঎඼໊ ໊ɹশ 給付金をお支払いすΔ場合 お支払金ֹ डऔਓ

࣏ྍอো特約 ֎དྷखज़
࣏ྍ給付金

（�）�ҩՊ਍ྍใु఺਺දʹ์ࣹઢ࣏ྍྉ
のࢉఆର৅ͱしてྻڍされていΔ਍
ࣹ์ʹՊ਍ྍใु఺਺දࣃ）ҝߦྍ
ઢ࣏ྍྉのࢉఆର৅ͱしてྻڍされ
ていΔ਍ྍߦҝの͏ͪ、ҩՊ਍ྍใ
ु఺਺දʹおいて΋์ࣹઢ࣏ྍྉの
されていΔ਍ྍڍఆର৅ͱしてྻࢉ
ҝをؚΈます）。（˞1�）ߦ

（�）�ҩՊ਍ྍใु఺਺දʹ、༌݂ྉのࢉ
ఆର৅ͱしてྻڍされていΔ਍ྍߦ
ҝの͏ͪ଄݂ࡉװ๔Ҡ২

ʓ�特約のܕʹԠ͡てつ͗のͱおΓ
（˞1�）

�ᶗܕ�
ɹ֎དྷのྍཆ（˞1�）ʹ
ɹ͔͔Δ਍ྍใु఺਺
�ᶘܕ�
ɹ֎དྷのྍཆʹ͔͔Δ
ɹ਍ྍใु఺਺
�ᶙܕ�
ɹ֎དྷのྍཆʹ͔͔Δ
ɹ਍ྍใु఺਺
�ɾ�入院࣏ྍ給付金の支払ֹͱ合ࢉ
した1͔݄ؒの支払ݶ౓は支払ݶ
౓のܕʹԠ͡てつ͗のͱおΓ
ɹ̍ ສ̌ԁܕɿ̍ ສ̌ԁ
ɹ̎ ສ̌ԁܕɿ̎ ສ̌ԁ
ɹ̏ ສ̌ԁܕɿ̏ ສ̌ԁ
�ɾ�௨ࢉの支払ݶ౓は入院࣏ྍ給付
金ͱ合ࢉして���ສԁ

ඃ
อ
ݥ
ऀ

௨院特約

௨院給付金

ඃอ͕ऀݥओ契約の࣬ප入院給付金ま
たは֐ࡂ入院給付金͕支払ΘれΔ入院
（ 1˞�）をされ、͔ つ、௨院ର৅ظ （ؒ 1˞�）಺
ʹその入院の௚઀のݪҼͱͳͬた࣬පま
たはই֐の࣏ྍを໨తͱしたප院または
਍ྍॴ（ 1˞）΁の௨院（˞��）をされたͱ͖

ʓ�௨院給付金೔ֹ
�ɹʷ௨院ର৅ؒظ಺の௨院೔਺
ɾ�1回の௨院ର৅ؒظதの支払ݶ౓
は��೔
ɾ�௨ࢉの支払ݶ౓は1
���೔
ɾ�͕ Μ（˞�1）の࣏ྍを໨తͱすΔ௨
院ʹついては、1回の௨院ର৅ظ
ؒதの支払ݶ౓、௨ݶࢉ౓ͱ΋ʹ
ແ੍ݶ

௨院一時
給付金

ඃอ͕ऀݥ௨院ର৅ظ （ؒ˞1�）தʹ௨院
給付金͕支払ΘれΔ௨院をされたͱ͖

ʓ௨院一時給付金ֹ
ɾ�1回の௨院ର৅ؒظʹついて1回
（ �˞�）

͕Μ਍அ特約 ͕Μ਍அ
給付金

ʻॳ回ʼඃอ͕͜ऀݥの特約の੹೚։࢝
ओ契約の੹೚։࢝೔͔Βその೔をؚ）ظ
Ίて��೔をܦաした೔のཌ೔）Ҏޙ、ॳΊ
て（੹೚։࢝ظલのؒظを௨͡てॳΊてͱ
します。）͕ Μ（˞�1）ͱҩࢣʹよΓපཧ૊৫
ֶతॴݟ（ੜݕ）ʹ よͬて਍அ֬ఆ（පཧ
૊৫ֶతॴ͕ݟಘΒれͳいͱ͖は、ଞの
ॴݟʹよΔ਍அ֬ఆ΋ೝΊΔ͜ͱ͕͋Γ
ます。）されたͱ͖
ʻ̎ 回໨Ҏ߱ʼඃอ͕ऀݥ௚લの͕Μ਍அ
給付金の支払ࣄ༝ʹ֘౰した೔͔Βその೔
をؚΊて�೥をܦաした೔のཌ೔Ҏޙʹ、
͜の特約の੹೚։࢝ظҎޙʹ਍அ֬ఆさ
れた͕Μを௚઀のݪҼͱして、ප院または
਍ྍॴ（˞1）ʹ おいてその͕Μの࣏ྍを໨
తͱした入院（˞�）を։࢝されたͱ （͖˞��）

ʓ�͕ Μ਍அ給付金ֹ
ɾ��೥ʹ1回ݶΓ（˞��）

ྍ࣏ࡎΜ͕߅
特約

ࡎΜ͕߅
࣏ྍ給付金

͜の特約の੹೚։࢝ظ（ओ契約の੹೚։࢝
೔͔Βその೔をؚΊて��೔をܦաした೔の
ཌ೔）લʹҩࢣʹよΓපཧ૊৫ֶతॴݟ（ੜ
ʹ（ݕ よͬて͕Μ（˞�1）ͱ਍அ֬ఆ（පཧ૊
৫ֶతॴ͕ݟಘΒれͳいͱ͖は、ଞのॴݟʹ
よΔ਍அ֬ఆ΋ೝΊΔ͜ͱ͕͋Γます。）され
た͜ͱのͳいඃอ͕ऀݥ、͜ の特約の੹೚
։࢝ظҎޙʹ਍அ֬ఆされた͕Μを௚઀の
ʹҼͱして、ප院または਍ྍॴ（˞1）ݪ おいて
その͕Μの࣏ྍを໨తͱしたެతҩྍอݥ
੍౓のର৅ͱͳΔ͕߅Μࡎ（˞��）ʹ ͔͔Δ
ༀࡎྉまたはॲํͤΜྉ͕ࢉఆされΔ入院
（˞�）または௨院（˞��）をされたͱ （͖˞��）

ʓ͕߅�Μྍ࣏ࡎ給付金ֹ
ɾ1͔݄ʹ1回ݶΓ（˞��）

1̫ԁ

�̫ԁ

�̫ԁ
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�อݥྉ払ࠐの໔আにͭいて
঎඼໊ ໊ɹশ อݥྉのお払ࠐΈを໔আすΔ場合

特ఆ࣬පอݥྉ
払ࠐ໔আ特約

อݥྉ払ࠐ
の໔আ

が
ん（
悪
性
新
生
物
）

ඃอ͕ऀݥ੹೚։࢝ظҎޙ、ॳΊて（੹೚։࢝ظલのؒظを௨͡てॳΊてͱしま
す。）ॴఆの͕Μ（˞��）（˞��）ͱҩࢣʹよΓපཧ૊৫ֶతॴݟ（ੜݕ）ʹ よͬて਍அ֬
ఆ（පཧ૊৫ֶతॴ͕ݟಘΒれͳいͱ͖は、ଞのॴݟʹよΔ਍அ֬ఆ΋ೝΊΔ͜ͱ
͕͋Γます。）されたͱ͖。
ɾ�͕ Μʹついては、্ ൽ಺͕Μ（ඇਁ५͕Μ、େ௎の೪ບ಺͕ΜをؚΈます。）、およ
びൽෘのѱੑࠇ৭जҎ֎のൽෘ͕Μをআ͖ます。
ɾ�੹೚։࢝೔͔Βその೔をؚΊて��೔Ҏ಺ʹ͕Μͱ਍அ֬ఆされて΋、อݥྉの
お払ࠐΈは໔আしまͤΜ。͜ の場合、��೔ܦաޙʹ͕Μͱ਍அ֬ఆされた場合Ͱ
΋、੹೚։࢝೔͔Β��೔Ҏ಺ʹ਍அ֬ఆされた͕Μのൃ࠶ɾసҠ౳ͱೝΊΒれΔ
ͱ͖は、อݥྉのお払ࠐΈは໔আしまͤΜ。

急
性
心
筋
梗
塞

ඃอ͕ऀݥ੹೚։࢝ظҎޙの࣬පをݪҼͱして、ੑٸ৺ൃ࠶）（��˞）（��˞）࠹ߎے
ੑ৺࠹ߎےをؚΈます。ڱ৺঱ͳͲはؚまれまͤΜ。）をൃපし、つ͗のいͣれ͔ʹ
֘౰したͱ͖ 。
（1）�そのੑٸ৺࠹ߎےのॳ਍೔͔Βその೔をؚΊて��೔Ҏ্、࿑ಇの੍ݶをඞཁ
ͱすΔঢ়ଶ（ܰいՈࣄ౳のܰ࿑ಇ΍ࣄ຿౳のۀ࠲はͰ͖Δ͕、それҎ্の׆ಈ
Ͱは੍ݶをඞཁͱすΔঢ়ଶ）͕ よͬて਍அされたͱ͖ʹࢣଓしたͱҩܧ

（�）�そのੑٸ৺࠹ߎےの࣏ྍを௚઀の໨తͱして、ප院または਍ྍॴ（˞1）ʹ おいて
खज़（ެతҩྍอ੍ݥ౓ʹお͚ΔҩՊ਍ྍใु఺਺දʹおいてखज़ྉのࢉఆ
ର৅ͱͳΔखज़）をड͚Βれたͱ͖

脳
卒
中

ඃอ͕ऀݥ੹೚։࢝ظҎޙの࣬පをݪҼͱして、೴ଔத（˞��）（˞��）をൃපし、つ͗のい
ͣれ͔ʹ֘౰したͱ͖ 。
（1）�その೴ଔதのॳ਍೔͔Βその೔をؚΊて��೔Ҏ্、ޠݴো֐、ӡಈࣦௐ、ຑᙺ

ͳͲのଞ֮తͳਆֶܦతޙҨ঱͕ܧଓしたͱҩࢣʹよͬて਍அされたͱ͖
（�）�その೴ଔதの࣏ྍを௚઀の໨తͱして、ප院または਍ྍॴ（˞1）ʹ おいてखज़
（ެతҩྍอ੍ݥ౓ʹお͚ΔҩՊ਍ྍใु఺਺දʹおいてखज़ྉのࢉఆର৅
ͱͳΔखज़）をड͚Βれたͱ͖

˙�責任開始期とは、อোが開始されΔ࣌期のことをいい、その責任開始期のଐすΔ日のことを責
任開始日といいます。
˙�責任開始期Αり前の࣬ප、またはই֐の࣏ྍを໨తとすΔೖӃɾखज़ɾઌਐҩྍで͋ͬて΋責任
開始日から̎ ೥を経過した後に開始したೖӃまたはड͚たखज़ɾઌਐҩྍは、給付金のお支払
いのର৅となります。
˙�責任開始期前にすでにൃපしていた࣬පにΑり、ೖӃ、खज़、ઌਐҩྍにΑΔྍཆをした場合で
΋、౰ࣾが、͝ 契約のక݁のࡍに、ࠂ஌なͲにΑり஌ͬていたその࣬පにؔすΔ࣮ࣄを༻いてঝ
୚したときは、責任開始期以後にൃපした࣬පにΑり、ೖӃ、खज़またはઌਐҩྍにΑΔྍཆが
。Θれた΋のとΈなしてऔりѻいますߦ
˙�責任開始期前にすでにൃපしていた࣬පをݪҼとして、ੑٸ৺࠹ߎےまたは೴ଔதをൃපし、
อݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝に֘౰した場合で΋、౰ࣾが、͝ 契約のక݁のࡍに、ࠂ஌なͲにΑり
஌ͬていたその࣬පにؔすΔ࣮ࣄを༻いてঝ୚したときは、責任開始期以後にൃපした࣬පに
Αり、อݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝に֘౰した΋のとΈなしてऔりѻいます。
˙�௨ࢉの支払ݶ౓は、อݥ期 （ؒઌਐҩྍ特約ɾ࣏ ྍอো特約においてはߋ৽前後のอݥ期ؒは
。౓となりますݶଓされた΋のとします）を௨͡てのܧ
˙�主契約のอݥ契約ऀが๏ਓの場合（ࢮ๢࣌支払金डऔਓがࢦ定されていΔときは、อݥ契約ऀ
が๏ਓかͭࢮ๢࣌支払金डऔਓの場合）は、֤ 給付金のडऔਓはอݥ契約ऀとなります。
˙�౰ࣾは、खज़給付金、ઌਐҩྍ給付金、ೖӃ࣏ྍ給付金、֎དྷखज़࣏ྍ給付金または߅がん࣏ࡎ
ྍ給付金のお支払ࣄ༝おΑͼอݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝にؔすΔن定にかかΘΔ๏ྩなͲのվਖ਼ま
たはҩྍٕज़のมԽが͋り、そのվਖ਼またはมԽが֤給付金のお支払ࣄ༝おΑͼอݥྉ払ࠐの
໔আࣄ༝にؔすΔن定にӨڹをٴ΅すとೝめたときは、主຿׭ிのೝՄをಘて、֤ 給付金のお支
払ࣄ༝おΑͼอݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝にؔすΔن定を๏ྩなͲのվਖ਼またはҩྍٕज़のมԽにద
した಺༰にมߋすΔことが͋ります。この場合、มߋ日の�か݄前までにอݥ契約ऀにそのࢫをお
஌らせします。

͝ ஫ ҙ
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（˞1）���ʮප院または਍ྍॴʯͱは、ҩྍ๏ʹఆΊΔ೔ຊࠃ಺ʹ͋Δප院΋し͘はऀױをऩ༰すΔࢪઃを༗すΔ਍ྍॴ（ˎ ）

または͜れͱಉ౳の೔ຊࠃ֎ʹ͋Δҩྍࢪઃをいいます。たͩし、खज़給付金、֎དྷखज़࣏ྍ給付金、௨院給
付金、͕߅Μྍ࣏ࡎ給付金（௨院ʹよΓ支払ࣄ༝ʹ֘౰すΔ場合）ʹ ついてはऀױをऩ༰すΔࢪઃを༗しͳい
਍ྍॴをؚΈます。
ɹ（ˎ ）�ঁ ੑ࣬ප入院給付金、͕ Μ਍அ給付金および͕߅Μྍ࣏ࡎ給付金Ҏ֎の給付金ʹついては、࢛ お͚ʹࢶ

Δંࠎ、୤ӓ、೧࠳またはଧ๾ʹؔしࢪज़をड͚ΔたΊ、ॊಓ੔෮ࢣ๏ʹఆΊΔࢪज़ॴʹऩ༰された場合
ʹは、そのࢪज़ॴをؚΈます。

（˞�）��˙�ʮ入院ʯͱは、ҩࢣʹよΔ࣏ （ྍˎ ）͕ ඞཁͰ͋Γ、͔ つ、ࣗ ୐౳Ͱの࣏ྍ͕ࠔ೉ͳたΊ、ප院または਍ྍॴʹ入
Γ、ৗʹҩࢣの؅ཧԼʹおいて࣏ྍʹઐ೦すΔ͜ͱをいいます。͜ のʮ入院ʯʹ ֘౰すΔ͔Ͳ͏͔は、ओ࣏ҩ
の਍அ͚ͩͰͳ͘、౰ࣾʹおいて࣏ྍ಺༰、݁ࠪݕՌおよびそのਪҠ、ଞ֮తॴݟの༗ແ、֎ധɾ֎ग़ঢ়گ
౳を֬ೝの͏͑、入院౰時のҩֶతਫ४ɾৗࣝ౳ʹরΒして൑அします。͜ のʮ入院ʯʹ ֘౰しͳいͱ͖は、࣬
ප入院給付金、֐ࡂ入院給付金、入院一時給付金、ঁ ੑ࣬ප入院給付金、入院࣏ྍ給付金、͕ Μ਍அ給付金
（̎ 回໨Ҏ߱）および͕߅Μྍ࣏ࡎ給付金（入院ʹよΓ支払ࣄ༝ʹ֘౰すΔ場合）をお支払いͰ͖まͤΜ。
（ˎ ）�ঁ ੑ࣬ප入院給付金、͕Μ਍அ給付金および͕߅Μྍ࣏ࡎ給付金Ҏ֎の給付金ʹついては、ॊಓ

੔෮ࢣ๏ʹఆΊΔॊಓ੔෮ࢣʹよΔࢪज़をؚΈます。
��̇ ��ඒ༰্のॲஔ、ਖ਼ৗ෼ส、࣬ පを௚઀のݪҼͱしͳいෆ೛खज़、࣏ ྍॲஔを൐Θͳいਓ υؒοΫࠪݕのたΊ
の入院ͳͲは、ʮ࣏ྍを໨తͱした入院ʯʹ は֘౰しまͤΜ。

��̇ �࣬ ප入院給付金および֐ࡂ入院給付金のお支払ࣄ༝͕ॏෳした場合は、֐ࡂ入院給付金を༏ઌしてお支払
いします（࣬ප入院給付金はॏෳしてお支払いしまͤΜ）。

��̇ �࣬ ප入院給付金ʹついては、ෆྀのނࣄҎ֎の֎ҼʹよΔ入院、ෆྀのނࣄの೔͔Β1��೔をܦաしたޙ
ʹ։࢝された入院およびҟৗ෼ส（ແղ約ฦ໭金ܕऴ਎ҩྍอීݥ௨อݥ約׺ɹผද̎（��ϖʔδ）をごࢀ
রͩ͘さい。）のたΊの入院を࣬පの࣏ྍを໨తͱすΔ入院ʹؚΈます。

（˞�）��ʮ入院の೔਺͕̍ ೔ͱͳΔ入院ʯͱは、入院೔ͱୀ院೔͕ಉ一の೔Ͱ͋Δ場合をいい、入院جຊྉの支払いの༗
ແͳͲをߟࢀʹして൑அします。

（˞�）��̇ �࣬ ප入院給付金ʹついては、࣬ පʹよΓ、̍೔Ҏ্の入院を̎ 回Ҏ্した場合ʹは、それΒの入院͕ಉ一の࣬
පʹよΔ΋のͰ͋Δ͔൱͔ʹ͔͔ΘΒͣ、֤ 入院ʹついて೔਺を合ࢉし̍ 回の入院ͱΈͳします。たͩし、࣬
ප入院給付金の支払ΘれΔ͜ͱͱͳͬた࠷ऴの入院のୀ院೔のཌ೔͔Βその೔をؚΊて1��೔をܦաして
։࢝した入院ʹついては৽たͳ入院ͱします。

��̇ よΓ、̍೔Ҏ্の入院を̎ʹނࣄ入院給付金ʹついては、ෆྀの֐ࡂ� 回Ҏ্した場合ʹは、それΒの入院͕ಉ
一のෆྀのނࣄʹよΔ΋のͰ͋Δ͔൱͔ʹ͔͔ΘΒͣ、֤ 入院ʹついて೔਺を合ࢉし1回の入院ͱΈͳしま
す。たͩし、֐ࡂ入院給付金の支払ΘれΔ͜ͱͱͳͬた࠷ऴの入院のୀ院೔のཌ೔͔Βその೔をؚΊて1��
೔をܦաして։࢝した入院ʹついては৽たͳ入院ͱします。

˙�ঁ ੑ࣬ප入院給付金ʹついては、特ఆ࣬පʹよΓ、̍೔Ҏ্の入院を̎ 回Ҏ্した場合ʹは、それΒの入院͕
ಉ一の特ఆ࣬පʹよΔ΋のͰ͋Δ͔൱͔ʹ͔͔ΘΒͣ、֤ 入院ʹついて೔਺を合ࢉし̍ 回の入院ͱΈͳしま
す。たͩし、ঁ ੑ࣬ප入院給付金の支払ΘれΔ͜ͱͱͳͬた࠷ऴの入院のୀ院೔のཌ೔͔Βその೔をؚΊて
1��೔をܦաして։࢝した入院ʹついては৽たͳ入院ͱします。

ͱݶ౓೔਺͕ແ੍ݶ特ଇ͕ద༻されΔ契約ʹおいて、࣬ප入院給付金の支払ݶ౓ແ੍ݶେ࣬ප支払೔਺ࡾ�˙��（�˞）
ͳΔࡾେ࣬පʹついてはແղ約ฦ໭金ܕऴ਎ҩྍอීݥ௨อݥ約׺ɹผද�（��ϖʔδ）をごࢀরͩ͘さい。

特ଇ͕ద༻されΔ契約ʹおいて、1೔Ҏ্の入院を�回Ҏ্した場合Ͱ、それݶ౓ແ੍ݶେ࣬ප支払೔਺ࡾ�˙
Βの入院͕1回の入院ͱΈͳされ、͔ つ、それΒの入院のいͣれ͔͕ࡾେ࣬පの࣏ྍを໨తͱした入院Ͱ͋
Δͱ͖は、それΒの入院をࡾେ࣬පの࣏ྍを໨తͱした1回の入院ͱΈͳしてऔΓѻいます。

（˞�）���ର৅ͱͳΔෆྀのނࣄʹついてはແղ約ฦ໭金ܕऴ਎ҩྍอීݥ௨อݥ約׺ɹผද̒ （��ϖʔδ）をごࢀর͘
ͩさい。

（˞�）��˙��お支払いのର৅ͱͳΔखज़をಉ͡೔ʹ̎ Ҏ্ड͚Βれた場合は、खज़給付金の金ֹのߴいいͣれ͔̍ つのख
ज़ʹついてのΈखज़給付金をお支払いします。
ʮ̇ҩՊ਍ྍใु఺਺දʹおいてखज़ྉ͕̍ ೔ʹつ͖ࢉఆされΔ΋のͱしてఆΊΒれていΔ਍ྍߦҝ（ˎ）ʯをड
ɹ͚Βれた場合、ॳ೔ʹड͚Βれた਍ྍߦҝのΈ͕खज़ʹ֘౰し、お支払いのର৅ͱͳΓます。
（ˎ ）खज़をड͚Βれた時఺のҩՊ਍ྍใु఺਺ද͕ద༻されます。
ʮ̇ҩՊ਍ྍใु఺਺දʹおいて一࿈の࣏ྍաఔʹ࿈ଓしてड͚Βれた場合Ͱ΋खज़ྉ͕̍ 回のΈࢉఆされΔ
ɹ΋のͱしてఆΊΒれていΔखज़（ˎ ）ʯをෳ਺回ड͚Βれた場合、खज़をड͚Βれた೔͔Β1�೔ؒʹついては、
ɹखज़給付金の金ֹのߴいいͣれ͔̍ 回のखज़ʹついてのΈखज़給付金をお支払いします。
（ˎ ）खज़をड͚Βれた時఺のҩՊ਍ྍใु఺਺ද͕ద༻されます。
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（˞�）�� �̇Ϩʔβʔ۶ંڲਖ਼खज़（ϨʔγοΫ）ͳͲʹついてはҩՊ਍ྍใु఺਺දʹखज़ྉのࢉఆର৅ͱしてྻڍさ
れていΔखज़ͰはͳいたΊ、खज़給付金ɾ֎དྷखज़࣏ྍ給付金のお支払いのର৅ͱͳΓまͤΜ。（��1�೥1�
（ࡏݱ݄

��˙�ଁ ఆର৅ͱͳΔたΊ、खज़ࢉྉのࠪݕऔͳͲʹついてはҩՊ਍ྍใु఺਺දʹおいて࠾および૊৫ࢗઠث
給付金ɾ֎དྷखज़࣏ྍ給付金のお支払いのର৅ͱͳΓまͤΜ。（��1�೥1�݄ࡏݱ）

��˙�࣋ ଓతߢڳυϨφʔδおよびཹஔΧςʔςϧઃஔͳͲʹついてはҩՊ਍ྍใु఺਺දʹおいてॲஔྉのࢉ
ఆର৅ͱͳΔたΊ、खज़給付金ɾ֎དྷखज़࣏ྍ給付金のお支払いのର৅ͱͳΓまͤΜ。（��1�೥1�݄ࡏݱ）

（˞�）���お支払いのର৅ͱͳΔ์ࣹઢ࣏ྍをෳ਺回ड͚Βれた場合、खज़給付金͕支払ΘれΔ͜ͱͱͳͬた௚લの์ࣹ
ઢ࣏ྍをड͚Βれた೔͔Β��೔ؒʹついては、खज़給付金をお支払いしまͤΜ。

（˞1�）݂ ӷরࣹは์ࣹઢ࣏ྍྉのࢉఆର৅ͱͳΓます͕、ඃอ͕ऀݥड͚Δ์ࣹઢ࣏ྍͰはͳい（༌݂༻݂ӷʹରし
て์ࣹઢরࣹを͏ߦ）たΊ、खज़給付金ɾ֎དྷखज़࣏ྍ給付金のお支払いのର৅ͱͳΓまͤΜ。

ͱड༰ऀ͕ಉ一ͱͳΔ場合（ࣗՈҠ২）΍ᢌऀڙऔखज़ʹついて、そのఏ࠾๔のࡉװ๔または຤ধ݂ࡉװ਷ࠎ（11˞）
ଳ݂ࡉװ๔の࠾औは、खज़給付金のお支払いのର৅ͱͳΓまͤΜ。

（˞1�）�खज़ࣨܜٳʹޙɾ回෮ࣨɾ਍࡯ϕου౳Ͱ҆੩をऔΒれたͳͲの場合Ͱ΋֎དྷѻいの場合は、࣬ ප入院給付金
および֐ࡂ入院給付金のお支払いのର৅ͱͳΒͳいたΊ、お支払ֹはج४給付金ֹͱͳΓます。

（˞1�）つ͗の場合ʹついて΋入院一時給付金のお支払いは̍ 回ݶΓͱします。
�ɾ��入院を̎ 回Ҏ্した場合Ͱ、̍回の入院ͱΈͳされΔͱ͖
�ɾ��࣬ පの࣏ྍを໨తͱすΔ入院を։࢝したͱ͖ʹ、ҟͳΔ࣬පをซൃしていた場合、またはその入院தʹҟͳ
Δ࣬පをซൃした場合Ͱ、その入院։࢝の௚઀のݪҼͱͳͬた࣬පʹよΓܧଓして入院した΋のͱΈͳされΔ
ͱ͖

�ɾ��̎ Ҏ্のෆྀのނࣄʹよΔই֐の࣏ྍを໨తͱすΔ入院を։࢝した場合、またはෆྀのނࣄʹよΔই֐の࣏
ྍを໨తͱすΔ入院தʹҟͳΔෆྀのނࣄʹよΔই֐の࣏ྍを։࢝した場合Ͱ、入院։࢝の௚઀のݪҼͱ
ͳͬたෆྀのނࣄʹよΓܧଓして入院した΋のͱΈͳされΔͱ͖

（˞1�）ର৅ͱͳΔ特ఆ࣬පʹついてはঁੑ࣬ප入院特約ɹผද̎（11�ϖʔδ）をごࢀরͩ͘さい。
（˞1�）̇ʮઌਐҩྍʯͱは、ྍ ཆ（˞1�）をड͚Βれた時఺ʹおいて、ฏ੒1�೥̕ ݄1�೔ްੜ࿑ಇলࣔࠂୈ���߸ʮްੜ

࿑ಇେਉのఆΊΔධՁྍཆٴびબఆྍཆʯୈ̍ ৚ୈ̍ ߸のنఆʹ΋ͱ͖ͮ、ް ੜ࿑ಇେਉ͕ఆΊΔઌਐҩྍ
をいい、ઌਐҩྍごͱʹްੜ࿑ಇେਉ͕ఆΊΔࢪઃج४ʹద合すΔප院または਍ྍॴʹおいてߦΘれΔ΋
のʹݶΓます。

��˙ઌਐҩྍは、そのҩྍٕज़ごͱʹదԠ঱（ର৅ͱͳΔ࣬ױɾ঱ঢ়ͳͲ）͕ ͋Β͔͡ΊܾΊΒれています。
��̇ ઌਐҩྍʹ֘౰すΔҩྍٕज़΍そのదԠ঱、࣮ ৽の಺࠷。されΔ͜ͱ͕͋ΓますߋしていΔප院౳は、มࢪ
༰ʹついては、౰ࣾ8FCαΠτ（IUUQ���OFPpSTU�DP�KQ）Ͱごཡいた͚ͩます。

�� �̇ʮઌਐҩྍʹ͔͔Δٕज़ྉʯͱは、ઌਐҩྍٕज़ʹରすΔお支払 ͱして、ප院また（ෛ୲෼ݾのࣗऀױֹ）
は਍ྍॴʹよͬてఆΊΒれたֹをいい、ެ తҩྍอ੍ݥ౓のอݥ給付のର৅ͱͳΔ෦෼のඅ༻、ઌਐҩྍ
Ҏ֎のධՁྍཆのたΊのඅ༻、બఆྍཆのたΊのඅ༻、৯ྍࣄཆのたΊのඅ༻およびੜྍ׆ཆのたΊのඅ
༻ͳͲはؚΈまͤΜ。

��˙�ಉ一のઌਐҩྍʹよΔྍཆをෳ਺回ʹΘたͬてड͚Βれた場合は、その一࿈のઌਐҩྍʹよΔྍཆを։࢝し
たͱ͖をྍཆをड͚たͱ͖ͱΈͳします。

ʮ特ఆઌਐҩྍΩϟογϡϨεαʔϏεʯʹ ついて
特ఆのઌਐҩྍʹよΔྍཆ（ʮॏཻࢠઢ࣏ྍʯまたはʮཅࢠઢ࣏ྍʯ）を౰ࣾॴఆのҩྍؔػͰड͚ΒれΔ
場合ʹ、ઌਐҩྍ給付金を౰͕ࣾҩྍؔػʹ௚઀お支払いすΔαʔϏεͰす。（��1�೥1�݄ࡏݱのお
औѻいͰ͋Γ、কདྷతʹมߋɾऴྃすΔ͜ͱ΋͋Γます。）
ɾ�࣏ ྍ։࢝લʹઌਐҩྍ給付金をご੥ٻいたͩいた場合ʹ、お支払いͰ͖Δ͔をご੥ٻいたͩいたํ
࣏、લʹお஌Βͤしࣄʹ ྍ։࢝ޙʹઌਐҩྍ給付金を౰͕ࣾҩྍؔػʹ௚઀お支払いします。
ɾ�ごར༻ʹࡍしては、౰ࣾॴఆのཁ݅をຬたす͜ͱ͕ඞཁͰすのͰ、ඞͣ、࣏ ྍ։࢝લʹ౰ࣾίϯλΫ
τηϯλʔまͰお໰い合Θͤͩ͘さい。
ɾ�ごར༻は೚ҙͱͳΓますのͰ、ご੥ٻいたͩいたํʹઌਐҩྍ給付金をお支払いすΔํ๏΋おબび
いた͚ͩます。
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（注1）�͜ のྫの場合、੨いଠ࿮಺の఺਺ ʮ͕入院தのྍཆʹ͔͔Δ਍ྍใु఺਺ʯʹ ͳΓ（৯ྍࣄཆඅ、ੜྍ׆
ཆඅ、อݥ֎ෛ୲はؚまれまͤΜ。）、合ܭ��
���఺ͰすのͰ、特約の͕ܕᶙܕの場合、入院࣏ྍ給付金
のお支払いֹは��
���̫ �ԁ 1́��
���ԁ（支払ݶ౓の͕ܕ��ສԁまたは��ສԁの場合。）ͱͳΓます。

（注�）ߴ� ֹྍཆඅの支給͕͋Δ場合、ྖ ऩূのෛ୲ֹཝʹは支給ֹをࠩしҾいた金ֹ͕දࣔされΔ͜ͱ͕͋Γ
ます。入院࣏ྍ給付金および֎དྷखज़࣏ྍ給付金はߴ、 ֹྍཆඅの支給の༗ແʹ͔͔ΘΒͣ、਍ྍใु
఺਺ʹԠ͡た金ֹをお支払いします。

˙�ࣗ ༝਍ྍ΍࿑ࡂ（࿑ಇऀิ֐ࡂঈอݥ）ɾࣗ ഛ੹（ࣗಈंଛ֐ഛঈ੹೚อݥ）ɾެ తհޢอ͕ݥద༻された場
合、ެ తҩྍอݥのอݥ給付͕ࠩしࢭΊΒれた場合ͳͲは、ʮެతҩྍอ੍ݥ౓のอݥ給付のର৅ʯͱͳΒ
ͳいのͰ、入院࣏ྍ給付金はお支払いͰ͖まͤΜ。
˙�ւ֎Ͱ入院した場合ͳͲͰ、入院࣏ྍ給付金のお支払いର৅ͱͳΔ入院をしたʹ΋͔͔ΘΒͣ、਍ྍใु఺
਺͕ࢉఆされͳい場合は、入院೔਺ʷॴఆの金 （ֹᶗ1ܕ
���ԁ、ᶘܕ�
���ԁ、ᶙܕ�
���ԁ）をお支払いし
ます。

 ྖऩূݟຊ（͜のྖऩূݟຊは一ྫͰす。ॻࣜ΍ࡌه಺༰͕ҟͳΔ͜ͱ͕͋Γます。）

ʻೖӃதͷྍཆͷ৔߹ͷྫʼ

（˞1�）̇ 入院࣏ྍ給付金のお支払いֹのࢉܭʹついてはつ͗のͱおΓͱͳΓます。
��ɾ�਍ྍใु఺਺は、௨ৗ、ප院または਍ྍॴ͕ൃߦすΔྖऩূʹ಺༁͕ࡌهされています。
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（注）�͜ のྫの場合、੨いଠ࿮಺の఺਺ ʮ͕֎དྷのྍཆʹ͔͔Δ਍ྍใु఺਺ʯʹ ͳΓ合ܭ�
���఺ͰすのͰ、
特約の͕ܕᶙܕの場合、֎དྷखज़࣏ྍ給付金のお支払いֹは�
���̫ �ԁ 1́�
���ԁͱͳΓます。

 ྖऩূݟຊ（͜のྖऩূݟຊは一ྫͰす。ॻࣜ΍ࡌه಺༰͕ҟͳΔ͜ͱ͕͋Γます。）
�①�ප院または਍ྍॴ͔Βൃߦされたྖऩূ

ʻ֎དྷͷྍཆͷ৔߹ͷྫʼ

˙֎དྷखज़࣏ྍ給付金のお支払いֹのࢉܭʹついてはつ͗のͱおΓͱͳΓます。
ɹ��ɾ��खज़または์ࣹઢ࣏ྍをड͚たͱ͖は、௨ৗ、਍ྍใु఺਺දʹよΔखज़ྉまたは์ࣹઢ࣏ྍྉ͕ࢉఆされ、ප
院ɾ਍ྍॴおよびༀߦൃ͕ہすΔྖऩূʹࡌهされます。
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（注）�͜ のྫの場合、੨いଠ࿮಺の఺਺（ௐࡎใु఺਺）͕ʮ֎དྷのྍཆʹ͔͔Δ਍ྍใु఺਺ʯʹ ͳΓ合�1ܭ�
఺ͰすのͰ、特約の͕ܕᶙܕの場合、֎དྷखज़࣏ྍ給付金のお支払いֹは�1�̫ �ԁ��
1��ԁͱͳΓま
す。
�ɾ��֎དྷखज़࣏ྍ給付金をお支払いすΔ場合のʮ֎དྷのྍཆʹ͔͔Δ਍ྍใु఺਺ʯʹ は、ප院または਍
ྍॴʹ௨院したߦൃʹࡍされたʮॲํͤΜʯʹ ΋ͱ͖ͮ、ༀہʹてༀをॲํされた場合のௐࡎใु఺਺
΋ؚまれます。

˙�ࣗ ༝਍ྍ΍࿑ࡂ（࿑ಇऀิ֐ࡂঈอݥ）ɾࣗ ഛ੹（ࣗಈंଛ֐ഛঈ੹೚อݥ）ɾެ తհޢอ͕ݥద༻された場
合、ެ తҩྍอݥのอݥ給付͕ࠩしࢭΊΒれた場合ͳͲは、ʮެతҩྍอ੍ݥ౓のอݥ給付のର৅ʯͱͳΒ
ͳいのͰ、֎དྷखज़࣏ྍ給付金はお支払いͰ͖まͤΜ。
˙�ւ֎Ͱखज़をड͚た場合ͳͲͰ、֎དྷखज़࣏ྍ給付金のお支払いର৅ͱͳΔखज़をしたʹ΋͔͔ΘΒͣ、਍
ྍใु఺਺͕ࢉఆされͳい場合は、ॴఆの金 （ֹᶗ1ܕ
���ԁ、ᶘܕ�
���ԁ、ᶙܕ�
���ԁ）をお支払いしま
す。

（˞1�）�ʮ�ྍ ཆʯͱは、਍࡯、ༀࡎ΋し͘は࣏ྍࡐྉの支給またはॲஔɾखज़そのଞの࣏ྍのいͣれ͔ʹ֘౰すΔ΋のを
ɹɹɹ いいます。
（˞1�）̇ 入院を̎ 回Ҏ্した場合Ͱ、それΒの入院͕̍ 回の入院ͱΈͳされΔͱ͖ʹついてはつ͗のͱおΓͱͳΓます。
ɹɹɹɹɾ࠷�ऴの入院のୀ院೔を௨院ର৅ؒظʹお͚Δୀ院೔ͱしてऔΓѻいます。
ɹɹɹɹɾ࠷�ॳの入院のୀ院೔͔ޙΒ࠷ऴの入院の入院։࢝೔લʹお͚Δ௨院はお支払いのର৅ͱͳΓます。（͜の

場合、その௨院ʹついては࠷ऴの入院のୀ院೔ޙの௨院ͱ合Θͤて1回の௨院ର৅ؒظதの௨院ͱΈͳし
ます。）

ɹɹɹɹɾ�入院の։࢝時または入院தʹҟͳΔ࣬පまたはই֐のซൃ͕͋Δ場合Ͱそれぞれのࣄ༝ʹついて入院の
ඞཁ͕͋Δͱ͖は、それΒのࣄ༝の࣏ྍを໨తͱすΔ௨院ʹついて΋お支払いのର৅ͱͳΓます。

ɹɹɹ ˙�ओ契約の࣬ප入院給付金および֐ࡂ入院給付金の支払೔਺͕いͣれ΋௨ݶࢉ౓ʹୡした͜ͱʹよΓ͜の
特約͕ফ໓した場合は、௚લのୀ院೔を௨院ର৅ؒظʹお͚Δୀ院೔ͱして、特約のফ໓時をؚΉ௨院ର
৅ؒظதの௨院ʹついてお支払いのର৅ͱͳΓます。

（˞1�）௨院ର৅ؒظʹついてはつ͗のͱおΓͱͳΓます。
ɹɹɹɹɾ�入院の௚઀のݪҼ͕͕Μ（ˎ）Ҏ֎の場合
ɹɹɹɹɹその入院のୀ院೔のཌ೔Ҏ1ޙ��೔ؒ
ɹɹɹɹɾ�入院の௚઀のݪҼ͕͕Μ（ˎ ）の場合
ɹɹɹɹɹその入院のୀ院೔のཌ೔Ҏ̑ޙ ೥ؒ
ɹɹɹ（ˎ ）͕ Μ（্ൽ಺͕ΜをؚΈます。）ʹ ついては��ϖʔδのදをごࢀরͩ͘さい。

�②�ༀ͔ہΒൃߦされたྖऩূ



��

（˞��）̇ �ʮ௨院ʯͱは、ҩࢣ（௨院特約ʹおいては、ॊಓ੔෮ࢣ๏ʹఆΊΔॊಓ੔෮ࢣをؚΈます。）ʹ よΔ࣏ （ྍ௨院
特約ʹおいては、ॊಓ੔෮ࢣʹよΔࢪज़をؚΈます。）͕ ඞཁͰ͋Γ、͔ つ、ࣗ ୐౳Ͱの࣏ྍ͕ࠔ೉ͳたΊ、
ප院または਍ྍॴʹおいてҩࢣʹよΔ࣏ྍを入院ʹよΒͳいͰड͚Δ͜ͱ（ࣗ୐౳ʹお͚Δԟ਍をؚΈま
す。）をいいます。

ɹɹɹ ˙�ඒ༰্のॲஔʹよΔ௨院、࣏ ྍをओたΔ໨తͱしͳい਍அのたΊのࠪݕʹよΔ௨院、࣏ ྍॲஔを൐Θͳい
ༀࡎɾ࣏ ʹ入、डऔのΈの௨院ͳͲは、ʮ࣏ྍを໨తͱした௨院ʯߪྉのࡐྍ は֘౰しまͤΜ。

ɹɹɹ ˙�ओ契約の࣬ප入院給付金または֐ࡂ入院給付金ʹついてお支払いのର৅ͱͳΔ೔ʹ௨院された場合は、௨
院給付金はお支払いしまͤΜ。（࣬ප入院給付金または֐ࡂ入院給付金を༏ઌしてお支払いします。）

ɹɹɹ ˙つ͗の場合は௨院給付金をॏෳしてお支払いしまͤΜ。
ɹɹɹɹɾお支払いのର৅ͱͳΔ௨院をಉ͡೔ʹ̎ 回Ҏ্されたͱ͖
ɹɹɹɹɾෳ਺のࣄ༝の࣏ྍを໨తͱした̍ 回の௨院をされたͱ͖
ɹɹɹɹɹɾॏෳすΔ௨院ର৅ؒظதʹ௨院をされたͱ͖
（˞�1）�͕ Μ（্ൽ಺͕ΜをؚΈます。）ʹ ついてはӈදをごࢀরͩ͘さい。
（˞��）�つ͗の場合ʹついて΋௨院一時給付金のお支払いは1回ݶΓͱします。
ɹɹɹɾ入院を�回Ҏ্した場合Ͱ、それΒの入院͕̍ 回の入院ͱΈͳされΔͱ͖
ɹɹɹɾ�入院の։࢝時または入院தʹҟͳΔ࣬පのซൃ͕͋Δ場合Ͱ、それぞれのࣄ༝ʹついて入院のඞཁ͕͋

Δͱ͖
ɹɹɹɾ�入院の։࢝時または入院தʹҟͳΔই֐のซൃ͕͋Δ場合Ͱ、それぞれのࣄ༝ʹついて入院のඞཁ͕͋

Δͱ͖
（˞��）�͕ ΜҎ֎の࣬පまたはই֐の࣏ྍを໨తͱすΔ入院தʹ、͜ の特約の੹೚։࢝ظҎޙʹ਍அ֬ఆされた͕

Μをซൃした場合は、その͕Μの࣏ྍの։࢝೔ʹその͕Μを௚઀のݪҼͱすΔ入院を։࢝した΋のͱΈͳし
ます。

（˞��）�௚લの͕Μ਍அ給付金の支払ࣄ༝ʹ֘౰した೔͔Βその೔をؚΊて̎ ೥をܦաした೔のཌ೔をؚΜͰܧଓし
て͕Μ਍அ給付金のお支払いのର৅ͱͳΔ入院をされた場合は、その̎ ೥をܦաした೔のཌ೔を入院の։࢝೔
ͱΈͳして、͕ Μ਍அ給付金をお支払いします。

（˞��）ʮ͕߅Μࡎʯͱは、ඃอ͕ऀݥ਍அ֬ఆされた͕Μの࣏ྍを໨తͱしてඃอऀݥʹ౤ༀまたはॲํされた時
఺ʹおいてްੜ࿑ಇେਉのঝೝをड͚ていΔҩༀ඼の͏ͪ、つ͗の	1
および	�
のいͣれʹ΋֘౰すΔҩ
ༀ඼をいいます。
	1
��ް ੜ࿑ಇେਉʹよΔ੡଄ൢചのঝೝ時ʹ、ඃอ͕ऀݥ਍அ֬ఆされた͕Μの࣏ྍʹରすΔޮೳまたはޮ
Ռ͕ೝΊΒれた͜ͱ

	�
��ੈ քอ݈ؔػのղ๤࣏ྍԽֶ෼ྨ๏ʹよΔҩༀ඼෼ྨの͏ͪ、-�1（߅ѱੑजᙾༀ）、-��（಺෼ൻྍ๏）、
-��（໔Ӹො׆ༀ）、-��（໔Ӹ཈੍ༀ）または71�（࣏ྍ༻์ࣹੑҩༀ඼）ʹ ෼ྨされΔ͜ͱ

（˞��）�̇ �ༀࡎྉ͕ࢉఆされͣ、͔ つ、ॲํͤΜྉ͕ࢉఆされΔ௨院をされた場合Ͱ΋、͕߅Μࡎの支給をड͚Βれて
いͳいͱ͖は、͕߅Μྍ࣏ࡎ給付金をお支払いしまͤΜ。

ɹɹɹ �̇ �ް ੜ࿑ಇେਉ͕ఆΊΔ਍அ܈෼ྨ఺਺දʹよΓ਍ྍใु͕ࢉఆされΔ入院の͏ͪ、͕߅Μࡎʹ͔͔Δༀࡎ
ྉまたはॲํͤΜྉʹ૬౰すΔඅ༻ؚ͕まれΔ入院をؚΈます。

（˞��）�お支払いのର৅ͱͳΔ入院または௨院をಉ݄தʹ̎ 回Ҏ্された場合は、その݄の࠷ॳの入院೔または௨院೔
を͕߅Μྍ࣏ࡎ給付金の支払ࣄ༝ʹ֘౰した೔ͱΈͳします。

（˞��）�ॴఆの͕Μ（ѱੑ৽ੜ෺）、ੑٸ৺࠹ߎے、೴ଔதʹついては、特ఆ࣬පอݥྉ払ࠐ໔আ特約ɹผද�（1��
ϖʔδ）をごࢀরͩ͘ さい。

（˞��）�͜ の特約の੹೚։࢝ظલʹすͰʹ͕Μͱ਍அ֬ఆされていたͱ͖は、͜ の特約の੹೚։࢝ظҎޙʹ৽たʹ
͕Μͱ਍அ֬ఆされて΋、อݥྉのお払ࠐΈは໔আしまͤΜ。

ൃ、೴ଔதʹついては、࠹ߎے৺ੑٸ�（��˞） පのΈͰはอݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝ʹは֘౰しͳいたΊ、อݥྉのお払
。Έは໔আしまͤΜࠐ



��

ご
契
約
に
際
し
て

1

2

3

4

給
付
金
の
お
支
払
い

な
ど
に
つ
い
て

ご
契
約
後
に
つ
い
て

保
険
の
特
徴
と

仕
組
み
に
つ
い
て

௨Ӄ特໿ɺ͕ Μ਍அ特໿および͕߅Μྍ࣏ࡎ特໿にお͚るʮ͕Μʯ

ʮ͕Μʯͱは、ฏ੒̒ ೥1�݄1�೔૯຿ிࣔࠂୈ��߸ʹ΋ͱͮ͘ްੜ࿑ಇলେਉ׭๪౷ܭ৘ใ෦ฤʮ࣬ප、ই֐および
෼ྨఏཁ̞̘̙ܭҼ౷ࢮ 1ɻ�（����೥൛）४ڌʯʹ ʹఆされΔ಺༰نʹຊ෼ྨίʔυجされた෼ྨ߲໨த、つ͗のࡌه
よΔ΋のをいいます。

෼ɹྨɹ߲ɹ໨ ຊ෼ྨίʔυج
およびҺ಄のѱੑ৽ੜ෺ߢޱ、৶ޱ˓
˓ফԽثのѱੑ৽ੜ෺
のѱੑ৽ੜ෺ث಺ଁߢڳおよびثٵݺ˓
のѱੑ৽ੜ෺ࠎおよびؔઅೈࠎ˓
˓ൽෘのࠇ৭जおよびそのଞのѱੑ৽ੜ෺
˓தൽおよびೈ෦૊৫のѱੑ৽ੜ෺
˓ೕ๪のѱੑ৽ੜ෺
˓ঁੑੜ৩ثのѱੑ৽ੜ෺
˓உੑੜ৩ثのѱੑ৽ੜ෺
˓ਛ೘࿏のѱੑ৽ੜ෺
の෦Ґのѱੑ৽ੜ෺ܥܦ೴およびそのଞのத਻ਆ、؟˓
ঢ়થおよびそのଞの಺෼ൻથのѱੑ৽ੜ෺ߕ˓
˓෦Ґෆ໌֬、ଓൃ෦Ґおよび෦Ґෆ໌のѱੑ৽ੜ෺
˓Ϧϯύ૊৫、଄݂૊৫およびؔ࿈૊৫のѱੑ৽ੜ෺
˓ಠཱした（ੑൃݪ）ଟ෦Ґのѱੑ৽ੜ෺
˓্ൽ಺৽ੜ෺
˓ੑঢ়ෆৄまたはෆ໌の৽ੜ෺（̙��ʵ̙��）தの
ɹɾਅਖ਼੺݂૿ٿ加঱ʻଟ݂঱ʼ
ɹɾࠎ਷ҟܗ੒঱ީ܈
ɹɾ�Ϧϯύ૊৫、଄݂૊৫およびؔ࿈૊৫のੑঢ়ෆৄまたはෆ໌のそのଞの৽ੜ෺（̙��）தの
ɹɹɹɾຫੑࠎ਷૿৩ੑ࣬ױ
ɹɹɹɾຊଶ （ੑग़݂ੑ）݂ খ൘݂঱
˓݂ӷおよび଄݂ثのそのଞの࣬ױ（̙��ʵ̙��）தの
ɹɾϦϯύࡉ໢૊৫およびࡉ໢૊৫ܥٿの࣬ױ（̙��）தの
ɹɹɹɾϥϯήϧϋϯεࡉ๔૊৫ٿ঱、ଞʹ෼ྨされͳい΋の

�̘�ɻ 1̘�
1̘�ɻ �̘�
�̘�ɻ �̘�
�̘�ɻ �̘1
�̘�ɻ �̘�
�̘�ɻ �̘�
�̘�

�̘1ɻ �̘�
�̘�ɻ �̘�
�̘�ɻ �̘�
�̘�ɻ �̘�
�̘�ɻ �̘�
�̘�ɻ �̘�
�̘1ɻ �̘�
�̘�

̙��ɻ ̙��

̙��
̙��

̙���1
̙����

̙����
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2 給付金等のご請求について

4 給付金をお支払いします。

0120-226-201
お電話で確認させていただくこと

1 コンタクトセンターへご連絡ください。

ご案内した必要書類をご準備いただき、
当社あてにご返送ください。

ご契約の保険約款にしたがい、給付金をお支払いします。
（保険料払込の免除のご請求の場合には、以後の保険料のお払込みを免除します。）

2 ご請求に必要な書類をご提出ください。

当社に書類が到着次第、ご契約の保険約款にしたがい、
内容を確認させていただきます。

3 ご請求内容を確認させていただきます。

受付時間 ：  9：00～19：00（土曜日は17：00まで）　日・祝日を除く

●証券番号
●原因となった病気や事故（事故発生日）
●入院期間（入院日と退院日）

※ご請求の内容により、給付金をお支払いできない場合や保険料のお払込みを免除できない場合もあります
が、その場合は、お取扱いが決定次第、速やかに通知させていただきます。なお、給付金をお支払いできない
場合等の事例については、52～64ページをご覧ください。

速やかに「請求手続のご案内」「請求書類一式」を受取人さま（保険料払込の
免除の場合は保険契約者）あてにご郵送します。

お支払内容の明細を受取人さまあてにご郵送しますので、ご指定口座への
入金をご確認ください。

●正式な手術名と手術日
●先進医療による治療の有無

 等　　　　

給付金の適切なお支払い等には、お客さまからのご連絡が重要な情報となります。給付金の支払事由等が
生じた場合はもちろんのこと、お支払い等の可能性があると思われる場合や、ご不明な点がある場合につ
いても、下記の当社コンタクトセンターまでご連絡ください。

必要書類

●ご請求の内容に応じ、お客さまそれぞれのご事情に合わせて、必要書類一式をご郵
送させていただきます。

●お客さまにご記入いただく「給付金等請求書」と医療機関に証明いただく診断書が主
な書類となります。

●その他、ご請求の内容により必要書類は異なりますので、ご不明な点は、左記の当社
コンタクトセンターまでお問い合わせください。

事実の確認

●治療の経過・内容、事故状況などについて、医療機関等へ確認する場合があります。
●その場合、お支払いや保険料払込の免除ができるか否かの判断および内容の決定ま

でに、確認先の事情により異なりますが、１か月程度お時間をいただくことがあります。
確認の実施にあたりましては、当社から改めて通知させていただきます。

お支払い
までに
かかる期間

●給付金等の支払金は、請求に必要な不備のない書類が当社に着いた日の翌日からそ
の日を含めて５営業日以内に、お支払いします。

●ただし、事実の確認等が必要なときは、請求に必要な不備のない書類が当社に着いた
日の翌日からその日を含めて60日以内にお支払いします。

●また、事実の確認等を行うための特別な照会や調査が必要なときは、請求に必要な不備
のない書類が当社に着いた日の翌日からその日を含めて180日以内にお支払いします。

＊事実の確認等に際し、保険契約者・被保険者・給付金の受取人が正当な理由なくその確認等を妨げ、または確
認等に応じなかったときは、当社はこれにより確認等が遅延した期間の遅滞の責を負わず、事実の確認が終
わるまで給付金をお支払いしません。

＊保険料払込の免除についても、給付金等のお支払いに準じたお取扱いとなります。

請求書類の
ご整備

●万一、ご提出いただいた書類に不足やご記入漏れ等がある場合には、書類の整備をお
願いいたします。

ご請求に
かかる費用

●ご提出いただく書類のうち、医療機関発行の診断書や、「戸籍抄本（謄本）」・「印鑑証
明書」などの公的書類の取付けにかかる費用は、お客さまのご負担になりますので、
あらかじめご了承ください。

●なお、ケ－スによっては、医療機関発行の診断書に代えて、お客さまご自身にご記入
いただく｢申告書｣および医療機関発行の｢領収書の写し｣等でご請求いただく簡易
取扱ができる場合もございますので、ご請求お申出時にご相談ください。

指定代理
請求制度

●被保険者ご本人が疾病により給付金の請求の意思表示ができない等、被保険者が給
付金や保険料払込の免除（保険契約者と被保険者が同一人の場合）を請求できない
特別な事情がある場合は、保険契約者が被保険者の同意を得てあらかじめ指定いた
だいた指定代理請求人※よりご請求いただくことができます。

※｢指定代理請求人｣は、請求時においてつぎのいずれかの要件を満たしている必要があります。
①被保険者の戸籍上の配偶者　②被保険者の直系血族
③被保険者の３親等内の親族　 ④被保険者と同居しまたは生計を一にしている方で、当社が認めた方
⑤被保険者の財産管理を行っている方で、当社が認めた方
⑥その他 ④および ⑤の方と同等の関係にある方で、当社が認めた方

（注1）あらかじめ指定された指定代理請求人が離婚などにより上記の範囲外となったときは指定代理請求
人の権利を喪失します。この場合には、当社にご連絡いただき、その際にお送りする書類にもとづき
新しい指定代理請求人に変更する手続きをしてください。

（注2）指定代理請求人のご請求により給付金のお支払いや保険料払込の免除をした場合、被保険者にはそ
の旨をご連絡しません。給付金のお支払いや保険料払込の免除後に保険契約者または被保険者から
お問合せがあった場合には、その状況について、事実にもとづいて回答せざるを得ませんのでご承知
おき願います。

（注3）給付金や保険料払込の免除を請求できる指定代理請求人がいない場合には、つぎのいずれかの要
件を満たす死亡時支払金受取人＊が代理人として給付金や保険料払込の免除をご請求いただくこと
ができます。
①被保険者の戸籍上の配偶者　　②被保険者の直系血族　　③被保険者の3親等内の親族
＊死亡時支払金受取人の死亡により死亡時支払金受取人となった方を除きます。
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4 給付金をお支払いします。

0120-226-201
お電話で確認させていただくこと

1 コンタクトセンターへご連絡ください。

ご案内した必要書類をご準備いただき、
当社あてにご返送ください。

ご契約の保険約款にしたがい、給付金をお支払いします。
（保険料払込の免除のご請求の場合には、以後の保険料のお払込みを免除します。）

2 ご請求に必要な書類をご提出ください。

当社に書類が到着次第、ご契約の保険約款にしたがい、
内容を確認させていただきます。

3 ご請求内容を確認させていただきます。

受付時間 ：  9：00～19：00（土曜日は17：00まで）　日・祝日を除く

●証券番号
●原因となった病気や事故（事故発生日）
●入院期間（入院日と退院日）

※ご請求の内容により、給付金をお支払いできない場合や保険料のお払込みを免除できない場合もあります
が、その場合は、お取扱いが決定次第、速やかに通知させていただきます。なお、給付金をお支払いできない
場合等の事例については、52～64ページをご覧ください。

速やかに「請求手続のご案内」「請求書類一式」を受取人さま（保険料払込の
免除の場合は保険契約者）あてにご郵送します。

お支払内容の明細を受取人さまあてにご郵送しますので、ご指定口座への
入金をご確認ください。

●正式な手術名と手術日
●先進医療による治療の有無

 等　　　　

給付金の適切なお支払い等には、お客さまからのご連絡が重要な情報となります。給付金の支払事由等が
生じた場合はもちろんのこと、お支払い等の可能性があると思われる場合や、ご不明な点がある場合につ
いても、下記の当社コンタクトセンターまでご連絡ください。

必要書類

●ご請求の内容に応じ、お客さまそれぞれのご事情に合わせて、必要書類一式をご郵
送させていただきます。

●お客さまにご記入いただく「給付金等請求書」と医療機関に証明いただく診断書が主
な書類となります。

●その他、ご請求の内容により必要書類は異なりますので、ご不明な点は、左記の当社
コンタクトセンターまでお問い合わせください。

事実の確認

●治療の経過・内容、事故状況などについて、医療機関等へ確認する場合があります。
●その場合、お支払いや保険料払込の免除ができるか否かの判断および内容の決定ま

でに、確認先の事情により異なりますが、１か月程度お時間をいただくことがあります。
確認の実施にあたりましては、当社から改めて通知させていただきます。

お支払い
までに
かかる期間

●給付金等の支払金は、請求に必要な不備のない書類が当社に着いた日の翌日からそ
の日を含めて５営業日以内に、お支払いします。

●ただし、事実の確認等が必要なときは、請求に必要な不備のない書類が当社に着いた
日の翌日からその日を含めて60日以内にお支払いします。

●また、事実の確認等を行うための特別な照会や調査が必要なときは、請求に必要な不備
のない書類が当社に着いた日の翌日からその日を含めて180日以内にお支払いします。

＊事実の確認等に際し、保険契約者・被保険者・給付金の受取人が正当な理由なくその確認等を妨げ、または確
認等に応じなかったときは、当社はこれにより確認等が遅延した期間の遅滞の責を負わず、事実の確認が終
わるまで給付金をお支払いしません。

＊保険料払込の免除についても、給付金等のお支払いに準じたお取扱いとなります。

請求書類の
ご整備

●万一、ご提出いただいた書類に不足やご記入漏れ等がある場合には、書類の整備をお
願いいたします。

ご請求に
かかる費用

●ご提出いただく書類のうち、医療機関発行の診断書や、「戸籍抄本（謄本）」・「印鑑証
明書」などの公的書類の取付けにかかる費用は、お客さまのご負担になりますので、
あらかじめご了承ください。

●なお、ケ－スによっては、医療機関発行の診断書に代えて、お客さまご自身にご記入
いただく｢申告書｣および医療機関発行の｢領収書の写し｣等でご請求いただく簡易
取扱ができる場合もございますので、ご請求お申出時にご相談ください。

指定代理
請求制度

●被保険者ご本人が疾病により給付金の請求の意思表示ができない等、被保険者が給
付金や保険料払込の免除（保険契約者と被保険者が同一人の場合）を請求できない
特別な事情がある場合は、保険契約者が被保険者の同意を得てあらかじめ指定いた
だいた指定代理請求人※よりご請求いただくことができます。

※｢指定代理請求人｣は、請求時においてつぎのいずれかの要件を満たしている必要があります。
①被保険者の戸籍上の配偶者　②被保険者の直系血族
③被保険者の３親等内の親族　 ④被保険者と同居しまたは生計を一にしている方で、当社が認めた方
⑤被保険者の財産管理を行っている方で、当社が認めた方
⑥その他 ④および ⑤の方と同等の関係にある方で、当社が認めた方

（注1）あらかじめ指定された指定代理請求人が離婚などにより上記の範囲外となったときは指定代理請求
人の権利を喪失します。この場合には、当社にご連絡いただき、その際にお送りする書類にもとづき
新しい指定代理請求人に変更する手続きをしてください。

（注2）指定代理請求人のご請求により給付金のお支払いや保険料払込の免除をした場合、被保険者にはそ
の旨をご連絡しません。給付金のお支払いや保険料払込の免除後に保険契約者または被保険者から
お問合せがあった場合には、その状況について、事実にもとづいて回答せざるを得ませんのでご承知
おき願います。

（注3）給付金や保険料払込の免除を請求できる指定代理請求人がいない場合には、つぎのいずれかの要
件を満たす死亡時支払金受取人＊が代理人として給付金や保険料払込の免除をご請求いただくこと
ができます。
①被保険者の戸籍上の配偶者　　②被保険者の直系血族　　③被保険者の3親等内の親族
＊死亡時支払金受取人の死亡により死亡時支払金受取人となった方を除きます。



��

� ߹෷͍ͳͲ͕Ͱ͖ͳ͍৔ࢧ෇ۚͷ͓څ

� ߹༝に֘౰͠ͳ͍৔ࣄͷ໔আࠐྉ෷ݥ༝ɺ保ࣄ෷ࢧ

� ߹஌ٛ຿ҧ൓によるղআͷ৔ࠂ

� ߹によるऔফ΍不法औಘ໨తによるແޮͷ৔ٗ࠮

� ॏେࣄ༝によるղআͷ৔߹

˔給付金は、約׺に定めΔ支払ࣄ༝に֘౰しない場合にはお支払いできません。
˔約׺に定めΔอݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝に֘౰しない場合にはอݥྉのお払ࠐΈは໔আしません。
˔給付金のお支払い΍อݥྉ払ࠐの໔আは、そのݪҼとなΔ࣬ප΍ෆྀのނࣄが責任開始期以後に生͡たこ
とが、そのཁ݅となͬていますので、責任開始期Αり前にすでにൃ生していた࣬ප΍ෆྀのނࣄをݪҼとすΔ
場合には、給付金のお支払い΍อݥྉ払ࠐの໔আはできません。

͝、と૬ҧし࣮ࣄ஌していたͩいた಺༰がࠂ˔ 契約がղআされた場合には、給付金のお支払い΍อݥྉ払ࠐの
໔আはできません。たͩし、給付金の支払ࣄ༝΍อݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝のൃ生がղআのݪҼとなͬた࣮ࣄに
Αらない場合には、給付金をお支払いし、またはอݥྉの払ࠐΈを໔আします。

˔͝契約にࡍして、อݥ契約ऀ、ඃอऀݥまたは給付金のडऔਓのٗ࠮がߦΘれた΋のとೝめられΔために͝
契約がऔফとなͬた場合は、給付金のお支払い΍อݥྉ払ࠐの໔আはできません。
˔͝契約క݁のঢ়گ、͝ 契約੒ཱ後の給付金の੥ٻのঢ়گなͲから、อݥ契約ऀが給付金をෆ๏にऔಘすΔ
໨తまたはଞਓに給付金をෆ๏にऔಘさせΔ໨తで͝契約がక݁された΋のとೝめられΔために͝契約が
無効となͬた場合は、給付金はお支払いできません。
。ྉは払い໭しませんݥΈいたͩいたอࠐにΑΔऔফ΍ෆ๏औಘ໨తにΑΔ無効の場合、すでにお払いٗ࠮˔

˔ͭ͗のΑ͏なॏେなࣄ༝に֘౰し͝契約がղআされた場合には、ॏେなࣄ༝のൃ生࣌以後に生͡た支払ࣄ
༝にΑΔ給付金のお支払い΍、ॏେなࣄ༝のൃ生࣌以後に生͡たอݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝にΑΔอݥྉ払ࠐ
の໔আはできません。
˔�อݥ契約ऀ、ඃอऀݥまたは給付金のडऔਓが、給付金を࠮औすΔ໨తまたはଞਓに࠮औさせΔ໨తでࣄ
こした場合（ະ਱を含Έます。）ىをނ

˔��อݥ契約ऀまたはඃอऀݥが͝契約のอݥྉを࠮औすΔ໨తまたはଞਓに࠮औさせΔ໨తでނࣄをىこ
した場合（ະ਱を含Έます。）

˔�給付金の੥ٻにؔし、डऔਓにߦٗ࠮ҝ（ະ਱を含Έます。）が͋ͬた場合
˔�อݥྉ払ࠐの໔আの੥ٻにؔし、อݥ契約ऀにߦٗ࠮ҝ（ະ਱を含Έます。）が͋ͬた場合
˔�ଞの͝契約とのॏෳにΑり給付金ֹなͲの合ֹܭがஶし͘過େで͋ͬて、อ੍ݥ౓の໨తに൓すΔঢ়ଶが
΋たらされΔおそれが͋Δ場合

˔�อݥ契約ऀ、ඃอऀݥまたは給付金のडऔਓが、൓ࣾձత੎ （ྗ˞̍ ）に֘౰すΔとೝめられた場合、または
これらの൓ࣾձత੎ྗとࣾձతにඇ೉されΔ΂きؔ܎（˞̎ ）を༗していΔとೝめられた場合
（˞̍ ）��๫ྗஂ、๫ྗஂһ（๫ྗஂһͰͳ͘ͳͬた೔͔Β̑ ೥をܦաしͳいऀをؚΈます。）、๫ྗஂ४ߏ੒һ、๫ྗஂؔۀا܎そのଞの

൓ࣾձత੎ྗの͜ͱをいいます。
（˞̎ ）��൓ࣾձత੎ྗʹରしてࢿ金౳をఏڙしまたはศٓをڙ༩すΔͳͲのؔ༩をしていΔͱೝΊΒれΔ͜ͱ、൓ࣾձత੎ྗをෆ౰ʹ

ར༻していΔͱೝΊΒれΔ͜ͱ、อݥ契約ऀまたは給付金のडऔਓ͕๏ਓͰ͋Δ場合ʹ൓ࣾձత੎ྗ͕その๏ਓのܦӦを支഑
しまたはその๏ਓのܦӦʹ࣮࣭తʹؔ༩していΔͱೝΊΒれΔ͜ͱをいいます。

˔�この͝契約に付ՃされていΔ特約またはଞの͝契約がॏେࣄ༝にΑͬてղআされΔことにΑり、౰ࣾのอ
ଓすΔことを期଴し͑ないܧ給付金のडऔਓにରすΔ৴པをଛない、この͝契約を、ऀݥ契約ऀ、ඃอݥ
༝が͋Δ場合ࣄとಉ౳のه্

˔�อݥ契約ऀ、ඃอऀݥまたは給付金のडऔਓにରすΔ౰ࣾの৴པをଛない、この͝契約のଘଓをࠔ೉とす
Δ্هとಉ౳のॏେなࣄ༝が͋Δ場合
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� ߹໿ͷࣦޮͷ৔ܖ͝

� ੹೚։࢝ظલͷ͕Μ਍அ֬定によるແޮͷ৔߹

� ͭ͗ͷ໔੹ࣄ༝に֘౰ͨ͠৔߹
�支払ࣄ༝に֘౰すΔ場合で͋ͬて΋、約׺に定めΔ໔責ࣄ༝（給付金をお支払いできない場合）に֘౰すΔ場合
には、給付金のお支払いはできません。۩ମతな໔責ࣄ༝はͭ͗のとおりです。

໊ɹশ ໔責ࣄ༝（給付金のお支払いができない場合）

ແղ約ฦ໭金ܕ
ऴ਎ҩྍอݥ

入院給付金֐ࡂ

ɾ�อݥ契約ऀまたはඃอऀݥのނҙまたはॏେͳաࣦ
ɾ�ඃอऀݥの൜ߦࡑҝ
ɾ�ඃอऀݥのਫ਼ਆো֐をݪҼͱすΔނࣄ
ɾ�ඃอऀݥのటਲのঢ়ଶをݪҼͱすΔނࣄ
ɾ�ඃอ͕ऀݥ๏ྩʹఆΊΔӡస֨ࢿを࣋たͳいͰӡసしてい
��Δؒʹੜ͡たނࣄ
ɾ�ඃอ͕ऀݥ๏ྩʹఆΊΔञؾଳびӡసまたは͜れʹ૬౰す
��ΔӡసをしていΔؒʹੜ͡たނࣄ
ɾ�஍਒、෾Րまたは௡೾
ɾ�ઓ૪そのଞのมཚ

࣬ප入院給付金 ɾ�อݥ契約ऀまたはඃอऀݥのނҙまたはॏେͳաࣦ
ɾ�ඃอऀݥの൜ߦࡑҝ
ɾ�ඃอऀݥのਫ਼ਆো֐をݪҼͱすΔނࣄ
ɾ�ඃอऀݥのటਲのঢ়ଶをݪҼͱすΔނࣄ
ɾ�ඃอ͕ऀݥ๏ྩʹఆΊΔӡస֨ࢿを࣋たͳいͰӡసしてい
��Δؒʹੜ͡たނࣄ
ɾ�ඃอ͕ऀݥ๏ྩʹఆΊΔञؾଳびӡసまたは͜れʹ૬౰す
��ΔӡసをしていΔؒʹੜ͡たނࣄ
ɾ�ඃอऀݥのༀ෺ґଘ˞�

ɾ�஍਒、෾Րまたは௡೾
ɾ�ઓ૪そのଞのมཚ

खज़อো特約 खज़給付金˞1

入院一時給付特約 入院一時給付金

ઌਐҩྍ特約 ઌਐҩྍ給付金

࣏ྍอো特約
入院࣏ྍ給付金

֎དྷखज़࣏ྍ給付金

௨院特約
௨院給付金

௨院一時給付金

˞1ɹ�૊৫のػೳʹো֐の͋ΔऀʹҠ২すΔ͜ͱを໨తͱして੹೚։࢝ظのଐすΔ೔͔Βその೔をؚΊて̍ ೥をܦաした೔ҎߦʹޙΘれた
。औखज़をड͚Βれたͱ͖ʹお支払いすΔ場合をআ͖ます࠾๔のࡉװ๔または຤ধ݂ࡉװ਷ࠎ

˞�ɹ�ର৅ͱͳΔༀ෺ґଘʹついては、ແղ約ฦ໭金ܕऴ਎ҩྍอීݥ௨อݥ約׺ɹผද�（��ϖʔδ）をごࢀরͩ͘ さい。

�อݥྉのお払ࠐΈがなかͬたために͝契約がࣦ効した後に、給付金の支払ࣄ༝またはอݥྉ払ࠐの໔আࣄ༝
に֘౰された場合は、給付金のお支払いおΑͼอݥྉ払ࠐの໔আはできません。

˔がん診断特約おΑͼ߅がんྍ࣏ࡎ特約にͭいては、ඃอऀݥがこれらの特約の責任開始期の前日までにが
んと診断確定されていた場合には、อݥ契約ऀまたはඃอऀݥがその࣮ࣄを஌ͬていΔといないとにかかΘ
らͣ、特約は無効となり、給付金のお支払いはできません。
˔特約が無効となͬた場合、すでにお払いࠐΈいたͩいたอݥྉのおऔѻいはͭ͗のとおりとなります。

஌の前にがんと診断確定されていた場合ࠂ�˔
��ᶃその࣮ࣄをอݥ契約ऀおΑͼඃอऀݥがいͣれ΋஌らなかͬたときは、払い໭します。
��ᶄその࣮ࣄをอݥ契約ऀまたはඃอऀݥのいͣれか�ਓで΋஌ͬていたときは、払い໭しません。
஌の࣌から特約の責任開始期の前日までにがんと診断確定されていた場合ࠂ�˔
��払い໭します。
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� �ʙ��ʣྫࣄ෷͍Ͱ͖Δ৔߹ɺͰ͖ͳ͍৔߹ʢࢧ෇ۚΛ͓څ

ࣄ෷͍にؔする୅表తͳࢧ෇ۚͷおڅ໿ͷ಺༰ͳͲによりɺおऔѻ͍͕ҟͳり·す͕ɺܖ͝
ྫΛ͍ͯ͠ࡌܝ·すͷͰ֬͝ೝ͍ͩ͘͞ɻྫΛ͍ͯ͠ࡌܝ·すͷͰ֬͝ೝ͍ͩ͘͞ɻྫΛ͍ͯ͠ࡌܝ·すͷͰ֬͝ೝ͍ͩ͘͞ɻ

஌ٛ຿ҧ൓ʹΑΔղআ1ࠂ
ྫ ࣄ

͝Ճೖલͷʮຫੑ$ܕ؊ԌʯͰͷ͝௨Ӄに͍ͭͯɺࠂ஌ॻͰਖ਼͠
஌͍͔ͨͩͣɺ͝ࠂ͘ ҼݪԌʯΛ؊ܕ$にʮຫੑޙ໿͔Β�೥ܖ
とするʮ؊ଁ͕ΜʯによりೖӃ͞Εͨ৔߹

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

͝Ճೖલͷʮຫੑ$ܕ؊ԌʯͰͷ͝௨Ӄに͍ͭͯɺࠂ஌ॻͰਖ਼͠
஌͍͔ͨͩͣɺ͝ࠂ͘ Ԍʯと͸શ͘؊ܕ$にʮຫੑޙ໿͔Β�೥ܖ
ҼՌؔ܎ͷͳ͍ަ௨ނࣄによりೖӃ͞Εͨ৔߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

෷͍Ͱ͖·ͤΜɻࢧ෇ۚ͸͓څ

ʮ֐ࡂೖӃڅ෇ۚʯ౳Λ͓ࢧ෷͍͠·͢ɻ

。஌ٛ຿ҧ൓のため͝契約はղআとなり、給付金はお支払いできませんࠂ▶

がೝめられない場合には、給付金をお支払い܎༝とのؒにશ͘ҼՌؔࣄٻと͝੥࣮ࣄ஌ٛ຿ҧ൓のର৅となͬたࠂ▶
できます。たͩし、ࠂ஌ٛ຿ҧ൓ͱͳͬͨ৔߹ɺ͝ ෷ରࢧ෇ۚͷ͓څ໿͸ղআͱͳΓ·͢ͷͰɺղআ೔ͷཌ೔Ҏ߱͸ܖ
৅֎ͱͳΓ·͢ɻ
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˙�責任開始期前にൃපしていて΋、責任開始日から�೥以಺にお支払ࣄ༝（͝ೖӃ΍खज़౳）が
ൃ生せͣ、責任開始日から�೥経過後に開始した͝ೖӃ΍खज़なͲにͭいては、給付金のお支
払いのର৅となります。͝ ஫ ҙ

੹೚։࢝ظલͷൃප2
ྫ ࣄ

よりલにʮ௣ؒ൘ϔϧχΞʯͷ࣏ྍΛड͚ظ໿ͷ੹೚։࢝ܖ͝
ͯおりɺ੹೚։࢝ظҎޙにखज़໨తͰೖӃ͞Εͨ৔߹

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

にൃ病͠ޙҎظ໿ͷ੹೚։࢝ܖ͝ ʮͨ௣ؒ൘ϔϧχΞʯによりೖ
Ӄ͞Εͨ৔߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮ࣬පೖӃڅ෇ۚʯ౳͸͓ࢧ෷͍Ͱ͖·ͤΜɻ

ʮ࣬පೖӃڅ෇ۚʯ౳Λ͓ࢧ෷͍͠·͢ɻ

ೖɹӃ�

責任開始

ൃප

ೖɹӃ�

責任開始

ൃප

▶給付金は、ݪҼとなΔইප΍ෆྀのނࣄ౳が責任開始期前に生͡ていΔ場合は、お支払いのର৅にはなりません。
たͩし、ͭ ͗のいͣれかに֘౰すΔときは、責任開始期以後にൃපした࣬පにΑりೖӃ΍खज़なͲをした΋のとΈな
して給付金をお支払いすΔことが͋ります。
˔�౰ࣾが、͝ 契約のక݁のࡍに、ࠂ஌なͲにΑり஌ͬていたその࣬පにؔすΔ࣮ࣄを༻いてঝ୚したとき。
˔その࣬ප（ҩ্ֶॏཁなؔ܎に͋Δ࣬පを含Έます。）にͭいて、責任開始期前に、ඃอऀݥがҩࢣの診ྍをड͚
たことがな͘、か݈ͭ߁診断౳においてҟৗのࢦఠ（ཁ経過࡯؍のࢦఠを含Έます。）をड͚たことがないとき。た
ͩし、ඃอऀݥが֮ࣗՄೳな਎ମのҟৗがଘࡏした場合またはอݥ契約ऀがೝࣝՄೳなඃอऀݥの਎ମのҟৗ
がଘࡏした場合をআきます。

▶責任開始期以後にൃපしたපؾにΑΔೖӃのため、給付金をお支払いできます。



��

ճ̍ͷೖӃʹର͢ΔೖӃڅ෇ۚͷࢧ෷ݶ౓೔਺
ʲແղ໿ฦ໭ۚܕऴ਎ҩྍ保ݥͷ৔߹ʳ3

ྫ ࣄ

ʮ͏ͭ病ʯにより̍ ̑̌ ೔ؒೖӃ͞Εͨ৔߹

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮ͏ͭ病ʯにより̕ ೔̌ؒೖӃ͞Εͨ৔߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

౓೔਺ͷ̍ݶ෷ࢧ �̎೔Λ௒͑ͨ෦෼͸
෷͍Ͱ͖·ͤΜɻࢧ͓

̌̕ ೔ؒ͢΂͓ͯࢧ෷͍͠·͢ɻ

90日ؒお支払い

ň̍ ��೔ܕŉͰ
͝Ճೖͷ৔߹

ň̍ ��೔ܕŉͰ
͝Ճೖͷ৔߹

��0日ݶ౓

ೖɹӃ

お支払いର৅֎��0日ؒお支払い

��0日ݶ౓

ೖɹӃ

ʮ̇ೖӃʯとは、ҩࢣにΑΔ࣏ྍがඞཁで͋り、かͭࣗ୐౳での࣏ྍがࠔ೉なため、පӃまたは診
ྍॴにೖり、ৗにҩࢣの؅ཧԼにおいて࣏ྍにઐ೦すΔことをいいます。

ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ無ղ約ฦ໭金ܕऴ਎ҩྍอීݥ௨อݥ約׺�ผද��ೖӃを͝ࢀরͩ͘さい。͝ ஫ ҙ ৄし͘は��ϖʔδ
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ෳ਺ճͷೖӃ
ʲແղ໿ฦ໭ۚܕऴ਎ҩྍ保ݥɺೖӃҰ࣌څ෇特໿ͷ৔߹ʳ4

ྫ ࣄ

ʮ͏ͭ病ʯにより̍ �̎೔Ҏ্͝ೖӃޙɺୀӃ
೔ͷཌ೔͔Β̍ ̔̌ ೔Ҏ಺にʮഏԌʯにより
ೖӃ͞Εͨ৔߹

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮ͏ͭ病ʯにより̍ �̎೔Ҏ্͝ೖӃޙɺୀӃ
೔ͷཌ೔͔Β̍ ̔̌ ೔ܦաޙにಉ ʮ͡͏ͭ病ʯ
によりೖӃ͞Εͨ৔߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

ೖӃᶄ͸ೖӃᶃͷୀӃ೔ͷཌ೔͔Β̍ ̔̌ ೔Ҏ಺ͷೖӃͰ͋ΔͨΊɺೖ
ӃᶃͱೖӃᶄ͸ʮ̍ ճͷೖӃʯͱΈͳ͞Ε· ɻ͢͜ ͷͨΊɺೖӃᶃͰʮ̍ ճ
ͷೖӃʯʹ ର͢Δࢧ෷ݶ౓೔਺෼Λ͓ࢧ෷͍ࡁͰ͋Δ͜ͱ͔ΒɺೖӃᶄ
ʹ͍ͭͯ͸͓ࢧ෷͍Ͱ͖·ͤΜɻ

ೖӃᶄ͸ೖӃᶃͷୀӃ೔ͷཌ೔͔Β̍ ̔̌ ೔ܦաޙͷೖӃͰ͋Δ
ͨΊɺ৽ͨͳೖӃͱΈͳ͞Ε̍̎ �೔·Ͱ͓ࢧ෷͍͠·͢ɻ

ୀӃ日の翌日から��0日໨

��0日ؒお支払いࡁ

ň̍ ��೔ܕŉͰ
͝Ճೖͷ৔߹

ň̍ ��೔ܕŉͰ
͝Ճೖͷ৔߹

ୀӃ日の翌日から��0日໨

��0日ؒお支払いࡁ

ೖ�Ӄ�ᶃ ೖ�Ӄ�ᶄ

ೖ�Ӄ�ᶄೖ�Ӄ�ᶃ

（注）入院一時給付特約を付加されたご契約の場合は、入院①および入院②ついて入院一時給付金をそれぞれ
1回お支払いします。

ʢ஫ʣೖӃҰ࣌څ෇特໿Λ෇Ճ͞Εͨ͝ܖ໿ͷ৔߹͸ɺೖӃᶃおよびೖӃᶄに͍ͭͯೖӃ
Ұ࣌څ෇ۚΛͦΕͧΕ�ճおࢧ෷͍͠·すɻ

ʢ஫ʣೖӃҰ࣌څ෇特໿Λ෇Ճ͞Εͨ͝ܖ໿ͷ৔߹͸ɺೖӃᶃとೖӃᶄΛ�ճͷೖӃとΈͳ͠
ͯೖӃҰ࣌څ෇ۚΛ�ճおࢧ෷͍͠·すɻ

͝ ஫ ҙ

無ղ約ฦ໭金ܕऴ਎ҩྍอීݥ௨อݥ約׺ɹୈ̐ ৚（࣬පೖӃ給付金の支払に
ؔすΔิଇ）、ୈ̑ ৚（֐ࡂೖӃ給付金の支払にؔすΔิଇ）を͝ࢀরͩ͘さい。

˙�ෳ਺ճのೖӃをした場合で΋、以Լのέʔεでは�ճのೖӃとΈなします。
�ɾ��පؾにΑりෳ਺ճೖӃした場合、࣬ පೖӃ給付金をお支払いすΔ࠷ऴのೖӃのୀӃ日の
翌日から਺͑て̍ ̔̌ 日以಺に開始したೖӃは、ಉҰのපؾにΑΔ΋ので͋Δか൱かにかか
Θらͣ̍ ճのೖӃとΈなします。

ɾ���ෆྀのނࣄにΑりෳ਺ճೖӃした場合、֐ࡂೖӃ給付金をお支払いすΔ࠷ऴのೖӃのୀ
Ӄ日の翌日から਺͑て̍ ̔̌ 日以಺に開始したೖӃは、ಉҰのෆྀのނࣄにΑΔ΋ので͋Δ
か൱かにかかΘらͣ̍ ճのೖӃとΈなします。

ৄし͘は�0ϖʔδ、��ϖʔδ



��

ಛଇݶ౓ແ੍ݶ෷೔਺ࢧେ࣬පࡾ
ʲແղ໿ฦ໭ۚܕऴ਎ҩྍ保ݥʳ5

ྫ ࣄ

ʮ݁֩ʯͷ࣏ྍͷͨΊ���೔ؒ͝ೖӃʢೖ
ӃᶃʣޙɺୀӃ೔ͷཌ೔͔Β���೔Ҏ಺に

ʮഏԌʯにより��೔ؒೖӃʢೖӃᶄʣ͞ Εͨ
৔߹

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮ݁֩ʯͷ࣏ྍͷͨΊ���೔ؒ͝ೖӃʢೖӃ
ᶃʣޙɺୀӃ೔ͷཌ೔͔Β���೔Ҏ಺にʮң
͕Μʯにより��೔ؒೖӃʢೖӃᶄʣ͞ Εͨ৔
߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

ೖӃᶃɺೖӃᶄͱ΋ʹࡾେ࣬පʹΑΔೖӃͰ͸ͳ͘ɺೖӃᶃͰ̍ ճ
ͷೖӃͷࢧ෷ݶ౓೔਺෼Λ͓ࢧ෷͍͍ͯ͠ΔͨΊɺ
ೖӃᶄʹ͍ͭͯ͸࣬පೖӃڅ෇ۚ͸͓ࢧ෷͍Ͱ͖·ͤΜɻ

ೖӃᶃͰ͢Ͱʹ���೔෼ͷڅ෇ۚΛ͓ࢧ෷͍͍ͯ͠·͕͢ɺ
ೖӃᶄ ʮ͕͕Μʯʹ ΑΔೖӃͰ͋ΔͨΊɺ�ೖӃͷݶ౓೔਺Λ௒͑
ΔೖӃᶄʹ͍ͭͯ΋࣬පೖӃڅ෇ۚΛ͓ࢧ෷͍͠·͢ɻ

ୀӃ日の翌日から��0日໨

��0日෼お支払い �0日෼
お支払い

ň̍ ��೔ܕŉͰ
͝Ճೖͷ৔߹

ň̍ ��೔ܕŉͰ
͝Ճೖͷ৔߹

ୀӃ日の翌日から��0日໨

��0日෼お支払い

ೖ�Ӄ�ᶃʢ���೔ʣ ೖӃᶄʢ��೔ʣ

ೖӃᶃとೖӃᶄは
̍ճのೖӃとΈな
されます

ೖӃᶄʢ��೔ʣೖ�Ӄ�ᶃʢ���೔ʣ

ೖӃᶃとೖӃᶄは
̍ճのೖӃとΈな
されます

େ࣬පではない࣬පにΑΔೖӃࡾ େ࣬පにΑΔೖӃࡾ

େ࣬පではない࣬පにΑΔೖӃࡾ େ࣬පではない࣬පにΑΔೖӃࡾ

無ղ約ฦ໭金ܕऴ਎ҩྍอීݥ௨อݥ約׺ɹୈ�0৚（ࡾେ࣬ප支払日਺ݶ౓
無੍ݶ特ଇ）を͝ࢀরͩ͘さい。

େ࣬පの࣏ྍを໨తとしたೖӃࡾ、特ଇがద༻されていΔ場合ݶ౓無੍ݶେ࣬ප支払日਺ࡾ�˙
とΈなされΔೖӃにͭいては、࣬ පೖӃ給付金のʮ̍ ճのೖӃʯにରすΔ支払ݶ౓おΑͼ支払
日਺の௨ݶࢉ౓は͋りませんので、શೖӃ日਺෼をお支払いします。

ৄし͘は��ϖʔδ͝ ஫ ҙ
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͝ ஫ ҙ

˙खज़อো特約のखज़給付金にͭいて΋、࣏ ྍを௚઀の໨తとしないࠪݕ΍਍அͷͨΊͷ
खज़にରしては給付金をお支払いできません。
˙௨Ӄ特約の௨Ӄ給付金おΑͼ௨ӃҰ࣌給付金にͭいて΋、࣏ ྍを໨తとしないඒ༰্のॲ
ஔにΑΔ௨Ӄ、診断のためのࠪݕにΑΔ௨Ӄ、ༀࡎɾ࣏ ೖ、डऔのΈの௨Ӄにରしߪྉのࡐྍ
ては給付金をお支払いできません。

ͷͨΊͷೖӃࠪݕ
ʲແղ໿ฦ໭ۚܕऴ਎ҩྍ保ݥͷ৔߹ʳ6

ྫ ࣄ

ਓؒυοΫΛड͚るͨΊೖӃ͞Εͨ৔߹

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮศજ݂ཅੑʯͷͨΊ病ӃΛड਍ͨ͠と͜ΖɺݪҼΛਫ਼ࠪ
するͨΊೖӃとͳͬͨ৔߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮೖӃڅ෇ۚʯ͸͓ࢧ෷͍Ͱ͖·ͤΜɻ

ʮ࣬පೖӃڅ෇ۚʯΛ͓ࢧ෷͍͠·͢ɻ

▶ʮศજ݂ཅੑʯとい͏਎ମのҟৗ（঱ঢ়）にରすΔҩࢣのࣔࢦにΑΔࠪݕೖӃで͋Δため、පؾにରすΔ࣏ྍのҰ؀
ɹとして࣬පೖӃ給付金をお支払いします。

▶පؾ΍έΨの࣏ྍを໨తとすΔೖӃではないため、࣬ පೖӃ給付金ɾ֐ࡂೖӃ給付金と΋にお支払いできません。



��

खज़څ෇ۚ
ʲखज़保ো特໿ͷ৔߹ʳ7

ྫ ࣄ

ᶃʮϨʔβʔによるۙڲࢹਖ਼खज़ʢϨʔγοΫ౳ʣʯΛड͚ΒΕͨ
৔߹

ᶄʮൈࣃखज़ʯΛड͚ΒΕͨ৔߹
ᶅʮυϥΠΞΠʯͷ࣏ྍͷͨΊɺʮྦ఺ϓϥάૠೖज़ʯΛड͚ΒΕ

ͨ৔߹

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

ᶃʮੑٸ஬ਨԌʯͷͨΊɺʮ஬ਨ੾আज़ʯΛड͚ΒΕͨ৔߹
ᶄ಺ڸࢹによるʮେ௎ϙϦʔϓ੾আज़ʯΛड͚ΒΕͨ৔߹
ᶅʮఇԦ੾։ज़ʯΛड͚ΒΕͨ৔߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮखज़څ෇ۚʯΛ͓ࢧ෷͍͠·͢ɻ

▶約׺に定めΔެతҩྍอ੍ݥ౓がద༻されΔखज़に֘౰すΔ（�0��೥��݄ࡏݱ）ため、खज़給付金をお支払い
します。

ʮखज़څ෇ۚʯ͸͓ࢧ෷͍Ͱ͖·ͤΜɻ

▶約׺に定めΔखज़に֘౰しない（ᶃにͭいては�0��೥��݄ࡏݱ）ため、खज़給付金はお支払いできません。

˙�खज़をड͚た࣌఺でެతҩྍอ੍ݥ౓にお͚ΔʮҩՊ診ྍใु఺਺දʯにおいてʮखज़ྉʯ
のࢉ定ର৅としてྻڍされていΔखज़に֘౰すΔ場合、खज़給付金をお支払いします。た
ͩし、ͭ ͗のखज़はআきます。
ʲお支払いできないखज़ʳ
（̰ ）ইのॲཧ（૑ইॲཧ、σϒϦʔυϚϯ）ɹ（̱ ）੾開ज़（ൽෘ、ޑບ）
（̲ తतಈज़݂؍定ज़おΑͼඇݻత੔෮݂؍త੔෮ज़、ඇ݂؍またはؔઅのඇࠎ（
（̳ ）ൈࣃखज़ɹ（̴ ）ྦ ఺ϓϥάૠೖज़
（̵ ）ඓߢ೪ບমऊज़、Լߕհ೪ບমऊज़おΑͼߴप೾ిݻڽؾ๏にΑΔඓߕհ੾আज़
（̶ ）ҟ෺আڈज़（֎ࣖ、ඓߢ಺）

खज़อো特約ɹୈ�৚（खज़給付金の支払）を͝ࢀরͩ͘さい。ৄし͘は9�ϖʔδ

͝ ஫ ҙ
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ઌਐҩྍ
ʲઌਐҩྍ特໿ʳ8

ྫ ࣄ

ްੜ࿑ಇେਉ͕定Ίるࢪઃج४にద߹͠ͳ͍病ӃͰɺઌਐҩ
ྍとͯ͠ྻ͞ڍΕ͍ͯるҩྍٕज़Λड͚ΒΕͨ৔߹

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

ྍཆΛड͚ͨ࣌఺Ͱɺઌਐҩྍ͝とに定ΊΒΕͨదԠ঱にର͠
ްੜ࿑ಇେਉ͕定Ίるࢪઃج४にద߹する病ӃͰްੜ࿑ಇେ
ਉ͕定ΊるઌਐҩྍΛड͚ΒΕͨ৔߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮઌਐҩྍڅ෇ۚʯ͸͓ࢧ෷͍Ͱ͖·ͤΜɻ

ʮઌਐҩྍڅ෇ۚʯΛ͓ࢧ෷͍͠·͢ɻ

˙�ྍ ཆをड͚た࣌఺で、ͭ ͗の（�）（�）のいͣれ΋ຬたすް生࿑ಇେਉが定めΔઌਐҩྍに֘౰
すΔ場合、ઌਐҩྍ給付金をお支払いします。
（�）�ઌਐҩྍ͝とにް生࿑ಇେਉが定めΔదԠ঱（ର৅となΔපؾɾέΨɾそれらの঱ঢ়）にର

してߦΘれた΋ので͋Δ
（�）�ઌਐҩྍ͝とにް生࿑ಇେਉが定めΔࢪઃج४にద合すΔපӃまたは診ྍॴでड͚た΋

ので͋Δ
˙ઌਐҩྍには、खज़の΄か、ݕ ɾࠪ診断ɾ౤ༀなͲ΋͋り、これら΋お支払いのର৅となります。
˙�ઌਐҩྍをड͚Δに͋たͬては、Ұൠతに、࣏ ྍ಺༰΍අ༻なͲにͭいて主࣏ҩからઆ໌をड
͚、その಺༰にͭいてे෼ೲಘした͏͑で、ಉҙॻにॺ໊し、࣏ ྍをड͚Δこととなります。

ઌਐҩྍ特約ɹୈ̍ ৚（ઌਐҩྍ給付金の支払）、ผද�を͝ࢀরͩ͘さい。ৄし͘は��0ϖʔδ、���ϖʔδ

͝ ஫ ҙ



��

௨Ӄڅ෇͓ۚΑͼ௨ӃҰ࣌څ෇ۚ
ʲ௨Ӄ特໿ʳ9

ྫ ࣄ

ʮ౶೘病ʯͷ࣏ྍͷͨΊೖӃͤͣに௨Ӄによる࣏ྍͷΈΛड͚
ΒΕͨ৔߹

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮ౶೘病ʯͰ�೔ؒೖӃ͞ΕɺୀӃ೔ͷཌ೔͔Β���೔Ҏ಺にʮ౶೘
病ʯͷ࣏ྍΛड͚るͨΊ߹ܭ��೔ؒ௨Ӄ͞Εͨ৔߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

ओܖ໿ͷೖӃڅ෇͕ۚࢧ෷ΘΕΔೖӃΛͱ΋ͳ͏௨ӃͰ͸ͳ͍
ͨΊɺ௨Ӄڅ෇͓ۚΑͼ௨ӃҰ࣌څ෇ۚ͸͓ࢧ෷͍Ͱ͖·ͤΜɻ

ओܖ໿ͷೖӃڅ෇͕ۚࢧ෷ΘΕΔೖӃΛ͞ΕɺୀӃ೔ͷཌ೔͔Βͦͷ
೔ΛؚΊͯ���೔Ҏ಺ʹɺೖӃͷݪҼͱͳͬͨ࣬ප·ͨ͸ই֐ͷ࣏ྍ
Λ໨తͱͯ͠௨Ӄ͞ΕͨͨΊɺ��೔෼ͷ௨Ӄڅ෇ۚͱ̍ ճ෼ͷ௨ӃҰ
෷͍͠·͢ɻࢧ෇ۚΛ͓څ࣌

ୀӃ日の翌日から��0日໨
合ܭ��日ؒ௨Ӄ

ೖɹӃ�

௨Ӄ ௨Ӄ௨Ӄ

ೖӃͳ͠�

௨Ӄ ௨Ӄ௨Ӄ

͝ ஫ ҙ

௨Ӄ特約ɹୈ�৚（給付金の支払）、ୈ�৚（給付金の支払にؔすΔิଇ）を
。রͩ͘さいࢀ͝

˙��ճの௨Ӄର৅期ؒதにͭいて、௨Ӄ給付金をお支払いすΔ௨Ӄ日਺は�0日をݶ౓（がんに
ͭいては無੍ݶ）とし、௨ӃҰ࣌給付金のお支払いは�ճのΈとします。
˙�ೖӃの௚઀のݪҼががんで͋Δ場合は、௨Ӄର৅期ؒはୀӃ日の翌日からその日を含めて�
೥ؒとします。
˙�ೖӃを̎ ճ以্した場合でそれらのೖӃが̍ ճのೖӃとΈなされΔときには、࠷初のೖӃのୀ
Ӄ日後から࠷ऴのೖӃのೖӃ開始日前にお͚Δ௨Ӄは、௨Ӄ給付金のお支払いのର৅となり
ます。（この場合、その௨Ӄにͭいては࠷ऴのೖӃのୀӃ日後の௨Ӄと合Θせて̍ ճの௨Ӄର
৅期ؒதの௨ӃとΈなします。）

ৄし͘は���ϖʔδ、���ϖʔδ
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͕Μ਍அڅ෇ۚ
ʲ͕Μ਍அ特໿ʳ10

ྫ ࣄ

ओܖ໿ͷ੹೚։࢝೔͔Β��೔໨にੜ·ΕͯॳΊ ʮͯң͕Μʯと
਍அ֬定͞Εͨ৔߹

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

ओܖ໿ͷ੹೚։࢝೔͔Β���೔໨にੜ·ΕͯॳΊ ʮͯң͕Μʯと
਍அ֬定͞Εͨ৔߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮ͕Μ਍அڅ෇ۚʯ͸͓ࢧ෷͍Ͱ͖·ͤΜɻ

ʮ͕Μ਍அڅ෇ۚʯΛ͓ࢧ෷͍͠·͢ɻ

▶がん診断特約の責任開始期（主契約の責任開始日からその日を含めて90日を経過した日の翌日）以後に生まれて
初めてがんと診断確定されたため、がん診断給付金をお支払いします。

▶がん診断特約の責任開始期前にがんと診断確定されたため、がん診断給付金はお支払いできません。この場合、が
ん診断特約は無効となります。

͝ ஫ ҙ

�̇ 特約の責任開始期（主ྍ࣏ࡎがん߅、給付金にͭいて΋ྍ࣏ࡎがん߅特約のྍ࣏ࡎがん߅
契約の責任開始日からその日を含めて90日を経過した日の翌日）前に診断確定されたがん
の࣏ྍを໨తとすΔೖӃまたは௨Ӄにରしては給付金をお支払いできません。



��

෇ۚڅྍ࣏ࡎΜ͕߅
ʲ͕߅Μྍ࣏ࡎ特໿ʳ11

ྫ ࣄ

Ͱ͖ͳ͍৔߹
෷͍ࢧ͓

特໿ͷ੹೚։࢝ظҎޙにੜ·ΕͯॳΊ ʮͯഏ͕Μʯと਍அ֬定͞
Εɺް ੜ࿑ಇେਉͷঝೝΛड͚͕ͨ߅Μࡎʢެతҩྍ保੍ݥ౓ͷ
保څݥ෇ର৅ʣによる࣏ྍΛೖӃதにड͚ΒΕͨ৔߹

特໿ͷ੹೚։࢝ظҎޙにੜ·ΕͯॳΊ ʮͯഏ͕Μʯと਍அ֬定͞
Εɺް ੜ࿑ಇେਉͷঝೝΛड͚͍ͯͳ͍͕߅Μࡎʢࠃ಺ະঝೝༀʣ
による࣏ྍΛೖӃதにड͚ΒΕͨ৔߹

Ͱ͖Δ৔߹
෷͍ࢧ͓

ʮ͕߅Μڅྍ࣏ࡎ෇ۚʯΛ͓ࢧ෷͍͠·͢ɻ

ʮ͕߅Μڅྍ࣏ࡎ෇ۚʯ͸͓ࢧ෷͍Ͱ͖·ͤΜɻ

˙�ެ తҩྍอ੍ݥ౓にお͚Δॴ定の診ྍใु఺਺දにΑり、߅がんࡎ（౤ༀまたはॲํの࣌఺
でް生࿑ಇେਉのঝೝをड͚ていΔ౳ॴ定の৚݅をຬたす΋の）にかかΔༀࡎྉまたはॲํ
せんྉがࢉ定されΔೖӃまたは௨Ӄをされた場合、߅がんࡎにΑΔ࣏ྍをड͚られた݄͝と
に߅がんྍ࣏ࡎ給付金をお支払いします。

͝ ஫ ҙ রࢀผද�を͝、（給付金の支払ྍ࣏ࡎがん߅）特約ɹୈ̍৚ྍ࣏ࡎがん߅
ͩ͘さい。ৄし͘は���ϖʔδ、���ϖʔδ
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ご
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後
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つ
い
て

保
険
の
特
徴
と

仕
組
み
に
つ
い
て

身 体 部 位 ・ 指 定 疾 病 の 名 称

２
３
５
６
７
８
９

耳（内耳、中耳、外耳を含みます。）および乳様突起
鼻（副鼻腔を含みます。）
甲状腺
胃および十二指腸
小腸
盲腸（虫様突起を含みます。）
大腸および直腸
肛門
肝臓、胆囊および胆管
膵臓
肺臓、胸膜、気管および気管支
腎臓および尿管
膀胱および尿道
睾丸および副睾丸
前立腺
乳房
頸椎部（当該神経を含みます。）
胸椎部（当該神経を含みます。）
腰椎部（当該神経を含みます。）
仙骨部および尾骨部（当該神経を含みます。）
左肩関節部
右肩関節部
左股関節部
右股関節部
左上肢（左肩関節部を除きます。）
右上肢（右肩関節部を除きます。）
左下肢（左股関節部を除きます。）
右下肢（右股関節部を除きます。）
子宮体部（帝王切開を受けた場合に限ります。）
鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰囊ヘルニア、または大腿ヘルニアが生じた場合に限ります。）
皮膚（頭皮を含みます。）
食道
咽頭および喉頭（咽頭には扁桃を含みます。喉頭には声帯を含みます。）
鎖骨
異常妊娠および異常分娩（※）
眼球および眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含みます。）
口腔、歯、舌、顎下腺、耳下腺、舌下腺および顎関節部（口腔には口唇、口蓋を含みます。）
子宮、卵巣、卵管および子宮付属器

（※）「異常妊娠および異常分娩」とは、平成６年 月 日総務庁告示第 号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編
「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－ （ 年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コード
に規定される内容によるものをいいます。

分 類 項 目 基本分類
コード

異常妊娠 流産に終わった妊娠 Ｏ ～Ｏ

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿および高血圧性障害
主として妊娠に関連するその他の母体障害
胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題
分娩の合併症
分娩（単胎自然分娩（Ｏ ）は除く）
主として産じょく＜褥＞に関連する合併症
その他の産科的病態、他に分類されないもの

Ｏ ～Ｏ
Ｏ ～Ｏ
Ｏ ～Ｏ
Ｏ ～Ｏ
Ｏ ～Ｏ
Ｏ ～Ｏ
Ｏ ～Ｏ

〔別表〕特定部位・指定疾病不担保法により不担保とする部位および指定疾病  

異常分娩
（分娩によるもの）
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無解約返戻金型終身医療保険普通保険約款

手術保障特約

入院一時給付特約

女性疾病入院特約

先進医療特約

治療保障特約

通院特約

がん診断特約

抗がん剤治療特約

特定疾病保険料払込免除特約

非喫煙者割引特約

ご契約のとりきめを記載しています。

約 款
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この保険の概要 

 

１．用語の意義 

第１条 用語の意義 

２．支払限度の型 

第２条 支払限度の型 

３．給付金の支払 

第３条 給付金の支払 

第４条 疾病入院給付金の支払に関する補則 

第５条 災害入院給付金の支払に関する補則 

第６条 給付金の請求、支払時期および支払場所 

第７条 指定代理請求人等による請求 

第８条 被保険者が死亡した場合の給付金請求

の取扱 

４．当会社の責任開始期 

第９条 当会社の責任開始期 

第10条 第１回保険料を口座振替により払い込

む場合の取扱 

第11条 第１回保険料をクレジットカードによ

り払い込む場合の取扱 

５．第２回以後の保険料の払込 

第12条 保険料の払込方法（経路） 

第13条 第２回以後の保険料の払込 

６．保険料払込の猶予期間および保険契約の失効 

第14条 猶予期間および保険契約の失効 

７．保険契約の無効および取消 

第15条 給付金不法取得目的による無効 

第16条 詐欺による取消 

８．告知義務および保険契約の解除 

第17条 告知義務 

第18条 告知義務違反による解除 

第19条 保険契約を解除できない場合 

第20条 重大事由による解除 

９．解約および解約返戻金 

第21条 解約および解約返戻金 

第22条 債権者等により保険契約が解約される

場合の取扱 

10．被保険者の死亡 

第23条 被保険者の死亡 

11．支払日数が通算限度に達したことによる保険契

約の消滅 

第24条 支払日数が通算限度に達したことによ

る保険契約の消滅 

12．入院給付金日額の減額 

第25条 入院給付金日額の減額 

13．保険契約者 

第26条 保険契約者の代表者 

第27条 保険契約者の変更 

第28条 保険契約者の住所の変更 

14．死亡時支払金受取人 

第29条 死亡時支払金受取人 

第30条 当会社への通知による死亡時支払金受

取人の変更 

第31条 遺言による死亡時支払金受取人の変更 

15．年齢の計算その他の取扱 

第32条 年齢の計算 

第33条 契約年齢または性別に誤りがあった場

合の取扱 

16．契約者配当金 

第34条 契約者配当金 

17．時効 

第35条 時効 

18．被保険者の業務、転居および旅行 

第36条 被保険者の業務、転居および旅行 

19．管轄裁判所 

第37条 管轄裁判所 

20．契約内容の登録 

第38条 契約内容の登録 

21．特別条件を付けた場合の特則 

第39条 特別条件を付けた場合の特則 

22．三大疾病支払日数限度無制限特則 

第40条 三大疾病支払日数限度無制限特則 

23．責任開始期に関する特則 

第41条 責任開始期に関する特則 

24．契約日に関する特則 

第42条 契約日に関する特則 

25．電磁的方法による保険契約の申込手続き等に関

する特則 

第43条 電磁的方法による保険契約の申込手続

き等に関する特則 

 

別表１ 請求書類 

別表２ 異常分娩 

別表３ 病院または診療所 

別表４ 入院 

別表５ 薬物依存 

別表６ 不慮の事故 

別表７ 感染症 

別表８ 三大疾病 

無解約返戻金型終身医療保険普通保険約款 目次 
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無解約返戻金型終身医療保険普通保険約款 

 

（この保険の概要） 

 

この保険は終身医療保険であって、つぎの給付を行うことを主な内容とするものです。 

 給付の内容 

疾病入院給付金 被保険者が疾病の治療を目的として入院したときに入院日数に応じて支払います。 

災害入院給付金 
被保険者が不慮の事故による傷害の治療を目的として入院したときに入院日数に応じて支

払います。 

１．用語の意義 

第１条（用語の意義） 

この普通保険約款において使用されるつぎの用語の意義は、それぞれつぎのとおりとします。 

 用語の意義 

責任開始期 保険契約の締結に際して、当会社の保険契約上の責任が開始される時をいいます。 

契約応当日 

毎月または毎年の契約日に対応する日をいい、毎月の契約日に対応する日を「月単位

の契約応当日」、毎年の契約日に対応する日を「年単位の契約応当日」といいます。

なお、契約日に対応する日のない月の場合は、その月の末日をいうものとします。 

死亡時支払金受取人 

被保険者の死亡にともなう諸支払金がある場合にこれを受け取る者として、保険契約

者が被保険者の同意を得て指定した者をいいます。ただし、死亡時支払金受取人が変

更されたときは、変更後の者をいいます。 

２．支払限度の型 

第２条（支払限度の型） 

１．支払限度の型は、つぎのとおりとします。 

支払限度の型 
１回の入院についての疾病入院給付金および災害入院給付金を支払う日数の限度

疾病入院給付金 災害入院給付金 

60日型 60日 60日 

120日型 120日 120日 

２．いずれの支払限度の型についても、疾病入院給付金および災害入院給付金を支払う日数の通算限度は、それ

ぞれ1,095日とします。 

３．保険契約者は、保険契約の締結の際、第１項のいずれかの支払限度の型を選択するものとします。 

４．第３項により選択された支払限度の型の変更は取り扱いません。 
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３．給付金の支払 
 

第３条（給付金の支払） 

この保険契約において支払う給付金はつぎのとおりです。 

 
給付金を支払う場合（以下「支払

事由」といいます。） 
支払額 

受
取
人 

支払事由に該当しても給付金を支払わな

い場合（以下「免責事由」といいます。）

疾 

病 

入 

院 

給 

付 

金 

被保険者が保険期間中につぎのい

ずれにも該当する入院をしたとき 

(1) 責任開始期以後に発病した疾

病（別表２に定める異常分娩を

含みます。以下同じ。）の治療を

目的とした入院であること 

(2) 別表３に定める病院または診

療所における別表４に定める入

院であること 

(3) 入院の日数が１日以上である

こと 

入院１回につき、つぎ

の金額 

 

（入院給付金日額）

× 

左記の疾病の治療を

目的とした入院日数 被 

保 

険 

者 

つぎのいずれかにより左記の支払事由に

該当したとき 

(1) 保険契約者または被保険者の故意ま

たは重大な過失 

(2) 被保険者の犯罪行為 

(3) 被保険者の精神障害を原因とする事

故 

(4) 被保険者の泥酔の状態を原因とする

事故 

(5) 被保険者が法令に定める運転資格を

持たないで運転している間に生じた事

故 

(6) 被保険者が法令に定める酒気帯び運

転またはこれに相当する運転をしてい

る間に生じた事故 

(7) 被保険者の薬物依存（別表５） 

(8) 地震、噴火または津波 

(9) 戦争その他の変乱 

災 

害 

入 

院 
給 

付 

金 

被保険者が保険期間中につぎのい

ずれにも該当する入院をしたとき 

(1) 責任開始期以後に発生した不

慮の事故（別表６）による傷害

の治療を目的とした入院である

こと 

(2) (1)の事故の日からその日を含

めて180日以内に開始された入

院であること 

(3) 別表３に定める病院または診

療所における別表４に定める入

院であること 

(4) 入院の日数が１日以上である

こと 

入院１回につき、つぎ

の金額 

 

（入院給付金日額） 

× 

左記の傷害の治療を

目的とした入院日数 被 

保 

険 

者 

つぎのいずれかにより左記の支払事由に

該当したとき 

(1) 保険契約者または被保険者の故意ま

たは重大な過失 

(2) 被保険者の犯罪行為 

(3) 被保険者の精神障害を原因とする事

故 

(4) 被保険者の泥酔の状態を原因とする

事故 

(5) 被保険者が法令に定める運転資格を

持たないで運転している間に生じた事

故 

(6) 被保険者が法令に定める酒気帯び運

転またはこれに相当する運転をしてい

る間に生じた事故 

(7) 地震、噴火または津波 

(8) 戦争その他の変乱 

 

第４条（疾病入院給付金の支払に関する補則） 

１．保険契約者が法人である場合（死亡時支払金受取人が指定されているときは、保険契約者が法人かつ死亡時

支払金受取人である場合）には、第３条（給付金の支払）の疾病入院給付金の支払に関する規定にかかわらず、

疾病入院給付金の受取人は保険契約者とします。 

２．疾病入院給付金の受取人を被保険者（第１項の規定が適用される場合には、保険契約者）以外の者に変更す

ることはできません。 

３．被保険者の入院中に入院給付金日額の減額があった場合には、疾病入院給付金の支払額はそれぞれの日にお

ける入院給付金日額に応じて計算します。 

４．被保険者が第３条の疾病入院給付金の支払事由に該当する入院を２回以上した場合には、それらの入院が同

一の疾病によるものであるか否かにかかわらず、１回の入院とみなし、各入院について日数を合算して第３条
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の疾病入院給付金の支払に関する規定を適用します。ただし、疾病入院給付金の支払われることとなった最終

の入院の退院日の翌日からその日を含めて180日を経過して開始した入院については、新たな入院として第３

条の疾病入院給付金の支払に関する規定を適用します。 

５．当会社は、被保険者が第３条の疾病入院給付金の支払事由に該当する入院を開始したときに、異なる疾病を

併発していた場合、またはその入院中に異なる疾病を併発した場合には、その入院開始の直接の原因となった

疾病により継続して入院したものとみなします。 

６．被保険者が、第３条の疾病入院給付金の支払事由に該当する入院を、同一の日に２回以上した場合でも、当会

社は、疾病入院給付金を重複しては支払いません。 

７．当会社は、第３条の疾病入院給付金の支払に関する規定による疾病入院給付金と第３条の災害入院給付金の

支払に関する規定による災害入院給付金とが重複した場合には、重複する入院日数については、災害入院給付

金を支払い、疾病入院給付金は支払わないものとします。 

８．第３条の災害入院給付金の支払に関する規定により災害入院給付金が支払われる入院中に疾病の治療を開始

した場合、第３条の災害入院給付金の支払に関する規定により災害入院給付金の支払われる期間が終了したと

きは、その翌日以後の入院については、第３条の疾病入院給付金の支払に関する規定を適用します。この場合

の疾病入院給付金の支払額は、入院給付金日額に、第３条の災害入院給付金の支払に関する規定により災害入

院給付金の支払われる期間が終了した日の翌日からその日を含めた入院日数を乗じて得た金額とします。 

９．つぎの各号のいずれかに該当する入院は、第３条の疾病入院給付金の支払に関する規定に定める疾病の治療

を目的とした入院とみなして、第３条の疾病入院給付金の支払に関する規定を適用します。 

(1) 責任開始期以後に発生した不慮の事故（別表６）以外の外因による傷害の治療を目的とした入院 

(2) 責任開始期以後に発生した不慮の事故による傷害の治療を目的として、その事故の日からその日を含めて

180日を経過した後に開始した入院 

10．被保険者が責任開始期前に発病した疾病または発生した不慮の事故（別表６）もしくはそれ以外の外因によ

る傷害の治療を目的として入院した場合でも、責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した後に

開始した入院は、責任開始期以後の原因によるものとみなして、第３条の疾病入院給付金の支払に関する規定

を適用します。 

11．被保険者が責任開始期前にすでに発病していた疾病の治療を目的として責任開始期以後に入院した場合でも、

つぎの各号のいずれかに該当するときは、責任開始期以後に発病した疾病の治療を目的として入院したものと

みなして、第３条の疾病入院給付金の支払に関する規定を適用します。 

(1) 当会社が、保険契約の締結の際に、告知等により知っていたその疾病に関する事実（第19条（保険契約を

解除できない場合）に規定する保険媒介者のみが知っていた事実は含みません。）を用いて承諾したとき。た

だし、保険契約者または被保険者がその疾病に関する事実の一部のみを告げたことにより、当会社が重大な

過失なくその疾病に関する事実を正確に知ることができなかった場合を除きます。 

(2) その疾病（医学上重要な関係にある疾病を含みます。）について、責任開始期前に、被保険者が医師の診療

を受けたことがなく、かつ、被保険者が健康診断等において異常の指摘（要経過観察の指摘を含みます。）を

受けたことがないとき。ただし、被保険者が自覚可能な身体の異常が存在した場合または保険契約者が認識

可能な被保険者の身体の異常が存在した場合を除きます。 

12．被保険者が地震、噴火もしくは津波または戦争その他の変乱によって入院した場合でも、その原因によって

入院した被保険者の数の増加が、この保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会社は、そ

の程度に応じ、疾病入院給付金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払います。 

13．第３条および本条第１項から第12項までの規定にかかわらず、疾病入院給付金を支払う日数の限度は、つぎ

のとおりとします。 

支払限度の型 
１回の入院についての疾病入院給

付金を支払う日数の限度 

疾病入院給付金を支払う日数の通

算限度 

60日型 60日 1,095日 

120日型 120日 1,095日 
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第５条（災害入院給付金の支払に関する補則） 

１．保険契約者が法人である場合（死亡時支払金受取人が指定されているときは、保険契約者が法人かつ死亡時

支払金受取人である場合）には、第３条（給付金の支払）の災害入院給付金の支払に関する規定にかかわらず、

災害入院給付金の受取人は保険契約者とします。 

２．災害入院給付金の受取人を被保険者（第１項の規定が適用される場合には、保険契約者）以外の者に変更す

ることはできません。 

３．被保険者の入院中に入院給付金日額の減額があった場合には、災害入院給付金の支払額はそれぞれの日にお

ける入院給付金日額に応じて計算します。 

４．被保険者が第３条の災害入院給付金の支払事由に該当する入院を２回以上した場合には、それらの入院が同

一の不慮の事故（別表６）によるものであるか否かにかかわらず、１回の入院とみなし、各入院について日数

を合算して第３条の災害入院給付金の支払に関する規定を適用します。ただし、災害入院給付金の支払われる

こととなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて180日を経過して開始した入院については、新た

な入院として第３条の災害入院給付金の支払に関する規定を適用します。 

５．当会社は、被保険者が２以上の不慮の事故（別表６）により第３条の災害入院給付金の支払事由に該当する

入院を開始した場合、または第３条の災害入院給付金の支払事由に該当する入院中に異なる不慮の事故により

第３条の災害入院給付金の支払事由に該当した場合は、入院開始の直接の原因となった不慮の事故により継続

して入院したものとみなします。 

６．被保険者が、第３条の災害入院給付金の支払事由に該当する入院を、同一の日に２回以上した場合でも、当

会社は、災害入院給付金を重複しては支払いません。 

７．被保険者が地震、噴火もしくは津波または戦争その他の変乱によって入院した場合でも、その原因によって

入院した被保険者の数の増加が、この保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会社は、そ

の程度に応じ、災害入院給付金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払います。 

８．第３条および本条第１項から第７項までの規定にかかわらず、災害入院給付金を支払う日数の限度は、つぎ

のとおりとします。 

支払限度の型 
１回の入院についての災害入院給

付金を支払う日数の限度 

災害入院給付金を支払う日数の通

算限度 

60日型 60日 1,095日 

120日型 120日 1,095日 

 

第６条（給付金の請求、支払時期および支払場所） 

１．給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者または給付金の受取人は、すみやかに当会社に通知してくだ

さい。 

２．支払事由の生じた給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、その給付金を請

求してください。 

３．給付金の請求を受けた場合、給付金は、その請求に必要な書類が当会社に到着した日（当会社に到着した日

が営業日でない場合は翌営業日。以下本条において同じ。）の翌日からその日を含めて５営業日以内に、当会社

の本店で支払います。 

４．給付金を支払うために確認が必要なつぎの各号に掲げる場合において、保険契約の締結時から給付金請求時

までに当会社に提出された書類だけでは確認ができないときは、それぞれ当該各号に定める事項の確認（当会

社の指定した医師による診断を含みます。）を行います。この場合には、第３項の規定にかかわらず、給付金を

支払うべき期限は、その請求に必要な書類が当会社に到着した日の翌日からその日を含めて60日を経過する日

とします。 

(1) 給付金の支払事由発生の有無の確認が必要な場合 

第３条（給付金の支払）に定める支払事由発生の有無 

(2) 給付金の免責事由に該当する可能性がある場合 

給付金の支払事由が発生した原因 

(3) 告知義務違反に該当する可能性がある場合 

当会社が告知を求めた事項および告知義務違反に至った原因 

(4) この普通保険約款に定める重大事由、詐欺または不法取得目的に該当する可能性がある場合 

第２号および第３号に定める事項、第20条（重大事由による解除）第１項第４号の事由に該当する事実の
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有無または保険契約者、被保険者もしくは給付金の受取人の保険契約締結の目的もしくは給付金請求の意図

に関する保険契約の締結時から給付金請求時までにおける事実 

５．第４項の確認をするため、つぎの各号に掲げる事項についての特別な照会や調査が不可欠な場合には、第３

項および第４項の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、その請求に必要な書類が当会社に到着した

日の翌日からその日を含めて当該各号に定める日数（各号のうち複数に該当する場合でも180日）を経過する

日とします。 

(1) 第４項第１号から第４号までに定める事項についての弁護士法にもとづく照会その他の法令にもとづく照

会 180日 

(2) 第４項第１号、第２号または第４号に定める事項についての研究機関等の専門機関による医学または工学

等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定 180日 

(3) 第４項第１号、第２号または第４号に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給付金の受取人を

被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたことが報道等から明らかである場合における、第

４項第１号、第２号または第４号に定める事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての

警察、検察等の捜査機関または裁判所に対する照会 180日 

(4) 第４項第１号から第４号までに定める事項についての日本国外における調査 180日 

６．第４項および第５項に掲げる必要な事項の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、正

当な理由がなく当該確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき（当会社の指定した医師による必要な診断に

応じなかったときを含みます。）は、当会社は、これにより当該事項の確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わ

ず、その間は給付金を支払いません。 

７．第４項または第５項に掲げる必要な事項の確認を行うときは、当会社は、給付金を請求した者にその旨を通

知します。 

 

第７条（指定代理請求人等による請求） 

１．保険契約者は、被保険者の同意および当会社の承諾を得て指定代理請求人を指定することができます。 

２．被保険者が自ら給付金（この保険契約に付加されている特約の給付金を含みます。以下本条において同じ。）

を請求できないつぎの各号のいずれかに該当する特別な事情があるときは、指定代理請求人が、請求に必要な

書類（別表１）を提出して、給付金の受取人の代理人としてその給付金を請求することができます。 

(1) 給付金の請求を行う意思表示が困難であると当会社が認めた場合 

(2) 当会社が認める傷病名の告知を受けていない場合 

(3) その他第１号または第２号に準じる状態であると当会社が認めた場合 

３．第２項の規定により指定代理請求人が給付金の請求を行う場合、指定代理請求人は請求時においてつぎのい

ずれかに該当することを要します。 

(1) つぎの範囲内の者 

(ア) 被保険者の戸籍上の配偶者 

(イ) 被保険者の直系血族 

(ウ) 被保険者の３親等内の親族 

(2) つぎの範囲内の者。ただし、当会社所定の書類（別表１）によりその事実が確認でき、かつ、給付金の受

取人のために給付金を請求すべき相当な関係があると当会社が認めた者に限ります。 

(ア) 被保険者と同居しまたは生計を一にしている者 

(イ) 被保険者の財産管理を行っている者 

(ウ) その他(ア)および(イ)に掲げる者と同等の関係にある者 

４．第２項および第３項の規定により給付金の受取人の代理人として給付金を請求することができる指定代理請

求人がいない場合には、つぎの各号のいずれかに該当する死亡時支払金受取人（死亡時支払金受取人が死亡し

たことにより死亡時支払金受取人となった者を除きます。）が、請求に必要な書類（別表１）を提出して、給付

金の受取人の代理人として給付金を請求することができます。 

(1) 被保険者の戸籍上の配偶者 

(2) 被保険者の直系血族 

(3) 被保険者の３親等内の親族 

５．第２項から第４項までの規定にかかわらず、故意に給付金の支払事由を生じさせた者または故意に給付金の

受取人を第２項各号に定める状態に該当させた者は、給付金の受取人の代理人として給付金を請求することが

できません。 
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６．第４項の規定により給付金を請求する場合、第４項各号に該当する死亡時支払金受取人が２人以上のときは、

当該受取人は共同して請求してください。 

７．指定代理請求人または死亡時支払金受取人の変更（指定代理請求人の指定を撤回する場合を含みます。以下

同じ。）が行われた場合、変更を行った後は、変更前に請求可能な給付金があっても、変更を行う前の指定代理

請求人または死亡時支払金受取人による給付金の代理請求は取り扱いません。 

８．本条の規定により当会社が給付金を給付金の受取人の代理人に支払ったときは、その後給付金の請求を受け

ても、当会社は、これらを重複しては支払いません。 

９．第６条（給付金の請求、支払時期および支払場所）第４項および第５項の規定により必要な事項の確認を行

う際、本条に定める代理人が、正当な理由なく当該確認を妨げ、またはこれに応じなかったときは、当会社は、

これにより当該事項の確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給付金を支払いません。 

10．保険契約者は、被保険者の同意および当会社の承諾を得て、指定代理請求人を変更することができます。こ

の場合、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。 

 

第８条（被保険者が死亡した場合の給付金請求の取扱） 

１．被保険者が死亡した場合で、被保険者に支払うべき未請求の給付金があるときは、給付金の受取人が法人で

ある場合を除き、その請求については、被保険者の法定相続人のうち、つぎに定める１人の者を代表者としま

す。この場合、その代表者は、被保険者の他の法定相続人を代理するものとします。 

(1) 死亡時支払金受取人 

(2) 第１号に該当する者がいない場合には、保険契約者 

(3) 第１号および第２号に該当する者がいない場合で、この保険契約において指定代理請求人が指定されてい

るときはその者 

(4) 第１号から第３号までに該当する者がいない場合には、法定相続人の協議により定めた者 

２．第１項の規定により給付金が被保険者の法定相続人の代表者に支払われた場合には、その後重複して給付金

の請求を受けても、当会社はこれを支払いません。 

３．第１項の規定にかかわらず、故意に給付金の支払事由を生じさせた者または故意に被保険者を死亡させた者

は、被保険者の法定相続人の代表者としての取扱を受けることはできません。 

４．当会社の責任開始期 

第９条（当会社の責任開始期） 

１．当会社は、つぎの時から保険契約上の責任を負います。 

(1) 保険契約の申込を承諾した後に第１回保険料を受け取った場合 

第１回保険料を受け取った時 

(2) 第１回保険料充当金を受け取った後に保険契約の申込を承諾した場合 

第１回保険料充当金を受け取った時（被保険者に関する告知の前に受け取った場合には、その告知の時） 

２．契約日は、保険料の払込方法（回数）に応じてつぎのとおりとします。 

保険料の払込方法（回数） 契約日 

月払 第１項により当会社の責任が開始される日の属する月の翌月１日 

年払 第１項により当会社の責任が開始される日 

３．契約年齢、保険期間および保険料払込期間は、第２項に規定する契約日を基準として計算します。 

４．月払契約の場合で、当会社の責任が開始される日から契約日の前日までの間に、給付金の支払事由（この保

険契約に付加されている特約の給付金の支払事由を含みます。）が生じたときまたは被保険者が死亡したときは、

第２項および第３項の規定にかかわらず、当会社の責任が開始される日を契約日とし、契約年齢、保険期間お

よび保険料払込期間は、その日を基準として再計算します。この再計算の結果、保険料に超過分があるときは、

当会社はこれを保険契約者に払い戻し、不足分があるときは、保険契約者はこれを当会社に払い込んでくださ

い。ただし、支払うべき給付金等があるときは、過不足分を支払金額と清算します。 

５．当会社が保険契約の申込を承諾した場合には、保険証券を交付し、これをもって承諾の通知とします。この

場合、保険証券には、保険契約を締結した日を記載せず、契約日を記載します。 
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第10条（第１回保険料を口座振替により払い込む場合の取扱） 

１．当会社と保険料口座振替の取扱を提携している金融機関等（当会社が保険料の収納業務を委託している機関

の指定する金融機関等を含み、以下「提携金融機関」といいます。）に設置してある保険契約者の指定する口座

（以下「指定口座」といいます。）からの口座振替により第１回保険料（第１回保険料充当金を含みます。以下

同じ。）を払い込む場合には、第１回保険料は、保険料の口座振替を行う場合の当会社の定めた日（以下「振替

日」といい、この日が提携金融機関の休業日に該当する場合には、翌営業日を振替日とします。）に指定口座か

ら当会社の口座（当会社が保険料の収納業務を委託している機関がある場合には、その機関の口座とします。

以下同じ。）に振り替えられることによって、当会社に払い込まれるものとします。この場合、指定口座の名義

人が、提携金融機関に対し、指定口座から当会社の口座への保険料の口座振替を委任していることを要します。 

２．保険契約者は、振替日の前日までに第１回保険料相当額を指定口座に預け入れておくことを要します。 

３．同一の指定口座から２件以上の保険契約の保険料を振り替える場合には、保険契約者は当会社に対しその振

替順序を指定できません。 

４．第１回保険料の口座振替が行われた場合には、その振替日を第９条（当会社の責任開始期）第１項第１号に

定める第１回保険料を受け取った時または第２号に定める第１回保険料充当金を受け取った時とします。 

５．口座振替によって払い込まれた保険料については、当会社はその領収証を発行しません。 

６．保険料の払込方法（回数）が月払の場合で、振替日の前月の末日が提携金融機関の休業日に該当するために

振替日が１日となるときは、第９条第２項の規定にかかわらず、当会社の責任が開始される日を契約日として

取り扱います。 

 

第11条（第１回保険料をクレジットカードにより払い込む場合の取扱） 

１．当会社と保険料のクレジットカードによる決済の取扱を提携しているクレジットカード発行会社（以下「提

携カード会社」といいます。）の発行する保険契約者の指定するクレジットカード（以下「指定カード」といい

ます。）により第１回保険料を払い込む場合には、第１回保険料は、当会社が、当会社の定めた日に、指定カー

ドの有効性および第１回保険料が利用限度額内であること等の確認を行うことによって、当会社に払い込まれ

るものとします。この場合、つぎの各号のいずれにも該当することを要します。 

(1) 指定カードが、保険契約者と提携カード会社との間で締結された会員規約等（以下「会員規約等」といい

ます。）にもとづき、提携カード会社より貸与され、または使用を認められたクレジットカードであること 

(2) 指定カードの名義人（会員規約等により指定カードの使用が認められている者を含みます。）が、保険料の

払込にクレジットカードを使用すること 

２．同一の指定カードから２件以上の保険契約の保険料を払い込む場合には、保険契約者は当会社に対しその払

込順序を指定できません。 

３．第１回保険料が指定カードにより払い込まれた場合には、当会社が、指定カードの有効性および第１回保険

料が利用限度額内であること等の確認を行った時（当会社所定の利用票を使用するときは、その利用票を作成

した時）を第９条（当会社の責任開始期）第１項第１号に定める第１回保険料を受け取った時または第２号に

定める第１回保険料充当金を受け取った時とします。 

４．指定カードによって払い込まれた保険料については、当会社はその領収証を発行しません。 

５．当会社が提携カード会社から第１回保険料相当額を受け取ることができない場合で、かつ、指定カードの有

効性および払い込むべき第１回保険料相当額が利用限度額内であること等の確認が行われた後に保険契約者が

提携カード会社に対して保険料相当額を払い込んでいない場合には、第１回保険料の払込はなかったものとみ

なします。 

５．第２回以後の保険料の払込 

第12条（保険料の払込方法（経路）） 

１．保険契約者は、第２回以後の保険料の払込について、つぎの各号のいずれかの保険料の払込方法（経路）を選

択することができます。 

(1) 提携金融機関に設置してある口座からの口座振替により払い込む方法（以下「口座振替扱」といいます。） 

(2) 提携カード会社の発行するクレジットカードにより払い込む方法（以下「クレジットカード扱」といいま

す。） 

２．口座振替扱の選択に際しては、指定口座の名義人が、提携金融機関に対し、指定口座から当会社の口座への

保険料の口座振替を委任していることを要します。 
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３．クレジットカード扱の選択に際しては、つぎの条件をいずれも満たすことを要します。 

(1) 指定カードが、会員規約等にもとづき、提携カード会社より貸与され、または使用を認められたクレジッ

トカードであること 

(2) 指定カードの名義人（会員規約等により指定カードの使用が認められている者を含みます。）が、保険料の

払込にクレジットカードを使用すること 

４．保険契約者は、当会社の定める取扱にもとづき、第１項各号の保険料の払込方法（経路）の範囲内で、保険

料の払込方法（経路）を変更することができます。 

５．保険料の払込方法（経路）が第１項各号のいずれかである保険契約が当会社の取扱条件に該当しなくなった

ときは、保険契約者は、第４項の規定により保険料の払込方法（経路）を他の払込方法（経路）に変更してく

ださい。この場合、保険契約者が保険料の払込方法（経路）の変更を行うまでの間の保険料については、当会

社の本店または当会社の指定した場所に払い込んでください。 

 

第13条（第２回以後の保険料の払込） 

１．第２回以後の保険料は、毎回次表の保険料の払込方法（回数）にしたがい、第12条（保険料の払込方法（経

路））第１項に定める保険料の払込方法（経路）により、保険料の払込方法（回数）ごとにつぎに定める期間（以

下「払込期月」といいます。）内に払い込んでください。 

保険料の払込方法（回数） 払込期月 

月払 月単位の契約応当日の属する月の初日から末日まで 

年払 年単位の契約応当日の属する月の初日から末日まで 

２．第１項で払い込むべき保険料は、保険料の払込方法（回数）に応じ、それぞれの契約応当日から翌契約応当

日の前日までの期間（以下「保険料期間」といいます。）に対応する保険料とします。 

３．保険料の払込方法（経路）が口座振替扱の場合には、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) 第２回以後の保険料は、払込期月中の振替日に指定口座から保険料相当額を当会社の口座に振り替えるこ

とによって、当会社に払い込まれるものとします。 

(2) 第１号の場合、振替日に保険料の払込があったものとし、その日をもって保険料の払込のあった日としま

す。 

(3) 同一の指定口座から２件以上の保険契約の保険料を振り替える場合には、保険契約者は当会社に対しその

振替順序を指定できません。 

(4) 保険契約者は、払い込むべき保険料相当額を指定口座にあらかじめ預け入れておくことを要します。 

(5) 口座振替によって払い込まれた保険料については、当会社はその領収証を発行しません。 

(6) 振替日に保険料の口座振替ができなかった場合には、つぎのとおり取り扱います。 

(ア) 月払契約の場合、翌月分の振替日に再度翌月分と合わせて払込期月が到来した月数分の保険料の口座振

替を行います。ただし、指定口座の預入額が払込期月の到来した月数分の保険料相当額に満たない場合に

は、口座振替が可能な月数分の保険料の口座振替を行い、到来時期の早い払込期月の保険料から順に、保

険料の払込があったものとします。 

(イ) 年払契約の場合、振替日（第10条（第１回保険料を口座振替により払い込む場合の取扱）第６項の取扱

により振替日が１日となる場合には、振替日の前日とします。以下本号において同じ。）の翌月の当会社の

定めた日に再度口座振替を行い、振替日の翌月の当会社の定めた日にも保険料の口座振替ができなかった

場合には、振替日の翌々月の当会社の定めた日に再度口座振替を行います。 

(7) 第６号の規定による保険料の口座振替ができなかった場合には、保険契約者は、保険料払込の猶予期間内

に、払込期月が到来している保険料を当会社の本店または当会社の指定した場所に払い込んでください。 

(8) 保険契約者は、指定口座を同一の提携金融機関の他の口座に変更することができます。また、指定口座を

設置している金融機関を他の提携金融機関に変更することができます。この場合、あらかじめ当会社および

提携金融機関に申し出てください。 

(9) 保険契約者が口座振替の取扱を停止する場合には、あらかじめ当会社および提携金融機関に申し出て保険

料の払込方法（経路）をクレジットカード扱に変更してください。 

(10) 提携金融機関が保険料の口座振替の取扱を停止した場合には、当会社はその旨を保険契約者に通知します。

この場合には、保険契約者は指定口座を他の提携金融機関に変更するか保険料の払込方法（経路）をクレジ

ットカード扱に変更してください。 

(11) 当会社は、当会社または提携金融機関の事情により振替日を変更することがあります。この場合、当会社
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はその旨をあらかじめ保険契約者に通知します。 

４．保険料の払込方法（経路）がクレジットカード扱の場合には、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) 第２回以後の保険料は、払込期月中の当会社の定めた日に、当会社が指定カードの有効性および保険料相

当額が利用限度額内であること等の確認を行うことによって、当会社に払い込まれるものとします。 

(2) 第１号の場合、当会社の定めた日に保険料の払込があったものとし、その日をもって保険料の払込のあっ

た日とします。 

(3) 同一の指定カードから２件以上の保険契約の保険料を払い込む場合には、保険契約者は当会社に対しその

払込順序を指定できません。 

(4) 指定カードによって払い込まれた保険料については、当会社はその領収証を発行しません。 

(5) 当会社が指定カードの有効性および払い込むべき保険料相当額が利用限度額内であること等の確認ができ

なかった場合には、その払込期月の保険料から指定カードを他のクレジットカードに変更するか、保険料の

払込方法（経路）を口座振替扱に変更してください。 

(6) 当会社が提携カード会社から保険料相当額を受け取ることができない場合には、つぎのとおり取り扱いま

す。 

(ア) 指定カードの有効性および払い込むべき保険料相当額が利用限度額内であること等の確認が行われた後

に保険契約者が提携カード会社に対して保険料相当額を払い込んでいる場合には、つぎの払込期月の保険

料から指定カードを他のクレジットカードに変更するか、保険料の払込方法（経路）を口座振替扱に変更

してください。 

(イ) 指定カードの有効性および払い込むべき保険料相当額が利用限度額内であること等の確認が行われた後

に保険契約者が提携カード会社に対して保険料相当額を払い込んでいない場合には、保険料の払込はなか

ったものとみなします。この場合、その払込期月の保険料から指定カードを他のクレジットカードに変更

するか、保険料の払込方法（経路）を口座振替扱に変更してください。 

(7) 第５号または第６号の規定により指定カードを他のクレジットカードに変更するか、保険料の払込方法（経

路）を口座振替扱に変更するまでの保険料は、保険料払込の猶予期間の満了日までに、当会社の定める方法

により、払込期月を過ぎた保険料を当会社の本店または当会社の指定した場所に払い込んでください。 

(8) 保険契約者は、指定カードを他のクレジットカードに変更することができます。この場合、あらかじめ当

会社に申し出てください。 

(9) 保険契約者が保険料のクレジットカードによる払込の取扱を停止する場合には、あらかじめ当会社に申し

出て保険料の払込方法（経路）を口座振替扱に変更してください。 

(10) 提携カード会社が保険料のクレジットカードの払込の取扱を停止した場合には、当会社はその旨を保険契

約者に通知します。この場合には、保険契約者は指定カードを他のクレジットカードに変更するか、保険料

の払込方法（経路）を口座振替扱に変更してください。 

(11) 当会社は、当会社または提携カード会社の事情により提携カード会社に保険料相当額の払込を請求する当

会社の定めた日を変更することがあります。この場合、当会社はその旨をあらかじめ保険契約者に通知しま

す。 

５．第１項の保険料が第１項の契約応当日の前日までに払い込まれ、かつ、その日までに保険契約が消滅したと

きは、当会社は、その払い込まれた保険料を保険契約者（被保険者が死亡した場合で、死亡時支払金受取人が

指定されているときは、死亡時支払金受取人。ただし、死亡時支払金受取人の故意により被保険者が死亡した

ときは、保険契約者）に払い戻します。 

６．第１項の保険料が払い込まれないまま、第１項の契約応当日以後その契約応当日の属する月の末日までに給

付金の支払事由が生じたときは、当会社は、未払込保険料を支払うべき給付金から差し引きます。ただし、給

付金が未払込保険料に不足する場合には、保険契約者は、第14条（猶予期間および保険契約の失効）に定める

猶予期間の満了日までに未払込保険料を払い込んでください。この未払込保険料が払い込まれない場合には、

当会社は、給付金を支払いません。 

７．保険契約者は、当会社の定める取扱にもとづき、保険料の払込方法（回数）を変更することができます。 

８．年払契約の場合で、すでに保険料が払い込まれている保険料期間の中途でつぎの各号のいずれかの事由が生

じたときは、当会社は、その事由が生じた日の直後に到来する月単位の契約応当日からその保険料期間の末日

までの月数に応じた保険料の残額に相当する金額の返戻金を保険契約者（被保険者が死亡した場合で、死亡時

支払金受取人が指定されているときは、死亡時支払金受取人。ただし、死亡時支払金受取人の故意により被保

険者が死亡したときは、保険契約者。以下本条において同じ。）に支払います。 

(1) 保険契約の消滅。ただし、第15条（給付金不法取得目的による無効）または第16条（詐欺による取消）に
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該当する場合および保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合を除きます。 

(2) 入院給付金日額の減額 

９．第８項の規定にかかわらず、すでに保険料が払い込まれている保険料期間の中途で第８項各号の事由が生じ

た場合で、その事由が生じた日の直前の月単位の契約応当日（その事由が生じた日が月単位の契約応当日のと

きは、その月単位の契約応当日。以下本項において同じ。）以後に給付金（この保険契約に付加されている特約

の給付金を含みます。以下本条において同じ。）の支払事由が生じていないときは、第８項各号の事由が生じた

日の直前の月単位の契約応当日からその保険料期間の末日までの月数に応じた保険料の残額に相当する金額の

返戻金を保険契約者に支払います。 

10．第８項および第９項の規定は、年払契約の第１回保険料について準用します。 

11．月払契約の場合、すでに保険料が払い込まれている保険料期間の中途で第８項各号の事由が生じたときであ

っても、当会社は、その保険料期間に対応する保険料を払い戻しません。 

12．第11項の規定にかかわらず、すでに保険料が払い込まれている保険料期間の中途で第８項各号の事由が生じ

た場合で、その保険料期間中に給付金の支払事由が生じていないときは、その保険料期間に対応する保険料を

保険契約者に払い戻します。 

13．第11項および第12項の規定は、月払契約の第１回保険料について準用します。 

６．保険料払込の猶予期間および保険契約の失効 

第14条（猶予期間および保険契約の失効） 

１．第２回以後の保険料の払込については、払込期月の翌月初日から翌々月末日までの猶予期間があります。 

２．猶予期間内に保険料が払い込まれないときは、保険契約は、猶予期間の満了日（保険料が口座振替によって

払い込まれる場合で、猶予期間の満了日の属する月の当会社の定めた日が提携金融機関の休業日に該当するた

めに翌月１日が振替日となるときは、その振替日とします。以下同じ。）の翌日から効力を失います。 

３．猶予期間中に給付金の支払事由が生じたときは、当会社は、未払込保険料を給付金から差し引きます。ただ

し、給付金が未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、その猶予期間の満了日までに未払込保険料を払

い込むことを要します。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、給付金を支払いません。 

７．保険契約の無効および取消 

第15条（給付金不法取得目的による無効） 

保険契約者が給付金を不法に取得する目的または他人に給付金を不法に取得させる目的をもって保険契約の

締結をしたときは、保険契約を無効とし、当会社は、すでに払い込まれた保険料を払い戻しません。 

 

第16条（詐欺による取消） 

保険契約の締結に際して、保険契約者、被保険者または給付金の受取人に詐欺の行為があったときは、当会

社は、保険契約を取り消すことができます。この場合、当会社は、すでに払い込まれた保険料を払い戻しませ

ん。 

８．告知義務および保険契約の解除 

第17条（告知義務） 

当会社が、保険契約の締結の際、給付金の支払事由の発生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告知を

求めた事項について、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。ただし、当会

社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要します。 

 

第18条（告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第17条（告知義務）の規定により当会社が告

知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将来

に向かって保険契約を解除することができます。 

２．当会社は、給付金の支払事由が生じた後でも、保険契約を解除することができます。この場合には、給付金

を支払いません。また、すでに給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 
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３．第２項の規定にかかわらず、給付金の支払事由が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、

被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人が証明したときは、給付金を支払います。 

４．本条の規定によって保険契約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険

契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約者

に通知できない場合には、被保険者、指定代理請求人または死亡時支払金受取人に通知します。 

５．本条の規定によって保険契約を解除した場合には、当会社は、保険契約に解約返戻金があるときは、解約返

戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払います。ただし、解除時に被保険者が死亡している場合で、第23条（被

保険者の死亡）の規定により支払われるべき金額がある場合を除きます。 

 

第19条（保険契約を解除できない場合） 

１．当会社は、つぎのいずれかの場合には第18条（告知義務違反による解除）の規定による保険契約の解除をする

ことができません。 

(1) 当会社が、保険契約の締結の際、解除の原因となる事実を知っていた場合、または過失のため知らなかっ

た場合 

(2) 当会社が、解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過した場合 

(3) 責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した場合。ただし、責任開始期の属する日からその

日を含めて２年以内に、給付金の支払事由が生じた場合を除きます。 

(4) 当会社のために保険契約の締結の媒介を行うことができる者（当会社のために保険契約の締結の代理を行

うことができる者を除き、以下「保険媒介者」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第17条（告

知義務）の告知のうち解除の原因となる事実の告知をすることを妨げた場合 

(5) 保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対し、第17条の告知のうち解除の原因となる事実の告知をし

ないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

２．第１項第４号および第５号の場合において、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、保険契

約者または被保険者が、第17条の規定により当会社が告知を求めた事項のうち解除の原因となる事実について、

事実を告げなかったと認められる場合または事実でないことを告げたと認められる場合には、第１項の規定は

適用しません。 

 

第20条（重大事由による解除） 

１．当会社は、つぎの各号のいずれかに定める事由が生じた場合には、将来に向かって保険契約を解除すること

ができます。 

(1) 保険契約者、被保険者または給付金の受取人がこの保険契約の給付金を詐取する目的または他人に詐取さ

せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

(2) この保険契約の給付金の請求に関し、その受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合 

(3) 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著しく過大であって、保険制度

の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合 

(4) 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、つぎのいずれかに該当する場合 

(ア) 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、

暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

(イ) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること 

(ウ) 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 

(エ) 保険契約者または給付金の受取人が法人である場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、または

その法人の経営に実質的に関与していると認められること 

(オ) その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(5) この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によって解除されることにより、当会

社の保険契約者、被保険者または給付金の受取人に対する信頼を損ない、この保険契約を継続することを期

待しえない第１号から第４号までに掲げる事由と同等の事由がある場合 

(6) 当会社の保険契約者、被保険者または給付金の受取人に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難

とする第１号から第５号までに掲げる事由と同等の重大な事由がある場合 

２．当会社は、給付金の支払事由が生じた後でも、保険契約を解除することができます。この場合には、第１項

各号に定める事由の発生時以後に生じた支払事由による給付金を支払いません。また、すでにその支払事由に

より給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

79

無
解
約
返
戻
金
型
終
身
医
療
保
険
普
通
保
険
約
款



３．本条の規定によって保険契約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保険

契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約者

に通知できない場合には、被保険者、指定代理請求人または死亡時支払金受取人に通知します。 

４．本条の規定によって保険契約を解除した場合には、当会社は、保険契約に解約返戻金があるときは、解約返

戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払います。ただし、解除時に被保険者が死亡している場合で、第23条（被

保険者の死亡）の規定により支払われるべき金額がある場合を除きます。 

９．解約および解約返戻金 

第21条（解約および解約返戻金） 

１．保険契約者は、いつでも将来に向かって、保険契約を解約することができます。 

２．保険契約の解約をするときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。 

３．この保険契約に対する解約返戻金は、つぎの各号のとおりとします。 

(1) この保険契約が保険料払込期間中の場合には、この保険契約に対する解約返戻金はありません。 

(2) この保険契約が保険料払込期間の満了後の場合には、入院給付金日額の10倍と同額の解約返戻金を保険契

約者に支払います。ただし、保険料払込期間の満了後であっても、保険料払込期間の満了日までの保険料が

払い込まれていない場合には、保険料払込期間中の保険契約として第１号のとおり取り扱います。 

４．解約返戻金は、その請求に必要な書類が当会社に到着した日（当会社に到着した日が営業日でない場合は翌

営業日）の翌日からその日を含めて５営業日以内に、当会社の本店で支払います。 

 

第22条（債権者等により保険契約が解約される場合の取扱） 

１．差押債権者、破産管財人その他の保険契約者以外の者で保険契約の解約をすることができる者（以下「債権者

等」といいます。）により保険契約が解約されるときは、解約する旨の通知が当会社に到着した時から１か月を

経過した日にその効力が生じます。 

２．第１項の解約が通知された場合でも、通知の時においてつぎの各号のすべてを満たす給付金の受取人が、保険

契約者の同意を得て、第１項の解約の効力が生じるまでの間に、第１項の解約の通知が当会社に到着した日に

解約の効力が生じたとすれば当会社が債権者等に支払うべき金額を債権者等に支払い、かつ、当会社にその旨

を通知したときは、第１項の解約はその効力を生じません。 

(1) 保険契約者の親族、被保険者の親族または被保険者本人であること 

(2) 保険契約者でないこと 

３．第２項の通知をするときは、給付金の受取人は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。 

４．第１項の解約の通知が当会社に到着した時から、その解約の効力が生じるまでまたは第２項の規定により解

約の効力が生じなくなるまでに、被保険者が死亡し、死亡時支払金受取人（死亡時支払金受取人が指定されて

いないときは、保険契約者）に支払うべき金額があるときは、つぎの各号のとおりとします。 

(1) 当会社は、第１項の解約の通知が当会社に到着した日に解約の効力が生じたとすれば当会社が債権者等に

支払うべき金額を債権者等に支払います。ただし、被保険者が死亡したことにより支払うべき金額を限度と

します。 

(2) 当会社は、被保険者が死亡したことにより支払うべき金額から債権者等に支払った金額を差し引いた残額

を死亡時支払金受取人（死亡時支払金受取人が指定されていないときは、保険契約者）に支払います。 

10．被保険者の死亡 

第23条（被保険者の死亡） 

１．被保険者が死亡した場合には、被保険者が死亡した時に、保険契約は消滅したものとします。 

２．被保険者が死亡した場合、保険契約者または死亡時支払金受取人は、すみやかに当会社に通知してください。

この場合、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。 

３．被保険者の生死が不明の場合でも、当会社が死亡したものと認めたときは、保険契約は消滅したものとしま

す。 

４．保険料払込期間の満了後に被保険者が死亡した場合には、入院給付金日額の10倍と同額の返戻金を死亡時支

払金受取人（死亡時支払金受取人が指定されていないときは、保険契約者。以下本条において同じ。）に支払い

ます。ただし、保険料払込期間の満了後であっても、保険料払込期間の満了日までの保険料が払い込まれてい
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ない場合には、当会社は、未払込保険料を返戻金から差し引き、返戻金が未払込保険料に不足するときは、当

会社は、返戻金を支払いません。 

５．保険契約申込書に記載された被保険者の契約年齢に誤りがあり、契約日における実際の契約年齢が当会社の

定める契約年齢の範囲内であった場合で、被保険者が死亡し、第４項の規定により入院給付金日額の10倍と同

額の返戻金が死亡時支払金受取人に支払われる場合には、第33条（契約年齢または性別に誤りがあった場合の

取扱）第１項第１号(ア)の規定にかかわらず、死亡時支払金受取人に保険料の超過分を支払い、または支払う

べき返戻金から保険料の不足分を差し引きます。 

６．第４項および第５項の規定にかかわらず、死亡時支払金受取人が指定されている場合で、死亡時支払金受取

人が故意に被保険者を死亡させたときは、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) 解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払います。 

(2) その死亡時支払金受取人が一部の受取人であるときは、第１号の規定にかかわらず、解約返戻金と同額の

返戻金のうち、その受取人に支払われるべき金額を差し引いた残額を他の死亡時支払金受取人に支払います。

この場合、支払われない解約返戻金と同額の返戻金を保険契約者に支払います。 

７．第４項から第６項までの規定にかかわらず、保険契約者が故意に被保険者を死亡させたときは、解約返戻金

その他の返戻金の支払はありません。 

11．支払日数が通算限度に達したことによる保険契約の消滅 

第24条（支払日数が通算限度に達したことによる保険契約の消滅） 

疾病入院給付金の支払日数および災害入院給付金の支払日数のいずれもが第４条（疾病入院給付金の支払に

関する補則）第13項および第５条（災害入院給付金の支払に関する補則）第８項に定める通算限度に達した場

合には、保険契約は消滅します。この場合、解約返戻金その他の返戻金の支払はありません。 

12．入院給付金日額の減額 

第25条（入院給付金日額の減額） 

１．保険契約者は、当会社の定める取扱にもとづき、入院給付金日額を減額することができます。ただし、減額

後の入院給付金日額は、当会社の定める金額以上であることを要します。 

２．入院給付金日額の減額をするときは、保険契約者は、請求に必要な書類（別表１）を提出してください。 

３．入院給付金日額の減額をしたときは、減額分は解約したものとして取り扱います。 

13．保険契約者 

第26条（保険契約者の代表者） 

１．保険契約者が２人以上の場合には、代表者１人を定めてください。この場合、その代表者は他の保険契約者

を代理するものとします。 

２．第１項の代表者が定まらないときまたはその所在が不明のときは、当会社が保険契約者の１人に対してした

行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じます。 

３．保険契約者が２人以上の場合には、その責任は連帯とします。 

 

第27条（保険契約者の変更） 

１．保険契約者は、被保険者および当会社の同意を得て、保険契約上の一切の権利義務を第三者に承継させるこ

とができます。 

２．保険契約者の変更をするときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。 

３．本条の規定により保険契約者の変更が行われたときは、保険証券に表示します。 

 

第28条（保険契約者の住所の変更） 

１．保険契約者が住所（通信先を含みます。）を変更したときは、すみやかに当会社の本店または当会社の指定し

た場所に通知してください。 

２．保険契約者が第１項の通知をしなかったときは、当会社の知った最終の住所（通信先を含みます。）に発した

通知は、通常到達するために要する期間を経過した時に、保険契約者に到達したものとみなします。 
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14．死亡時支払金受取人 
 

第29条（死亡時支払金受取人） 

１．保険契約者は、被保険者の同意を得て死亡時支払金受取人を指定することができます。 

２．死亡時支払金受取人が２人以上の場合には、代表者１人を定めてください。この場合、その代表者は他の死

亡時支払金受取人を代理するものとします。 

３．第２項の代表者が定まらないときまたはその所在が不明のときは、当会社が死亡時支払金受取人の１人に対

してした行為は、他の死亡時支払金受取人に対しても効力を生じます。 

４．被保険者の死亡以前に死亡時支払金受取人が死亡し、死亡時支払金受取人の変更が行われていない間は、死

亡時支払金受取人の死亡時の法定相続人を死亡時支払金受取人とします。 

５．第４項の規定により死亡時支払金受取人となった者が死亡した場合に、この者に法定相続人がいないときは、

第４項の規定により死亡時支払金受取人となった者のうち生存している他の死亡時支払金受取人を死亡時支払

金受取人とします。 

６．第４項および第５項により死亡時支払金受取人となった者が２人以上いる場合、その受取割合は均等としま

す。 

 

第30条（当会社への通知による死亡時支払金受取人の変更） 

１．保険契約者は、被保険者が死亡するまでは、被保険者の同意を得て、当会社に対する通知により、死亡時支

払金受取人を変更（死亡時支払金受取人を新たに指定する場合を含みます。以下同じ。）することができます。 

２．第１項の通知をするときは、保険契約者は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。 

３．第１項の通知が当会社に到着したときは、死亡時支払金受取人の変更の効力は、その通知を発した時にさか

のぼって生じるものとします。 

４．第３項の規定にかかわらず、第１項の通知が当会社に到着する前に、変更前の死亡時支払金受取人（死亡時

支払金受取人を新たに指定する場合は保険契約者）に対して被保険者が死亡したことにより支払うべき金額を

支払ったときは、変更後の死亡時支払金受取人に対して、当会社は、これを重複しては支払いません。 

 

第31条（遺言による死亡時支払金受取人の変更） 

１．第30条（当会社への通知による死亡時支払金受取人の変更）の規定によるほか、保険契約者は、被保険者が

死亡するまでは、法律上有効な遺言により、死亡時支払金受取人を変更することができます。 

２．第１項の死亡時支払金受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生じません。 

３．遺言による死亡時支払金受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、保険契約者の相続人（遺言執行者が指

定されているときは遺言執行者を含みます。以下本条において同じ。）が、その旨を当会社に通知しなければ、

当会社に対抗することができません。 

４．第３項の通知をするときは、保険契約者の相続人は、当会社所定の書類（別表１）を提出してください。 

15．年齢の計算その他の取扱 

第32条（年齢の計算） 

１．被保険者の契約年齢は、契約日現在の満年で計算し、１年未満の端数については切り捨てます。 

２．保険契約締結後の被保険者の年齢は、第１項の契約年齢に、年単位の契約応当日ごとに１歳を加えて計算し

ます。 

 

第33条（契約年齢または性別に誤りがあった場合の取扱） 

１．保険契約申込書に記載された被保険者の契約年齢に誤りがあった場合は、つぎの方法により取り扱います。 

(1) 契約日における実際の契約年齢が、当会社の定める契約年齢の範囲内であったときは、つぎのとおり取り

扱います。 

(ア) 実際の契約年齢にもとづいて保険料を改め、すでに払い込まれた保険料に超過分があるときは、当会社

はこれを保険契約者に払い戻し、不足分があるときは、保険契約者はこれを当会社に払い込んでください。 

(イ) 前(ア)の規定にかかわらず、給付金の支払事由の発生後で、給付金が支払われる場合、給付金の受取人に

保険料の超過分を支払い、または支払うべき給付金から保険料の不足分を差し引きます。 
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(2) 契約日における実際の契約年齢が、当会社の定める契約年齢の範囲外であったときは、つぎのとおりとし

ます。 

(ア) 保険契約を無効とし、当会社は、すでに払い込まれた保険料を保険契約者に払い戻します。この場合、

給付金その他当会社からの支払金があるときは、すでに払い込まれた保険料からその金額を差し引きます。 

(イ) 前(ア)の規定にかかわらず、契約日においては最低契約年齢に足りなかったものの、その事実が発見され

た日においてすでに最低契約年齢に達していたときは、最低契約年齢に達した日に契約したものとして、

第１号と同様に取り扱います。 

２．保険契約申込書に記載された被保険者の性別に誤りがあった場合には、実際の性別にもとづいて保険料を改

め、第１項第１号の規定を準用して取り扱います。 

16．契約者配当金 

第34条（契約者配当金） 

この保険契約には契約者配当金はありません。 

17．時効 

第35条（時効） 

給付金、解約返戻金その他この保険契約にもとづく諸支払金の支払を請求する権利は、３年間請求がない場

合には消滅します。 

18．被保険者の業務、転居および旅行 

第36条（被保険者の業務、転居および旅行） 

保険契約の継続中に、被保険者がどのような業務に従事し、またはどのような場所に転居し、もしくは旅行

しても、当会社は、保険契約の解除も保険料の変更もしないで、保険契約上の責任を負います。 

19．管轄裁判所 

第37条（管轄裁判所） 

この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、つぎのいずれかの裁判所をもって、合意によ

る管轄裁判所とします。 

(1) 当会社の本店の所在地を管轄する地方裁判所 

(2) 給付金の受取人（給付金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）の住所地を管轄する高等裁判所（本

庁とします。）の所在地を管轄する地方裁判所 

 

20．契約内容の登録 
 

第38条（契約内容の登録） 

１．当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、つぎの事項を一般社団法人生命保険協会（以下「協会」

といいます。）に登録します。 

(1) 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市・区・郡までとします。） 

(2) 入院給付金の種類 

(3) 入院給付金の日額 

(4) 契約日 

(5) 当会社名 

２．第１項の登録の期間は、契約日から５年以内とします。 

３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保険会社等」といいます。）は、

第１項の規定により登録された被保険者について、入院給付金のある保険契約（入院給付金のある特約を含み

ます。以下本条において同じ。）の申込（復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の申込を

含みます。）を受けた場合、協会に対して第１項の規定により登録された内容について照会することができるも
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のとします。この場合、協会からその結果の連絡を受けるものとします。 

４．各生命保険会社等は、第２項の登録の期間中に入院給付金のある保険契約の申込があった場合、第３項によ

って連絡された内容を入院給付金のある保険契約の承諾（復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の

中途付加の承諾を含みます。以下本条において同じ。）の判断の参考とすることができるものとします。 

５．各生命保険会社等は、契約日（復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加が行われた場合

は、最後の復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の日。以下本項において同じ。）から５

年（契約日において被保険者が満15歳未満の場合は、５年と契約日から被保険者が満15歳に達する日までの期

間のいずれか長い期間）以内に入院給付金の請求を受けたときは、協会に対して第１項の規定により登録され

た内容について照会し、その結果を入院給付金の支払の判断の参考とすることができるものとします。 

６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものとし

ます。 

７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。 

８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することがで

きます。また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。 

９．第３項、第４項および第５項中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法にもとづく

共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えます。 

21．特別条件を付けた場合の特則 

第39条（特別条件を付けた場合の特則） 

保険契約の締結の際、被保険者の健康状態その他が当会社の定めた基準に適合しない場合には、その危険の

種類および程度に応じて、特定部位・指定疾病不担保法によって、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) 当会社の定める身体部位または指定疾病のうち保険契約の締結の際に当会社が指定した部位に生じた疾病

の治療または当会社が指定した疾病の治療を目的とした入院については、当会社の定めた不担保期間中は、

第３条（給付金の支払）の規定を適用せず、疾病入院給付金を支払いません。ただし、つぎの(ア)から(ウ)ま

での入院については、第３条の規定を適用します。 

(ア) 責任開始期以後に発生した不慮の事故（別表６）以外の外因による傷害の治療を目的とした入院 

(イ) 責任開始期以後に発生した不慮の事故による傷害の治療を目的として、その事故の日からその日を含め

て180日を経過した後に開始した入院 

(ウ) 感染症（別表７）の治療を目的とした入院 

(2) 被保険者が当会社の定めた不担保期間の満了日を含んで継続して入院したときは、その入院については、

その満了日の翌日を入院の開始日とみなして第３条の規定を適用します。 

22．三大疾病支払日数限度無制限特則 

第40条（三大疾病支払日数限度無制限特則） 

１．保険契約の締結の際、保険契約者から申出があり、当会社がこれを承諾した場合には、この特則を適用しま

す。 

２．この特則を適用する場合には、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) 第２条（支払限度の型）および第４条（疾病入院給付金の支払に関する補則）第13項の規定による１回の

入院についての疾病入院給付金を支払う日数の限度および疾病入院給付金を支払う日数の通算限度に関する

規定にかかわらず、１回の入院についての疾病入院給付金を支払う日数の限度または疾病入院給付金を支払

う日数の通算限度に到達した日の翌日以後に別表８に定める三大疾病（以下本項において「三大疾病」とい

います。）の治療を目的として疾病入院給付金の支払事由に該当した場合には、その入院日数分の疾病入院給

付金を支払います。 

(2) 第４条第４項の規定により１回の入院とみなされる場合で、１回の入院とみなされる入院のいずれかの入

院が三大疾病の治療を目的とした入院であるときは、それらの入院は、その三大疾病の治療を目的とした入

院とみなして、第１号の規定を適用します。 

(3) 第４条第５項の規定にかかわらず、三大疾病以外の疾病の治療を目的とした第３条（給付金の支払）の疾

病入院給付金の支払事由に該当する入院を開始したときに三大疾病を併発していた場合または三大疾病以外

の疾病の治療を目的とした第３条の疾病入院給付金の支払事由に該当する入院中に三大疾病を併発した場合

84



には、その入院を開始した日から三大疾病の治療を目的として入院したものとみなして、第１号の規定を適

用します。 

(4) 第24条（支払日数が通算限度に達したことによる保険契約の消滅）の規定は適用しません。 

(5) この特則の適用後にこの特則のみを解約することはできません。 

23．責任開始期に関する特則 

第41条（責任開始期に関する特則） 

１．保険契約の締結の際、保険契約者から申出があり、当会社がこれを承諾した場合には、第９条（当会社の責

任開始期）第１項の規定にかかわらず、当会社が保険契約の申込を受けた時または被保険者に関する告知を受

けた時のいずれか遅い時から保険契約上の責任を負います。 

２．この特則を適用する場合には、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) 第９条第２項中、「第１項」とあるのは「第41条（責任開始期に関する特則）第１項」と読み替えます。 

(2) 第１回保険料は、当会社の責任が開始される日の属する月の翌月末日までに払い込んでください。 

(3) 第１回保険料の払込については、第２号に定める第１回保険料を払い込むべき期間の満了日の翌月初日か

ら翌々月末日までの猶予期間があります。 

(4) 猶予期間内に第１回保険料が払い込まれない場合には、保険契約を無効とします。 

(5) 第１回保険料の払込の猶予期間の満了日までに給付金の支払事由が生じたときは、当会社は、第１回保険

料を支払うべき給付金から差し引きます。ただし、給付金が第１回保険料に不足する場合には、保険契約者

は第３号の猶予期間の満了日までに第１回保険料を払い込んでください。第１回保険料が払い込まれない場

合には、当会社は、給付金を支払いません。 

24．契約日に関する特則 

第42条（契約日に関する特則） 

１．月払の保険契約の締結の際、保険契約者から申出があり、当会社がこれを承諾したときは、第９条（当会社

の責任開始期）第２項および第３項の規定にかかわらず、当会社の責任が開始される日を契約日とし、契約年

齢、保険期間および保険料払込期間は、その日を基準として計算します。 

２．この特則を適用する場合には、第13条（第２回以後の保険料の払込）第１項の規定にかかわらず、第２回保

険料の払込期月は、月単位の契約応当日の属する月の初日から翌月末日までとし、第２回保険料について、第

13条第６項中、「その契約応当日の属する月の末日」とあるのは「その契約応当日の属する月の翌月の末日」

と読み替えます。 

25．電磁的方法による保険契約の申込手続き等に関する特則 

第43条（電磁的方法による保険契約の申込手続き等に関する特則） 

１．保険契約者または被保険者は、当会社の承諾を得て、書面に代えて電磁的方法（電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信技術を利用する方法）により、保険契約の申込および告知をすることができるものと

します。 

２．第１項のほか、当会社は、別表１による請求書類について、書面に代えて電磁的方法により提出することを

認めることがあります。 

３．保険契約に付加されている特約について請求書類を提出する場合、第１項および第２項の規定を準用します。 
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別表１ 請求書類 

 

(1) 給付金の請求書類 

 項   目 必   要   書   類 

１ 疾病入院給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 当会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書 

(4) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(5) 疾病入院給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(6) 最終の保険料払込を証する書類 

(7) 保険証券 

２ 災害入院給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 当会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書 

(4) 不慮の事故であることを証する書類 

(5) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(6) 災害入院給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(7) 最終の保険料払込を証する書類 

(8) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

(2) その他の請求書類 

 項   目 必   要   書   類 

１ 給付金の代理請求 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 特別な事情を証する書類 

(3) 被保険者および代理人の戸籍抄本 

(4) 代理人の住民票および印鑑証明書 

(5) 被保険者または代理人の健康保険被保険者証の写し 

(6) 代理請求を行う者が被保険者の財産管理を行っている者であるときは、契

約書および財産管理状況の報告書の写しなどその事実を証する書類 

(7) 保険証券 

２ 指定代理請求人の変更 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 保険契約者の印鑑証明書 

(3) 保険証券 

３ 解約および解約返戻金 

(1) 当会社所定の解約および解約返戻金請求書 

(2) 保険契約者の印鑑証明書 

(3) 最終の保険料払込を証する書類 

(4) 保険証券 

４ 
給付金の受取人による

保険契約の存続 

(1) 当会社所定の保険契約存続通知書 

(2) 保険契約者の印鑑証明書 

(3) 保険契約の存続を申し出る給付金の受取人が保険契約者または被保険者の

親族であることを証する書類（ただし、保険契約の存続を申し出る者が被保

険者本人である場合は不要） 

(4) 保険契約の存続を申し出る給付金の受取人の印鑑証明書（ただし、保険契

約の存続を申し出る者が被保険者本人である場合は被保険者の印鑑証明書）

(5) 債権者等に所定の金額を支払ったことを証する書類 
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 項   目 必   要   書   類 

５ 被保険者の死亡 

(1) 当会社所定の死亡通知書および請求書 

(2) 医師の死亡診断書または死体検案書（ただし、当会社が必要と認めた場合

は当会社所定の様式による医師の死亡証明書） 

(3) 被保険者の死亡事実が記載された住民票（ただし、当会社が必要と認めた

場合は戸籍抄本） 

(4) 死亡時支払金受取人の戸籍抄本と印鑑証明書（ただし、死亡時支払金受取

人が指定されていない場合または被保険者が死亡したことにより支払うべき

金額がない場合は不要） 

(5) 最終の保険料払込を証する書類 

(6) 保険証券 

６ 入院給付金日額の減額 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 保険契約者の印鑑証明書 

(3) 最終の保険料払込を証する書類 

(4) 保険証券 

７ 保険契約者の変更 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 変更前の保険契約者の印鑑証明書 

(3) 保険証券 

８ 

当会社への通知による

死亡時支払金受取人の

変更 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 保険契約者の印鑑証明書 

(3) 保険証券 

９ 
遺言による死亡時支払

金受取人の変更 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 保険契約者の死亡事実が記載された住民票（ただし、当会社が必要と認め

た場合は戸籍抄本） 

(3) 遺言書の写しおよびその有効性を証する書類 

(4) 保険契約者の相続人であることを証する書類と印鑑証明書（ただし、遺言

執行者からの通知のときは遺言執行者であることを証する書類と印鑑証明

書） 

(5) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

 

別表２ 異常分娩 

 

「異常分娩」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容のもので、かつ、分娩によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿および高血圧性障害 

主として妊娠に関連するその他の母体障害 

胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題 

分娩の合併症 

分娩（単胎自然分娩（Ｏ80）は除く） 

主として産じょく＜褥＞に関連する合併症 

その他の産科的病態、他に分類されないもの 

Ｏ10～Ｏ16 

Ｏ20～Ｏ29 

Ｏ30～Ｏ48 

Ｏ60～Ｏ75 

Ｏ81～Ｏ84 

Ｏ85～Ｏ92 

Ｏ94～Ｏ99 
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別表３ 病院または診療所 

 

「病院または診療所」とは、つぎの各号のいずれかに該当したものとします。 

(1) 医療法に定める日本国内にある病院または患者を収容する施設を有する診療所（四肢における骨折、脱臼、

捻挫または打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術所に収容された場合には、その施術所を

含みます。） 

(2) 第１号の場合と同等の日本国外にある医療施設 

 

別表４ 入院 

 

「入院」とは、医師（柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。以下同じ。）による治療（柔道整復師によ

る施術を含みます。以下同じ。）が必要であり、かつ、自宅等での治療が困難なため、別表３に定める病院または

診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをいいます。 

 

別表５ 薬物依存 

 

「薬物依存」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、精神刺激薬、幻覚薬等を含み

ます。 

分 類 項 目 細分類項目 基本分類コード

アヘン類使用による精神および行動の障害 

大麻類使用による精神および行動の障害 

鎮静薬または催眠薬使用による精神および行動の障害 

コカイン使用による精神および行動の障害 

カフェインを含むその他の精神刺激薬使用による精神および行動の障害

幻覚薬使用による精神および行動の障害 

揮発性溶剤使用による精神および行動の障害 

多剤使用およびその他の精神作用物質使用による精神および行動の障害

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

Ｆ11.2 

Ｆ12.2 

Ｆ13.2 

Ｆ14.2 

Ｆ15.2 

Ｆ16.2 

Ｆ18.2 

Ｆ19.2 

 

別表６ 不慮の事故 

 

「不慮の事故」とは、表Ａの定義による急激かつ偶発的な外来の事故とします。ただし、表Ａの定義をすべて

満たす場合であっても、表Ｂに掲げるものは不慮の事故に該当しません。 

 

表Ａ 急激・偶発・外来の定義 

急激 
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。（慢性、反復性ま

たは持続性が認められるものは該当しません。） 

偶発 
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者の故意にもとづかず、かつ、被保険者にとって

予見できないことをいいます。 

外来 
事故および事故の原因が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。（疾病や疾病に起因

する外因等身体の内部に原因があるものは該当しません。） 

 

表Ｂ 不慮の事故に該当しないもの 

１．軽微な外因 
疾病または体質的な要因を有する者が軽微な外因により発症しまたはその症

状が増悪した場合における、その軽微な外因 

２．疾病の診断、治療を目的

としたもの 

疾病の診断または治療を目的とした医療行為、処置および医薬品等の使用によ

る有害作用（いずれも患者の行った場合を含みます。） 

３．疾病による障害の状態に

ある者の窒息等 

疾病による呼吸障害、嚥下障害または精神神経障害の状態にある者の、食物そ

の他の物体の吸入または嚥下による気道閉塞または窒息 

 

88



４．気象条件による過度の高

温、気圧の変化等および

環境的要因によるもの 

つぎに掲げるもの 

(1) 気象条件による過度の高温（熱中症（日射病、熱射病）等の原因となった

もの） 

(2) 高圧、低圧および気圧の変化（高山病、航空病、潜水病等の原因となった

もの） 

(3) 食料、水分の不足（飢餓、脱水症等の原因となったもの） 

(4) 身体の動揺（乗り物酔い等の原因となったもの）、騒音、振動 

５．過度の肉体行使、運動 過度の肉体行使、レクリエーションその他の活動における過度の運動 

６．化学物質、薬物の作用、

飲食物の摂取等 

つぎに掲げるもの 

(1) 接触皮膚炎の原因となった洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学

物質の作用 

(2) アレルギー、皮膚炎等の原因となった外用薬の作用または薬物接触 

(3) 細菌性の食中毒またはアレルギー性、中毒性の胃腸炎もしくは大腸炎等の

原因となった飲食物等の摂取 

７．処刑 司法当局の命令により執行されたすべての処刑 

 

備考 急激かつ偶発的な外来の事故の例 

該当例 非該当例 

つぎのようなものは、表Ａの定義をすべて満たす場

合に、急激かつ偶発的な外来の事故に該当します。

・交通事故 

・転落、転倒 

・火災 

・溺水 

・窒息 

つぎのようなものは、表Ａの定義のいずれかを満たさな

いため、急激かつ偶発的な外来の事故に該当しません。

・公害 

・職業病の原因となったもの 

・自殺および自傷行為 

・感染症 

・疾病の症状に起因する入浴中の溺水 

 

別表７ 感染症 

 

「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷

害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに規

定される内容によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

コレラ 

腸チフス 

パラチフスＡ 

細菌性赤痢 

腸管出血性大腸菌感染症 

ペスト 

ジフテリア 

急性灰白髄炎＜ポリオ＞ 

ラッサ熱 

クリミヤ・コンゴ出血熱 

マールブルグウイルス病 

エボラウイルス病 

痘瘡 

重症急性呼吸器症候群［SARS］ 

（病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。） 

Ａ00 

Ａ01.0 

Ａ01.1 

Ａ03 

Ａ04.3 

Ａ20 

Ａ36 

Ａ80 

Ａ96.2 

Ａ98.0 

Ａ98.3 

Ａ98.4 

Ｂ03 

Ｕ04 
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別表８ 三大疾病 

 

「三大疾病」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものをいいます。 

三大疾病の種類 分   類   項   目 基本分類コード 

悪性新生物 

○口唇、口腔および咽頭の悪性新生物 

○消化器の悪性新生物 

○呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物 

○骨および関節軟骨の悪性新生物 

○皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物 

○中皮および軟部組織の悪性新生物 

○乳房の悪性新生物 

○女性生殖器の悪性新生物 

○男性生殖器の悪性新生物 

○腎尿路の悪性新生物 

○眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物 

○甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物 

○部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物 

○リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物 

○独立した（原発性）多部位の悪性新生物 

○上皮内新生物 

○性状不詳または不明の新生物（Ｄ37－Ｄ48）中の 

・真正赤血球増加症＜多血症＞ 

・骨髄異形成症候群 

・リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または

不明のその他の新生物（Ｄ47）中の 

・慢性骨髄増殖性疾患 

・本態性（出血性）血小板血症 

○血液および造血器のその他の疾患（Ｄ70－Ｄ77）中の 

・リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（Ｄ76）中の 

・ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの 

Ｃ00－Ｃ14 

Ｃ15－Ｃ26 

Ｃ30－Ｃ39 

Ｃ40－Ｃ41 

Ｃ43－Ｃ44 

Ｃ45－Ｃ49 

Ｃ50 

Ｃ51－Ｃ58 

Ｃ60－Ｃ63 

Ｃ64－Ｃ68 

Ｃ69－Ｃ72 

Ｃ73－Ｃ75 

Ｃ76－Ｃ80 

Ｃ81－Ｃ96 

Ｃ97 

Ｄ00－Ｄ09 

 

Ｄ45 

Ｄ46 

 

 

Ｄ47.1 

Ｄ47.3 

 

 

Ｄ76.0 

心疾患 

○慢性リウマチ性心疾患 

○虚血性心疾患 

○肺性心疾患および肺循環疾患 

○その他の型の心疾患 

Ｉ05－Ｉ09 

Ｉ20－Ｉ25 

Ｉ26－Ｉ28 

Ｉ30－Ｉ52 

脳血管疾患 ○脳血管疾患 Ｉ60－Ｉ69 

 

備  考 

 

１．治療を目的とした入院 

美容上の処置、正常分娩、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検査のため

の入院などは、「治療を目的とした入院」には該当しません。 

２．入院の日数が１日 

「入院の日数が１日」とは、別表４に定める入院の入院日と退院日が同一の日である場合で、入院基本料の

支払の有無などを参考にして判断します。 
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この特約の概要 

 

第１条 手術給付金の支払 

第２条 手術給付金の支払に関する補則 

第３条 手術給付金の請求、支払時期および支

払場所 

第４条 特約の締結および責任開始期 

第５条 特約の保険期間および保険料払込期間 

第６条 特約の保険料の払込 

第７条 猶予期間中の保険事故と保険料の取扱 

第８条 特約の失効 

第９条 告知義務 

第10条 告知義務違反による解除 

第11条 特約を解除できない場合 

第12条 重大事由による解除 

第13条 特約の解約 

第14条 特約の解約返戻金 

第15条 特約の消滅 

第16条 債権者等により特約が解約される場合

の取扱 

第17条 基準給付金額の減額 

第18条 特約の契約者配当金 

第19条 法令等の改正または医療技術の変化に

伴う手術給付金の支払事由に関する規

定の変更 

第20条 管轄裁判所 

第21条 主約款の規定の準用 

第22条 特別条件を付けた場合の特則 

 

別表１ 請求書類 

別表２ 病院または診療所 

別表３ 異常分娩 

別表４ 公的医療保険制度 

別表５ 医科診療報酬点数表 

別表６ 歯科診療報酬点数表  

別表７ 薬物依存 

別表８ 感染症 

手術保障特約 目次 
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手術保障特約 

 

（この特約の概要） 

 

この特約は、被保険者が所定の手術を受けた場合に、手術給付金を支払うことを主な内容とするものです。 

 

第１条（手術給付金の支払） 

この特約において支払う手術給付金はつぎのとおりです。 

手 

術 

給 

付 

金 

手術給付金を支払う場合

（以下「支払事由」とい

います。） 

被保険者がこの特約の保険期間中に、別表２に定める病院または診療所（患者

を収容する施設を有しない診療所を含みます。）において、つぎの(1)または(2)

のいずれかに該当する手術を受けたとき 

(1) この特約の責任開始期以後に発病した疾病（別表３に定める異常分娩を含

みます。以下同じ。）または発生した不慮の事故もしくはそれ以外の外因に

よる傷害の治療を直接の目的としたつぎの(ア)から(ウ)までのいずれかに該

当する手術 

(ア) 別表４に定める公的医療保険制度における別表５に定める医科診療報酬

点数表（以下「医科診療報酬点数表」といいます。）に、手術料の算定対

象として列挙されている診療行為（別表４に定める公的医療保険制度にお

ける別表６に定める歯科診療報酬点数表（以下「歯科診療報酬点数表」と

いいます。）に手術料の算定対象として列挙されている診療行為のうち医

科診療報酬点数表においても手術料の算定対象として列挙されている診

療行為を含みます。）。ただし、つぎに定めるものに該当するものを除きま

す。 

(a)  傷の処理（創傷処理、デブリードマン） 

(b)  切開術（皮膚、鼓膜） 

(c)  骨または関節の非観血的整復術、非観血的整復固定術および非観血的

授動術 

(d)  抜歯手術 

(e)  涙点プラグ挿入術 

(f)  鼻腔粘膜焼灼術、下甲介粘膜焼灼術および高周波電気凝固法による鼻

甲介切除術 

(g)  異物除去（外耳、鼻腔内） 

(イ) 医科診療報酬点数表に、放射線治療料の算定対象として列挙されている

診療行為（歯科診療報酬点数表に放射線治療料の算定対象として列挙され

ている診療行為のうち医科診療報酬点数表においても放射線治療料の算

定対象として列挙されている診療行為を含みます。） 

(ウ) 医科診療報酬点数表に、輸血料の算定対象として列挙されている診療行

為のうち造血幹細胞移植 

(2) 組織の機能に障害のある者に移植することを目的としてこの特約の責任開

始期の属する日からその日を含めて１年を経過した日以後に行われた骨髄

幹細胞または末梢血幹細胞の採取手術（骨髄幹細胞または末梢血幹細胞の提

供者と受容者が同一人となる場合を除きます。） 
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手 

術 

給 

付 

金 

支払額 

手術１回につき、つぎに定める金額 

 

(1) 主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の疾病入院給付金もしくは

災害入院給付金が支払われる入院中に上記の支払事由(1)に定めるいずれか

の手術を受けたときまたは上記の支払事由(2)に定める手術を直接の目的と

する入院中に上記の支払事由(2)に定める手術を受けたとき 

 

（基準給付金額）×２ 

 

(2) 主契約の疾病入院給付金もしくは災害入院給付金が支払われる入院中以外

に上記の支払事由(1)に定めるいずれかの手術を受けたときまたは上記の支

払事由(2)に定める手術を直接の目的とする入院中以外に上記の支払事由(2)

に定める手術を受けたとき 

 

基準給付金額 

受取人 被保険者 

支払事由に該当しても手

術給付金を支払わない場

合 

つぎのいずれかにより上記の支払事由(1)に該当したとき 

(1) 保険契約者または被保険者の故意または重大な過失 

(2) 被保険者の犯罪行為 

(3) 被保険者の精神障害を原因とする事故 

(4) 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故 

(5) 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事

故 

(6) 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしてい

る間に生じた事故 

(7) 被保険者の薬物依存（別表７） 

(8) 地震、噴火または津波 

(9) 戦争その他の変乱 

 

第２条（手術給付金の支払に関する補則） 

１．保険契約者が法人で、かつ、主契約の給付金の受取人が保険契約者である場合には、第１条（手術給付金の

支払）の規定にかかわらず、手術給付金の受取人は保険契約者とします。 

２．手術給付金の受取人を被保険者（第１項の規定が適用される場合には、保険契約者）以外の者に変更するこ

とはできません。 

３．手術給付金の支払額は、手術を受けた日（手術が２日以上にわたった場合には、その開始日。以下同じ。）現

在の基準給付金額に応じて計算します。 

４．つぎの各号に該当する手術については、主契約の疾病入院給付金または災害入院給付金の支払われる入院中

の手術とみなして、第１条の規定を適用します。 

(1) 主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）に定める主契約の疾病入院給付金を支払う日数の限

度に達したことにより、主契約の疾病入院給付金が支払われない入院中に受けた手術 

(2) 主約款に定める主契約の災害入院給付金を支払う日数の限度に達したことにより、主契約の災害入院給付

金が支払われない入院中に受けた手術 

５．当会社は、被保険者が第１条の手術給付金の支払事由に該当する手術を２以上受けた場合で、それらの手術

を受けた日が同一のときは、第１条の規定にかかわらず、それらの手術のうち手術給付金の金額の高いいずれ

か１つの手術についてのみ手術給付金を支払います。 

６．当会社は、被保険者が第１条の手術給付金の支払事由(1)(ア)に該当する同一の手術を複数回受けた場合で、

かつ、当該手術が医科診療報酬点数表または歯科診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受けた場

合でも手術料が１回のみ算定されるものとして定められている診療行為に該当するときは、第１条の規定にか

かわらず、それらの手術（以下本項において「一連の手術」といいます。）については、つぎの各号のとおり取

り扱います。 

(1) 一連の手術のうち最初の手術を受けた日からその日を含めて14日間を同一手術期間とします。 

(2) 同一手術期間経過後に一連の手術を受けた場合には、直前の同一手術期間経過後最初にその手術を受けた

日からその日を含めて14日間を新たな同一手術期間とします。それ以後、同一手術期間経過後に一連の手術
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を受けた場合についても同様とします。 

(3) 各同一手術期間中に受けた一連の手術については、各同一手術期間中に受けた一連の手術のうち手術給付

金の金額の高いいずれか１つの手術についてのみ手術給付金をそれぞれ支払います。 

７．当会社は、被保険者が第１条の手術給付金の支払事由(1)(イ)に該当する放射線治療を受けた場合で、当該放

射線治療が、放射線を常時照射する治療であり、かつ、その治療を２日以上にわたって継続して受けたときは、

その治療の開始から終了までを１回の放射線治療として手術給付金を支払います。この場合、その１回の放射

線治療については、当該放射線治療の開始日に受けたものとみなします。 

８．当会社は、被保険者が第１条の手術給付金の支払事由(1)(イ)に該当する放射線治療を複数回受けた場合には、

第１条の規定にかかわらず、それらの放射線治療のうち、手術給付金が支払われることとなった直前の放射線

治療を受けた日からその日を含めて60日以内に受けた放射線治療については、手術給付金を支払いません。 

９．被保険者がこの特約の責任開始期前に発病した疾病または発生した不慮の事故もしくはそれ以外の外因によ

る傷害の治療を目的として手術を受けた場合でも、この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年

を経過した後に受けた手術は、この特約の責任開始期以後の原因によるものとみなして、第１条の規定を適用

します。 

10．被保険者がこの特約の責任開始期前にすでに発病していた疾病の治療を直接の目的としてこの特約の責任開

始期以後に手術を受けた場合でも、つぎの各号のいずれかに該当するときは、この特約の責任開始期以後に発

病した疾病の治療を直接の目的として手術を受けたものとみなして、第１条の規定を適用します。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際に、告知等により知っていたその疾病に関する事実（第11条（特約を解除

できない場合）に規定する保険媒介者のみが知っていた事実は含みません。）を用いて承諾したとき。ただし、

保険契約者または被保険者がその疾病に関する事実の一部のみを告げたことにより、当会社が重大な過失な

くその疾病に関する事実を正確に知ることができなかった場合を除きます。 

(2) その疾病（医学上重要な関係にある疾病を含みます。）について、この特約の責任開始期前に、被保険者が

医師の診療を受けたことがなく、かつ、被保険者が健康診断等において異常の指摘（要経過観察の指摘を含

みます。）を受けたことがないとき。ただし、被保険者が自覚可能な身体の異常が存在した場合または保険契

約者が認識可能な被保険者の身体の異常が存在した場合を除きます。 

11．被保険者が地震、噴火もしくは津波または戦争その他の変乱によって手術を受けた場合でも、その原因によ

って手術を受けた被保険者の数の増加が、この特約の計算の基礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会

社は、その程度に応じ、手術給付金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払います。 

 

第３条（手術給付金の請求、支払時期および支払場所） 

１．手術給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者または手術給付金の受取人は、すみやかに当会社に通知

してください。 

２．手術給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、手術給付金を請求してくださ

い。 

３．手術給付金の支払時期および支払場所、指定代理請求人等による請求ならびに被保険者が死亡した場合の給

付金請求の取扱については、主約款の規定を準用します。 

 

第４条（特約の締結および責任開始期） 

１．この特約は、主契約締結の際、保険契約者の申出によって主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始期は、主契約の責任開始期と同一とします。 

 

第５条（特約の保険期間および保険料払込期間） 

この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間および保険料払込期間と同一とします。 

 

第６条（特約の保険料の払込） 

１．この特約の保険料は、主契約の保険料とともに払い込むことを要します。 

２．第１項の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込に関する規定に定める契約応当日（月払契約

の場合は月単位の契約応当日、年払契約の場合は年単位の契約応当日）以後その契約応当日の属する月の末日

までにこの特約による手術給付金の支払事由が生じた場合には、当会社は、手術給付金から未払込保険料を差

し引きます。ただし、手術給付金が未払込保険料に不足する場合には、保険契約者は、主約款に定める保険料

払込の猶予期間の満了する時までに、その未払込保険料を払い込んでください。この未払込保険料が払い込ま
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れない場合には、当会社は、手術給付金を支払いません。 

３．主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める

保険料払込の猶予期間が満了した時から将来に向かって解約されたものとします。 

４．主約款の保険契約の消滅等における保険料の残額に相当する金額の支払および保険料の払戻に関する規定

は、この特約の保険料について準用します。 

 

第７条（猶予期間中の保険事故と保険料の取扱） 

１．主約款に定める保険料払込の猶予期間中に、この特約による手術給付金の支払事由が発生した場合には、当

会社は、手術給付金から未払込保険料を差し引きます。 

２．手術給付金が第１項の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、その猶予期間の満了する時までに、

未払込保険料を払い込むことを要します。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、手術給付

金を支払いません。 

 

第８条（特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第９条（告知義務） 

当会社が、この特約の締結の際、手術給付金の支払事由の発生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告

知を求めた事項について、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。ただし、

当会社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要します。 

 

第10条（告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第９条（告知義務）の規定により当会社が

告知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将

来に向かってこの特約を解除することができます。 

２．当会社は、手術給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、手

術給付金を支払いません。また、すでに手術給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．第２項の規定にかかわらず、手術給付金の支払事由が解除の原因となった事実によらなかったことを、保険

契約者、被保険者、手術給付金の受取人または指定代理請求人が証明したときは、手術給付金を支払います。 

４．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、手術給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第11条（特約を解除できない場合） 

１．当会社は、つぎのいずれかの場合には、第10条（告知義務違反による解除）の規定によるこの特約の解除を

することができません。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際、解除の原因となる事実を知っていた場合、または過失のため知らなかっ

た場合 

(2) 当会社が、解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過した場合 

(3) この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した場合。ただし、この特約の責任開始

期の属する日からその日を含めて２年以内に、手術給付金の支払事由が生じた場合を除きます。 

(4) 当会社のためにこの特約の締結の媒介を行うことができる者（当会社のためにこの特約の締結の代理を行

うことができる者を除き、以下「保険媒介者」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第９条（告知

義務）の告知のうち解除の原因となる事実の告知をすることを妨げた場合 

(5) 保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対し、第９条の告知のうち解除の原因となる事実の告知をし

ないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

２．第１項第４号および第５号の場合において、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、保険契

約者または被保険者が、第９条の規定により当会社が告知を求めた事項のうち解除の原因となる事実について、

事実を告げなかったと認められる場合または事実でないことを告げたと認められる場合には、第１項の規定は

適用しません。 
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第12条（重大事由による解除） 

１．当会社は、つぎの各号のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向かって解除すること

ができます。 

(1) 保険契約者、被保険者または手術給付金の受取人がこの特約の手術給付金を詐取する目的または他人に詐

取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

(2) この特約の手術給付金の請求に関し、その受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合 

(3) 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著しく過大であって、保険制度

の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合 

(4) 保険契約者、被保険者または手術給付金の受取人が、つぎのいずれかに該当する場合 

(ア) 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、

暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

(イ) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること 

(ウ) 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 

(エ) 保険契約者または手術給付金の受取人が法人である場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること 

(オ) その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(5) 当会社の保険契約者、被保険者または手術給付金の受取人に対する信頼を損ない、この特約の存続を困難

とする第１号から第４号までに掲げる事由と同等の重大な事由がある場合 

２．当会社は、手術給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、 第

１項各号に定める事由の発生時以後に生じた支払事由による手術給付金を支払いません。また、すでにその支

払事由により手術給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、手術給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第13条（特約の解約） 

保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約を解約することができます。 

 

第14条（特約の解約返戻金） 

この特約の解約返戻金はありません。 

 

第15条（特約の消滅） 

主契約が解約その他の事由によって消滅した場合には、この特約は消滅します。この場合には、解約返戻金

その他の返戻金の支払はありません。 

 

第16条（債権者等により特約が解約される場合の取扱） 

差押債権者、破産管財人その他の保険契約者以外の者でこの特約の解約をすることができる者によりこの特

約が解約される場合のつぎの各号の取扱については、主約款の規定を準用します。 

(1) 解約の効力の発生 

(2) 特約の存続 

 

第17条（基準給付金額の減額） 

１．保険契約者は、当会社の定める取扱にもとづき、基準給付金額を減額することができます。ただし、減額後

の基準給付金額は、当会社の定める金額以上であることを要します。 

２．第１項の規定によって、基準給付金額が減額された場合には、減額分は解約されたものとして取り扱います。 

 

第18条（特約の契約者配当金） 

この特約には契約者配当金はありません。 

 

第19条（法令等の改正または医療技術の変化に伴う手術給付金の支払事由に関する規定の変更） 

１．当会社は、手術給付金の支払事由に関する規定にかかわる法令等の改正または医療技術の変化があり、その
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改正または変化が手術給付金の支払事由に関する規定に影響を及ぼすと認めたときは、主務官庁の認可を得て、

手術給付金の支払事由に関する規定を法令等の改正または医療技術の変化に適した内容に変更することがあり

ます。 

２．第１項の規定により、手術給付金の支払事由に関する規定を変更するときは、当会社は、手術給付金の支払

事由に関する規定を変更する日の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。 

 

第20条（管轄裁判所） 

この特約における手術給付金の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用します。 

 

第21条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 

 

第22条（特別条件を付けた場合の特則） 

この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が当会社の定めた基準に適合しない場合には、

その危険の種類および程度に応じて、特定部位・指定疾病不担保法によって取り扱います。この場合、当会社

の定める身体部位または指定疾病のうちこの特約を主契約に付加する際に当会社が指定した部位に生じた疾病

の治療または当会社が指定した疾病の治療を目的とする手術については、当会社の定めた不担保期間中は第１

条（手術給付金の支払）の規定を適用せず、手術給付金を支払いません。ただし、感染症（別表８）の治療を

目的とする手術については、第１条の規定を適用します。 

 

別表１ 請求書類 

 

項   目 必   要   書   類 

手術給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 当会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の手術証明書（放

射線治療証明書および骨髄幹細胞または末梢血幹細胞の採取証明書を含み

ます。） 

(4) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(5) 手術給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(6) 最終の保険料払込を証する書類 

(7) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

別表２ 病院または診療所 

 

「病院または診療所」とは、つぎの各号のいずれかに該当したものとします。 

(1) 医療法に定める日本国内にある病院または診療所（四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を

受けるため、柔道整復師法に定める施術所に収容された場合には、その施術所を含みます。） 

(2) 第１号の場合と同等の日本国外にある医療施設 
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別表３ 異常分娩 

 

「異常分娩」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容のもので、かつ、分娩によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿および高血圧性障害 

主として妊娠に関連するその他の母体障害 

胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題 

分娩の合併症 

分娩（単胎自然分娩（Ｏ80）は除く） 

主として産じょく＜褥＞に関連する合併症 

その他の産科的病態、他に分類されないもの 

Ｏ10～Ｏ16 

Ｏ20～Ｏ29 

Ｏ30～Ｏ48 

Ｏ60～Ｏ75 

Ｏ81～Ｏ84 

Ｏ85～Ｏ92 

Ｏ94～Ｏ99 

 

別表４ 公的医療保険制度 

 

「公的医療保険制度」とは、つぎのいずれかの法律にもとづく医療保険制度をいいます。 

１．健康保険法 

２．国民健康保険法 

３．国家公務員共済組合法 

４．地方公務員等共済組合法 

５．私立学校教職員共済法 

６．船員保険法 

７．高齢者の医療の確保に関する法律 

 

別表５ 医科診療報酬点数表 

 

「医科診療報酬点数表」とは、手術を受けた時点において、厚生労働省告示にもとづき定められている医科診

療報酬点数表をいいます。 

 

別表６ 歯科診療報酬点数表 

 

「歯科診療報酬点数表」とは、手術を受けた時点において、厚生労働省告示にもとづき定められている歯科診

療報酬点数表をいいます。 
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別表７ 薬物依存 

 

「薬物依存」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、精神刺激薬、幻覚薬等を含み

ます。 

分 類 項 目 細分類項目 基本分類コード

アヘン類使用による精神および行動の障害 

大麻類使用による精神および行動の障害 

鎮静薬または催眠薬使用による精神および行動の障害 

コカイン使用による精神および行動の障害 

カフェインを含むその他の精神刺激薬使用による精神および行動の障害

幻覚薬使用による精神および行動の障害 

揮発性溶剤使用による精神および行動の障害 

多剤使用およびその他の精神作用物質使用による精神および行動の障害

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

Ｆ11.2 

Ｆ12.2 

Ｆ13.2 

Ｆ14.2 

Ｆ15.2 

Ｆ16.2 

Ｆ18.2 

Ｆ19.2 

 

別表８ 感染症 

 

「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷

害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに規

定される内容によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

コレラ 

腸チフス 

パラチフスＡ 

細菌性赤痢 

腸管出血性大腸菌感染症 

ペスト 

ジフテリア 

急性灰白髄炎＜ポリオ＞ 

ラッサ熱 

クリミヤ・コンゴ出血熱 

マールブルグウイルス病 

エボラウイルス病 

痘瘡 

重症急性呼吸器症候群［SARS］ 

（病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。） 

Ａ00 

Ａ01.0 

Ａ01.1 

Ａ03 

Ａ04.3 

Ａ20 

Ａ36 

Ａ80 

Ａ96.2 

Ａ98.0 

Ａ98.3 

Ａ98.4 

Ｂ03 

Ｕ04 

 

備  考 

 

１．医科診療報酬点数表に手術料の算定対象として列挙されている診療行為 

医科診療報酬点数表において手術料が１日につき算定されるものとして定められている診療行為については、

初日に受けた診療行為が手術に該当します。 

２．放射線を常時照射する治療 

放射性物質の体内への埋込、投与等により、放射線を絶えず照射し続ける治療をいいます。 

３．治療を直接の目的とした手術 

美容整形上の手術、疾病を直接の原因としない不妊手術、診断・検査のための手術などは、「治療を直接の目

的とした手術」には該当しません。 
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この特約の概要 

 

第１条 入院一時給付金の支払 

第２条 入院一時給付金の支払に関する補則 

第３条 入院一時給付金の請求、支払時期およ

び支払場所 

第４条 特約の締結および責任開始期 

第５条 特約の保険期間および保険料払込期間 

第６条 特約の保険料の払込 

第７条 猶予期間中の保険事故と保険料の取扱 

第８条 特約の失効 

第９条 告知義務 

第10条 告知義務違反による解除 

第11条 特約を解除できない場合 

第12条 重大事由による解除 

第13条 特約の解約 

第14条 特約の解約返戻金 

第15条 特約の消滅 

第16条 債権者等により特約が解約される場合

の取扱 

第17条 入院一時給付金額の減額 

第18条 特約の契約者配当金 

第19条 管轄裁判所 

第20条 主約款の規定の準用 

第21条 特別条件を付けた場合の特則 

 

別表１ 請求書類 

別表２ 異常分娩 

別表３ 不慮の事故 

別表４ 薬物依存 

別表５ 感染症 

入院一時給付特約 目次 
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入院一時給付特約 

 

（この特約の概要） 

 

この特約は、被保険者が疾病または傷害の治療を目的とした入院をした場合に、入院一時給付金を支払うこ

とを主な内容とするものです。 

 

第１条（入院一時給付金の支払） 

この特約において支払う入院一時給付金はつぎのとおりです。 

 
入院一時給付金を支払う場合（以

下「支払事由」といいます。） 
支払額 

受
取
人 

支払事由に該当しても入院一時給付金を

支払わない場合 

入 

院 

一 

時 

給 

付 

金 

主たる保険契約（以下「主契約」

といいます。）の被保険者（以下「被

保険者」といいます。）が、この特

約の保険期間中につぎのいずれか

に該当したとき 

(1) この特約の責任開始期以後に

発病した疾病（別表２に定める

異常分娩を含みます。以下同

じ。）の治療を目的として主契約

の普通保険約款（以下「主約款」

といいます。）の規定により疾病

入院給付金が支払われる入院を

したとき 

(2) この特約の責任開始期以後に

発生した不慮の事故（別表３）

による傷害の治療を目的として

主約款の規定により災害入院給

付金が支払われる入院をしたと

き 

１回の入院につき、左

記の支払事由に該当

した日における入院

一時給付金額 

被 

保 

険 

者 
つぎのいずれかにより左記の支払事由に

該当したとき 

(1) 保険契約者または被保険者の故意ま

たは重大な過失 

(2) 被保険者の犯罪行為 

(3) 被保険者の精神障害を原因とする事

故 

(4) 被保険者の泥酔の状態を原因とする

事故 

(5) 被保険者が法令に定める運転資格を

持たないで運転している間に生じた事

故 

(6) 被保険者が法令に定める酒気帯び運

転またはこれに相当する運転をしてい

る間に生じた事故 

(7) 被保険者の薬物依存（別表４） 

(8) 地震、噴火または津波 

(9) 戦争その他の変乱 

 

第２条（入院一時給付金の支払に関する補則） 

１．保険契約者が法人で、かつ、主契約の給付金の受取人が保険契約者である場合には、第１条（入院一時給付

金の支払）の規定にかかわらず、入院一時給付金の受取人は保険契約者とします。 

２．入院一時給付金の受取人を被保険者（第１項の規定が適用される場合には、保険契約者）以外の者に変更す

ることはできません。 

３．入院一時給付金の支払回数の限度はつぎの各号のとおりとします。 

(1) １回の入院についての入院一時給付金の支払は１回限りとします。また、つぎのいずれかに該当する場合

についても、それらの入院を通じて入院一時給付金の支払は１回限りとします。 

(ア) 入院を２回以上した場合で、主約款の規定により１回の入院とみなされるとき 

(イ) 疾病の治療を目的とした入院を開始したときに、異なる疾病を併発していた場合、またはその入院中に

異なる疾病を併発した場合で、主約款の規定によりその入院開始の直接の原因となった疾病により継続し

て入院したものとみなされるとき 

(ウ) ２以上の不慮の事故（別表３）による傷害の治療を目的とする入院を開始した場合、または不慮の事故

による傷害の治療を目的とした入院中に異なる不慮の事故による傷害の治療を開始した場合で、主約款の

規定により入院開始の直接の原因となった不慮の事故により継続して入院したものとみなされるとき 

(2) 入院一時給付金の支払は、支払回数を通算して50回とします。 

４．つぎの各号のいずれかに該当する入院は、疾病の治療を目的とした入院とみなして、第１条の規定を適用し

ます。 

(1) この特約の責任開始期以後に発生した不慮の事故（別表３）以外の外因による傷害の治療を目的とした入
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院 

(2) この特約の責任開始期以後に発生した不慮の事故による傷害の治療を目的として、その事故の日からその

日を含めて180日を経過した後に開始した入院 

５．被保険者がこの特約の責任開始期前に発病した疾病または発生した不慮の事故（別表３）もしくはそれ以外

の外因による傷害の治療を目的として入院した場合でも、この特約の責任開始期の属する日からその日を含め

て２年を経過した後に開始した入院は、この特約の責任開始期以後の原因によるものとみなして、第１条の規

定を適用します。 

６．被保険者がこの特約の責任開始期前にすでに発病していた疾病の治療を目的としてこの特約の責任開始期以

後に入院した場合でも、つぎの各号のいずれかに該当するときは、この特約の責任開始期以後に発病した疾病

の治療を目的として入院したものとみなして、第１条の規定を適用します。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際に、告知等により知っていたその疾病に関する事実（第11条（特約を解除

できない場合）に規定する保険媒介者のみが知っていた事実は含みません。）を用いて承諾したとき。ただし、

保険契約者または被保険者がその疾病に関する事実の一部のみを告げたことにより、当会社が重大な過失な

くその疾病に関する事実を正確に知ることができなかった場合を除きます。 

(2) その疾病（医学上重要な関係にある疾病を含みます。）について、この特約の責任開始期前に、被保険者が

医師の診療を受けたことがなく、かつ、被保険者が健康診断等において異常の指摘（要経過観察の指摘を含

みます。）を受けたことがないとき。ただし、被保険者が自覚可能な身体の異常が存在した場合または保険契

約者が認識可能な被保険者の身体の異常が存在した場合を除きます。 

７．被保険者が地震、噴火もしくは津波または戦争その他の変乱によって入院した場合でも、その原因によって

入院した被保険者の数の増加が、この特約の計算の基礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会社は、そ

の程度に応じ、入院一時給付金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払います。 

 

第３条（入院一時給付金の請求、支払時期および支払場所） 

１．入院一時給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者または入院一時給付金の受取人は、すみやかに当会

社に通知してください。 

２．入院一時給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、入院一時給付金を請求し

てください。 

３．入院一時給付金の支払時期および支払場所、指定代理請求人等による請求ならびに被保険者が死亡した場合

の給付金請求の取扱については、主約款の規定を準用します。 

 

第４条（特約の締結および責任開始期） 

１．この特約は、主契約締結の際、保険契約者の申出によって主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始期は、主契約の責任開始期と同一とします。 

 

第５条（特約の保険期間および保険料払込期間） 

この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間および保険料払込期間と同一とします。 

 

第６条（特約の保険料の払込） 

１．この特約の保険料は、主契約の保険料とともに払い込むことを要します。 

２．第１項の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込に関する規定に定める契約応当日（月払契約

の場合は月単位の契約応当日、年払契約の場合は年単位の契約応当日）以後その契約応当日の属する月の末日

までにこの特約による入院一時給付金の支払事由が生じた場合には、当会社は、入院一時給付金から未払込保

険料を差し引きます。ただし、入院一時給付金が未払込保険料に不足する場合には、保険契約者は、主約款に

定める保険料払込の猶予期間の満了する時までに、その未払込保険料を払い込んでください。この未払込保険

料が払い込まれない場合には、当会社は、入院一時給付金を支払いません。 

３．主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める

保険料払込の猶予期間が満了した時から将来に向かって解約されたものとします。  

４．主約款の保険契約の消滅等における保険料の残額に相当する金額の支払および保険料の払戻に関する規定は、

この特約の保険料について準用します。 
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第７条（猶予期間中の保険事故と保険料の取扱） 

１．主約款に定める保険料払込の猶予期間中に、この特約による入院一時給付金の支払事由が発生した場合には、

当会社は、入院一時給付金から未払込保険料を差し引きます。 

２．入院一時給付金が第１項の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、その猶予期間の満了する時まで

に、未払込保険料を払い込むことを要します。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、入院

一時給付金を支払いません。 

 

第８条（特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第９条（告知義務） 

当会社が、この特約の締結の際、入院一時給付金の支払事由の発生の可能性に関する重要な事項のうち書面

で告知を求めた事項について、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。ただ

し、当会社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要します。 

 

第10条（告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第９条（告知義務）の規定により当会社が

告知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将

来に向かってこの特約を解除することができます。 

２．当会社は、入院一時給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、

入院一時給付金を支払いません。また、すでに入院一時給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を

請求します。 

３．第２項の規定にかかわらず、入院一時給付金の支払事由が解除の原因となった事実によらなかったことを、

保険契約者、被保険者、入院一時給付金の受取人または指定代理請求人が証明したときは、入院一時給付金を

支払います。 

４．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、入院一時給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第11条（特約を解除できない場合） 

１．当会社は、つぎのいずれかの場合には、第10条（告知義務違反による解除）の規定によるこの特約の解除を

することができません。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際、解除の原因となる事実を知っていた場合、または過失のため知らなかっ

た場合 

(2) 当会社が、解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過した場合 

(3) この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した場合。ただし、この特約の責任開始

期の属する日からその日を含めて２年以内に、入院一時給付金の支払事由が生じた場合を除きます。 

(4) 当会社のためにこの特約の締結の媒介を行うことができる者（当会社のためにこの特約の締結の代理を行

うことができる者を除き、以下「保険媒介者」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第９条（告知

義務）の告知のうち解除の原因となる事実の告知をすることを妨げた場合 

(5) 保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対し、第９条の告知のうち解除の原因となる事実の告知をし

ないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

２．第１項第４号および第５号の場合において、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、保険契

約者または被保険者が、第９条の規定により当会社が告知を求めた事項のうち解除の原因となる事実について、

事実を告げなかったと認められる場合または事実でないことを告げたと認められる場合には、第１項の規定は

適用しません。 

 

第12条（重大事由による解除） 

１．当会社は、つぎの各号のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向かって解除すること

ができます。 

(1) 保険契約者、被保険者または入院一時給付金の受取人がこの特約の入院一時給付金を詐取する目的または
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他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

(2) この特約の入院一時給付金の請求に関し、その受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合 

(3) 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著しく過大であって、保険制度

の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合 

(4) 保険契約者、被保険者または入院一時給付金の受取人が、つぎのいずれかに該当する場合 

(ア) 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、

暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

(イ) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること 

(ウ) 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 

(エ) 保険契約者または入院一時給付金の受取人が法人である場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、

またはその法人の経営に実質的に関与していると認められること 

(オ) その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(5) 当会社の保険契約者、被保険者または入院一時給付金の受取人に対する信頼を損ない、この特約の存続を

困難とする第１号から第４号までに掲げる事由と同等の重大な事由がある場合 

２．当会社は、入院一時給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、

第１項各号に定める事由の発生時以後に生じた支払事由による入院一時給付金を支払いません。また、すでに

その支払事由により入院一時給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、入院一時給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第13条（特約の解約） 

保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約を解約することができます。 

 

第14条（特約の解約返戻金） 

この特約の解約返戻金はありません。 

 

第15条（特約の消滅） 

つぎの各号の場合には、この特約は消滅します。この場合、解約返戻金その他の返戻金の支払はありません。 

(1) 主契約が解約その他の事由によって消滅した場合 

(2) 第１条（入院一時給付金の支払）および第２条（入院一時給付金の支払に関する補則）の規定による入院

一時給付金の支払回数が通算して50回に達した場合 

 

第16条（債権者等により特約が解約される場合の取扱） 

差押債権者、破産管財人その他の保険契約者以外の者でこの特約の解約をすることができる者によりこの特

約が解約される場合のつぎの各号の取扱については、主約款の規定を準用します。 

(1) 解約の効力の発生 

(2) 特約の存続 

 

第17条（入院一時給付金額の減額） 

１．保険契約者は、当会社の定める取扱にもとづき、入院一時給付金額を減額することができます。ただし、減

額後の入院一時給付金額は、当会社の定める金額以上であることを要します。 

２．第１項の規定によって、入院一時給付金額が減額された場合には、減額分は解約されたものとして取り扱い

ます。 

 

第18条（特約の契約者配当金） 

この特約には契約者配当金はありません。 

 

第19条（管轄裁判所） 

この特約における入院一時給付金の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用します。 
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第20条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 

 

第21条（特別条件を付けた場合の特則） 

この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が当会社の定めた基準に適合しない場合には、

その危険の種類および程度に応じて、特定部位・指定疾病不担保法によって、つぎの各号のとおり取り扱いま

す。 

(1) 当会社の定める身体部位または指定疾病のうちこの特約を主契約に付加する際に当会社が指定した部位に

生じた疾病の治療または当会社が指定した疾病の治療を目的とした入院については、当会社の定めた不担保

期間中は、第１条（入院一時給付金の支払）の規定を適用せず、入院一時給付金を支払いません。ただし、

つぎの(ア)または(イ)の入院については、第１条の規定を適用します。 

(ア) 第２条（入院一時給付金の支払に関する補則）第４項に規定する入院 

(イ) 感染症（別表５）の治療を目的とした入院 

(2) 被保険者が当会社の定めた不担保期間の満了日を含んで継続して入院したときは、その入院については、

その満了日の翌日を入院の開始日とみなして第１条の規定を適用します。 

 

別表１ 請求書類 

 

項   目 必   要   書   類 

入院一時給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 当会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書 

(4) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(5) 入院一時給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(6) 最終の保険料払込を証する書類 

(7) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

別表２ 異常分娩 

 

「異常分娩」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容のもので、かつ、分娩によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿および高血圧性障害 

主として妊娠に関連するその他の母体障害 

胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題 

分娩の合併症 

分娩（単胎自然分娩（Ｏ80）は除く） 

主として産じょく＜褥＞に関連する合併症 

その他の産科的病態、他に分類されないもの 

Ｏ10～Ｏ16 

Ｏ20～Ｏ29 

Ｏ30～Ｏ48 

Ｏ60～Ｏ75 

Ｏ81～Ｏ84 

Ｏ85～Ｏ92 

Ｏ94～Ｏ99 
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別表３ 不慮の事故 

 

「不慮の事故」とは、表Ａの定義による急激かつ偶発的な外来の事故とします。ただし、表Ａの定義をすべて

満たす場合であっても、表Ｂに掲げるものは不慮の事故に該当しません。 

 

表Ａ 急激・偶発・外来の定義 

急激 
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。（慢性、反復性ま

たは持続性が認められるものは該当しません。） 

偶発 
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者の故意にもとづかず、かつ、被保険者にとって

予見できないことをいいます。 

外来 
事故および事故の原因が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。（疾病や疾病に起因

する外因等身体の内部に原因があるものは該当しません。） 

 

表Ｂ 不慮の事故に該当しないもの 

１．軽微な外因 
疾病または体質的な要因を有する者が軽微な外因により発症しまたはその症

状が増悪した場合における、その軽微な外因 

２．疾病の診断、治療を目的

としたもの 

疾病の診断または治療を目的とした医療行為、処置および医薬品等の使用によ

る有害作用（いずれも患者の行った場合を含みます。） 

３．疾病による障害の状態に

ある者の窒息等 

疾病による呼吸障害、嚥下障害または精神神経障害の状態にある者の、食物そ

の他の物体の吸入または嚥下による気道閉塞または窒息 

４．気象条件による過度の高

温、気圧の変化等および

環境的要因によるもの 

つぎに掲げるもの 

(1) 気象条件による過度の高温（熱中症（日射病、熱射病）等の原因となった

もの） 

(2) 高圧、低圧および気圧の変化（高山病、航空病、潜水病等の原因となった

もの） 

(3) 食料、水分の不足（飢餓、脱水症等の原因となったもの） 

(4) 身体の動揺（乗り物酔い等の原因となったもの）、騒音、振動 

５．過度の肉体行使、運動 過度の肉体行使、レクリエーションその他の活動における過度の運動 

６．化学物質、薬物の作用、

飲食物の摂取等 

つぎに掲げるもの 

(1) 接触皮膚炎の原因となった洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学

物質の作用 

(2) アレルギー、皮膚炎等の原因となった外用薬の作用または薬物接触 

(3) 細菌性の食中毒またはアレルギー性、中毒性の胃腸炎もしくは大腸炎等の

原因となった飲食物等の摂取 

７．処刑 司法当局の命令により執行されたすべての処刑 

 

備考 急激かつ偶発的な外来の事故の例 

該当例 非該当例 

つぎのようなものは、表Ａの定義をすべて満たす場

合に、急激かつ偶発的な外来の事故に該当します。

・交通事故 

・転落、転倒 

・火災 

・溺水 

・窒息 

つぎのようなものは、表Ａの定義のいずれかを満たさな

いため、急激かつ偶発的な外来の事故に該当しません。

・公害 

・職業病の原因となったもの 

・自殺および自傷行為 

・感染症 

・疾病の症状に起因する入浴中の溺水 
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別表４ 薬物依存 

 

「薬物依存」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、精神刺激薬、幻覚薬等を含み

ます。 

分 類 項 目 細分類項目 基本分類コード

アヘン類使用による精神および行動の障害 

大麻類使用による精神および行動の障害 

鎮静薬または催眠薬使用による精神および行動の障害 

コカイン使用による精神および行動の障害 

カフェインを含むその他の精神刺激薬使用による精神および行動の障害

幻覚薬使用による精神および行動の障害 

揮発性溶剤使用による精神および行動の障害 

多剤使用およびその他の精神作用物質使用による精神および行動の障害

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

Ｆ11.2 

Ｆ12.2 

Ｆ13.2 

Ｆ14.2 

Ｆ15.2 

Ｆ16.2 

Ｆ18.2 

Ｆ19.2 

 

別表５ 感染症 

 

「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷

害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに規

定される内容によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

コレラ 

腸チフス 

パラチフスＡ 

細菌性赤痢 

腸管出血性大腸菌感染症 

ペスト 

ジフテリア 

急性灰白髄炎＜ポリオ＞ 

ラッサ熱 

クリミヤ・コンゴ出血熱 

マールブルグウイルス病 

エボラウイルス病 

痘瘡 

重症急性呼吸器症候群［SARS］ 

（病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。） 

Ａ00 

Ａ01.0 

Ａ01.1 

Ａ03 

Ａ04.3 

Ａ20 

Ａ36 

Ａ80 

Ａ96.2 

Ａ98.0 

Ａ98.3 

Ａ98.4 

Ｂ03 

Ｕ04 

 

 

備  考 

 

治療を目的とした入院 

美容上の処置、正常分娩、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検査のための

入院などは、「治療を目的とした入院」には該当しません。 
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この特約の概要 

 

第１条 支払限度の型 

第２条 女性疾病入院給付金の支払 

第３条 女性疾病入院給付金の支払に関する補

則 

第４条 女性疾病入院給付金の請求、支払時期
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女性疾病入院特約 

 

（この特約の概要） 

 

この特約は、女性を被保険者とする主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）に付加し、その被保険者

が特定疾病によって入院した場合に、入院日数に応じて女性疾病入院給付金を支払うことを主な内容とするも

のです。 

 

第１条（支払限度の型） 

１．支払限度の型は、つぎのとおりとします。 

支払限度の型 
１回の入院についての女性疾病入

院給付金を支払う日数の限度 

女性疾病入院給付金を支払う日数

の通算限度 

60日型 60日 1,095日 

120日型 120日 1,095日 

２．保険契約者は、この特約の締結の際、第１項の支払限度の型について主契約と同一の型を選択することを要

します。 

３．第２項により選択された支払限度の型の変更は取り扱いません。 

 

第２条（女性疾病入院給付金の支払） 

この特約において支払う女性疾病入院給付金はつぎのとおりです。 

 
女性疾病入院給付金を支払う場合（以下「支払事由」といいま

す。） 
支払額 

受
取
人

女
性
疾
病
入
院
給
付
金 

被保険者がこの特約の保険期間中につぎのいずれにも該当する

入院をしたとき 

(1) この特約の責任開始期以後に発病した特定疾病（別表２）

の治療を目的とした入院であること 

(2) 別表３に定める病院または診療所における別表４に定める

入院（以下「入院」といいます。）であること 

(3) 入院の日数が１日以上であること 

入院１回につき、つぎの金額 

 

（女性疾病入院給付金日額） 

× 

この特約の保険期間中の左記の

特定疾病（別表２）の治療を目

的とした入院日数 

被 

保 

険 

者 

 

第３条（女性疾病入院給付金の支払に関する補則） 

１．保険契約者が法人で、かつ、主契約の給付金の受取人が保険契約者である場合には、第２条（女性疾病入院

給付金の支払）の規定にかかわらず、女性疾病入院給付金の受取人は保険契約者とします。 

２．女性疾病入院給付金の受取人を被保険者（第１項の規定が適用される場合には、保険契約者）以外の者に変

更することはできません。 

３．被保険者の入院中に女性疾病入院給付金日額の減額があった場合には、女性疾病入院給付金の支払額はそれ

ぞれの日における女性疾病入院給付金日額に応じて計算します。 

４．被保険者が第２条の女性疾病入院給付金の支払事由に該当する入院を２回以上した場合には、それらの入院

が同一の特定疾病（別表２）によるものであるか否かにかかわらず、１回の入院とみなし、各入院について日

数を合算して第２条の規定を適用します。ただし、女性疾病入院給付金の支払われることとなった最終の入院

の退院日の翌日からその日を含めて180日を経過して開始した入院については、新たな入院として第２条の規

定を適用します。 

５．当会社は、被保険者が第２条の女性疾病入院給付金の支払事由に該当する入院を開始したときに、異なる特

定疾病（別表２）を併発していた場合、またはその入院中に異なる特定疾病を併発した場合には、その入院開

始の直接の原因となった特定疾病により継続して入院したものとみなします。 

６．被保険者が、第２条の女性疾病入院給付金の支払事由に該当する入院を、同一の日に２回以上した場合でも、

当会社は、女性疾病入院給付金を重複しては支払いません。 

７．被保険者がこの特約の責任開始期前に発病した特定疾病（別表２）の治療を目的として入院した場合でも、

この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した後に開始した入院は、この特約の責任開
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始期以後の原因によるものとみなして、第２条の規定を適用します。 

８．被保険者がこの特約の責任開始期前にすでに発病していた特定疾病（別表２）の治療を目的としてこの特約

の責任開始期以後に入院した場合でも、つぎの各号のいずれかに該当するときは、この特約の責任開始期以後

に発病した疾病の治療を目的として入院したものとみなして、第２条の規定を適用します。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際に、告知等により知っていたその特定疾病に関する事実（第12条（特約を

解除できない場合）に規定する保険媒介者のみが知っていた事実は含みません。）を用いて承諾したとき。た

だし、保険契約者または被保険者がその特定疾病に関する事実の一部のみを告げたことにより、当会社が重

大な過失なくその特定疾病に関する事実を正確に知ることができなかった場合を除きます。 

(2) その特定疾病（医学上重要な関係にある疾病を含みます。）について、この特約の責任開始期前に、被保険

者が医師の診療を受けたことがなく、かつ、被保険者が健康診断等において異常の指摘（要経過観察の指摘

を含みます。）を受けたことがないとき。ただし、被保険者が自覚可能な身体の異常が存在した場合または保

険契約者が認識可能な被保険者の身体の異常が存在した場合を除きます。 

９．被保険者が特定疾病（別表２）以外の疾病または傷害の治療を目的とした入院中に、特定疾病を併発し、そ

の特定疾病の治療を開始した場合には、その日からその特定疾病の治療を目的として入院したものとして第２

条の規定を適用します。 

10．第２条および本条第１項から第９項までの規定にかかわらず、この特約による女性疾病入院給付金を支払う

日数の限度は、つぎのとおりとします。 

支払限度の型 
１回の入院についての女性疾病入

院給付金を支払う日数の限度 

女性疾病入院給付金を支払う日数

の通算限度 

60日型 60日 1,095日 

120日型 120日 1,095日 

 

第４条（女性疾病入院給付金の請求、支払時期および支払場所） 

１．女性疾病入院給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者または女性疾病入院給付金の受取人は、すみや

かに当会社に通知してください。 

２．女性疾病入院給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、女性疾病入院給付金

を請求してください。 

３．女性疾病入院給付金の支払時期および支払場所、指定代理請求人等による請求ならびに被保険者が死亡した

場合の給付金請求の取扱については、主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）の規定を準用しま

す。 

 

第５条（特約の締結および責任開始期） 

１．この特約は、主契約締結の際、保険契約者の申出によって主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始期は、主契約の責任開始期と同一とします。 

 

第６条（特約の保険期間および保険料払込期間） 

この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間および保険料払込期間と同一とします。 

 

第７条（特約の保険料の払込） 

１．この特約の保険料は、主契約の保険料とともに払い込むことを要します。 

２．第１項の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込に関する規定に定める契約応当日（月払契約

の場合は月単位の契約応当日、年払契約の場合は年単位の契約応当日）以後その契約応当日の属する月の末日

までにこの特約による女性疾病入院給付金の支払事由が生じた場合には、当会社は、女性疾病入院給付金から

未払込保険料を差し引きます。ただし、女性疾病入院給付金が未払込保険料に不足する場合には、保険契約者

は、主約款に定める保険料払込の猶予期間の満了する時までに、その未払込保険料を払い込んでください。こ

の未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、女性疾病入院給付金を支払いません。 

３．主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める

保険料払込の猶予期間が満了した時から将来に向かって解約されたものとします。 

４．主約款の保険契約の消滅等における保険料の残額に相当する金額の支払および保険料の払戻に関する規定は、

この特約の保険料について準用します。 
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第８条（猶予期間中の保険事故と保険料の取扱） 

１．主約款に定める保険料払込の猶予期間中に、この特約による女性疾病入院給付金の支払事由が発生した場合

には、当会社は、女性疾病入院給付金から未払込保険料を差し引きます。 

２．女性疾病入院給付金が第１項の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、その猶予期間の満了する時

までに、未払込保険料を払い込むことを要します。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、

女性疾病入院給付金を支払いません。 

 

第９条（特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第10条（告知義務） 

当会社が、この特約の締結の際、女性疾病入院給付金の支払事由の発生の可能性に関する重要な事項のうち

書面で告知を求めた事項について、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。

ただし、当会社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要し

ます。 

 

第11条（告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第10条（告知義務）の規定により当会社が

告知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将

来に向かってこの特約を解除することができます。 

２．当会社は、女性疾病入院給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合

には、女性疾病入院給付金を支払いません。また、すでに女性疾病入院給付金を支払っているときは、当会社

は、その返還を請求します。 

３．第２項の規定にかかわらず、女性疾病入院給付金の支払事由が解除の原因となった事実によらなかったこと

を、保険契約者、被保険者、女性疾病入院給付金の受取人または指定代理請求人が証明したときは、女性疾病

入院給付金を支払います。 

４．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、女性疾病入院給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第12条（特約を解除できない場合） 

１．当会社は、つぎのいずれかの場合には、第11条（告知義務違反による解除）の規定によるこの特約の解除を

することができません。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際、解除の原因となる事実を知っていた場合、または過失のため知らなかっ

た場合 

(2) 当会社が、解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過した場合 

(3) この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した場合。ただし、この特約の責任開始

期の属する日からその日を含めて２年以内に、女性疾病入院給付金の支払事由が生じた場合を除きます。 

(4) 当会社のためにこの特約の締結の媒介を行うことができる者（当会社のためにこの特約の締結の代理を行

うことができる者を除き、以下「保険媒介者」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第10条（告

知義務）の告知のうち解除の原因となる事実の告知をすることを妨げた場合 

(5) 保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対し、第10条の告知のうち解除の原因となる事実の告知をし

ないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

２．第１項第４号および第５号の場合において、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、保険契

約者または被保険者が、第10条の規定により当会社が告知を求めた事項のうち解除の原因となる事実について、

事実を告げなかったと認められる場合または事実でないことを告げたと認められる場合には、第１項の規定は

適用しません。 

 

第13条（重大事由による解除） 

１．当会社は、つぎの各号のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向かって解除すること

ができます。 
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(1) 保険契約者、被保険者または女性疾病入院給付金の受取人がこの特約の女性疾病入院給付金を詐取する目

的または他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

(2) この特約の女性疾病入院給付金の請求に関し、その受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合 

(3) 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著しく過大であって、保険制度

の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合 

(4) 保険契約者、被保険者または女性疾病入院給付金の受取人が、つぎのいずれかに該当する場合 

(ア) 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、

暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

(イ) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること 

(ウ) 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 

(エ) 保険契約者または女性疾病入院給付金の受取人が法人である場合、反社会的勢力がその法人の経営を支

配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認められること 

(オ) その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(5) 当会社の保険契約者、被保険者または女性疾病入院給付金の受取人に対する信頼を損ない、この特約の存

続を困難とする第１号から第４号までに掲げる事由と同等の重大な事由がある場合 

２．当会社は、女性疾病入院給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合

には、 第１項各号に定める事由の発生時以後に生じた支払事由による女性疾病入院給付金を支払いません。ま

た、すでにその支払事由により女性疾病入院給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、女性疾病入院給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第14条（特約の解約） 

保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約を解約することができます。 

 

第15条（特約の解約返戻金） 

この特約の解約返戻金はありません。 

 

第16条（特約の消滅） 

つぎの各号の場合には、この特約は消滅します。この場合、解約返戻金その他の返戻金の支払はありません。 

(1) 主契約が解約その他の事由によって消滅した場合 

(2) 第２条（女性疾病入院給付金の支払）および第３条（女性疾病入院給付金の支払に関する補則）の規定に

よる女性疾病入院給付金の支払われた日数が通算して1,095日に達した場合 

 

第17条（債権者等により特約が解約される場合の取扱） 

差押債権者、破産管財人その他の保険契約者以外の者でこの特約の解約をすることができる者によりこの特

約が解約される場合のつぎの各号の取扱については、主約款の規定を準用します。 

(1) 解約の効力の発生 

(2) 特約の存続 

 

第18条（女性疾病入院給付金日額の減額） 

１．保険契約者は、当会社の定める取扱にもとづき、女性疾病入院給付金日額を減額することができます。ただ

し、減額後の女性疾病入院給付金日額は、当会社の定める金額以上であることを要します。 

２．第１項の規定によって、女性疾病入院給付金日額が減額された場合には、減額分は解約されたものとして取

り扱います。 

 

第19条（特約の契約者配当金） 

この特約には契約者配当金はありません。 

 

第20条（管轄裁判所） 

この特約における女性疾病入院給付金の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用し
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ます。 

 

第21条（契約内容の登録） 

１．当会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、つぎの事項を一般社団法人生命保険協会（以下「協会」

といいます。）に登録します。 

(1) 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市・区・郡までとします。） 

(2) 入院給付金の種類 

(3) 女性疾病入院給付金の日額 

(4) 契約日 

(5) 当会社名 

２．第１項の登録の期間は、契約日から５年以内とします。 

３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保険会社等」といいます。）は、

第１項の規定により登録された被保険者について、入院給付金のある特約（入院給付金のある保険契約を含み

ます。以下本条において同じ。）の申込（復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の申込を

含みます。）を受けた場合、協会に対して第１項の規定により登録された内容について照会することができるも

のとします。この場合、協会からその結果の連絡を受けるものとします。 

４．各生命保険会社等は、第２項の登録の期間中に入院給付金のある特約の申込があった場合、第３項によって

連絡された内容を入院給付金のある特約の承諾（復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加

の承諾を含みます。以下本条において同じ。）の判断の参考とすることができるものとします。 

５．各生命保険会社等は、契約日（復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加が行われた場合

は、最後の復活、復旧、入院給付金の日額の増額または特約の中途付加の日。以下本項において同じ。）から５

年（契約日において被保険者が満15歳未満の場合は、５年と契約日から被保険者が満15歳に達する日までの期

間のいずれか長い期間）以内に入院給付金の請求を受けたときは、協会に対して第１項の規定により登録され

た内容について照会し、その結果を入院給付金の支払の判断の参考とすることができるものとします。 

６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾の判断または支払の判断の参考とする以外に用いないものとし

ます。 

７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しないものとします。 

８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、当会社または協会に照会することがで

きます。また、その内容が事実と相違していることを知ったときは、その訂正を請求することができます。 

９．第３項、第４項および第５項中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法にもとづく

共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えます。 

 

第22条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 

 

第23条（特別条件を付けた場合の特則） 

この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が当会社の定めた基準に適合しない場合には、

その危険の種類および程度に応じて、特定部位・指定疾病不担保法によって、つぎの各号のとおり取り扱いま

す。 

(1) 当会社の定める身体部位または指定疾病のうち、この特約を主契約に付加する際に当会社が指定した部位

に生じた特定疾病（別表２）の治療または当会社が指定した疾病の治療を目的とした入院については、当会

社の定めた不担保期間中は、第２条（女性疾病入院給付金の支払）の規定を適用せず、女性疾病入院給付金

を支払いません。 

(2) 被保険者が当会社の定めた不担保期間の満了日を含んで継続して入院したときは、その入院については、

その満了日の翌日を入院の開始日とみなして第２条の規定を適用します。 
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別表１ 請求書類 

 

項   目 必   要   書   類 

女性疾病入院給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 当会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書 

(4) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(5) 女性疾病入院給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(6) 最終の保険料払込を証する書類 

(7) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

別表２ 特定疾病 

 

「特定疾病」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものをいいます。 

特定疾病の種類 分   類   項   目 基本分類コード 

悪性新生物 

○口唇、口腔および咽頭の悪性新生物 

○消化器の悪性新生物 

○呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物 

○骨および関節軟骨の悪性新生物 

○皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物 

○中皮および軟部組織の悪性新生物 

○乳房の悪性新生物 

○女性生殖器の悪性新生物 

○腎尿路の悪性新生物 

○眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物 

○甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物 

○部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物 

○リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物 

○独立した（原発性）多部位の悪性新生物 

○上皮内新生物（Ｄ00－Ｄ09）中の 

 ・口腔、食道および胃の上皮内癌 

 ・その他および部位不明の消化器の上皮内癌 

 ・中耳および呼吸器系の上皮内癌 

 ・上皮内黒色腫 

 ・皮膚の上皮内癌 

 ・乳房の上皮内癌 

 ・子宮頚（部）の上皮内癌 

 ・その他および部位不明の生殖器の上皮内癌（Ｄ07）中の 

  ・子宮内膜 

  ・外陰部 

  ・腟 

  ・その他および部位不明の女性生殖器 

 ・その他および部位不明の上皮内癌 

○性状不詳または不明の新生物（Ｄ37－Ｄ48）中の 

 ・真正赤血球増加症＜多血症＞ 

 ・骨髄異形成症候群 

 ・リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または

不明のその他の新生物（Ｄ47）中の 

  ・慢性骨髄増殖性疾患 

  ・本態性（出血性）血小板血症 

○血液および造血器のその他の疾患（Ｄ70－Ｄ77）中の 

Ｃ00－Ｃ14 

Ｃ15－Ｃ26 

Ｃ30－Ｃ39 

Ｃ40－Ｃ41 

Ｃ43－Ｃ44 

Ｃ45－Ｃ49 

Ｃ50 

Ｃ51－Ｃ58 

Ｃ64－Ｃ68 

Ｃ69－Ｃ72 

Ｃ73－Ｃ75 

Ｃ76－Ｃ80 

Ｃ81－Ｃ96 

Ｃ97 

 

Ｄ00 

Ｄ01 

Ｄ02 

Ｄ03 

Ｄ04 

Ｄ05 

Ｄ06 

 

Ｄ07.0 

Ｄ07.1 

Ｄ07.2 

Ｄ07.3 

Ｄ09 

 

Ｄ45 

Ｄ46 

 

 

Ｄ47.1 

Ｄ47.3 
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特定疾病の種類 分   類   項   目 基本分類コード 

悪性新生物 
・リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（Ｄ76）中の 

・ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの 

 

Ｄ76.0 

良性新生物および性状不

詳または不明の新生物 

○良性新生物（Ｄ10－Ｄ36）中の 

 ・乳房の良性新生物 

 ・子宮平滑筋腫 

 ・子宮のその他の良性新生物 

 ・卵巣の良性新生物 

 ・その他および部位不明の女性生殖器の良性新生物 

 ・腎尿路の良性新生物 

 ・甲状腺の良性新生物 

○性状不詳または不明の新生物（Ｄ37－Ｄ48）中の 

 ・女性生殖器の性状不詳または不明の新生物 

 ・腎尿路の性状不詳または不明の新生物 

 ・その他および部位不明の性状不詳または不明の新生物

（Ｄ48）中の 

  ・乳房 

 

Ｄ24 

Ｄ25 

Ｄ26 

Ｄ27 

Ｄ28 

Ｄ30 

Ｄ34 

 

Ｄ39 

Ｄ41 

 

 

Ｄ48.6 

血液および造血器の疾患 

○栄養性貧血 

○溶血性貧血（Ｄ55－Ｄ59）中の 

 ・後天性溶血性貧血 

○無形成性貧血およびその他の貧血 

○凝固障害、紫斑病およびその他の出血性病態（Ｄ65－Ｄ69）

中の 

 ・紫斑病およびその他の出血性病態（Ｄ69）中の 

  ・アレルギー性紫斑病 

  ・血小板機能異常症 

  ・その他の血小板非減少性紫斑病 

  ・特発性血小板減少性紫斑病 

  ・その他の原発性血小板減少症 

  ・続発性血小板減少症 

  ・血小板減少症、詳細不明 

Ｄ50－Ｄ53 

 

Ｄ59 

Ｄ60－Ｄ64 

 

 

 

Ｄ69.0 

Ｄ69.1 

Ｄ69.2 

Ｄ69.3 

Ｄ69.4 

Ｄ69.5 

Ｄ69.6 

内分泌、栄養および代謝疾

患 

○甲状腺障害（Ｅ00－Ｅ07）中の 

 ・ヨード欠乏による甲状腺障害および類縁病態 

 ・無症候性ヨード欠乏性甲状腺機能低下症 

 ・その他の甲状腺機能低下症（Ｅ03）中の 

  ・びまん性甲状腺腫を伴う先天性甲状腺機能低下症 

  ・薬剤およびその他の外因性物質による甲状腺機能低下

症 

  ・感染後甲状腺機能低下症 

  ・甲状腺萎縮（後天性） 

  ・粘液水腫性昏睡 

  ・その他の明示された甲状腺機能低下症 

  ・甲状腺機能低下症、詳細不明 

 ・その他の非中毒性甲状腺腫 

 ・甲状腺中毒症［甲状腺機能亢進症］ 

 ・甲状腺炎 

 ・その他の甲状腺障害 

○その他の内分泌腺障害（Ｅ20－Ｅ35）中の 

 ・クッシング症候群 

 ・卵巣機能障害 

○代謝障害（Ｅ70－Ｅ90）中の 

 ・治療後内分泌および代謝障害、他に分類されないもの

（Ｅ89）中の 

  ・治療後甲状腺機能低下症 

  ・治療後卵巣機能不全（症） 

 

Ｅ01 

Ｅ02 

 

Ｅ03.0 

 

Ｅ03.2 

Ｅ03.3 

Ｅ03.4 

Ｅ03.5 

Ｅ03.8 

Ｅ03.9 

Ｅ04 

Ｅ05 

Ｅ06 

Ｅ07 

 

Ｅ24 

Ｅ28 

 

 

 

Ｅ89.0 

Ｅ89.4 
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特定疾病の種類 分   類   項   目 基本分類コード 

循環器系の疾患 

○慢性リウマチ性心疾患 

○静脈、リンパ管およびリンパ節の疾患、他に分類されない

もの（Ｉ80－Ｉ89）中の 

 ・その他の部位の静脈瘤（Ｉ86）中の 

  ・外陰静脈瘤 

○循環器系のその他および詳細不明の障害（Ｉ95－Ｉ99）中

の 

 ・低血圧（症） 

 ・循環器系の処置後障害、他に分類されないもの（Ｉ97）

中の 

  ・乳房切断後リンパ浮腫症候群 

Ｉ05－Ｉ09 

 

 

 

Ｉ86.3 

 

 

Ｉ95 

 

 

Ｉ97.2 

消化器系の疾患 

○胆のう＜囊＞、胆管および膵の障害（Ｋ80－Ｋ87）中の 

 ・胆石症 

 ・胆のう＜囊＞炎 

 ・胆のう＜囊＞のその他の疾患 

 ・胆道のその他の疾患 

○消化器系のその他の疾患（Ｋ90－Ｋ93）中の 

 ・消化器系の処置後障害、他に分類されないもの（Ｋ91）

中の 

  ・胆のう＜囊＞摘出＜除＞後症候群 

 

Ｋ80 

Ｋ81 

Ｋ82 

Ｋ83 

 

 

 

Ｋ91.5 

筋骨格系および結合組織

の疾患 

○炎症性多発性関節障害（Ｍ05－Ｍ14）中の 

 ・血清反応陽性関節リウマチ 

 ・その他の関節リウマチ 

 ・若年性関節炎 

 ・他に分類される疾患における若年性関節炎 

 ・その他の明示された関節障害（Ｍ12）中の 

  ・リウマチ熱後慢性関節障害［ジャクー病］ 

○全身性結合組織障害（Ｍ30－Ｍ36）中の 

 ・その他のえ＜壊＞死性血管障害（Ｍ31）中の 

  ・大動脈弓症候群［高安病］ 

 ・全身性エリテマトーデス＜紅斑性狼瘡＞＜ＳＬＥ＞ 

 ・皮膚（多発性）筋炎 

 ・全身性硬化症 

 ・その他の全身性結合組織疾患（Ｍ35）中の 

  ・乾燥症候群［シェーグレン症候群］ 

  ・その他の重複症候群 

  ・リウマチ性多発筋痛症 

  ・その他の明示された全身性結合組織疾患 

  ・全身性結合組織疾患、詳細不明 

 

Ｍ05 

Ｍ06 

Ｍ08 

Ｍ09 

 

Ｍ12.0 

 

 

Ｍ31.4 

Ｍ32 

Ｍ33 

Ｍ34 

 

Ｍ35.0 

Ｍ35.1 

Ｍ35.3 

Ｍ35.8 

Ｍ35.9 

腎尿路生殖器系の疾患 

○糸球体疾患 

○腎尿細管間質性疾患 

○腎不全（Ｎ17－Ｎ19）中の 

 ・慢性腎不全 

○尿路結石症（Ｎ20－Ｎ23）中の 

 ・腎結石および尿管結石 

 ・下部尿路結石 

 ・他に分類される疾患における尿路結石 

○腎および尿管のその他の障害（Ｎ25－Ｎ29）中の 

 ・腎および尿管のその他の障害、他に分類されないもの 

 ・他に分類される疾患における腎および尿管のその他の障

害 

○尿路系のその他の疾患 

（馬尾症候群（Ｇ83.4）中の馬尾症候群による神経因性膀

胱（機能障害）およびその他の明示された脊髄疾患（Ｇ95.8） 

Ｎ00－Ｎ08 

Ｎ10－Ｎ16 

 

Ｎ18 

 

Ｎ20 

Ｎ21 

Ｎ22 

 

Ｎ28 

 

Ｎ29 

Ｎ30－Ｎ39 
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特定疾病の種類 分   類   項   目 基本分類コード 

腎尿路生殖器系の疾患 

中の脊髄（性）膀胱（機能障害）ＮＯＳを含む。） 

○乳房の障害 

○女性骨盤臓器の炎症性疾患 

○女性生殖器の非炎症性障害（Ｎ80－Ｎ98）中の 

 ・子宮内膜症 

 ・女性性器脱 

 ・女性性器を含む瘻 

 ・卵巣、卵管および子宮広間膜の非炎症性障害 

 ・女性性器のポリープ 

 ・子宮のその他の非炎症性障害、子宮頚（部）を除く 

 ・子宮頚（部）のびらんおよび外反（症） 

 ・子宮頚（部）の異形成 

 ・子宮頚（部）のその他の非炎症性障害 

 ・腟のその他の非炎症性障害 

 ・外陰および会陰のその他の非炎症性障害 

 ・無月経、過少月経および希発月経 

 ・過多月経、頻発月経および月経不順 

 ・子宮および腟のその他の異常出血 

 ・女性生殖器および月経周期に関連する疼痛およびその他

の病態 

 ・閉経期およびその他の閉経周辺期障害 

 ・習慣流産 

 ・女性不妊症 

○腎尿路生殖器系のその他の障害 

 

Ｎ60－Ｎ64 

Ｎ70－Ｎ77 

 

Ｎ80 

Ｎ81 

Ｎ82 

Ｎ83 

Ｎ84 

Ｎ85 

Ｎ86 

Ｎ87 

Ｎ88 

Ｎ89 

Ｎ90 

Ｎ91 

Ｎ92 

Ｎ93 

 

Ｎ94 

Ｎ95 

Ｎ96 

Ｎ97 

Ｎ99 

妊娠、分娩および産じょく

＜褥＞ 

○流産に終わった妊娠 

○妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく

＜蛋白＞尿および高血圧性障害 

○主として妊娠に関連するその他の母体障害 

○胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想され

る分娩の諸問題 

○分娩の合併症 

○分娩（Ｏ80－Ｏ84）中の 

 ・鉗子分娩および吸引分娩による単胎分娩 

 ・帝王切開による単胎分娩 

 ・その他の介助単胎分娩 

 ・多胎分娩 

○主として産じょく＜褥＞に関連する合併症 

○その他の産科的病態、他に分類されないもの 

○その他の細菌性疾患（Ａ30－Ａ49）中の 

 ・産科的破傷風 

Ｏ00－Ｏ08 

 

Ｏ10－Ｏ16 

Ｏ20－Ｏ29 

 

Ｏ30－Ｏ48 

Ｏ60－Ｏ75 

 

Ｏ81 

Ｏ82 

Ｏ83 

Ｏ84 

Ｏ85－Ｏ92 

Ｏ94－Ｏ99 

 

Ａ34 

 

別表３ 病院または診療所 

 

「病院または診療所」とは、つぎの各号のいずれかに該当したものとします。 

(1) 医療法に定める日本国内にある病院または患者を収容する施設を有する診療所 

(2) 第１号の場合と同等の日本国外にある医療施設 

 

別表４ 入院 

 

「入院」とは、医師による治療が必要であり、かつ、自宅等での治療が困難なため、別表３に定める病院また

は診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをいいます。 

 

  

117

女
性
疾
病
入
院
特
約



備  考 

 

１．治療を目的とした入院 

美容上の処置、正常分娩、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検査のため

の入院などは、「治療を目的とした入院」には該当しません。 

２．入院の日数が１日 

「入院の日数が１日」とは、別表４に定める入院の入院日と退院日が同一の日である場合で、入院基本料の

支払の有無などを参考にして判断します。 
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この特約の概要 

 

第１条 先進医療給付金の支払 

第２条 先進医療給付金の支払に関する補則 

第３条 先進医療給付金の請求、支払時期およ

び支払場所 

第４条 特約の締結および責任開始期 

第５条 特約の保険期間および保険料払込期間 

第６条 特約の保険料の払込 

第７条 猶予期間中の保険事故と保険料の取扱 

第８条 特約の失効 

第９条 告知義務 

第10条 告知義務違反による解除 

第11条 特約を解除できない場合 

第12条 重大事由による解除 

第13条 特約の解約 

第14条 特約の解約返戻金 

第15条 特約の消滅 

第16条 債権者等により特約が解約される場合

の取扱 

第17条 特約の更新 

第18条 特約の契約者配当金 

第19条 法令等の改正または医療技術の変化に

伴う先進医療給付金の支払事由に関す

る規定の変更 

第20条 管轄裁判所 

第21条 主約款の規定の準用 

第22条 無解約返戻金型治療保障保険に付加し

た場合の特則 

第23条 特別条件を付けた場合の特則 

 

別表１ 請求書類 

別表２ 異常分娩 

別表３ 公的医療保険制度 

別表４ 先進医療 

別表５ 療養 

別表６ 先進医療にかかる技術料 

別表７ 薬物依存 

別表８ 感染症 

 

先進医療特約 目次 
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先進医療特約 

 

（この特約の概要） 

 

この特約は、被保険者がこの特約の保険期間中に先進医療による療養を受けたときにその先進医療にかかる

技術料と同額の先進医療給付金を支払うことを主な内容とするものです。 

 

第１条（先進医療給付金の支払） 

この特約において支払う先進医療給付金はつぎのとおりです。 

 
先進医療給付金を支払う場合（以下

「支払事由」といいます。） 
支払額 

受
取
人 

支払事由に該当しても先進医療給付

金を支払わない場合 

先
進
医
療
給
付
金 

被保険者がこの特約の保険期間中に

つぎのいずれにも該当する療養を受

けたとき 

(1) この特約の責任開始期以後に発

病した疾病（別表２に定める異常

分娩を含みます。以下同じ。）また

は発生した不慮の事故もしくはそ

れ以外の外因による傷害を直接の

原因とする療養であること 

(2) 公的医療保険制度（別表３）に

おける別表４に定める先進医療に

よる別表５に定める療養（以下「先

進医療による療養」といいます。）

であること 

別表６に定める先進医療

にかかる技術料と同額 

被
保
険
者 

つぎのいずれかにより左記の支払事

由に該当したとき 

(1) 保険契約者または被保険者の故

意または重大な過失 

(2) 被保険者の犯罪行為 

(3) 被保険者の精神障害を原因とす

る事故 

(4) 被保険者の泥酔の状態を原因と

する事故 

(5) 被保険者が法令に定める運転資

格を持たないで運転している間に

生じた事故 

(6) 被保険者が法令に定める酒気帯

び運転またはこれに相当する運転

をしている間に生じた事故 

(7) 被保険者の薬物依存（別表７）

(8) 地震、噴火または津波 

(9) 戦争その他の変乱 

 

第２条（先進医療給付金の支払に関する補則） 

１．保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の給付金の受取人が保険契約者

である場合には、第１条（先進医療給付金の支払）の規定にかかわらず、先進医療給付金の受取人は保険契約

者とします。 

２．先進医療給付金の受取人を被保険者（第１項の規定が適用される場合には、保険契約者）以外の者に変更す

ることはできません。 

３．当会社は、被保険者が同一の先進医療による療養を複数回にわたって受けた場合には、その一連の先進医療

による療養を開始したときを療養を受けたときとみなして、第１条の支払事由に関する規定を適用します。こ

の場合、その一連の先進医療による療養を受けている間にこの特約の保険期間が満了したときは、その先進医

療による療養の開始から終了までをこの特約の有効中の先進医療による療養とみなします。 

４．被保険者がこの特約の責任開始期前に発病した疾病または発生した不慮の事故もしくはそれ以外の外因によ

る傷害を直接の原因として先進医療による療養を受けた場合でも、この特約の責任開始期の属する日からその

日を含めて２年を経過した後に開始した先進医療による療養は、この特約の責任開始期以後の原因によるもの

とみなして、第１条の規定を適用します。 

５．被保険者がこの特約の責任開始期前にすでに発病していた疾病を直接の原因としてこの特約の責任開始期以

後に先進医療による療養を受けた場合でも、つぎの各号のいずれかに該当するときは、この特約の責任開始期

以後に発病した疾病を直接の原因とする先進医療による療養とみなして、第１条の規定を適用します。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際に、告知等により知っていたその疾病に関する事実（第11条（特約を解除

できない場合）に規定する保険媒介者のみが知っていた事実は含みません。）を用いて承諾したとき。ただし、

保険契約者または被保険者がその疾病に関する事実の一部のみを告げたことにより、当会社が重大な過失な
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くその疾病に関する事実を正確に知ることができなかった場合を除きます。 

(2) その疾病（医学上重要な関係にある疾病を含みます。）について、この特約の責任開始期前に、被保険者が

医師の診療を受けたことがなく、かつ、被保険者が健康診断等において異常の指摘（要経過観察の指摘を含

みます。）を受けたことがないとき。ただし、被保険者が自覚可能な身体の異常が存在した場合または保険契

約者が認識可能な被保険者の身体の異常が存在した場合を除きます。 

６．被保険者が地震、噴火もしくは津波または戦争その他の変乱によって先進医療による療養を受けた場合でも、

その原因によって先進医療による療養を受けた被保険者の数の増加が、この特約の計算の基礎に及ぼす影響が

少ないと認めたときは、当会社は、その程度に応じ、先進医療給付金の全額を支払い、またはその金額を削減

して支払います。 

７．第１条および本条第１項から第６項までの規定にかかわらず、この特約の保険期間を通じて、この特約によ

る先進医療給付金の支払は、その支払額を通算して2,000万円を限度とします。 

 

第３条（先進医療給付金の請求、支払時期および支払場所） 

１．先進医療給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者または先進医療給付金の受取人は、すみやかに当会

社に通知してください。 

２．先進医療給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、先進医療給付金を請求し

てください。 

３．先進医療給付金の支払時期および支払場所、指定代理請求人等による請求ならびに被保険者が死亡した場合

の給付金請求の取扱については、主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）の規定を準用します。 

 

第４条（特約の締結および責任開始期） 

１．この特約は、主契約締結の際、保険契約者の申出によって主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始期は、主契約の責任開始期と同一とします。 

 

第５条（特約の保険期間および保険料払込期間） 

１．この特約の保険期間は、当会社の定める取扱の範囲内で定めます。 

２．この特約の保険料払込期間は、この特約の保険期間と同一とします。 

 

第６条（特約の保険料の払込） 

１．この特約の保険料は、主契約の保険料とともに払い込むことを要します。 

２．第１項の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込に関する規定に定める契約応当日（月払契約

の場合は月単位の契約応当日、年払契約の場合は年単位の契約応当日）以後その契約応当日の属する月の末日

までにこの特約による先進医療給付金の支払事由が生じた場合には、当会社は、先進医療給付金から未払込保

険料を差し引きます。ただし、先進医療給付金が未払込保険料に不足する場合には、保険契約者は、主約款に

定める保険料払込の猶予期間の満了する時までに、その未払込保険料を払い込んでください。この未払込保険

料が払い込まれない場合には、当会社は、先進医療給付金を支払いません。 

３．主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める

保険料払込の猶予期間が満了した時から将来に向かって解約されたものとします。 

４．主契約の保険料払込期間経過後におけるこの特約の保険料の払込方法（回数）は、主契約の保険料の払込方

法（回数）にかかわらず年払とします。この場合、主約款に定める保険料の払込および猶予期間の規定を準用

します。 

５．第４項に規定するこの特約の保険料の払込が行われなかった場合には、この特約は、猶予期間が満了した時

から将来に向かって解約されたものとします。 

６．第４項の規定にかかわらず、当会社の定める取扱にもとづき、この特約の保険料の払込方法（回数）を月払

とする場合があります。 

７．主約款の保険契約の消滅等における保険料の残額に相当する金額の支払および保険料の払戻に関する規定は、

この特約の保険料について準用します。 

 

第７条（猶予期間中の保険事故と保険料の取扱） 

１．主約款に定める保険料払込の猶予期間中に、この特約による先進医療給付金の支払事由が発生した場合には、

当会社は、先進医療給付金から未払込保険料を差し引きます。 
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２．先進医療給付金が第１項の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、その猶予期間の満了する時まで

に、未払込保険料を払い込むことを要します。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、先進

医療給付金を支払いません。 

 

第８条（特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第９条（告知義務） 

当会社が、この特約の締結の際、先進医療給付金の支払事由の発生の可能性に関する重要な事項のうち書面

で告知を求めた事項について、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。ただ

し、当会社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要します。 

 

第10条（告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第９条（告知義務）の規定により当会社が

告知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将

来に向かってこの特約を解除することができます。 

２．当会社は、先進医療給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、

先進医療給付金を支払いません。また、すでに先進医療給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を

請求します。 

３．第２項の規定にかかわらず、先進医療給付金の支払事由が解除の原因となった事実によらなかったことを、

保険契約者、被保険者、先進医療給付金の受取人または指定代理請求人が証明したときは、先進医療給付金を

支払います。 

４．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、当会社は、被保険者、先進医療給付金の受取人または指定代理請求人に通知しま

す。 

 

第11条（特約を解除できない場合） 

１．当会社は、つぎのいずれかの場合には、第10条（告知義務違反による解除）の規定によるこの特約の解除を

することができません。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際、解除の原因となる事実を知っていた場合、または過失のため知らなかっ

た場合 

(2) 当会社が、解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過した場合 

(3) この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した場合。ただし、この特約の責任開始

期の属する日からその日を含めて２年以内に、先進医療給付金の支払事由が生じたときを除きます。 

(4) 当会社のためにこの特約の締結の媒介を行うことができる者（当会社のためにこの特約の締結の代理を行

うことができる者を除き、以下「保険媒介者」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第９条（告知

義務）の告知のうち解除の原因となる事実の告知をすることを妨げた場合 

(5) 保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対し、第９条の告知のうち解除の原因となる事実の告知をし

ないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

２．第１項第４号および第５号の場合において、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、保険契

約者または被保険者が、第９条の規定により当会社が告知を求めた事項のうち解除の原因となる事実について、

事実を告げなかったと認められる場合または事実でないことを告げたと認められる場合には、第１項の規定は

適用しません。 

 

第12条（重大事由による解除） 

１．当会社は、つぎの各号のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向かって解除すること

ができます。 

(1) 保険契約者、被保険者または先進医療給付金の受取人がこの特約の先進医療給付金を詐取する目的または

他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

(2) この特約の先進医療給付金の請求に関し、その受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合 
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(3) 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著しく過大であって、保険制度

の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合 

(4) 保険契約者、被保険者または先進医療給付金の受取人が、つぎのいずれかに該当する場合 

(ア) 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、

暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

(イ) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること 

(ウ) 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 

(エ) 保険契約者または先進医療給付金の受取人が法人である場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、

またはその法人の経営に実質的に関与していると認められること 

(オ) その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(5) 当会社の保険契約者、被保険者または先進医療給付金の受取人に対する信頼を損ない、この特約の存続を

困難とする第１号から第４号までに掲げる事由と同等の重大な事由がある場合 

２．当会社は、先進医療給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、

第１項各号に定める事由の発生時以後に生じた支払事由による先進医療給付金を支払いません。また、すでに

その支払事由により先進医療給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、当会社は、被保険者、先進医療給付金の受取人または指定代理請求人に通知しま

す。 

 

第13条（特約の解約） 

保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約を解約することができます。 

 

第14条（特約の解約返戻金） 

この特約の解約返戻金はありません。 

 

第15条（特約の消滅） 

つぎの各号の場合には、この特約は消滅します。この場合、解約返戻金その他の返戻金の支払はありません。 

(1) 主契約が解約その他の事由によって消滅した場合 

(2) 第１条（先進医療給付金の支払）および第２条（先進医療給付金の支払に関する補則）の規定による先進

医療給付金の支払額が、この特約の保険期間を通じて、通算して2,000万円に達した場合 

 

第16条（債権者等により特約が解約される場合の取扱） 

差押債権者、破産管財人その他の保険契約者以外の者でこの特約の解約をすることができる者によりこの特

約が解約される場合のつぎの各号の取扱については、主約款の規定を準用します。 

(1) 解約の効力の発生 

(2) 特約の存続 

 

第17条（特約の更新） 

１．この特約の保険期間が満了する場合には、保険契約者がその満了日の２か月前までにこの特約を継続しない

旨を当会社に通知しない限り、更新の請求があったものとし、この特約は、保険期間の満了日の翌日に更新し

て継続します。この場合、この特約の保険期間の満了日の翌日を更新日とします。 

２．第１項の規定にかかわらず、更新日に当会社がこの特約の締結を取り扱っていない場合には、当会社は、第

１項の更新を取り扱いません。 

３．更新後のこの特約の保険期間および保険料払込期間は、更新前のこの特約の保険期間および保険料払込期間

と同一とします。ただし、更新後のこの特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が90歳をこえ

る場合には、更新後のこの特約の保険期間および保険料払込期間は終身とします。 

４．更新後のこの特約の第１回保険料は、更新日の属する月を払込期月とする主契約の保険料とともに払い込む

ことを要します。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に応じた主約款に定める保険料払込の猶予期

間の規定によるほか、第６条（特約の保険料の払込）第３項の規定を適用します。 

５．更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が払い込まれないまま、更新日
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以後猶予期間の満了日までにつぎの各号のいずれかの事由が生じたときは、第６条第２項および第７条（猶予

期間中の保険事故と保険料の取扱）の規定を準用します。 

(1) この特約の先進医療給付金の支払事由 

(2) 主契約に付加されている特約の保険金、給付金その他保険金に準じる保険給付の支払事由 

６．第４項および第５項の規定にかかわらず、主契約の保険料払込期間の満了後にこの特約を更新する場合には、

つぎの各号のとおりとします。 

(1) 主契約の保険料払込期間の満了後において払い込むべきこの特約の保険料の払込方法（回数）は、主契約

の保険料の払込方法（回数）にかかわらず年払とします。この場合、主約款に定める保険料の払込および猶

予期間の規定ならびに第５項の規定を準用します。 

(2) 第１号の規定にかかわらず、当会社の定める取扱にもとづき、更新後のこの特約の保険料の払込方法（回

数）を月払とする場合があります。 

(3) 更新日以後、猶予期間の満了日までに、更新後のこの特約の第１回保険料が払い込まれなかったときは、

この特約の更新はなかったものとし、この特約は更新前のこの特約の保険期間満了時にさかのぼって消滅す

るものとします。 

７．この特約の更新後の保険期間の計算は、更新日からその日を含めて計算するものとし、更新後のこの特約の

保険料は、更新日における被保険者の年齢および保険料率によって計算します。 

８．この特約が更新された場合には、つぎの各号によって取り扱います。 

(1) 更新日における特約を適用します。 

(2) 第１条（先進医療給付金の支払）、第２条（先進医療給付金の支払に関する補則）、第11条（特約を解除で

きない場合）および第15条（特約の消滅）に関しては、更新前のこの特約の保険期間と更新後のこの特約の

保険期間とは継続されたものとします。 

(3) 更新前のこの特約において告知義務違反による解除の事由があるときは、当会社は、更新後のこの特約を

解除することができます。 

(4) 当会社は、新たな保険証券を交付せず、更新された旨を保険契約者に通知します。 

９．第２項の規定によりこの特約が更新されないときは、当会社の定める取扱にもとづき、当会社所定の特約に

より、更新とみなして取り扱う場合があります。 

 

第18条（特約の契約者配当金） 

この特約には契約者配当金はありません。 

 

第19条（法令等の改正または医療技術の変化に伴う先進医療給付金の支払事由に関する規定の変更） 

１．当会社は、先進医療給付金の支払事由に関する規定にかかわる法令等の改正または医療技術の変化があり、

その改正または変化が先進医療給付金の支払事由に関する規定に影響を及ぼすと認めたときは、主務官庁の認

可を得て、先進医療給付金の支払事由に関する規定を法令等の改正または医療技術の変化に適した内容に変更

することがあります。 

２．第１項の規定により、先進医療給付金の支払事由に関する規定を変更するときは、当会社は、先進医療給付

金の支払事由に関する規定を変更する日の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。 

 

第20条（管轄裁判所） 

この特約における先進医療給付金の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用します。 

 

第21条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 

 

第22条（無解約返戻金型治療保障保険に付加した場合の特則） 

この特約を無解約返戻金型治療保障保険に付加した場合には、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) この特約の保険期間は、第５条（特約の保険期間および保険料払込期間）第１項の規定にかかわらず、主

契約の保険期間と同一とします。 

(2) この特約の保険期間が満了する場合で、かつ、主約款の規定により主契約が更新される場合には、保険契

約者がこの特約を継続しない旨を通知しない限り、この特約は、主契約と同時に更新されます。この場合に

はつぎのとおりとします。 
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(ア) 第17条（特約の更新）の規定は適用せず、主約款に定める保険契約の更新の規定を準用します。 

(イ) 第１条（先進医療給付金の支払）、第２条（先進医療給付金の支払に関する補則）、第11条（特約を解除

できない場合）および第15条（特約の消滅）に関しては、更新前のこの特約の保険期間と更新後のこの特

約の保険期間とは継続されたものとして取り扱います。 

(3) 第２号の規定にかかわらず第17条第２項の規定に該当するときは、この特約の更新を取り扱いません。こ

の場合、第17条第９項の規定を適用します。 

 

第23条（特別条件を付けた場合の特則） 

この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が当会社の定めた基準に適合しない場合には、

その危険の種類および程度に応じて、特定部位・指定疾病不担保法によって取り扱います。この場合、当会社

の定める身体部位または指定疾病のうちこの特約を主契約に付加する際に当会社が指定した部位に生じた疾病

または当会社が指定した疾病を直接の原因とする先進医療による療養については、当会社の定めた不担保期間

中は第１条（先進医療給付金の支払）の規定を適用せず、先進医療給付金を支払いません。ただし、感染症（別

表８）を直接の原因とする先進医療による療養については、第１条の規定を適用します。 
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別表１ 請求書類 

 

項   目 必   要   書   類 

先進医療給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 先進医療にかかる技術料の支払を証する書類 

(4) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要) 

(5) 先進医療給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(6) 最終の保険料払込を証する書類 

(7) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

別表２ 異常分娩 

 

「異常分娩」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容のもので、かつ、分娩によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿および高血圧性障害 

主として妊娠に関連するその他の母体障害 

胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題 

分娩の合併症 

分娩（単胎自然分娩（Ｏ80）は除く） 

主として産じょく＜褥＞に関連する合併症 

その他の産科的病態、他に分類されないもの 

Ｏ10～Ｏ16 

Ｏ20～Ｏ29 

Ｏ30～Ｏ48 

Ｏ60～Ｏ75 

Ｏ81～Ｏ84 

Ｏ85～Ｏ92 

Ｏ94～Ｏ99 

 

別表３ 公的医療保険制度 

 

「公的医療保険制度」とは、つぎのいずれかの法律にもとづく医療保険制度をいいます。 

１．健康保険法 

２．国民健康保険法 

３．国家公務員共済組合法 

４．地方公務員等共済組合法 

５．私立学校教職員共済法 

６．船員保険法 

７．高齢者の医療の確保に関する法律 

 

別表４ 先進医療 

 

「先進医療」とは、療養を受けた時点において、平成18年９月12日厚生労働省告示第495号「厚生労働大臣の

定める評価療養及び選定療養」第１条第１号の規定にもとづき、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごと

に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する病院または診療所において行われるものに限ります。）をいいます。 

 

別表５ 療養 

 

「療養」とは、つぎのいずれかに該当するものをいいます。 

１．診察 

２．薬剤または治療材料の支給 

３．処置、手術その他の治療 

 

  

126



別表６ 先進医療にかかる技術料 

 

「先進医療にかかる技術料」とは、被保険者が受けた先進医療技術に対する被保険者の支払額として、被保険

者がその先進医療（別表４）を受けた病院または診療所によって定められた額をいい、つぎの費用などは含みま

せん。 

１．公的医療保険制度（別表３）の保険給付の対象となる費用（自己負担部分を含みます。） 

２．先進医療（別表４）以外の評価療養のための費用 

３．選定療養のための費用 

４．食事療養のための費用 

５．生活療養のための費用 

 

別表７ 薬物依存 

 

「薬物依存」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、精神刺激薬、幻覚薬等を含み

ます。 

分 類 項 目 細分類項目 基本分類コード

アヘン類使用による精神および行動の障害 

大麻類使用による精神および行動の障害 

鎮静薬または催眠薬使用による精神および行動の障害 

コカイン使用による精神および行動の障害 

カフェインを含むその他の精神刺激薬使用による精神および行動の障害

幻覚薬使用による精神および行動の障害 

揮発性溶剤使用による精神および行動の障害 

多剤使用およびその他の精神作用物質使用による精神および行動の障害

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

Ｆ11.2 

Ｆ12.2 

Ｆ13.2 

Ｆ14.2 

Ｆ15.2 

Ｆ16.2 

Ｆ18.2 

Ｆ19.2 

 

別表８ 感染症 

 

「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷

害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに規

定される内容によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

コレラ 

腸チフス 

パラチフスＡ 

細菌性赤痢 

腸管出血性大腸菌感染症 

ペスト 

ジフテリア 

急性灰白髄炎＜ポリオ＞ 

ラッサ熱 

クリミヤ・コンゴ出血熱 

マールブルグウイルス病 

エボラウイルス病 

痘瘡 

重症急性呼吸器症候群［SARS］ 

（病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。） 

Ａ00 

Ａ01.0 

Ａ01.1 

Ａ03 

Ａ04.3 

Ａ20 

Ａ36 

Ａ80 

Ａ96.2 

Ａ98.0 

Ａ98.3 

Ａ98.4 

Ｂ03 

Ｕ04 
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この特約の概要 

 

第１条 特約の型 

第２条 支払限度の型 

第３条 給付金の支払 

第４条 給付金の支払に関する補則 

第５条 給付金の請求、支払時期および支払場

所 

第６条 特約の締結および責任開始期 

第７条 特約の保険期間および保険料払込期間 

第８条 特約の保険料の払込 

第９条 猶予期間中の保険事故と保険料の取扱 

第10条 特約の失効 

第11条 告知義務 

第12条 告知義務違反による解除 

第13条 特約を解除できない場合 

第14条 重大事由による解除 

第15条 特約の解約 

第16条 特約の解約返戻金 

第17条 特約の消滅 

第18条 債権者等により特約が解約される場合

の取扱 

第19条 特約の更新 

第20条 特約の契約者配当金 

第21条 法令等の改正または医療技術の変化に

伴う給付金の支払事由に関する規定の

変更 

第22条 管轄裁判所 

第23条 主約款の規定の準用 

第24条 特別条件を付けた場合の特則 

 

別表１ 請求書類 

別表２ 異常分娩 

別表３ 病院または診療所 

別表４ 入院 

別表５ 公的医療保険制度 

別表６ 入院中の療養にかかる診療報酬点数 

別表７ 薬物依存 

別表８ 医科診療報酬点数表 

別表９ 歯科診療報酬点数表 

別表10 外来の療養にかかる診療報酬点数 

別表11 感染症 

治療保障特約 目次 
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治療保障特約 

 

（この特約の概要） 

 

この特約は、つぎの給付を行うことを主な内容とするものです。 

 給付の内容 

入院治療給付金 
被保険者がこの特約の保険期間中に疾病または傷害の治療を目的とし、公的医療保険制度に

おける保険給付の対象となる入院をしたときに、診療報酬点数に応じて支払います。 

外来手術治療給

付金 

被保険者がこの特約の保険期間中に疾病または傷害の治療を目的とし、公的医療保険制度に

おける保険給付の対象となる手術を、入院を伴わずに受けたときに、診療報酬点数に応じて

支払います。 

 

第１条（特約の型） 

１．特約の型は、つぎのとおりとします。 

特約の型 支払の対象となる給付金 
給付金額の計算の際に、診療報酬点数（厚生労働省告示にもとづ

くものとします。以下同じ。）に乗じる額 

Ⅰ型 
入院治療給付金 

外来手術治療給付金 

１円 

Ⅱ型 ２円 

Ⅲ型 ３円 

２．保険契約者は、この特約の締結の際、第１項のいずれかの特約の型を選択するものとします。 

 

第２条（支払限度の型） 

１．支払限度の型は、つぎのとおりとします。 

支払限度の型 
入院治療給付金および外来手術治療給付金の支払額を合算した１か月間（月の

初日から末日までとします。）の支払限度額 

10万円型 10万円 

20万円型 20万円 

30万円型 30万円 

２．保険契約者は、この特約の締結の際、第１項のいずれかの支払限度の型を選択するものとします。 
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第３条（給付金の支払） 

この特約において支払う給付金はつぎのとおりです。 

 
給付金を支払う場合（以下「支払事由」といい

ます。） 

特
約
の
型 

給付金額 
受
取
人 

支払事由に該当しても給付

金を支払わない場合 

入
院
治
療
給
付
金 

被保険者がこの特約の保険期間中に、つぎのい

ずれにも該当する入院をしたとき 

(1) この特約の責任開始期以後に発病した疾病

（別表２に定める異常分娩を含みます。以下

同じ。）または発生した不慮の事故もしくはそ

れ以外の外因による傷害の治療を目的とした

入院であること 

(2) 別表３に定める病院または診療所（以下「病

院または診療所」といいます。）における別表

４に定める入院（以下「入院」といいます。）

であること 

(3) 入院の日数が１日以上であること 

(4) 別表５に定める公的医療保険制度（以下「公

的医療保険制度」といいます。）における保険

給付の対象となる入院であること 

Ⅰ
型 

入院中の療養に

かかる診療報酬

点数（別表６）

× 

１円 

被 

保 

険 

者 

つぎのいずれかにより左記

の支払事由に該当したとき 

(1) 保険契約者または被保

険者の故意または重大な

過失 

(2) 被保険者の犯罪行為 

(3) 被保険者の精神障害を

原因とする事故 

(4) 被保険者の泥酔の状態

を原因とする事故 

(5) 被保険者が法令に定め

る運転資格を持たないで

運転している間に生じた

事故 

(6) 被保険者が法令に定め

る酒気帯び運転またはこ

れに相当する運転をして

いる間に生じた事故 

(7) 被保険者の薬物依存（別

表７） 

(8) 地震、噴火または津波 

(9) 戦争その他の変乱 

Ⅱ
型 

入院中の療養に

かかる診療報酬

点数（別表６）

× 

２円 

Ⅲ
型 

入院中の療養に

かかる診療報酬

点数（別表６）

× 

３円 
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支払事由 

特
約
の
型 

給付金額 
受
取
人 

支払事由に該当しても給付

金を支払わない場合 

外
来
手
術
治
療
給
付
金 

被保険者がこの特約の保険期間中に病院または

診療所（患者を収容する施設を有しない診療所

を含みます。）において、つぎのいずれにも該当

する手術を受けたとき 

(1) この特約の責任開始期以後に発病した疾病

または発生した不慮の事故もしくはそれ以外

の外因による傷害の治療を直接の目的とした

手術であること 

(2) 入院を伴わない手術であること 

(3) 公的医療保険制度における保険給付の対象

となる手術であること 

(4) 手術がつぎのいずれかに該当すること 

(ア) 公的医療保険制度における別表８に定め

る医科診療報酬点数表（以下「医科診療報

酬点数表」といいます。）に手術料の算定対

象として列挙されている診療行為（公的医

療保険制度における別表９に定める歯科診

療報酬点数表（以下「歯科診療報酬点数表」

といいます。）に手術料の算定対象として列

挙されている診療行為のうち医科診療報酬

点数表においても手術料の算定対象として

列挙されている診療行為を含みます。）。た

だし、つぎに定めるものに該当するものを

除きます。 

(a) 傷の処理（創傷処理、デブリードマン）

(b) 切開術（皮膚、鼓膜） 

(c) 骨または関節の非観血的整復術、非観

血的整復固定術および非観血的授動術

(d) 抜歯手術 

(e) 涙点プラグ挿入術 

(f) 鼻腔粘膜焼灼術、下甲介粘膜焼灼術お

よび高周波電気凝固法による鼻甲介切

除術 

(g) 異物除去（外耳、鼻腔内） 

(イ) 医科診療報酬点数表に放射線治療料の算

定対象として列挙されている診療行為（歯

科診療報酬点数表に放射線治療料の算定対

象として列挙されている診療行為のうち医

科診療報酬点数表においても放射線治療料

の算定対象として列挙されている診療行為

を含みます。） 

(ウ) 医科診療報酬点数表に輸血料の算定対象

として列挙されている診療行為のうち造血

幹細胞移植 

Ⅰ
型 

外来の療養に 

かかる診療報酬

点数（別表10）

× 

１円 

被 

保 

険 

者 

つぎのいずれかにより左記

の支払事由に該当したとき 

(1) 保険契約者または被保険

者の故意または重大な過

失 

(2) 被保険者の犯罪行為 

(3) 被保険者の精神障害を原

因とする事故 

(4) 被保険者の泥酔の状態を

原因とする事故 

(5) 被保険者が法令に定める

運転資格を持たないで運

転している間に生じた事

故 

(6) 被保険者が法令に定める

酒気帯び運転またはこれ

に相当する運転をしてい

る間に生じた事故 

(7) 被保険者の薬物依存（別

表７） 

(8) 地震、噴火または津波 

(9) 戦争その他の変乱 Ⅱ
型 

外来の療養に 

かかる診療報酬

点数（別表10）

× 

２円 

Ⅲ
型 

外来の療養に 

かかる診療報酬

点数（別表10）

× 

３円 

 

 

第４条（給付金の支払に関する補則） 

１．保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の給付金の受取人が保険契約者

である場合には、第３条（給付金の支払）の規定にかかわらず、給付金の受取人は保険契約者とします。 

２．給付金の受取人を被保険者（第１項の規定が適用される場合には、保険契約者）以外の者に変更することは

できません。 

３．被保険者が、給付金の支払事由に該当する入院をした場合または手術を受けた場合でも、診療報酬点数が算
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定されないために給付金額が計算できないときの給付金額は、つぎのとおりとします。 

特約の型 給付金額 

Ⅰ型 
入院治療給付金 入院日数×1,700円 

外来手術治療給付金 1,700円 

Ⅱ型 
入院治療給付金 入院日数×3,300円 

外来手術治療給付金 3,300円 

Ⅲ型 
入院治療給付金 入院日数×5,000円 

外来手術治療給付金 5,000円 

４．被保険者がこの特約の責任開始期前に発病した疾病または発生した不慮の事故もしくはそれ以外の外因によ

る傷害の治療を目的として、入院した場合または手術を受けた場合でも、この特約の責任開始期の属する日か

らその日を含めて２年を経過した後に開始した入院または手術は、この特約の責任開始期以後の原因によるも

のとみなして、第３条の規定を適用します。 

５．被保険者がこの特約の責任開始期前にすでに発病していた疾病の治療を目的としてこの特約の責任開始期以

後に入院した場合または手術を受けた場合でも、つぎの各号のいずれかに該当するときは、この特約の責任開

始期以後に発病した疾病の治療を目的とした入院または手術とみなして、第３条の規定を適用します。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際に、告知等により知っていたその疾病に関する事実（第13条（特約を解除

できない場合）に規定する保険媒介者のみが知っていた事実は含みません。）を用いて承諾したとき。ただし、

保険契約者または被保険者がその疾病に関する事実の一部のみを告げたことにより、当会社が重大な過失な

くその疾病に関する事実を正確に知ることができなかった場合を除きます。 

(2) その疾病（医学上重要な関係にある疾病を含みます。）について、この特約の責任開始期前に、被保険者が

医師の診療を受けたことがなく、かつ、被保険者が健康診断等において異常の指摘（要経過観察の指摘を含

みます。）を受けたことがないとき。ただし、被保険者が自覚可能な身体の異常が存在した場合または保険契

約者が認識可能な被保険者の身体の異常が存在した場合を除きます。 

６．被保険者が地震、噴火もしくは津波または戦争その他の変乱によって入院し、または手術を受けた場合でも、

その原因によって入院し、または手術を受けた被保険者の数の増加が、この特約の計算の基礎に及ぼす影響が

少ないと認めたときは、当会社は、その程度に応じ、給付金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払

います。 

７．第３条および本条第１項から第６項までの規定にかかわらず、この特約の給付金の支払限度額は、つぎの各

号のとおりとします。 

(1) 入院治療給付金および外来手術治療給付金を合算した１か月間（月の初日から末日までとします。以下本

号において同じ。）の支払限度額は、つぎのとおりとします。 

支払限度の型 
入院治療給付金および外来手術治療給付金の支払額を合算した 

１か月間の支払限度額 

10万円型 10万円 

20万円型 20万円 

30万円型 30万円 

(2) 入院治療給付金および外来手術治療給付金の支払は、この特約の保険期間を通じて、それらの支払額を合

算し、通算して360万円を限度とします。 

 

第５条（給付金の請求、支払時期および支払場所） 

１．給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者または給付金の受取人は、すみやかに当会社に通知してくだ

さい。 

２．給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、給付金を請求してください。 

３．給付金の支払時期および支払場所、指定代理請求人等による請求ならびに被保険者が死亡した場合の給付金

請求の取扱については、主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）の規定を準用します。 

 

第６条（特約の締結および責任開始期） 

１．この特約は、主契約締結の際、保険契約者の申出によって主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始期は、主契約の責任開始期と同一とします。 
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第７条（特約の保険期間および保険料払込期間） 

１．この特約の保険期間は、当会社の定める取扱の範囲内で定めます。 

２．この特約の保険料払込期間は、この特約の保険期間と同一とします。 

 

第８条（特約の保険料の払込） 

１．この特約の保険料は、主契約の保険料とともに払い込むことを要します。 

２．第１項の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込に関する規定に定める契約応当日（月払契約

の場合は月単位の契約応当日、年払契約の場合は年単位の契約応当日）以後その契約応当日の属する月の末日

までにこの特約による給付金の支払事由が生じた場合には、当会社は、給付金から未払込保険料を差し引きま

す。ただし、給付金が未払込保険料に不足する場合には、保険契約者は、主約款に定める保険料払込の猶予期

間の満了する時までに、その未払込保険料を払い込んでください。この未払込保険料が払い込まれない場合に

は、当会社は、給付金を支払いません。 

３．主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める

保険料払込の猶予期間が満了した時から将来に向かって解約されたものとします。 

４．主契約の保険料払込期間経過後におけるこの特約の保険料の払込および猶予期間は、主約款に定める保険料

の払込および猶予期間の規定を準用します。 

５．第４項に規定するこの特約の保険料の払込が行われなかった場合には、この特約は、猶予期間が満了した時

から将来に向かって解約されたものとします。 

６．主約款の保険契約の消滅等における保険料の残額に相当する金額の支払および保険料の払戻に関する規定は、

この特約の保険料について準用します。 

 

第９条（猶予期間中の保険事故と保険料の取扱） 

１．主約款に定める保険料払込の猶予期間中に、この特約による給付金の支払事由が発生した場合には、当会社

は、給付金から未払込保険料を差し引きます。 

２．給付金が第１項の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、その猶予期間の満了する時までに、未払

込保険料を払い込むことを要します。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、給付金を支払

いません。 

 

第10条（特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第11条（告知義務） 

当会社が、この特約の締結の際、給付金の支払事由の発生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告知を

求めた事項について、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。ただし、当会

社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要します。 

 

第12条（告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により当会社が

告知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将

来に向かってこの特約を解除することができます。 

２．当会社は、給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、給付金

を支払いません。また、すでに給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．第２項の規定にかかわらず、給付金の支払事由が解除の原因となった事実によらなかったことを、保険契約

者、被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人が証明したときは、給付金を支払います。 

４．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、当会社は、被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 
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第13条（特約を解除できない場合） 

１．当会社は、つぎのいずれかの場合には、第12条（告知義務違反による解除）の規定によるこの特約の解除を

することができません。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際、解除の原因となる事実を知っていた場合、または過失のため知らなかっ

た場合 

(2) 当会社が、解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過した場合 

(3) この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した場合。ただし、この特約の責任開始

期の属する日からその日を含めて２年以内に、給付金の支払事由が生じたときを除きます。 

(4) 当会社のためにこの特約の締結の媒介を行うことができる者（当会社のためにこの特約の締結の代理を行

うことができる者を除き、以下「保険媒介者」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第11条（告

知義務）の告知のうち解除の原因となる事実の告知をすることを妨げた場合 

(5) 保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対し、第11条の告知のうち解除の原因となる事実の告知をし

ないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

２．第１項第４号および第５号の場合において、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、保険契

約者または被保険者が、第11条の規定により当会社が告知を求めた事項のうち解除の原因となる事実について、

事実を告げなかったと認められる場合または事実でないことを告げたと認められる場合には、第１項の規定は

適用しません。 

 

第14条（重大事由による解除） 

１．当会社は、つぎの各号のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向かって解除すること

ができます。 

(1) 保険契約者、被保険者または給付金の受取人がこの特約の給付金を詐取する目的または他人に詐取させる

目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

(2) この特約の給付金の請求に関し、その受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合 

(3) 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著しく過大であって、保険制度

の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合 

(4) 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、つぎのいずれかに該当する場合 

(ア) 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、

暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

(イ) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること 

(ウ) 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 

(エ) 保険契約者または給付金の受取人が法人である場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、または

その法人の経営に実質的に関与していると認められること 

(オ) その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(5) 当会社の保険契約者、被保険者または給付金の受取人に対する信頼を損ない、この特約の存続を困難とす

る第１号から第４号までに掲げる事由と同等の重大な事由がある場合 

２．当会社は、給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、第１項

各号に定める事由の発生時以後に生じた支払事由による給付金を支払いません。また、すでにその支払事由に

より給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、当会社は、被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第15条（特約の解約） 

保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約を解約することができます。 

 

第16条（特約の解約返戻金） 

この特約の解約返戻金はありません。 

 

第17条（特約の消滅） 

つぎの各号の場合には、この特約は消滅します。この場合、解約返戻金その他の返戻金の支払はありません。 
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(1) 主契約が解約その他の事由によって消滅した場合 

(2) 第３条（給付金の支払）および第４条（給付金の支払に関する補則）の規定による給付金の支払額が、こ

の特約の保険期間を通じて、通算して360万円に達した場合 

 

第18条（債権者等により特約が解約される場合の取扱） 

差押債権者、破産管財人その他の保険契約者以外の者でこの特約の解約をすることができる者によりこの特

約が解約される場合のつぎの各号の取扱については、主約款の規定を準用します。 

(1) 解約の効力の発生 

(2) 特約の存続 

 

第19条（特約の更新） 

１．この特約の保険期間が満了する場合には、保険契約者がその満了日の２か月前までにこの特約を継続しない

旨を当会社に通知しない限り、更新の請求があったものとし、この特約は、保険期間の満了日の翌日に更新し

て継続します。この場合、この特約の保険期間の満了日の翌日を更新日とします。 

２．第１項の規定にかかわらず、更新日に当会社がこの特約の締結を取り扱っていない場合には、当会社は、第

１項の更新を取り扱いません。 

３．更新後のこの特約の保険期間および保険料払込期間は、更新前のこの特約の保険期間および保険料払込期間

と同一とします。ただし、更新後のこの特約の保険期間の満了日の翌日における被保険者の年齢が90歳をこえ

る場合には、更新後のこの特約の保険期間および保険料払込期間は終身とします。 

４．更新後のこの特約の第１回保険料は、更新日の属する月を払込期月とする主契約の保険料とともに払い込む

ことを要します。この場合、主契約の保険料の払込方法（回数）に応じた主約款に定める保険料払込の猶予期

間の規定によるほか、第８条（特約の保険料の払込）第３項の規定を適用します。 

５．更新後のこの特約の第１回保険料および同時に払い込むべき主契約の保険料が払い込まれないまま、更新日

以後猶予期間の満了日までにつぎの各号のいずれかの事由が生じたときは、第８条第２項および第９条（猶予

期間中の保険事故と保険料の取扱）の規定を準用します。 

(1) この特約の給付金の支払事由 

(2) 主契約に付加されている特約の保険金、給付金その他保険金に準じる保険給付の支払事由 

６．第４項および第５項の規定にかかわらず、主契約の保険料払込期間の満了後にこの特約を更新する場合には、

つぎの各号のとおりとします。 

(1) この特約の保険料の払込および猶予期間については、主約款に定める保険料の払込および猶予期間の規定

ならびに第５項の規定を準用します。 

(2) 更新日以後、猶予期間の満了日までに、更新後のこの特約の第１回保険料が払い込まれなかったときは、

この特約の更新はなかったものとし、この特約は更新前のこの特約の保険期間満了時にさかのぼって消滅す

るものとします。 

７．この特約の更新後の保険期間の計算は、更新日からその日を含めて計算するものとし、更新後のこの特約の

保険料は、更新日における被保険者の年齢および保険料率によって計算します。 

８．この特約が更新された場合には、つぎの各号によって取り扱います。 

(1) 更新日における特約を適用します。 

(2) 第２条（支払限度の型）、第３条（給付金の支払）、第４条（給付金の支払に関する補則）、第13条（特約を

解除できない場合）および第17条（特約の消滅）に関しては、更新前のこの特約の保険期間と更新後のこの

特約の保険期間とは継続されたものとします。 

(3) 更新前のこの特約において告知義務違反による解除の事由があるときは、当会社は、更新後のこの特約を

解除することができます。 

(4) 当会社は、新たな保険証券を交付せず、更新された旨を保険契約者に通知します。 

９．保険契約者は、この特約が更新される場合に限り、当会社の定める取扱にもとづき、特約の型および支払限

度の型を変更することができます。 

10．第９項の規定により特約の型または支払限度の型を変更する場合において、変更により診療報酬点数に乗じ

る額または１か月間の支払限度額が増額となるときは、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) 当会社は、第11条（告知義務）、第12条（告知義務違反による解除）および第13条の規定を準用し、被保険

者に関する告知を求めます。 

(2) 当会社は、つぎの時から変更後の特約の型または支払限度の型による保険契約上の責任を負います。 

135

治
療
保
障
特
約



(ア) 特約の型または支払限度の型の変更の申込を承諾した後に変更後の保険料を受け取った場合 

変更後の保険料を受け取った時 

(イ) 変更後の保険料を受け取った後に特約の型または支払限度の型の変更の申込を承諾した場合 

変更後の保険料を受け取った時。ただし、被保険者に関する告知の前に受け取った場合には、その告知

の時とします。 

11．第２項の規定によりこの特約が更新されないときは、当会社の定める取扱にもとづき、当会社所定の特約に

より、更新とみなして取り扱う場合があります。 

 

第20条（特約の契約者配当金） 

この特約には契約者配当金はありません。 

 

第21条（法令等の改正または医療技術の変化に伴う給付金の支払事由に関する規定の変更） 

１．当会社は、給付金の支払事由に関する規定にかかわる法令等の改正または医療技術の変化があり、その改正

または変化が給付金の支払事由に関する規定に影響を及ぼすと認めたときは、主務官庁の認可を得て、給付金

の支払事由に関する規定を法令等の改正または医療技術の変化に適した内容に変更することがあります。  

２．第１項の規定により、給付金の支払事由に関する規定を変更するときは、当会社は、給付金の支払事由に関

する規定を変更する日の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。 

 

第22条（管轄裁判所） 

この特約における給付金の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用します。 

 

第23条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 

 

第24条（特別条件を付けた場合の特則） 

この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が当会社の定めた基準に適合しない場合には、

その危険の種類および程度に応じて、特定部位・指定疾病不担保法によって取り扱います。この場合、当会社

の定める身体部位または指定疾病のうちこの特約を主契約に付加する際に当会社が指定した部位に生じた疾病

または当会社が指定した疾病を直接の原因とする入院または手術については、当会社の定めた不担保期間中は

第３条（給付金の支払）の規定を適用せず、給付金を支払いません。ただし、感染症（別表11）を直接の原因

とする入院または手術については、第３条の規定を適用します。 
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別表１ 請求書類 

 

 項   目 必   要   書   類 

１ 入院治療給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 入院中の療養に対する費用を証明する書類 

(4) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(5) 入院治療給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(6) 最終の保険料払込を証する書類 

(7) 保険証券 

２ 外来手術治療給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 外来の療養に対する費用を証明する書類 

(4) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(5) 外来手術治療給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(6) 最終の保険料払込を証する書類 

(7) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

別表２ 異常分娩 

 

「異常分娩」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容のもので、かつ、分娩によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿および高血圧性障害 

主として妊娠に関連するその他の母体障害 

胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題 

分娩の合併症 

分娩（単胎自然分娩（Ｏ80）は除く） 

主として産じょく＜褥＞に関連する合併症 

その他の産科的病態、他に分類されないもの 

Ｏ10～Ｏ16 

Ｏ20～Ｏ29 

Ｏ30～Ｏ48 

Ｏ60～Ｏ75 

Ｏ81～Ｏ84 

Ｏ85～Ｏ92 

Ｏ94～Ｏ99 

 

別表３ 病院または診療所 

 

「病院または診療所」とは、つぎの各号のいずれかに該当したものとします。 

(1) 医療法に定める日本国内にある病院または患者を収容する施設を有する診療所（四肢における骨折、脱臼、

捻挫または打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術所に収容された場合には、その施術所を

含みます。） 

(2) 第１号の場合と同等の日本国外にある医療施設 

 

別表４ 入院 

 

「入院」とは、医師（柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。以下同じ。）による治療（柔道整復師によ

る施術を含みます。以下同じ。）が必要であり、かつ、自宅等での治療が困難なため、別表３に定める病院または

診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをいいます。 
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別表５ 公的医療保険制度 

 

「公的医療保険制度」とは、つぎのいずれかの法律にもとづく医療保険制度をいいます。 

１．健康保険法 

２．国民健康保険法 

３．国家公務員共済組合法 

４．地方公務員等共済組合法 

５．私立学校教職員共済法 

６．船員保険法 

７．高齢者の医療の確保に関する法律 

 

別表６ 入院中の療養にかかる診療報酬点数 

 

「入院中の療養にかかる診療報酬点数」とは、支払対象となる入院の直接の原因となった疾病または不慮の事

故もしくはそれ以外の外因による傷害に対する療養にかかる診療報酬点数をいいます。 

 

別表７ 薬物依存 

 

「薬物依存」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、精神刺激薬、幻覚薬等を含み

ます。 

分 類 項 目 細分類項目 基本分類コード

アヘン類使用による精神および行動の障害 

大麻類使用による精神および行動の障害 

鎮静薬または催眠薬使用による精神および行動の障害 

コカイン使用による精神および行動の障害 

カフェインを含むその他の精神刺激薬使用による精神および行動の障害

幻覚薬使用による精神および行動の障害 

揮発性溶剤使用による精神および行動の障害 

多剤使用およびその他の精神作用物質使用による精神および行動の障害

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

Ｆ11.2 

Ｆ12.2 

Ｆ13.2 

Ｆ14.2 

Ｆ15.2 

Ｆ16.2 

Ｆ18.2 

Ｆ19.2 

 

別表８ 医科診療報酬点数表 

 

「医科診療報酬点数表」とは、手術を受けた時点において、厚生労働省告示にもとづき定められている医科診

療報酬点数表をいいます。 

 

別表９ 歯科診療報酬点数表 

 

「歯科診療報酬点数表」とは、手術を受けた時点において、厚生労働省告示にもとづき定められている歯科診

療報酬点数表をいいます。 

 

別表10 外来の療養にかかる診療報酬点数 

 

「外来の療養にかかる診療報酬点数」とは、支払対象となる手術を受けた日の診療報酬点数をいいます。ただ

し、その手術の直接の原因となった疾病または不慮の事故もしくはそれ以外の外因による傷害に対する療養にか

かる診療報酬点数に限ります。 
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別表11 感染症 

 

「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷

害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに規

定される内容によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

コレラ 

腸チフス 

パラチフスＡ 

細菌性赤痢 

腸管出血性大腸菌感染症 

ペスト 

ジフテリア 

急性灰白髄炎＜ポリオ＞ 

ラッサ熱 

クリミヤ・コンゴ出血熱 

マールブルグウイルス病 

エボラウイルス病 

痘瘡 

重症急性呼吸器症候群［SARS］ 

（病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。） 

Ａ00 

Ａ01.0 

Ａ01.1 

Ａ03 

Ａ04.3 

Ａ20 

Ａ36 

Ａ80 

Ａ96.2 

Ａ98.0 

Ａ98.3 

Ａ98.4 

Ｂ03 

Ｕ04 

 

備  考 

 

１．治療を目的とした入院 

美容上の処置、正常分娩、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検査のため

の入院などは、「治療を目的とした入院」には該当しません。 

２．入院の日数が１日 

「入院の日数が１日」とは、別表４に定める入院の入院日と退院日が同一の日である場合で、入院基本料の

支払の有無などを参考にして判断します。 

３．治療を直接の目的とした手術 

美容整形上の手術、疾病を直接の原因としない不妊手術、診断・検査のための手術などは、「治療を直接の目

的とした手術」には該当しません。 
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この特約の概要 

 

第１条 給付金の支払 

第２条 給付金の支払に関する補則 

第３条 給付金の請求、支払時期および支払場

所 

第４条 特約の締結および責任開始期 

第５条 特約の保険期間および保険料払込期間 

第６条 特約の保険料の払込 

第７条 猶予期間中の保険事故と保険料の取扱 

第８条 特約の失効 

第９条 告知義務 

第10条 告知義務違反による解除 

第11条 特約を解除できない場合 

第12条 重大事由による解除 

第13条 特約の解約 

第14条 特約の解約返戻金 

第15条 特約の消滅 
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通院特約 

 

（この特約の概要） 

 

この特約は、つぎの給付を行うことを主な内容とするものです。 

 給付の内容 

通院給付金 
被保険者が疾病または傷害の治療を目的とする入院をした場合で、退院後に通院したときに

通院日数に応じて支払います。 

通院一時給付金 
被保険者が通院給付金が支払われる通院をしたときに支払います。ただし、１回の通院対象

期間について１回限りとします。 

 

第１条（給付金の支払） 

この特約において支払う給付金はつぎのとおりです。 

 
給付金を支払う場合（以下「支払

事由」といいます。） 
支払額 

受
取
人

支払事由に該当しても給付金を支払わな

い場合 

通 

院 

給 
付 

金 

被保険者がこの特約の保険期間中

につぎのいずれにも該当したとき 

(1) この特約の責任開始期以後に

発病した疾病（別表２に定める

異常分娩を含みます。以下同

じ。）または発生した不慮の事故

もしくはそれ以外の外因による

傷害を直接の原因として主たる

保険契約（以下「主契約」とい

います。）の普通保険約款（以下

「主約款」といいます。）に規定

する疾病入院給付金または災害

入院給付金が支払われる入院を

したこと 

(2) つぎのいずれかの期間（以下

「通院対象期間」といいます。）

内に、(1)に定める入院の直接の

原因となった疾病または傷害の

治療を目的とした別表３に定め

る通院（以下「通院」といいま

す。）をしたこと 

(ア) (1)に定める入院の直接の原

因が、別表４に定める悪性新

生物（以下「悪性新生物」と

いいます。）以外の場合は、そ

の入院の退院日の翌日以後

180日間 

(イ) (1)に定める入院の直接の原

因が、悪性新生物の場合は、

その入院の退院日の翌日以後

５年間 

(3) (2)に定める通院が、別表５に

定める病院または診療所への通

院であること 

１回の通院対象期間

中の通院につき、つぎ

の金額 

 

（通院給付金日額）

× 

この特約の保険期間

中の通院対象期間内

における通院の日数

 

被 

保 

険 

者 

つぎのいずれかにより左記の支払事由に

該当したとき 

(1) 保険契約者または被保険者の故意ま

たは重大な過失 

(2) 被保険者の犯罪行為 

(3) 被保険者の精神障害を原因とする事

故 

(4) 被保険者の泥酔の状態を原因とする

事故 

(5) 被保険者が法令に定める運転資格を

持たないで運転している間に生じた事

故 

(6) 被保険者が法令に定める酒気帯び運

転またはこれに相当する運転をしてい

る間に生じた事故 

(7) 被保険者の薬物依存（別表６） 

(8) 地震、噴火または津波 

(9) 戦争その他の変乱 
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 支払事由 支払額 
受
取
人 

支払事由に該当しても給付金を支払わな

い場合 

通 

院 

一 

時 

給 

付 

金 

被保険者が通院対象期間中に、こ

の特約より通院給付金が支払われ

る通院をしたとき 

１回の通院対象期間

につき、左記の支払事

由に該当した日にお

ける通院一時給付金

額 

被 

保 

険 
者 

つぎのいずれかにより左記の支払事由に

該当したとき 

(1) 保険契約者または被保険者の故意ま

たは重大な過失 

(2) 被保険者の犯罪行為 

(3) 被保険者の精神障害を原因とする事

故 

(4) 被保険者の泥酔の状態を原因とする

事故 

(5) 被保険者が法令に定める運転資格を

持たないで運転している間に生じた事

故 

(6) 被保険者が法令に定める酒気帯び運

転またはこれに相当する運転をしてい

る間に生じた事故 

(7) 被保険者の薬物依存（別表６） 

(8) 地震、噴火または津波 

(9) 戦争その他の変乱 

 

第２条（給付金の支払に関する補則） 

１．保険契約者が法人で、かつ、主契約の給付金の受取人が保険契約者である場合には、第１条（給付金の支払）

の規定にかかわらず、給付金の受取人は保険契約者とします。 

２．給付金の受取人を被保険者（第１項の規定が適用される場合には、保険契約者）以外の者に変更することは

できません。 

３．通院対象期間中に通院給付金日額の減額があった場合には、通院給付金の支払額はそれぞれの日における通

院給付金日額に応じて計算します。 

４．被保険者が２回以上入院した場合で、主約款の規定により１回の入院とみなされるときは、その入院にかか

わる通院については、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) 最終の入院（疾病入院給付金または災害入院給付金の支払われた日数が、１回の入院についての疾病入院

給付金または災害入院給付金を支払う日数の限度に達した場合には、その限度となる日を含んだ入院をいい

ます。以下本項において同じ。）の退院日を第１条の通院給付金の支払事由の(2)の退院日とします。 

(2) 最初の入院の退院日後、最終の入院の入院開始日前における通院については、第１条に定める通院とみな

します。 

(3) 主約款に規定する三大疾病支払日数限度無制限特則を適用する場合で、いずれかの入院が三大疾病の治療

を目的とした入院であり、それらの入院がその三大疾病の治療を目的とした入院とみなされるときは、いず

れかの入院の直接の原因となった三大疾病以外の疾病を第１条の通院給付金の支払事由の(1)に定める入院

の直接の原因となった疾病に含めて、第１条の規定を適用します。 

５．被保険者が、第１条に定める入院を開始したときに、異なる疾病または不慮の事故もしくはそれ以外の外因

による傷害を併発していた場合、またはその入院中に異なる疾病または不慮の事故もしくはそれ以外の外因に

よる傷害を併発した場合で、それぞれの事由について入院の必要があると当会社が認めたときは、その併発事

由を第１条の通院給付金の支払事由の(1)に定める入院の直接の原因となった疾病または傷害に含めて、第１条

の規定を適用します。 

６．主契約の疾病入院給付金の支払日数および災害入院給付金の支払日数のいずれもが主約款に定める通算限度

に達したために第15条（特約の消滅）の規定によってこの特約が消滅した場合、消滅時を含む通院対象期間中

の通院は、この特約の有効中の通院とみなして第１条の規定を適用します。この場合、その直前の退院日を第

１条の通院給付金の支払事由の(2)の退院日として取り扱います。 

７．被保険者が、その被保険者について主約款に規定する疾病入院給付金または災害入院給付金の支払対象とな

る日に通院したときは、通院の原因がその入院の原因と同一であると否とにかかわらず、通院給付金は支払い

ません。 
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８．つぎの各号のいずれかに該当した場合には、通院給付金は重複して支払いません。 

(1) 被保険者が、同一の日に２回以上第１条に定める通院をしたとき（この場合、１回の通院とみなして取り

扱います。） 

(2) 被保険者が、２以上の事由の治療を目的とした１回の通院をしたとき 

(3) 通院対象期間が重複した場合で、その重複する通院対象期間中に通院をしたとき 

９．１回の通院対象期間についての通院一時給付金の支払は１回限りとします。また、第４項および第５項のい

ずれかに該当する場合で、通院一時給付金の支払事由に該当するときも、通院一時給付金の支払は１回限りと

します。 

10．被保険者がこの特約の責任開始期前に発病した疾病または発生した不慮の事故もしくはそれ以外の外因によ

る傷害の治療を目的として入院した場合でも、この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経

過した後に開始した入院は、この特約の責任開始期以後の原因によるものとみなして、第１条の規定を適用し

ます。 

11．被保険者がこの特約の責任開始期前にすでに発病していた疾病の治療を目的としてこの特約の責任開始期以

後に入院した場合でも、つぎの各号のいずれかに該当するときは、この特約の責任開始期以後に発病した疾病

の治療を目的として入院したものとみなして、第１条の規定を適用します。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際に、告知等により知っていたその疾病に関する事実（第11条（特約を解除

できない場合）に規定する保険媒介者のみが知っていた事実は含みません。）を用いて承諾したとき。ただし、

保険契約者または被保険者がその疾病に関する事実の一部のみを告げたことにより、当会社が重大な過失な

くその疾病に関する事実を正確に知ることができなかった場合を除きます。 

(2) その疾病（医学上重要な関係にある疾病を含みます。）について、この特約の責任開始期前に、被保険者が

医師の診療を受けたことがなく、かつ、被保険者が健康診断等において異常の指摘（要経過観察の指摘を含

みます。）を受けたことがないとき。ただし、被保険者が自覚可能な身体の異常が存在した場合または保険契

約者が認識可能な被保険者の身体の異常が存在した場合を除きます。 

12．被保険者が地震、噴火もしくは津波または戦争その他の変乱によって通院した場合でも、その原因によって

通院した被保険者の数の増加が、この特約の計算の基礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会社は、そ

の程度に応じ、給付金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払います。 

13．第１条および本条第１項から第12項までの規定にかかわらず、この特約による通院給付金の支払限度は、つ

ぎの各号のとおりとします。 

(1) １回の通院対象期間中の通院についての通院給付金を支払う日数の限度は30日とします。 

(2) 通院給付金を支払う日数の通算限度は1,095日とします。 

(3) 第１号および第２号の規定にかかわらず、１回の通院対象期間についての通院給付金を支払う日数の限度

または通院給付金を支払う日数の通算限度に到達した日の翌日以後に、悪性新生物の治療を目的として通院

給付金の支払事由に該当した場合には、その通院日数分の通院給付金を支払います。 

 

第３条（給付金の請求、支払時期および支払場所） 

１．給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者または給付金の受取人は、すみやかに当会社に通知してくだ

さい。 

２．給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、給付金を請求してください。 

３．給付金の支払時期および支払場所、指定代理請求人等による請求ならびに被保険者が死亡した場合の給付金

請求の取扱については、主約款の規定を準用します。 

 

第４条（特約の締結および責任開始期） 

１．この特約は、主契約締結の際、保険契約者の申出によって主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始期は、主契約の責任開始期と同一とします。 

 

第５条（特約の保険期間および保険料払込期間） 

この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間および保険料払込期間と同一とします。 

 

第６条（特約の保険料の払込） 

１．この特約の保険料は、主契約の保険料とともに払い込むことを要します。 

２．第１項の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込に関する規定に定める契約応当日（月払契約

143

通
院
特
約



の場合は月単位の契約応当日、年払契約の場合は年単位の契約応当日）以後その契約応当日の属する月の末日

までにこの特約による給付金の支払事由が生じた場合には、当会社は、給付金から未払込保険料を差し引きま

す。ただし、給付金が未払込保険料に不足する場合には、保険契約者は、主約款に定める保険料払込の猶予期

間の満了する時までに、その未払込保険料を払い込んでください。この未払込保険料が払い込まれない場合に

は、当会社は、給付金を支払いません。 

３．主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める

保険料払込の猶予期間が満了した時から将来に向かって解約されたものとします。 

４．主約款の保険契約の消滅等における保険料の残額に相当する金額の支払および保険料の払戻に関する規定

は、この特約の保険料について準用します。 

 

第７条（猶予期間中の保険事故と保険料の取扱） 

１．主約款に定める保険料払込の猶予期間中に、この特約による給付金の支払事由が発生した場合には、当会社

は、給付金から未払込保険料を差し引きます。 

２．給付金が第１項の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、その猶予期間の満了する時までに、未払

込保険料を払い込むことを要します。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、給付金を支払

いません。 

 

第８条（特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第９条（告知義務） 

当会社が、この特約の締結の際、給付金の支払事由の発生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告知を

求めた事項について、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。ただし、当会

社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要します。 

 

第10条（告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第９条（告知義務）の規定により当会社が

告知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将

来に向かってこの特約を解除することができます。 

２．当会社は、給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、給付金

を支払いません。また、すでに給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．第２項の規定にかかわらず、給付金の支払事由が解除の原因となった事実によらなかったことを、保険契約

者、被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人が証明したときは、給付金を支払います。 

４．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第11条（特約を解除できない場合） 

１．当会社は、つぎのいずれかの場合には、第10条（告知義務違反による解除）の規定によるこの特約の解除を

することができません。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際、解除の原因となる事実を知っていた場合、または過失のため知らなかっ

た場合 

(2) 当会社が、解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過した場合 

(3) この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した場合。ただし、この特約の責任開始

期の属する日からその日を含めて２年以内に、給付金の支払事由が生じた場合を除きます。 

(4) 当会社のためにこの特約の締結の媒介を行うことができる者（当会社のためにこの特約の締結の代理を行

うことができる者を除き、以下「保険媒介者」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第９条（告知

義務）の告知のうち解除の原因となる事実の告知をすることを妨げた場合 

(5) 保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対し、第９条の告知のうち解除の原因となる事実の告知をし

ないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

２．第１項第４号および第５号の場合において、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、保険契
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約者または被保険者が、第９条の規定により当会社が告知を求めた事項のうち解除の原因となる事実について、

事実を告げなかったと認められる場合または事実でないことを告げたと認められる場合には、第１項の規定は

適用しません。 

 

第12条（重大事由による解除） 

１．当会社は、つぎの各号のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向かって解除すること

ができます。 

(1) 保険契約者、被保険者または給付金の受取人がこの特約の給付金を詐取する目的または他人に詐取させる

目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

(2) この特約の給付金の請求に関し、その受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合 

(3) 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著しく過大であって、保険制度

の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合 

(4) 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、つぎのいずれかに該当する場合 

(ア) 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、

暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

(イ) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること 

(ウ) 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 

(エ) 保険契約者または給付金の受取人が法人である場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、または

その法人の経営に実質的に関与していると認められること 

(オ) その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(5) 当会社の保険契約者、被保険者または給付金の受取人に対する信頼を損ない、この特約の存続を困難とす

る第１号から第４号までに掲げる事由と同等の重大な事由がある場合 

２．当会社は、給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、第１項

各号に定める事由の発生時以後に生じた支払事由による給付金を支払いません。また、すでにその支払事由に

より給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第13条（特約の解約） 

保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約を解約することができます。 

 

第14条（特約の解約返戻金） 

この特約の解約返戻金はありません。 

 

第15条（特約の消滅） 

主契約が解約その他の事由によって消滅した場合には、この特約は消滅します。この場合、解約返戻金その

他の返戻金の支払はありません。 

 

第16条（債権者等により特約が解約される場合の取扱） 

差押債権者、破産管財人その他の保険契約者以外の者でこの特約の解約をすることができる者によりこの特

約が解約される場合のつぎの各号の取扱については、主約款の規定を準用します。 

(1) 解約の効力の発生 

(2) 特約の存続 

 

第17条（通院給付金日額および通院一時給付金額の減額） 

１．保険契約者は、当会社の定める取扱にもとづき、通院給付金日額および通院一時給付金額を減額することが

できます。ただし、減額後の通院給付金日額および通院一時給付金額は、当会社の定める金額以上であること

を要します。 

２．第１項の規定によって、通院給付金日額および通院一時給付金額が減額された場合には、減額分は解約され

たものとして取り扱います。 
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第18条（特約の契約者配当金） 

この特約には契約者配当金はありません。 

 

第19条（管轄裁判所） 

この特約における給付金の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用します。 

 

第20条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 

 

第21条（特別条件を付けた場合の特則） 

この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が当会社の定めた基準に適合しない場合には、

その危険の種類および程度に応じて、特定部位・指定疾病不担保法によって、つぎの各号のとおり取り扱いま

す。 

(1) 当会社の定める身体部位または指定疾病のうちこの特約を主契約に付加する際に当会社が指定した部位に

生じた疾病の治療または当会社が指定した疾病の治療を目的とする入院にかかわる通院については、当会社

の定めた不担保期間中は、第１条（給付金の支払）の規定を適用せず、給付金を支払いません。ただし、感

染症（別表７）の治療を目的とする入院にかかわる通院については、第１条の規定を適用します。 

(2) 被保険者が当会社の定めた不担保期間の満了日を含む通院対象期間中に通院したときは、その満了日の翌

日以後の通院については、第１条の規定を適用します。 
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別表１ 請求書類 

 

項   目 必   要   書   類 

通院給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 当会社所定の様式による通院した病院または診療所の通院証明書 

(4) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(5) 通院給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(6) 最終の保険料払込を証する書類 

(7) 保険証券 

通院一時給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 当会社所定の様式による通院した病院または診療所の通院証明書 

(4) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(5) 通院一時給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(6) 最終の保険料払込を証する書類 

(7) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

別表２ 異常分娩 

 

「異常分娩」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容のもので、かつ、分娩によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿および高血圧性障害 

主として妊娠に関連するその他の母体障害 

胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題 

分娩の合併症 

分娩（単胎自然分娩（Ｏ80）は除く） 

主として産じょく＜褥＞に関連する合併症 

その他の産科的病態、他に分類されないもの 

Ｏ10～Ｏ16 

Ｏ20～Ｏ29 

Ｏ30～Ｏ48 

Ｏ60～Ｏ75 

Ｏ81～Ｏ84 

Ｏ85～Ｏ92 

Ｏ94～Ｏ99 

 

別表３ 通院 

 

「通院」とは、医師（柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。以下同じ。）による治療（柔道整復師によ

る施術を含みます。以下同じ。）が必要であり、かつ、自宅等での治療が困難なため、別表５に定める病院または

診療所において、医師による治療を入院によらないで受けること（ただし、自宅等における往診を含みます。）を

いいます。 
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別表４ 悪性新生物 

 

「悪性新生物」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものをいいます。 

疾 病 名 分   類   項   目 基本分類コード 

悪性新生物 

○口唇、口腔および咽頭の悪性新生物 

○消化器の悪性新生物 

○呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物 

○骨および関節軟骨の悪性新生物 

○皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物 

○中皮および軟部組織の悪性新生物 

○乳房の悪性新生物 

○女性生殖器の悪性新生物 

○男性生殖器の悪性新生物 

○腎尿路の悪性新生物 

○眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物 

○甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物 

○部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物 

○リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物 

○独立した（原発性）多部位の悪性新生物 

○上皮内新生物 

○性状不詳または不明の新生物（Ｄ37－Ｄ48）中の 

・真正赤血球増加症＜多血症＞ 

・骨髄異形成症候群 

・リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または

不明のその他の新生物（Ｄ47）中の 

・慢性骨髄増殖性疾患 

・本態性（出血性）血小板血症 

○血液および造血器のその他の疾患（Ｄ70－Ｄ77）中の 

・リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（Ｄ76）中の 

・ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの 

Ｃ00－Ｃ14 

Ｃ15－Ｃ26 

Ｃ30－Ｃ39 

Ｃ40－Ｃ41 

Ｃ43－Ｃ44 

Ｃ45－Ｃ49 

Ｃ50 

Ｃ51－Ｃ58 

Ｃ60－Ｃ63 

Ｃ64－Ｃ68 

Ｃ69－Ｃ72 

Ｃ73－Ｃ75 

Ｃ76－Ｃ80 

Ｃ81－Ｃ96 

Ｃ97 

Ｄ00－Ｄ09 

 

Ｄ45 

Ｄ46 

 

 

Ｄ47.1 

Ｄ47.3 

 

 

Ｄ76.0 

 

別表５ 病院または診療所 

 

「病院または診療所」とは、つぎの各号のいずれかに該当したものとします。 

(1) 医療法に定める日本国内にある病院または診療所（四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を

受けるため、柔道整復師法に定める施術所に収容された場合には、その施術所を含みます。） 

(2) 第１号の場合と同等の日本国外にある医療施設 
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別表６ 薬物依存 

 

「薬物依存」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、精神刺激薬、幻覚薬等を含み

ます。 

分 類 項 目 細分類項目 基本分類コード

アヘン類使用による精神および行動の障害 

大麻類使用による精神および行動の障害 

鎮静薬または催眠薬使用による精神および行動の障害 

コカイン使用による精神および行動の障害 

カフェインを含むその他の精神刺激薬使用による精神および行動の障害

幻覚薬使用による精神および行動の障害 

揮発性溶剤使用による精神および行動の障害 

多剤使用およびその他の精神作用物質使用による精神および行動の障害

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

依存症候群 

Ｆ11.2 

Ｆ12.2 

Ｆ13.2 

Ｆ14.2 

Ｆ15.2 

Ｆ16.2 

Ｆ18.2 

Ｆ19.2 

 

別表７ 感染症 

 

「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷

害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに規

定される内容によるものをいいます。 

分 類 項 目 基本分類コード 

コレラ 

腸チフス 

パラチフスＡ 

細菌性赤痢 

腸管出血性大腸菌感染症 

ペスト 

ジフテリア 

急性灰白髄炎＜ポリオ＞ 

ラッサ熱 

クリミヤ・コンゴ出血熱 

マールブルグウイルス病 

エボラウイルス病 

痘瘡 

重症急性呼吸器症候群［SARS］ 

（病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。） 

Ａ00 

Ａ01.0 

Ａ01.1 

Ａ03 

Ａ04.3 

Ａ20 

Ａ36 

Ａ80 

Ａ96.2 

Ａ98.0 

Ａ98.3 

Ａ98.4 

Ｂ03 

Ｕ04 

 

備  考 

 

治療を目的とした通院 

美容上の処置による通院、治療を主たる目的としない診断のための検査による通院、治療処置を伴わない薬剤・

治療材料の購入、受取のみの通院などは、「治療を目的とした通院」には該当しません。 
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この特約の概要 

 

第１条 がん診断給付金の支払 

第２条 がん診断給付金の支払に関する補則 

第３条 がん診断給付金の請求、支払時期およ

び支払場所 

第４条 特約の締結および責任開始期 

第５条 特約の保険期間および保険料払込期間 

第６条 特約の保険料の払込 

第７条 猶予期間中の保険事故と保険料の取扱 

第８条 特約の失効 

第９条 責任開始期前の悪性新生物診断確定に

よる無効 

第10条 告知義務 

第11条 告知義務違反による解除 

第12条 特約を解除できない場合 

第13条 重大事由による解除 

第14条 特約の解約 

第15条 特約の解約返戻金 

第16条 特約の消滅 

第17条 債権者等により特約が解約される場合

の取扱 

第18条 がん診断給付金額の減額 

第19条 特約の契約者配当金 

第20条 管轄裁判所 

第21条 主約款の規定の準用 

 

別表１ 請求書類 

別表２ 悪性新生物 

別表３ 病院または診療所 

別表４ 入院 

がん診断特約 目次 
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がん診断特約 

 

（この特約の概要） 

 

この特約は、被保険者ががんと診断確定された場合等に、がん診断給付金を支払うことを主な内容とするも

のです。なお、この特約の責任開始期は、この特約の締結時から所定の期間経過後となります。 

 

第１条（がん診断給付金の支払） 

この特約において支払うがん診断給付金はつぎのとおりです。 

 がん診断給付金を支払う場合（以下「支払事由」といいます。） 支払額 受取人 

が
ん
診
断
給
付
金 

(1) 被保険者がこの特約の責任開始期以後、この特約の保険期間中

に初めて（責任開始期前の期間を通じて初めてとします。）悪性新

生物（別表２）と医師により病理組織学的所見（生検）によって

診断確定（病理組織学的所見が得られないときは、他の所見によ

る診断確定も認めることがあります。以下「診断確定」といいま

す。）されたとき 

(2) 被保険者が直前のがん診断給付金の支払事由に該当した日から

その日を含めて２年を経過した日の翌日以後、この特約の保険期

間中につぎのいずれにも該当する入院を開始したとき 

(ア) この特約の責任開始期以後、この特約の保険期間中に診断確

定された悪性新生物（別表２）を直接の原因とし、その悪性新

生物の治療を目的とする入院であること 

(イ) 別表３に定める病院または診療所における別表４に定める入

院（以下「入院」といいます。）であること 

(ウ) 入院の日数が１日以上であること 

がん診断給付金額 被保険者 

 

第２条（がん診断給付金の支払に関する補則） 

１．保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の給付金の受取人が保険契約者

である場合には、第１条（がん診断給付金の支払）の規定にかかわらず、がん診断給付金の受取人は保険契約

者とします。 

２．がん診断給付金の受取人を被保険者（第１項の規定が適用される場合には、保険契約者）以外の者に変更す

ることはできません。 

３．被保険者が直前のがん診断給付金の支払事由に該当した日からその日を含めて２年を経過した日の翌日を含

んで継続して第１条のがん診断給付金の支払事由の(2)に該当する入院をした場合には、直前のがん診断給付金

の支払事由に該当した日からその日を含めて２年を経過した日の翌日にその入院を開始したものとみなします。 

４．被保険者が傷害または疾病（悪性新生物（別表２）を除きます。）の治療を目的とする入院中に、この特約の

責任開始期以後に診断確定された悪性新生物を併発した場合には、診断確定された悪性新生物の治療を開始し

た日にその悪性新生物を直接の原因とする入院を開始したものとみなします。 

 

第３条（がん診断給付金の請求、支払時期および支払場所） 

１．がん診断給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者またはがん診断給付金の受取人は、すみやかに当会

社に通知してください。 

２．がん診断給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、がん診断給付金を請求し

てください。 

３．がん診断給付金の支払時期および支払場所、指定代理請求人等による請求ならびに被保険者が死亡した場合

の給付金請求の取扱については、主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）の規定を準用します。 

 

第４条（特約の締結および責任開始期） 

１．この特約は、主契約締結の際、保険契約者の申出によって主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始期は、主契約の責任開始期の属する日からその日を含めて90日を経過した日の翌日とし

ます。 
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第５条（特約の保険期間および保険料払込期間） 

この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間および保険料払込期間と同一とします。 

 

第６条（特約の保険料の払込） 

１．この特約の保険料は、主契約の保険料とともに払い込むことを要します。 

２．第１項の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込に関する規定に定める契約応当日（月払契約

の場合は月単位の契約応当日、年払契約の場合は年単位の契約応当日）以後その契約応当日の属する月の末日

までにこの特約によるがん診断給付金の支払事由が生じた場合には、当会社は、がん診断給付金から未払込保

険料を差し引きます。ただし、がん診断給付金が未払込保険料に不足する場合には、保険契約者は、主約款に

定める保険料払込の猶予期間の満了する時までに、その未払込保険料を払い込んでください。この未払込保険

料が払い込まれない場合には、当会社は、がん診断給付金を支払いません。 

３．主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める

保険料払込の猶予期間が満了した時から将来に向かって解約されたものとします。 

４．主約款の保険契約の消滅等における保険料の残額に相当する金額の支払および保険料の払戻に関する規定

は、この特約の保険料について準用します。 

 

第７条（猶予期間中の保険事故と保険料の取扱） 

１．主約款に定める保険料払込の猶予期間中に、この特約によるがん診断給付金の支払事由が発生した場合には、

当会社は、がん診断給付金から未払込保険料を差し引きます。 

２．がん診断給付金が第１項の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、その猶予期間の満了する時まで

に、未払込保険料を払い込むことを要します。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、がん

診断給付金を支払いません。 

 

第８条（特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第９条（責任開始期前の悪性新生物診断確定による無効） 

１．告知の前または告知の時からこの特約の責任開始期の前日までに被保険者が悪性新生物（別表２）と診断確

定されていた場合には、保険契約者または被保険者のその事実の知、不知にかかわらずこの特約を無効としま

す。 

２．第１項の場合、当会社はすでに払い込まれたこの特約の保険料について、つぎのとおり取り扱います。 

(1) 告知の前に被保険者が悪性新生物（別表２）と診断確定されていた場合で、その診断確定の事実を保険契

約者および被保険者がいずれも知らなかったときは、保険契約者に払い戻します。 

(2) 告知の前に被保険者が悪性新生物と診断確定されていた場合で、その診断確定の事実を保険契約者または

被保険者のいずれか一人でも知っていたときは、払い戻しません。 

(3) 告知の時からこの特約の責任開始期の前日までに被保険者が悪性新生物と診断確定されていた場合には、

保険契約者に払い戻します。 

３．本条の適用がある場合は、第11条（告知義務違反による解除）および第13条（重大事由による解除）の規定

は適用しません。 

 

第10条（告知義務） 

当会社が、この特約の締結の際、がん診断給付金の支払事由の発生の可能性に関する重要な事項のうち書面

で告知を求めた事項について、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。ただ

し、当会社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要します。 

 

第11条（告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第10条（告知義務）の規定により当会社が

告知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将

来に向かってこの特約を解除することができます。 

２．当会社は、がん診断給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、

がん診断給付金を支払いません。また、すでにがん診断給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を
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請求します。 

３．第２項の規定にかかわらず、がん診断給付金の支払事由が解除の原因となった事実によらなかったことを、

保険契約者、被保険者、がん診断給付金の受取人または指定代理請求人が証明したときは、がん診断給付金を

支払います。 

４．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、がん診断給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第12条（特約を解除できない場合） 

１．当会社は、つぎのいずれかの場合には、第11条（告知義務違反による解除）の規定によるこの特約の解除を

することができません。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際、解除の原因となる事実を知っていた場合、または過失のため知らなかっ

た場合 

(2) 当会社が、解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過した場合 

(3) 主契約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した場合。ただし、主契約の責任開始期の

属する日からその日を含めて２年以内に、がん診断給付金の支払事由が生じた場合を除きます。 

(4) 当会社のためにこの特約の締結の媒介を行うことができる者（当会社のためにこの特約の締結の代理を行

うことができる者を除き、以下「保険媒介者」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第10条（告

知義務）の告知のうち解除の原因となる事実の告知をすることを妨げた場合 

(5) 保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対し、第10条の告知のうち解除の原因となる事実の告知をし

ないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

２．第１項第４号および第５号の場合において、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、保険契

約者または被保険者が、第10条の規定により当会社が告知を求めた事項のうち解除の原因となる事実について、

事実を告げなかったと認められる場合または事実でないことを告げたと認められる場合には、第１項の規定は

適用しません。 

 

第13条（重大事由による解除） 

１．当会社は、つぎの各号のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向かって解除すること

ができます。 

(1) 保険契約者、被保険者またはがん診断給付金の受取人がこの特約のがん診断給付金を詐取する目的または

他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

(2) この特約のがん診断給付金の請求に関し、その受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合 

(3) 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著しく過大であって、保険制度

の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合 

(4) 保険契約者、被保険者またはがん診断給付金の受取人が、つぎのいずれかに該当する場合 

(ア) 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、

暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

(イ) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること 

(ウ) 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 

(エ) 保険契約者またはがん診断給付金の受取人が法人である場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、

またはその法人の経営に実質的に関与していると認められること 

(オ) その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(5) 当会社の保険契約者、被保険者またはがん診断給付金の受取人に対する信頼を損ない、この特約の存続を

困難とする第１号から第４号までに掲げる事由と同等の重大な事由がある場合 

２．当会社は、がん診断給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、

第１項各号に定める事由の発生時以後に生じた支払事由によるがん診断給付金を支払いません。また、すでに

その支払事由によりがん診断給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、がん診断給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 
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第14条（特約の解約） 

保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約を解約することができます。 

 

第15条（特約の解約返戻金） 

この特約の解約返戻金はありません。 

 

第16条（特約の消滅） 

主契約が解約その他の事由によって消滅した場合には、この特約は消滅します。この場合には、解約返戻金

その他の返戻金の支払はありません。 

 

第17条（債権者等により特約が解約される場合の取扱） 

差押債権者、破産管財人その他の保険契約者以外の者でこの特約の解約をすることができる者によりこの特

約が解約される場合のつぎの各号の取扱については、主約款の規定を準用します。 

(1) 解約の効力の発生 

(2) 特約の存続 

 

第18条（がん診断給付金額の減額） 

１．保険契約者は、当会社の定める取扱にもとづき、がん診断給付金額を減額することができます。ただし、減

額後のがん診断給付金額は、当会社の定める金額以上であることを要します。 

２．第１項の規定によって、がん診断給付金額が減額された場合には、減額分は解約されたものとして取り扱い

ます。 

 

第19条（特約の契約者配当金） 

この特約には契約者配当金はありません。 

 

第20条（管轄裁判所） 

この特約におけるがん診断給付金の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用します。 

 

第21条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 
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別表１ 請求書類 

 

項   目 必   要   書   類 

がん診断給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(4) がん診断給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(5) 最終の保険料払込を証する書類 

(6) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

別表２ 悪性新生物 

 

「悪性新生物」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ—10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものをいいます。 

分   類   項   目 基本分類コード 

○口唇、口腔および咽頭の悪性新生物 

○消化器の悪性新生物 

○呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物 

○骨および関節軟骨の悪性新生物 

○皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物 

○中皮および軟部組織の悪性新生物 

○乳房の悪性新生物 

○女性生殖器の悪性新生物 

○男性生殖器の悪性新生物 

○腎尿路の悪性新生物 

○眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物 

○甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物 

○部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物 

○リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物 

○独立した（原発性）多部位の悪性新生物 

○上皮内新生物 

○性状不詳または不明の新生物（Ｄ37－Ｄ48）中の 

・真正赤血球増加症＜多血症＞ 

・骨髄異形成症候群 

・リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物

（Ｄ47）中の 

・慢性骨髄増殖性疾患 

・本態性（出血性）血小板血症 

○血液および造血器のその他の疾患（Ｄ70－Ｄ77）中の 

・リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（Ｄ76）中の 

・ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの 

Ｃ00－Ｃ14 

Ｃ15－Ｃ26 

Ｃ30－Ｃ39 

Ｃ40－Ｃ41 

Ｃ43－Ｃ44 

Ｃ45－Ｃ49 

Ｃ50 

Ｃ51－Ｃ58 

Ｃ60－Ｃ63 

Ｃ64－Ｃ68 

Ｃ69－Ｃ72 

Ｃ73－Ｃ75 

Ｃ76－Ｃ80 

Ｃ81－Ｃ96 

Ｃ97 

Ｄ00－Ｄ09 

 

Ｄ45 

Ｄ46 

 

 

Ｄ47.1 

Ｄ47.3 

 

 

Ｄ76.0 

 

別表３ 病院または診療所 

 

「病院または診療所」とは、つぎの各号のいずれかに該当したものとします。 

(1) 医療法に定める日本国内にある病院または患者を収容する施設を有する診療所 

(2) 第１号の場合と同等の日本国外にある医療施設 
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別表４ 入院 

 

「入院」とは、医師による治療が必要であり、かつ、自宅等での治療が困難なため、別表３に定める病院また

は診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをいいます。 

 

備  考 

 

１．治療を目的とした入院 

治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院などは、「治療を目的とした入院」には該当しません。 

２．入院の日数が１日 

「入院の日数が１日」とは、別表４に定める入院の入院日と退院日が同一の日である場合で、入院基本料の

支払の有無などを参考にして判断します。 

156



この特約の概要 

 

第１条 抗がん剤治療給付金の支払 

第２条 抗がん剤治療給付金の支払に関する補

則 

第３条 抗がん剤治療給付金の請求、支払時期

および支払場所 

第４条 特約の締結および責任開始期 

第５条 特約の保険期間および保険料払込期間 

第６条 特約の保険料の払込 

第７条 猶予期間中の保険事故と保険料の取扱 

第８条 特約の失効 

第９条 責任開始期前の悪性新生物診断確定に

よる無効 

第10条 告知義務 

第11条 告知義務違反による解除 

第12条 特約を解除できない場合 

第13条 重大事由による解除 

第14条 特約の解約 

第15条 特約の解約返戻金 

第16条 特約の消滅 

第17条 債権者等により特約が解約される場合

の取扱 

第18条 抗がん剤治療給付金額の減額 

第19条 特約の契約者配当金 

第20条 法令等の改正または医療技術の変化に

伴う抗がん剤治療給付金の支払事由に

関する規定の変更 

第21条 管轄裁判所 

第22条 主約款の規定の準用 

 

別表１ 請求書類 

別表２ 悪性新生物 

別表３ 入院 

別表４ 通院 

別表５ 公的医療保険制度 

別表６ 医科診療報酬点数表 

別表７ 歯科診療報酬点数表 

別表８ 抗がん剤 

別表９ 病院または診療所 

抗がん剤治療特約 目次 
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抗がん剤治療特約 

 

（この特約の概要） 

 

この特約は、被保険者が公的医療保険制度の対象となる抗がん剤にかかる薬剤料または処方せん料が算定さ

れる入院または通院をした場合に、抗がん剤治療給付金を支払うことを主な内容とするものです。なお、この

特約の責任開始期は、この特約の締結時から所定の期間経過後となります。 

 

第１条（抗がん剤治療給付金の支払） 

この特約において支払う抗がん剤治療給付金はつぎのとおりです。 

 抗がん剤治療給付金を支払う場合（以下「支払事由」といいます。） 支払額 受取人 

抗
が
ん
剤
治
療
給
付
金 

この特約の責任開始期前に悪性新生物（別表２）と医師により病理

組織学的所見（生検）によって診断確定（病理組織学的所見が得ら

れないときは、他の所見による診断確定も認めることがあります。

以下「診断確定」といいます。）されたことのない被保険者が、この

特約の責任開始期以後、この特約の保険期間中につぎのいずれにも

該当する別表３に定める入院（以下「入院」といいます。）または別

表４に定める通院（以下「通院」といいます。）をしたとき 

(1) この特約の責任開始期以後、この特約の保険期間中に診断確定

された悪性新生物を直接の原因とし、その悪性新生物の治療を目

的とする入院または通院であること 

(2) 別表５に定める公的医療保険制度における別表６に定める医科

診療報酬点数表または別表７に定める歯科診療報酬点数表によ

り、別表８に定める抗がん剤にかかる薬剤料または処方せん料が

算定される入院または通院（厚生労働大臣が定める診断群分類点

数表により診療報酬が算定される入院のうち、別表８に定める抗

がん剤にかかる薬剤料または処方せん料に相当する費用が含まれ

る入院を含みます。）であること 

(3) 別表９に定める病院または診療所（以下「病院または診療所」

といいます。）における入院または病院または診療所への通院であ

ること 

抗がん剤治療給付金

の支払事由に該当し

た日の属する月ごと

に、支払事由に該当

した日における抗が

ん剤治療給付金額 

被保険者 

 

第２条（抗がん剤治療給付金の支払に関する補則） 

１．保険契約者が法人で、かつ、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の給付金の受取人が保険契約者

である場合には、第１条（抗がん剤治療給付金の支払）の規定にかかわらず、抗がん剤治療給付金の受取人は

保険契約者とします。 

２．抗がん剤治療給付金の受取人を被保険者（第１項の規定が適用される場合には、保険契約者）以外の者に変

更することはできません。 

３．第１条の抗がん剤治療給付金の支払事由に定める入院または通院を同一の月に２回以上した場合は、その月

の最初に入院または通院した日を抗がん剤治療給付金の支払事由に該当した日とみなします。 

４．薬剤料が算定されず、かつ、処方せん料が算定される通院をした場合で、別表８に定める抗がん剤の支給を

受けていないときは、当会社は抗がん剤治療給付金は支払いません。 

 

第３条（抗がん剤治療給付金の請求、支払時期および支払場所） 

１．抗がん剤治療給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者または抗がん剤治療給付金の受取人は、すみや

かに当会社に通知してください。 

２．抗がん剤治療給付金の受取人は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、抗がん剤治療給付金

を請求してください。 

３．抗がん剤治療給付金の支払時期および支払場所、指定代理請求人等による請求ならびに被保険者が死亡した

場合の給付金請求の取扱については、主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）の規定を準用しま

す。 
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第４条（特約の締結および責任開始期） 

１．この特約は、主契約締結の際、保険契約者の申出によって主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始期は、主契約の責任開始期の属する日からその日を含めて90日を経過した日の翌日とし

ます。 

 

第５条（特約の保険期間および保険料払込期間） 

この特約の保険期間および保険料払込期間は、主契約の保険期間および保険料払込期間と同一とします。 

 

第６条（特約の保険料の払込） 

１．この特約の保険料は、主契約の保険料とともに払い込むことを要します。 

２．第１項の保険料が払い込まれないまま、主約款の保険料の払込に関する規定に定める契約応当日（月払契約

の場合は月単位の契約応当日、年払契約の場合は年単位の契約応当日）以後その契約応当日の属する月の末日

までにこの特約による抗がん剤治療給付金の支払事由が生じた場合には、当会社は、抗がん剤治療給付金から

未払込保険料を差し引きます。ただし、抗がん剤治療給付金が未払込保険料に不足する場合には、保険契約者

は、主約款に定める保険料払込の猶予期間の満了する時までに、その未払込保険料を払い込んでください。こ

の未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、抗がん剤治療給付金を支払いません。 

３．主契約の保険料が払い込まれ、この特約の保険料が払い込まれない場合には、この特約は、主約款に定める

保険料払込の猶予期間が満了した時から将来に向かって解約されたものとします。 

４．主約款の保険契約の消滅等における保険料の残額に相当する金額の支払および保険料の払戻に関する規定

は、この特約の保険料について準用します。 

 

第７条（猶予期間中の保険事故と保険料の取扱） 

１．主約款に定める保険料払込の猶予期間中に、この特約による抗がん剤治療給付金の支払事由が発生した場合

には、当会社は、抗がん剤治療給付金から未払込保険料を差し引きます。 

２．抗がん剤治療給付金が第１項の未払込保険料に不足するときは、保険契約者は、その猶予期間の満了する時

までに、未払込保険料を払い込むことを要します。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、

抗がん剤治療給付金を支払いません。 

 

第８条（特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第９条（責任開始期前の悪性新生物診断確定による無効） 

１．告知の前または告知の時からこの特約の責任開始期の前日までに被保険者が悪性新生物（別表２）と診断確

定されていた場合には、保険契約者または被保険者のその事実の知、不知にかかわらずこの特約を無効としま

す。 

２．第１項の場合、当会社はすでに払い込まれたこの特約の保険料について、つぎのとおり取り扱います。 

(1) 告知の前に被保険者が悪性新生物（別表２）と診断確定されていた場合で、その診断確定の事実を保険契

約者および被保険者がいずれも知らなかったときは、保険契約者に払い戻します。 

(2) 告知の前に被保険者が悪性新生物と診断確定されていた場合で、その診断確定の事実を保険契約者または

被保険者のいずれか一人でも知っていたときは、払い戻しません。 

(3) 告知の時からこの特約の責任開始期の前日までに被保険者が悪性新生物と診断確定されていた場合には、

保険契約者に払い戻します。 

３．本条の適用がある場合は、第11条（告知義務違反による解除）および第13条（重大事由による解除）の規定

は適用しません。 

 

第10条（告知義務） 

当会社が、この特約の締結の際、抗がん剤治療給付金の支払事由の発生の可能性に関する重要な事項のうち

書面で告知を求めた事項について、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。

ただし、当会社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要し

ます。 

 

159

抗
が
ん
剤
治
療
特
約



第11条（告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第10条（告知義務）の規定により当会社が

告知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将

来に向かってこの特約を解除することができます。 

２．当会社は、抗がん剤治療給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合

には、抗がん剤治療給付金を支払いません。また、すでに抗がん剤治療給付金を支払っているときは、当会社

は、その返還を請求します。 

３．第２項の規定にかかわらず、抗がん剤治療給付金の支払事由が解除の原因となった事実によらなかったこと

を、保険契約者、被保険者、抗がん剤治療給付金の受取人または指定代理請求人が証明したときは、抗がん剤

治療給付金を支払います。 

４．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、抗がん剤治療給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第12条（特約を解除できない場合） 

１．当会社は、つぎのいずれかの場合には、第11条（告知義務違反による解除）の規定によるこの特約の解除を

することができません。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際、解除の原因となる事実を知っていた場合、または過失のため知らなかっ

た場合 

(2) 当会社が、解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過した場合 

(3) 主契約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した場合。ただし、主契約の責任開始期の

属する日からその日を含めて２年以内に、抗がん剤治療給付金の支払事由が生じた場合を除きます。 

(4) 当会社のためにこの特約の締結の媒介を行うことができる者（当会社のためにこの特約の締結の代理を行

うことができる者を除き、以下「保険媒介者」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第10条（告

知義務）の告知のうち解除の原因となる事実の告知をすることを妨げた場合 

(5) 保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対し、第10条の告知のうち解除の原因となる事実の告知をし

ないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

２．第１項第４号および第５号の場合において、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、保険契

約者または被保険者が、第10条の規定により当会社が告知を求めた事項のうち解除の原因となる事実について、

事実を告げなかったと認められる場合または事実でないことを告げたと認められる場合には、第１項の規定は

適用しません。 

 

第13条（重大事由による解除） 

１．当会社は、つぎの各号のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向かって解除すること

ができます。 

(1) 保険契約者、被保険者または抗がん剤治療給付金の受取人がこの特約の抗がん剤治療給付金を詐取する目

的または他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

(2) この特約の抗がん剤治療給付金の請求に関し、その受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合 

(3) 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著しく過大であって、保険制度

の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合 

(4) 保険契約者、被保険者または抗がん剤治療給付金の受取人が、つぎのいずれかに該当する場合 

(ア) 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、

暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

(イ) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること 

(ウ) 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 

(エ) 保険契約者または抗がん剤治療給付金の受取人が法人である場合、反社会的勢力がその法人の経営を支

配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認められること 

(オ) その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(5) 当会社の保険契約者、被保険者または抗がん剤治療給付金の受取人に対する信頼を損ない、この特約の存

続を困難とする第１号から第４号までに掲げる事由と同等の重大な事由がある場合 

２．当会社は、抗がん剤治療給付金の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合
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には、第１項各号に定める事由の発生時以後に生じた支払事由による抗がん剤治療給付金を支払いません。ま

た、すでにその支払事由により抗がん剤治療給付金を支払っているときは、当会社は、その返還を請求します。 

３．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者、抗がん剤治療給付金の受取人または指定代理請求人に通知します。 

 

第14条（特約の解約） 

保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約を解約することができます。 

 

第15条（特約の解約返戻金） 

この特約の解約返戻金はありません。 

 

第16条（特約の消滅） 

主契約が解約その他の事由によって消滅した場合には、この特約は消滅します。この場合には、解約返戻金

その他の返戻金の支払はありません。 

 

第17条（債権者等により特約が解約される場合の取扱） 

差押債権者、破産管財人その他の保険契約者以外の者でこの特約の解約をすることができる者によりこの特

約が解約される場合のつぎの各号の取扱については、主約款の規定を準用します。 

(1) 解約の効力の発生 

(2) 特約の存続 

 

第18条（抗がん剤治療給付金額の減額） 

１．保険契約者は、当会社の定める取扱にもとづき、抗がん剤治療給付金額を減額することができます。ただし、

減額後の抗がん剤治療給付金額は、当会社の定める金額以上であることを要します。 

２．第１項の規定によって、抗がん剤治療給付金額が減額された場合には、減額分は解約されたものとして取り

扱います。 

 

第19条（特約の契約者配当金） 

この特約には契約者配当金はありません。 

 

第20条（法令等の改正または医療技術の変化に伴う抗がん剤治療給付金の支払事由に関する規定の変更） 

１．当会社は、抗がん剤治療給付金の支払事由に関する規定にかかわる法令等の改正または医療技術の変化があ

り、その改正または変化が抗がん剤治療給付金の支払事由に関する規定に影響を及ぼすと認めたときは、主務

官庁の認可を得て、抗がん剤治療給付金の支払事由に関する規定を法令等の改正または医療技術の変化に適し

た内容に変更することがあります。 

２．第１項の規定により、抗がん剤治療給付金の支払事由に関する規定を変更するときは、当会社は、抗がん剤

治療給付金の支払事由に関する規定を変更する日の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。 

 

第21条（管轄裁判所） 

この特約における抗がん剤治療給付金の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用し

ます。 

 

第22条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 
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別表１ 請求書類 

 

項   目 必   要   書   類 

抗がん剤治療給付金 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 被保険者の住民票（ただし、受取人と同一の場合は不要） 

(4) 抗がん剤治療給付金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書 

(5) 最終の保険料払込を証する書類 

(6) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

別表２ 悪性新生物 

 

「悪性新生物」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、

傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ—10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、つぎの基本分類コードに

規定される内容によるものをいいます。 

分   類   項   目 基本分類コード 

○口唇、口腔および咽頭の悪性新生物 

○消化器の悪性新生物 

○呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物 

○骨および関節軟骨の悪性新生物 

○皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物 

○中皮および軟部組織の悪性新生物 

○乳房の悪性新生物 

○女性生殖器の悪性新生物 

○男性生殖器の悪性新生物 

○腎尿路の悪性新生物 

○眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物 

○甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物 

○部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物 

○リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物 

○独立した（原発性）多部位の悪性新生物 

○上皮内新生物 

○性状不詳または不明の新生物（Ｄ37－Ｄ48）中の 

・真正赤血球増加症＜多血症＞ 

・骨髄異形成症候群 

・リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（Ｄ

47）中の 

・慢性骨髄増殖性疾患 

・本態性（出血性）血小板血症 

○血液および造血器のその他の疾患（Ｄ70－Ｄ77）中の 

・リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（Ｄ76）中の 

・ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの 

Ｃ00－Ｃ14 

Ｃ15－Ｃ26 

Ｃ30－Ｃ39 

Ｃ40－Ｃ41 

Ｃ43－Ｃ44 

Ｃ45－Ｃ49 

Ｃ50 

Ｃ51－Ｃ58 

Ｃ60－Ｃ63 

Ｃ64－Ｃ68 

Ｃ69－Ｃ72 

Ｃ73－Ｃ75 

Ｃ76－Ｃ80 

Ｃ81－Ｃ96 

Ｃ97 

Ｄ00－Ｄ09 

 

Ｄ45 

Ｄ46 

 

 

Ｄ47.1 

Ｄ47.3 

 

 

Ｄ76.0 

 

別表３ 入院 

 

「入院」とは、医師による治療が必要であり、かつ、自宅等での治療が困難なため、別表９に定める病院また

は診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをいいます。 
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別表４ 通院 

 

「通院」とは、医師による治療が必要であり、かつ、自宅等での治療が困難なため、別表９に定める病院また

は診療所（患者を収容する施設を有しないものを含みます。）において、医師による治療を入院によらずに受ける

こと（自宅等における往診を含みます。）をいいます。 

 

別表５ 公的医療保険制度 

 

「公的医療保険制度」とは、つぎのいずれかの法律にもとづく医療保険制度をいいます。 

１．健康保険法 

２．国民健康保険法 

３．国家公務員共済組合法 

４．地方公務員等共済組合法 

５．私立学校教職員共済法 

６．船員保険法 

７．高齢者の医療の確保に関する法律 

 

別表６ 医科診療報酬点数表 

 

「医科診療報酬点数表」とは、手術を受けた時点において、厚生労働省告示にもとづき定められている医科診

療報酬点数表をいいます。 

 

別表７ 歯科診療報酬点数表 

 

「歯科診療報酬点数表」とは、手術を受けた時点において、厚生労働省告示にもとづき定められている歯科診

療報酬点数表をいいます。 

 

別表８ 抗がん剤 

 

「抗がん剤」とは、被保険者が診断確定されたがんの治療を目的として被保険者に投薬または処方された時点

において厚生労働大臣の承認を受けている医薬品のうち、つぎの(1)および(2)のいずれにも該当する医薬品をい

います。 

(1) 厚生労働大臣による製造販売の承認時に、被保険者が診断確定されたがんの治療に対する効能または効果が

認められたこと 

(2) 世界保健機関の解剖治療化学分類法による医薬品分類のうち、L01（抗悪性腫瘍薬）、L02（内分泌療法）、L03

（免疫賦活薬）、L04（免疫抑制薬）またはV10（治療用放射性医薬品）に分類されること 

 

別表９ 病院または診療所 

 

「病院または診療所」とは、つぎの各号のいずれかに該当したものとします。 

(1) 医療法に定める日本国内にある病院または患者を収容する施設を有する診療所 

(2) 第１号の場合と同等の日本国外にある医療施設 

 

備  考 

 

１．治療を目的とした入院 

治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院などは、「治療を目的とした入院」には該当しません。 

２．治療を目的とした通院 

治療処置を伴わない薬剤・治療材料の購入、受取のみの通院などは、「治療を目的とした通院」には該当しま

せん。 
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この特約の概要 

 

第１条 保険料払込の免除 

第２条 保険料払込の免除に関する補則 

第３条 保険料払込の免除の請求 

第４条 特約の締結および責任開始期 

第５条 特約の保険期間 

第６条 保険料率 

第７条 特約の失効 

第８条 告知義務 

第９条 告知義務違反による解除 

第10条 特約を解除できない場合 

第11条 重大事由による解除 

第12条 特約の解約 

第13条 特約の解約等に伴う返戻金の取扱 

第14条 特約の消滅 

第15条 特約の更新 

第16条 時効 

第17条 特約の契約者配当金 

第18条 法令等の改正または医療技術の変化に

伴う保険料払込の免除事由に関する規

定の変更 

第19条 管轄裁判所 

第20条 主約款の規定の準用 

 

別表１ 請求書類 

別表２ 悪性新生物、急性心筋梗塞、脳卒中 

別表３ 病院または診療所 

別表４ 手術 

別表５ 公的医療保険制度 

別表６ 医科診療報酬点数表 

特定疾病保険料払込免除特約 目次 
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特定疾病保険料払込免除特約 

 

（この特約の概要） 

 

この特約は、被保険者が特定の疾病（悪性新生物、急性心筋梗塞または脳卒中）により所定の事由に該当し

た場合に、その後の保険料の払込を免除することを主な内容とするものです。 

 

第１条（保険料払込の免除） 

１．被保険者が、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）または主契約に付加された特約（以下「各特約」

といいます。）の保険料払込期間中に、つぎの各号のいずれかの場合（以下「保険料払込の免除事由」といいま

す。）に該当したときは、当会社は、その直後に到来する主契約の普通保険約款（以下「主約款」といいます。）

に定める保険料期間（以下「保険料期間」といいます。）以降の主契約および各特約の保険料の払込を免除しま

す。 

(1) 被保険者がこの特約の責任開始期以後、この特約の保険期間中に初めて（責任開始期前の期間を通じて初

めてとします。）悪性新生物（別表２）と医師により病理組織学的所見（生検）によって診断確定（病理組織

学的所見が得られないときは、他の所見による診断確定も認めることがあります。以下「診断確定」といい

ます。）されたとき 

(2) 被保険者がこの特約の責任開始期以後の疾病を原因として、この特約の保険期間中につぎのいずれかの事

由に該当したとき 

(ア) 急性心筋梗塞（別表２）を発病し、その疾病により初めて医師の診療を受けた日からその日を含めて30

日以上、労働の制限を必要とする状態（軽い家事等の軽労働や事務等の座業はできるが、それ以上の活動

では制限を必要とする状態）が継続したと医師によって診断されたとき 

(イ) 急性心筋梗塞（別表２）を発病し、その急性心筋梗塞の治療を直接の目的として、別表３に定める病院

または診療所において別表４に定める手術を受けたとき 

(ウ) 脳卒中（別表２）を発病し、その疾病により初めて医師の診療を受けた日からその日を含めて30日以上、

言語障害、運動失調、麻痺等の他覚的な神経学的後遺症が継続したと医師によって診断されたとき 

(エ) 脳卒中（別表２）を発病し、その脳卒中の治療を直接の目的として、別表３に定める病院または診療所

において別表４に定める手術を受けたとき 

２．第１項第１号に該当した場合でも、この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて90日以内に悪性新

生物（別表２の表２中の悪性新生物。以下同じ。）と医師により診断確定されたときは、当会社は、保険料の払

込を免除しません。ただし、その後（この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて90日経過後）、こ

の特約の保険期間中に被保険者が新たに悪性新生物（別表２）と医師により診断確定されたときは、保険料の

払込を免除します。 

 

第２条（保険料払込の免除に関する補則） 

１．被保険者がこの特約の責任開始期前にすでに発病していた疾病を原因としてこの特約の責任開始期以後に第

１条（保険料払込の免除）第１項第２号に該当した場合でも、つぎの各号のいずれかに該当するときは、この

特約の責任開始期以後に発病した疾病を原因として第１条第１項第２号に該当したものとみなして、第１条第

１項の規定を適用します。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際に、告知等により知っていたその疾病に関する事実（第10条（特約を解除

できない場合）に規定する保険媒介者のみが知っていた事実は含みません。）を用いて承諾したとき。ただし、

保険契約者または被保険者がその疾病に関する事実の一部のみを告げたことにより、当会社が重大な過失な

くその疾病に関する事実を正確に知ることができなかった場合を除きます。 

(2) その疾病（医学上重要な関係にある疾病を含みます。）について、この特約の責任開始期前に、被保険者が

医師の診療を受けたことがなく、かつ、被保険者が健康診断等において異常の指摘（要経過観察の指摘を含

みます。）を受けたことがないとき。ただし、被保険者が自覚可能な身体の異常が存在した場合または保険契

約者が認識可能な被保険者の身体の異常が存在した場合を除きます。 

２．第１条（保険料払込の免除）の規定により保険料の払込が免除された場合には、当会社は、主約款に定める

保険料の払込方法（回数）に応じ、それぞれの契約応当日ごとに所定の保険料が払い込まれたものとして取り

扱います。 
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３．保険料の払込が免除された主契約および各特約については、保険料払込の免除事由の発生時以後、つぎの各

号については取り扱いません。 

(1) 主契約および各特約における入院給付金日額および通院給付金日額の減額ならびに給付金額の減額 

(2) 無解約返戻金型治療保障保険における保険契約の型および支払限度の型の変更ならびに治療保障特約にお

ける特約の型および支払限度の型の変更 

(3) 無解約返戻金型収入保障保険における年金月額の減額 

４．主約款に定める払込期月内に保険料が払い込まれないまま、主約款に定める保険料の払込方法（回数）に応

じ、それぞれの契約応当日以後その払込期月の末日までに保険料払込の免除事由が生じたときまたは主約款に

定める猶予期間中に保険料払込の免除事由が生じたときは、保険契約者は、その猶予期間の満了日までに未払

込保険料を払い込んでください。この未払込保険料が払い込まれない場合には、当会社は、保険料払込の免除

事由の発生により免除すべき保険料の払込を免除しません。 

５．第４項の規定は、主約款に定める責任開始期に関する特則が適用される場合の第１回保険料について準用し

ます。 

６．この特約が付加された保険契約が年払契約の場合で、すでに保険料が払い込まれている保険料期間の中途で

保険料払込の免除事由に該当したときは、当会社は、保険料払込の免除事由に該当した日の直後に到来する月

単位の契約応当日からその保険料期間の末日までの月数に応じた保険料の残額に相当する金額の返戻金を保険

契約者に支払います。 

７．第６項の規定は、年払契約の第１回保険料について準用します。 

８．この特約が付加された保険契約が月払契約の場合で、すでに保険料が払い込まれている保険料期間の中途で

保険料払込の免除事由に該当したときでも、当会社は、その保険料期間の保険料を払い戻しません。 

９．第８項の規定は、月払契約の第１回保険料について準用します。 

10．保険料の払込が免除された主契約または各特約が消滅したときは、当会社は、主約款または各特約の保険契

約の消滅等における保険料の残額に相当する金額の支払および保険料の払戻に関する規定は適用しません。 

11．第10項の規定は、年払契約および月払契約の第１回保険料について準用します。 

 

第３条（保険料払込の免除の請求） 

１．保険料払込の免除事由が生じたときは、保険契約者または被保険者は、すみやかに当会社に通知してくださ

い。 

２．保険契約者は、当会社に、請求に必要な書類（別表１）を提出して、保険料払込の免除を請求してください。 

３．保険料払込の免除の請求については、主約款の給付金等の請求、支払時期および支払場所の規定を準用しま

す。 

４．保険契約者と被保険者が同一人の場合で、被保険者が自ら保険料払込の免除を請求できない特別な事情があ

るときの指定代理請求人等による請求については、主約款の規定を準用します。 

 

第４条（特約の締結および責任開始期） 

１．この特約は、主契約締結の際、保険契約者の申出によって主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始期は、主契約の責任開始期と同一とします。 

 

第５条（特約の保険期間） 

この特約の保険期間は、主契約の保険期間と同一とします。 

 

第６条（保険料率） 

この特約が付加される場合、主契約および各特約には、この特約が付加される場合の保険料率を適用します。 

 

第７条（特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第８条（告知義務） 

当会社が、この特約の締結の際、保険料払込の免除事由の発生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告

知を求めた事項について、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。ただし、

当会社の指定する医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要します。
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第９条（告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第８条（告知義務）の規定により当会社が

告知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合には、当会社は、将

来に向かってこの特約を解除することができます。 

２．当会社は、保険料払込の免除事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場合には、保

険料の払込を免除しません。また、すでに保険料の払込を免除していたときは、保険料の払込を免除しなかっ

たものとして取り扱います。 

３．第２項の規定にかかわらず、保険料払込の免除事由が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契

約者、被保険者または指定代理請求人が証明したときは、保険料の払込を免除します。 

４．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、当会社は、被保険者または指定代理請求人に通知します。 

 

第10条（特約を解除できない場合） 

１．当会社は、つぎのいずれかの場合には、第９条（告知義務違反による解除）の規定によるこの特約の解除を

することができません。 

(1) 当会社が、この特約の締結の際、解除の原因となる事実を知っていた場合、または過失のため知らなかっ

た場合 

(2) 当会社が、解除の原因があることを知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過した場合 

(3) この特約の責任開始期の属する日からその日を含めて２年を経過した場合。ただし、この特約の責任開始

期の属する日からその日を含めて２年以内に、保険料払込の免除事由が生じた場合を除きます。 

(4) 当会社のためにこの特約の締結の媒介を行うことができる者（当会社のためにこの特約の締結の代理を行

うことができる者を除き、以下「保険媒介者」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第８条（告知

義務）の告知のうち解除の原因となる事実の告知をすることを妨げた場合 

(5) 保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対し、第８条の告知のうち解除の原因となる事実の告知をし

ないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

２．第１項第４号および第５号の場合において、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、保険契

約者または被保険者が、第８条の規定により当会社が告知を求めた事項のうち解除の原因となる事実について、

事実を告げなかったと認められる場合または事実でないことを告げたと認められる場合には、第１項の規定は

適用しません。 

 

第11条（重大事由による解除） 

１．当会社は、つぎの各号のいずれかに定める事由が生じた場合には、この特約を将来に向かって解除すること

ができます。 

(1) 保険契約者または被保険者が保険契約の保険料を詐取する目的または他人に詐取させる目的で事故招致

（未遂を含みます。）をした場合 

(2) 保険料払込の免除の請求に関し、保険契約者に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合 

(3) 保険契約者または被保険者が、つぎのいずれかに該当する場合 

(ア) 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、

暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

(イ) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること 

(ウ) 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 

(エ) 保険契約者が法人である場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質

的に関与していると認められること 

(オ) その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(4) 当会社の保険契約者または被保険者に対する信頼を損ない、この特約の存続を困難とする第１号から第３

号までに掲げる事由と同等の重大な事由がある場合 

２．当会社は、この特約の保険料払込の免除事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。この場

合には、 第１項各号に定める事由の発生時以後に生じた保険料払込の免除事由による保険料払込の免除を行い

ません。また、すでにその保険料払込の免除事由により保険料の払込を免除していたときは、当会社は、保険

料の払込を免除しなかったものとして取り扱います。 
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３．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、被保険者または指定代理請求人に通知します。 

 

第12条（特約の解約） 

保険契約者は、保険料払込の免除事由発生前に限り、いつでも将来に向かって、この特約を解約することが

できます。 

 

第13条（特約の解約等に伴う返戻金の取扱） 

１．この特約の解約返戻金はありません。 

２．この特約が付加された保険契約が年払契約の場合で、すでに保険料が払い込まれている保険料期間の中途で

この特約のみが消滅した場合（詐欺による取消に該当する場合を除きます。以下本条において同じ。）は、当会

社は、この特約が消滅した日の直後に到来する月単位の契約応当日からその保険料期間の末日までの月数に応

じたこの特約に対応する保険料の残額に相当する金額の返戻金を保険契約者に支払います。 

３．第２項の規定にかかわらず、すでに保険料が払い込まれている保険料期間の中途でこの特約のみが消滅した

場合で、この特約が消滅した日の直前の月単位の契約応当日（消滅した日が月単位の契約応当日のときは、そ

の月単位の契約応当日。以下本項において同じ。）以後に主契約または各特約の給付金等の支払事由（保険料払

込の免除事由を含みます。以下本条において同じ。）が生じていないときは、この特約が消滅した日の直前の月

単位の契約応当日からその保険料期間の末日までの月数に応じたこの特約に対応する保険料の残額に相当する

金額の返戻金を保険契約者に支払います。 

４．第２項および第３項の規定は、年払契約の第１回保険料について準用します。 

５．この特約が付加された保険契約が月払契約の場合で、すでに保険料が払い込まれている保険料期間の中途で

この特約のみが消滅したときでも、当会社は、その保険料期間のこの特約に対応する保険料を払い戻しません。 

６．第５項の規定にかかわらず、すでに保険料が払い込まれている保険料期間の中途でこの特約のみが消滅した

場合で、その保険料期間中に主契約または各特約の給付金等の支払事由が生じていないときは、その保険料期

間のこの特約に対応する保険料を保険契約者に払い戻します。 

７．第５項および第６項の規定は、月払契約の第１回保険料について準用します。 

 

第14条（特約の消滅） 

主契約が解約その他の事由によって消滅した場合（年金が支払われる場合を含みます。）には、この特約は消

滅します。 

 

第15条（特約の更新） 

この特約が更新の規定がある主契約に付加されている場合には、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) この特約の保険期間が満了する場合には、保険契約者がその満了日の２か月前までにこの特約を継続しな

い旨を当会社に通知しない限り、更新の請求があったものとし、この特約は、保険期間の満了日の翌日に更

新して継続します。この場合、この特約の保険期間の満了日の翌日を更新日とします。 

(2) 第１号の規定にかかわらず、更新日に当会社がこの特約の締結を取り扱っていない場合には、当会社は、

第１号の更新を取り扱いません。 

(3) この特約が更新された場合には、つぎのとおり取り扱います。 

(ア) 更新後のこの特約の保険期間は、更新後の主契約の保険期間と同一とします。 

(イ) 更新日における特約を適用します。 

(ウ) 第１条（保険料払込の免除）、第２条（保険料払込の免除に関する補則）および第10条（特約を解除でき

ない場合）に関しては、更新前のこの特約の保険期間と更新後のこの特約の保険期間とは継続されたもの

とします。 

(エ) 更新前のこの特約において告知義務違反による解除の事由があるときは、当会社は、更新後のこの特約

を解除することができます。 

(オ) 当会社は、新たな保険証券を交付せず、更新された旨を保険契約者に通知します。 

(4) 第２号の規定によりこの特約が更新されないときは、当会社の定める取扱にもとづき、当会社所定の特約

により、更新とみなして取り扱う場合があります。 
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第16条（時効） 

保険料払込の免除を請求する権利は、３年間請求がない場合には消滅します。 

 

第17条（特約の契約者配当金） 

この特約には契約者配当金はありません。 

 

第18条（法令等の改正または医療技術の変化に伴う保険料払込の免除事由に関する規定の変更） 

１．当会社は、保険料払込の免除事由に関する規定にかかわる法令等の改正または医療技術の変化があり、その

改正または変化が保険料払込の免除事由に関する規定に影響を及ぼすと認めたときは、主務官庁の認可を得て、

保険料払込の免除事由に関する規定を法令等の改正または医療技術の変化に適した内容に変更することがあり

ます。 

２．第１項の規定により、保険料払込の免除事由に関する規定を変更するときは、当会社は、保険料払込の免除

事由に関する規定を変更する日の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。 

 

第19条（管轄裁判所） 

この特約における保険料払込の免除の請求に関する訴訟については、主約款の管轄裁判所の規定を準用しま

す。 

 

第20条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 
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別表１ 請求書類 

 

項   目 必   要   書   類 

保険料払込の免除 

(1) 当会社所定の請求書 

(2) 当会社所定の様式による医師の診断書 

(3) 最終の保険料払込を証する書類 

(4) 保険証券 

（注）当会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。 

 

別表２ 悪性新生物、急性心筋梗塞、脳卒中 

 

「悪性新生物、急性心筋梗塞、脳卒中」とは、表１によって定義づけられる疾病とし、かつ、平成６年10月12

日総務庁告示第75号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－

10（2003年版）準拠」に記載された分類項目中、表２の基本分類コードに規定される内容によるものをいいます。 

 

表１ 対象となる悪性新生物、急性心筋梗塞、脳卒中の定義 

 

疾 病 名 疾  病  の  定  義 

１．悪性新生物 
悪性腫瘍細胞の存在、組織への無制限かつ浸潤破壊的増殖で特徴付けられる疾

病（ただし、上皮内癌、および皮膚の悪性黒色腫以外の皮膚癌を除く） 

２．急性心筋梗塞 

冠状動脈の閉塞または急激な血液供給の減少により、その関連部分の心筋が壊

死に陥った疾病であり、原則として以下の３項目を満たす疾病 

(1) 典型的な胸部痛の病歴 

(2) 新たに生じた典型的な心電図の梗塞性変化 

(3) 心筋細胞逸脱酵素の一時的上昇 

３．脳卒中 

脳血管の異常（脳組織の梗塞、出血、ならびに頭蓋外部からの塞栓が含まれる）

により脳の血液の循環が急激に障害されることによって、24時間以上持続する

中枢神経系の脱落症状を引き起こした疾病 

 

表２ 悪性新生物、急性心筋梗塞、脳卒中の基本分類コード 

 

疾 病 名 分   類   項   目 基本分類コード 

１．悪性新生物 

口唇、口腔および咽頭の悪性新生物 

消化器の悪性新生物 

呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物 

骨および関節軟骨の悪性新生物 

皮膚の悪性黒色腫 

中皮および軟部組織の悪性新生物 

乳房の悪性新生物 

女性生殖器の悪性新生物 

男性生殖器の悪性新生物 

腎尿路の悪性新生物 

眼、脳および中枢神経系のその他の部位の悪性新生物 

甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物 

部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物 

リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物 

独立した（原発性）多部位の悪性新生物 

性状不詳または不明の新生物（Ｄ37－Ｄ48）中の 

・真正赤血球増加症＜多血症＞ 

・骨髄異形成症候群 

・リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または

不明のその他の新生物（Ｄ47）中の 

Ｃ00－Ｃ14 

Ｃ15－Ｃ26 

Ｃ30－Ｃ39 

Ｃ40－Ｃ41 

Ｃ43 

Ｃ45－Ｃ49 

Ｃ50 

Ｃ51－Ｃ58 

Ｃ60－Ｃ63 

Ｃ64－Ｃ68 

Ｃ69－Ｃ72 

Ｃ73－Ｃ75 

Ｃ76－Ｃ80 

Ｃ81－Ｃ96 

Ｃ97 

 

Ｄ45 

Ｄ46 
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疾 病 名 分   類   項   目 基本分類コード 

１．悪性新生物 

 ・慢性骨髄増殖性疾患 

 ・本態性（出血性）血小板血症 

血液および造血器のその他の疾患（Ｄ70－Ｄ77）中の 

・リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（Ｄ76）中の 

・ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの 

Ｄ47.1 

Ｄ47.3 

 

 

Ｄ76.0 

２．急性心筋梗塞 

虚血性心疾患（Ｉ20－Ｉ25）中の 

・急性心筋梗塞 

・再発性心筋梗塞 

 

Ｉ21 

Ｉ22 

３．脳卒中 

脳血管疾患（Ｉ60－Ｉ69）中の 

・くも膜下出血 

・脳内出血 

・脳梗塞 

 

Ｉ60 

Ｉ61 

Ｉ63 

 

別表３ 病院または診療所 

 

「病院または診療所」とは、つぎの各号のいずれかに該当したものとします。 

(1) 医療法に定める日本国内にある病院または患者を収容する施設を有する診療所 

(2) 第１号の場合と同等の日本国外にある医療施設 

 

別表４ 手術 

 

「手術」とは、別表５に定める公的医療保険制度における別表６に定める医科診療報酬点数表に、手術料の算

定対象として列挙されている診療行為をいいます。 

 

別表５ 公的医療保険制度 

 

「公的医療保険制度」とは、つぎのいずれかの法律にもとづく医療保険制度をいいます。 

１．健康保険法 

２．国民健康保険法 

３．国家公務員共済組合法 

４．地方公務員等共済組合法 

５．私立学校教職員共済法 

６．船員保険法 

７．高齢者の医療の確保に関する法律 

 

別表６ 医科診療報酬点数表 

 

「医科診療報酬点数表」とは、手術を受けた時点において、厚生労働省告示にもとづき定められている医科診

療報酬点数表をいいます。 
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この特約の概要 

 

第１条 特約の締結 

第２条 特約の保険期間 

第３条 保険料率 

第４条 特約の失効 

第５条 特約の解約 

第６条 特約を付加した場合の主契約の解約返

戻金 

第７条 特約の消滅 

第８条 喫煙状況に関する告知義務 

第９条 喫煙状況に関する告知義務違反による

解除 

第10条 喫煙状況に関する告知の誤りの処理 

第11条 被保険者の喫煙状況が当会社の定める

基準に適合しなかった場合の取扱 

第12条 主約款の規定の準用 

第13条 低解約返戻金型特定疾病保障終身保険

に付加した場合の特則 

非喫煙者割引特約 目次 
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非喫煙者割引特約 

 

（この特約の概要） 

 

この特約は、被保険者の喫煙状況が当会社の定める基準に適合する場合に、この特約を付加した主たる保険

契約（以下「主契約」といいます。）および当会社の定める特約（以下「各特約」といいます。）の保険料の割

引を行うことを主な内容とするものです。 

 

第１条（特約の締結） 

この特約は、主契約締結の際、保険契約者の申出があり、かつ、被保険者の喫煙状況が当会社の定める基準

に適合するときに、当会社の承諾を得て、主契約に付加して締結します。 

 

第２条（特約の保険期間） 

この特約の保険期間は、主契約の保険期間と同一とします。 

 

第３条（保険料率） 

この特約が付加される場合、主契約および各特約（以下「保険契約」といいます。）の保険料率は、非喫煙者

保険料率を適用します。 

 

第４条（特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第５条（特約の解約） 

この特約のみの解約は取り扱いません。 

 

第６条（特約を付加した場合の主契約の解約返戻金） 

この特約を付加した場合、主契約の解約返戻金は、第３条（保険料率）に定める保険料率によって計算しま

す。 

 

第７条（特約の消滅） 

主契約が解約その他の事由によって消滅した場合には、この特約は消滅します。 

 

第８条（喫煙状況に関する告知義務） 

当会社が、この特約の締結の際、被保険者の過去１年間の喫煙状況等に関し書面で告知を求めた事項につい

て、保険契約者または被保険者は、その書面により告知することを要します。ただし、当会社の指定する医師

が口頭で質問した事項については、その医師に口頭により告知することを要します。 

 

第９条（喫煙状況に関する告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって、第８条（喫煙状況に関する告知義務）の規

定により当会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかった場合または事実でないことを告げた場合に

は、当会社は、将来に向かってこの特約を解除することができます。 

２．当会社は、保険契約の保険金等の支払事由が生じた後でも、この特約を解除することができます。 

３．本条の規定によってこの特約を解除するときは、当会社は、その旨を保険契約者に通知します。ただし、保

険契約者が不明である場合またはその住所もしくは居所が不明である場合など、正当な理由によって保険契約

者に通知できない場合には、当会社は、被保険者、保険契約の保険金等の受取人または指定代理請求人に通知

します。 

４．本条の規定によってこの特約を解除したときは、当会社の定める方法により、保険契約の保険金額等を削減

し、当会社の定める方法により計算した金額を授受します。 

５．本条によるこの特約を解除することができない場合については、主約款に定める保険契約を解除できない場

合の規定を準用します。 
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第10条（喫煙状況に関する告知の誤りの処理） 

保険契約の保険料率が非喫煙者保険料率の場合で、この特約の締結に際して当会社が告知を求めた第８条（喫

煙状況に関する告知義務）の喫煙状況について、告知の誤りがあったときは、つぎの各号のとおりとします。 

(1) 保険契約の保険料率をこの特約を付加しなかった場合の保険料率に改め、保険契約者は、保険料の不足分

を当会社に払い込むことを要します。 

(2) 第１号の規定にかかわらず、保険契約の保険金等の支払事由の発生後で、保険金等が支払われる場合には、

支払われるべき保険金等から保険料の不足分を差し引きます。 

 

第11条（被保険者の喫煙状況が当会社の定める基準に適合しなかった場合の取扱） 

１．第３条（保険料率）に定める保険料率により計算した第１回保険料または第１回保険料充当金（以下本条に

おいて「第１回保険料」といいます。）を当会社が受け取った後に、被保険者の喫煙状況が当会社の定める基準

に適合しないため、当会社がこの特約を付加しない保険契約の申込を承諾した場合には、当会社は、第１回保

険料を受け取った時（被保険者に関する告知の前に受け取った場合には、告知の時）から、保険契約上の責任

を負います。 

２．第１項の場合、保険契約者は、当会社の定める方法で計算した金額を、当会社の指定した日までに当会社に

払い込むことを要します。 

３．第２項に定める金額が当会社の指定した日までに払い込まれない場合には、当会社の定める方法により、保

険契約の保険金額等を削減します。 

 

第12条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 

 

第13条（低解約返戻金型特定疾病保障終身保険に付加した場合の特則） 

この特約を低解約返戻金型特定疾病保障終身保険に付加した場合には、つぎの各号のとおり取り扱います。 

(1) 第９条（喫煙状況に関する告知義務違反による解除）第２項の規定にかかわらず、保険契約の保険金等の

支払事由が解除の原因となった事実によらなかったことを、保険契約者、被保険者、保険契約の保険金等の

受取人または指定代理請求人が証明したときは、この特約の解除を行いません。 

(2) 第９条の規定により保険契約の保険金等の支払事由が生じた後にこの特約を解除したときは、第９条第４

項の規定にかかわらず、当会社の定める方法により計算した金額の授受を行わず、当会社の定める方法によ

り、保険契約の保険金額等を削減します。 
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